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学校法人青葉学園寄附行為 

第１章 総 則 

（名 称） 

第１条  この法人は学校法人青葉学園と称する。 

（事務所の所在地） 

第２条  この法人は事務所を東京都品川区東五反田四丁目 1番１７号に置く。 

第２章 目的及び設置する学校

（目 的） 

第３条 この法人は教育基本法及び学校教育法並びに私立学校法に従い、知識社会が実現 

すると予想される２１世紀において、「科学技術に基づく実践活動」及び「寛容と 

温かみのある人間性と生命に対する畏敬の念を尊重する精神」に則り、医療分野 

において特色ある教育研究を遂行することで、時代の求める豊かな人間性と教養 

並びに専門的能力を備え、これからの社会が抱える様々な課題に対して、新しい 

視点から総合的に探求・解決し、新たな知見を得ることの出来る人材の育成を目 

的とする。 

（設置する学校等）

第４条  この法人が前条の目的を達成するために設置する学校は次に掲げるものとする。

(１) 東京医療保健大学

大学院 医療保健学研究科

看護学研究科

和歌山看護学研究科

医療保健学部    看護学科

医療栄養学科

医療情報学科

東が丘・立川看護学部 看護学科

東が丘看護学部 看護学科

立川看護学部 看護学科

千葉看護学部 看護学科

和歌山看護学部 看護学科

(２) 青葉学園幼稚園

(３) 青葉学園野沢幼保連携型認定こども園

【資料 1-1】 
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第３章 役員及び理事会 

（役 員） 

第５条  この法人の役員の定数は次の通りとする。 
(１) 理事 ７名以上１３名以内 
(２) 監事 ２名以上３名以内 

２ 前項第１号に規定する理事のうち、評議員のうちから選任される理事の定数は 
１名とする。 

 
（理事長の職務） 
第６条 理事のうち１名は理事の互選により理事長となる。 

２ 理事長は、法令及びこの寄附行為に規定する職務を行い、この法人を代表し、そ

の業務を総理する。 
 

（副理事長の職務） 
第７条  理事のうち１名を副理事長とすることができる。 

２ 副理事長は、理事会の同意を得て、理事長が指名するものを充てる。 
３ 副理事長は、理事長を補佐し、理事長の命により管理運営業務の遂行に当たる。 

 
（理事の代表権の制限） 
第８条  理事長以外の理事は、この法人の業務について、この法人を代表しない。 
 
（理事長の職務の代理及び代行） 
第９条  理事長に事故があるとき、又は理事長が欠けたときは副理事長が、理事長及び副 
     理事長ともに事故があるとき、又は理事長及び副理事長ともに欠けたときは理事 

長のあらかじめ指名した理事が順次理事長の職務を代理し、又は理事長の職務を 
行う。 
 

（理事の選任） 
第１０条  理事のうち１名は東京医療保健大学長又は青葉学園幼稚園長の職に在る者のう

ちから理事会においてこれを選任する。 
２ 評議員のうちから選任される理事は評議員会の推薦した者のうちから１名を理事 

会において選任する。 
３ 前二項の規定により選任された理事以外の理事は、この学校法人に関係のある学

識経験者、功労者のうちから理事会においてこれを選任する。 
４ 理事のうち少なくとも１名は、選任の際現に当該学校法人の役員又は職員でない

者のうちから理事会においてこれを選任する。 
５ 理事が再任される場合において、当該理事がその最初の選任の際現に当該学校法

人の役員又は職員でなかったときの前項の規定の適用については、その再任の際

現に当該学校法人の役員又は職員でない者とみなす。 
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      ６ 第１項及び第２項の理事は、東京医療保健大学長又は青葉学園幼稚園長及び評議

員の職を退いたときは、理事の職を失うものとする。 
 
（監事の選任及び職務） 
第１１条  監事は、この法人の理事、職員(学長、教員その他の職員を含む。以下同じ。)、 

評議員又は役員の配偶者若しくは三親等以内の親族以外の者であって理事会にお 
いて選出した候補者のうちから、評議員会の同意を得て、理事長が選任する。 

２ 前項の選任に当たっては、監事の独立性を確保し、かつ、利益相反を適切に防止 
することができる者を選任するものとする。 

３ 監事は次に掲げる職務を行う。 
(１) この法人の業務を監査すること。 
(２) この法人の財産の状況を監査すること。 
(３) この法人の理事の業務執行の状況を監査すること。 
(４) この法人の業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行の状況について、 

毎会計年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後 2 月以内に理事会及 
び評議員会に提出すること。 

(５)  この法人の業務、財産の状況及び理事の業務執行の監査の結果、この法人の 
業務若しくは財産又は理事の業務執行に関し不正の行為又は法令若しくは 
寄附行為に違反する重大な事実があることを発見したときは、これを文部科 
学大臣又は理事会及び評議員会に報告すること。 

(６) 前号の報告をするために必要があるときは、理事長に対して理事会及び評議 
員会の招集を請求すること。 

(７) この法人の業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行の状況について理 
事会に出席して意見を述べること。 

      ４ 前項第６号の請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以 
内の日を理事会又は評議員会の日とする理事会又は評議員会の招集の通知が発せ 
られない場合には、その請求をした監事は、理事会又は評議員会を招集すること 
ができる。 

   ５ 監事は、理事がこの法人の目的の範囲外の行為その他法令若しくは寄附行為に違 
反する行為をし、又はこれらの行為をするおそれがある場合において、当該行為 
によってこの法人に著しい損害が生ずるおそれがあるときは、当該理事に対し、 
当該行為をやめることを請求することができる。 

 
（役員の任期） 
第１２条 役員（第１０条第１項に掲げる理事を除く。以下この条において同じ。）の任期は 

４年とする。但し補欠役員の任期は前任者の残任期間とすることができる。 
２ 役員は再任されることがある。 
３ 役員はその任期満了後でも後任者の役員が選任されるまでは、なおその職務（理 

事長にあっては、その職務を含む。）を行う。 
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（役員の補充） 
第１３条 理事又は監事のうち、その定数の５分の１をこえるものが欠けたときは、１月以 

内に補充しなければならない。 
 
（役員の解任及び退任） 
第１４条 役員が次の各号の１に該当するに至ったときは、理事総数の４分の３以上出席し 

た理事会において、理事総数の４分の３以上の議決及び評議員会の議決により、 
これを解任することができる。 
(１) 法令の規定又はこの寄附行為に著しく違反したとき。 
(２) 心身の故障のため職務の執行に堪えないとき。 
(３) 職務上の義務に著しく違反したとき。 
(４) 役員たるにふさわしくない重大な非行があったとき。 

   ２ 役員は次の事由によって退任する。 
(１) 任期の満了 
(２) 辞任 
(３) 死亡 
(４) 私立学校法第３８条第８項第１号又は第２号に掲げる事由に該当するに 

至ったとき。 
 

（役員の報酬） 
第１５条 役員に対して、別に定める報酬の支給の基準に従って算定した額を報酬として支

給することができる。 
 
（理事会） 
第１６条 この法人に理事会を置く。 

２ 理事会は理事をもって組織する。 
３ 理事会はこの法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督する。 
４ 理事会は理事長が招集し議長となる。 
５ 理事長は、理事総数の３分の２以上の理事から会議に付議すべき事項を示して 

理事会の招集を請求された場合には、その請求のあった日から７日以内に、これ 
を招集しなければならない。 

６  理事会を招集するには、各理事に対して、会議開催の場所及び日時並びに会議に 
付議すべき事項を書面により通知しなければならない。 

７ 前項の通知は、会議の７日前までに発しなければならない。ただし、緊急を要す 
る場合はこの限りでない。 

８ 理事長が第５項の規定による招集をしない場合には、招集を請求した理事全員が 
連名で理事会を招集することができる。 

９ 第１１条の第４項及び前項の規定に基づき理事会を招集した場合における理事 
会の議長は、出席理事の互選によって定める。 
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１０ 理事会は、この寄附行為に別段の定めがある場合を除くほか、理事総数の過半数 
   の理事が出席しなければ、会議を開き、議決をすることができない。ただし、第 

１３項の規定による除斥のため過半数に達しないときは、この限りではない。 
１１ 前項の場合において、理事会に付議される事項につき書面をもって、あらかじめ 

意思を表示した者は、出席者とみなす。 
１２ 理事会の議事は、法令及びこの寄附行為に別段の定めがある場合を除くほか、出 

席した理事の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 
１３ 理事会の議事について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わ 

ることができない。 
 
（議事録） 
第１７条 議長は、理事会の開催の場所及び日時並びに議決事項及びその他の事項について 

議事録を作成しなければならない。 
２ 議事録には、議長及び出席理事のうちから互選された理事２名が署名押印し、常

にこれを事務所に備えて置かなければならない。 
   ３ 利益相反取引に関する承認の決議については、理事それぞれの意思を議事録に記 

載しなければならない。 
 
 

第４章 評議員及び評議員会 
（評議員会） 
第１８条 この法人に評議員会を置く。 

２ 評議員会は、１５名以上２７名以下の評議員をもって組織する。 
３ 評議員会は、理事長が招集する。 
４ 理事長は、評議員総数の３分の１以上の評議員から会議に付議すべき事項を示し

て評議員会の招集を請求された場合には、その請求のあった日から２０日以内に、

これを招集しなければならない。 
   ５ 評議員会を招集するには、各評議員に対して、会議開催の場所及び日時並びに会 

議に付議すべき事項を、書面により通知しなければならない。 
６  前項の通知は、会議の７日前までに発しなければならない。ただし、緊急を要す 

る場合は、この限りでない。 
７ 評議員会に議長を置き、議長は、評議員のうちから評議員会において選任する。 
８ 評議員会は評議員総数の過半数の出席がなければ、その会議を開き、議決をする 

ことができない。ただし、第１２項の規定による除斥のため過半数に達しないと 
きは、この限りではない。 

９  前項の場合において、評議員会に付議される事項につき書面をもって、あらかじ 
め意思を表示した者は、出席者とみなす。 

１０ 評議員会の議事は、法令及びこの寄附行為に別段の定めがある場合を除くほか、 
出席評議員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

１１ 議長は、評議員として議決に加わることができない。  
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１２ 評議員会の議事について特別の利害関係を有する評議員は、議決に加わることが 
できない。 
 

（議事録） 
第１９条 議長は、評議員会の開催の場所及び日時並びに議決事項及びその他の事項につい 

て議事録を作成しなければならない。 
２ 議事録には、議長及び出席評議員のうちから互選された評議員２名以上が署名押

印し、常にこれを事務所に備えて置かなければならない。 
 
（諮問事項） 
第２０条 次の各号に掲げる事項については、理事長において、あらかじめ評議員会の意見 

を聴かなければならない。 
(１) 予算及び事業計画 
(２) 事業に関する中期的な計画 
(３) 借入金（当該会計年度内の収入をもって償還する一時の借入金を除く。） 及

び基本財産の処分並びに運用財産中の不動産及び積立金の処分 
(４)  役員に対する報酬の支給の基準 
(５) 予算外の新たな義務の負担又は権利の放棄に関する事項 
(６) 合併 
(７) 目的たる事業の成功の不能による解散 
(８) 残余財産の処分に関する事項 
(９) 収益事業の開始及び廃止に関する事項 

(１０) 運用財産中不動産及び積立金の管理に関する事項 
(１１) 寄附金品の募集に関する事項 
(１２) 剰余金の処分に関する事項 
(１３) 寄附行為の変更に関する事項 
(１４) その他学校法人に関する重要事項 

 
（評議員会の意見具申等） 
第２１条 評議員会は、この法人の業務若しくは財産の状況又は役員の業務執行の状況につ 

いて、役員に対して意見を述べ、若しくはその諮問に応え、又は役員からの報告 
を徴することができる。 

 
（評議員の選任） 
第２２条 評議員は、次の各号に掲げる者とする。 

(１)  この法人の職員で理事会において推せんされた者のうちから、評議員会に 
おいて選任した者                        ２名以上４名以内 

(２) この法人の設置する学校を卒業した者で年齢２５年以上の者のうちから 
理事会において選任した者                  ２名以上３名以内 

(３) 理事のうちから理事会において選任した者          ３名以上５名以内 
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(４) 学識経験者のうちから、理事会において選任した者   ６名以上１３名以内 
(５) 東京医療保健大学長 
(６) 青葉学園幼稚園長 
(７) 第１号、第３号、第５号及び第６号に規定する評議員は、各号に定める職を

退いたときは、評議員の職を失うものとする。 
 
（任 期） 
第２３条 評議員（前条第５号、第６号に規定する者及び前条第３号の規定により選任され

た者を除く）の任期は３年とする。但し補欠の評議員の任期は前任者の残任期間

とすることができる。 
２ 評議員は再任されることがある。 

 
（評議員の解任及び退任） 
第２４条 評議員が次の各号の１に該当するに至ったときは、評議員総数の３分の２以上の 

議決により、これを解任することができる。 
(１) 心身の故障のため職務の執行に堪えないとき。 
(２) 評議員たるにふさわしくない重大な非行があったとき。 

   ２ 評議員は次の事由によって退任する。 
(１) 任期の満了 
(２) 辞任 
(３) 死亡 

 
 

第５章 資産及び会計 
（資産） 
第２５条 この法人の資産は、財産目録記載のとおりとする。 

 
（資産の区分） 
第２６条 この法人の資産はこれを分けて基本財産及び運用財産とする。 

２ 基本財産は、この法人の設置する学校に必要な施設及び設備又はこれらに要する

資金とし、財産目録中基本財産の部に記載する財産及び将来基本財産に編入され

た財産とする。 
３ 運用財産は、この法人の設置する学校の経営に必要な財産とし、財産目録中運用

財産の部に記載する財産及び将来運用財産に編入された財産とする。 
４ 寄附金品については、寄附者の指定がある場合には、その指定に従って基本財産、 

運用財産に編入する。 
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（資産の処分の制限） 
第２７条 この法人の資産は理事会の議決を経て理事長がこれを管理する。 
 

２ 基本財産中の不動産及び積立金はこれを処分してはならない。 
但しこの法人の事業遂行上やむを得ない事由があるときは、理事会において理事 
総数の３分の２以上の議決を得て、その一部に限り処分することができる。 
 

（経費の支弁） 
第２８条 この法人の設置する学校の経営に要する費用は、基本財産並びに運用財産中の不

動産及び積立金から生ずる果実、授業料収入、入学金収入、検定料収入その他の

運用財産をもって支弁する。 
 
（会 計） 
第２９条 この法人の会計は、学校法人会計基準により行う。 
 
（予算、事業計画及び事業に関する中期的な計画） 
第３０条 この法人の予算及び事業計画は、毎会計年度開始前に、理事長が編成し、理事会

において出席した理事の３分の２以上の議決を得なければならない。これに重要

な変更を加えようとするときも、同様とする。 
２ この法人の事業に関する中期的な計画は、５年以上において理事会で定める期間 

ごとに、理事長が編成し、理事会において出席した理事の３分の２以上の議決を 
得なければならない。これに重要な変更を加えようとするときも、同様とする。 
 

（予算外の新たな義務の負担又は権利の放棄） 
第３１条 予算をもって定めるものを除くほか、新たに義務の負担をし、又は権利の放棄を 

しようとするときは、理事会において出席した理事の３分の２以上の議決がなけ 
ればならない。借入金（当該会計年度内の収入をもって償還する一時の借入金を除

く。）についても、同様とする。 
２ この法人が寄付を受けた株式について、その株式の発行会社に対して株主として

の権利を行使する場合には、次の事項を除き、あらかじめ理事会において理事総

数の３分の２以上の同意を得なければならない。 
(１) 配当の受領 
(２) 無償新株式の受領 
(３) 株主宛配布書類の受領 
 

（積立金の保管） 
第３２条 基本財産及び運用財産中の積立金は、確実な有価証券を購入し、又は確実な信託 

銀行に信託し、又は確実な金融機関に定期預金として理事長が保管する。 
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（決算及び実績の報告） 
第３３条 この法人の決算は、毎会計年度終了後２月以内に作成し、監事の意見を求めるも

のとする。 
 

２ 理事長は毎会計年度終了後２月以内に決算及び事業の実績を評議員会に報告し、 
その意見を求めなければならない。 
 

（財産目録等の備付け及び閲覧） 
第３４条 この法人は財産目録、貸借対照表、収支計算書、事業報告書及び役員等名簿（理

事、監事及び評議員の氏名及び住所を記載した名簿をいう。）を毎会計年度終了後

２月以内に作成しなければならない。 
    ２ この法人は、前項の書類、監査報告書、役員に対する報酬の支給の基準及び寄附

行為を各事務所に備えて置き、請求があった場合には、正当な理由がある場合を

除いて、これを閲覧に供しなければならない。 
３ 前項の規定にかかわらず、この法人は、役員等名簿について同項の請求があった 

場合には、役員等名簿に記載された事項中、個人の住所に係る記載の部分を除外 
して、同項の閲覧をさせることができる。 
 

（情報の公表） 
第３５条 この法人は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、遅滞なく、インターネットの

利用により、当該各号に定める事項を公表しなければならない。 
(１)  寄附行為若しくは寄附行為変更の認可を受けたとき、又は寄附行為変更の 

届出をしたとき。寄附行為の内容 
(２)  監査報告書を作成したとき。当該監査報告書の内容 
(３)  財産目録、貸借対照表、収支計算書、事業報告書及び役員等名簿（個人の 

住所に係る記載の部分を除く。)を作成したとき。これらの書類の内容 
(４)  役員に対する報酬の支給の基準を定めたとき。当該報酬の支給の基準 

 
（資産総額の変更登記） 
第３６条 この法人の資産総額の変更は、毎会計年度末の現在により、会計年度終了後３月 

以内に登記しなければならない。 
 
（会計年度） 
第３７条 この法人の会計年度は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わるものとする。 
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第６章 解散及び合併 

（解 散） 
第３８条 この法人は、次の各号に掲げる事由によって解散する。 

(１) 理事会における理事総数の３分の２以上の議決及び評議員会の議決 
(２) この法人の目的たる事業の成功の不能となった場合で、理事会における出席

理事の３分の２以上の議決 
(３) 合併 
(４) 破産 
(５) 文部科学大臣の解散命令 

２ 前項１号に掲げる事由による解散にあっては文部科学大臣の認可を、同項２号に掲

げる事由による解散にあっては文部科学大臣の認定を受けなければならない。 
 

（残余財産の帰属者） 
第３９条 この法人が解散した場合（合併又は破産によって解散した場合を除く。）における

残余財産は、解散のときにおける理事会において出席した理事の３分の２以上の

議決により選定した学校法人又は、教育の事業を行う公益社団法人若しくは公益

財団法人に帰属する。 
 
（合 併） 
第４０条 この法人が合併しようとするときは、理事会において理事総数の３分の２以上の 

議決を得て文部科学大臣の認可を受けなければならない。 

 
 

第７章 寄附行為の変更 
（寄附行為の変更） 
第４１条 この法人の寄附行為を変更しようとするときは理事会において出席した理事の３

分の２以上の議決を得て、文部科学大臣の認可を受けなければならない。 
２ 私立学校法施行規則に定める届出事項については、前項の規定にかかわらず、理

事会において出席した理事の３分の２以上の議決を得て、文部科学大臣に届け出

なければならない。 
 
 

第８章 補   則 
（書類及び帳簿の備付け） 
第４２条 この法人は、第３４条第２項の書類のほか、次の各号に掲げる書類及び帳簿を、

常に各事務所に備えて置かなければならない。 
(１) 役員及び評議員の履歴書 
(２) 収入及び支出に関する帳簿及び証憑書類 
(３) その他必要な書類及び帳簿 
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（公告の方法） 
第４３条 この法人の公告は、青葉学園の掲示場に掲示して行う。 
 
（責任の免除） 
第４４条 役員が任務を怠ったことによって生じた損害についてこの法人に対し賠償する責 

任は、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がなく、その原因や職務執行状況 
などの事情を勘案して特に必要と認める場合には、役員が賠償の責任を負う額か 
ら私立学校法において準用する一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の規 
定に基づく最低責任限度額を控除して得た額を限度として理事会の議決によって 
免除することができる。 

 
（責任限定契約） 
第４５条 理事（理事長、業務を執行したその他の理事又はこの法人の職員でないものに限 

る。）又は監事（以下この条において「非業務執行理事等」という。）が任務を 
怠ったことによって生じた損害についてこの法人に対し賠償する責任は、当該非 
業務執行理事等が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、私立学 
校法において準用する一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の規定に基づ 
く最低責任限度額を限度とする旨の契約を非業務執行理事等と締結することがで 
きる。 

 
（施行細則） 
第４６条 この寄附行為の施行についての細則その他この法人及びこの法人の設置する学校 

の管理及び運営に関し必要な事項は、理事会が定める。 
 

附   則 
 

１   この寄附行為は昭和２６年３月９日から施行する。 
この寄附行為は昭和３１年２月２１日から施行する。 
この寄附行為は昭和３９年４月１８日から施行する。 
この寄附行為は昭和４０年５月２０日から施行する。 
この寄附行為は昭和４１年１月２７日から施行する。 
この寄附行為は昭和４２年３月２５日から施行する。 
この寄附行為は昭和６３年３月１５日から施行する。 
この寄附行為は文部大臣認可の日（平成１２年１０月６日）から施行する。 
この寄附行為は文部大臣認可の日（平成１２年１２月２１日）から施行する。 
この寄附行為は文部科学大臣認可の日（平成１５年１２月１日）から施行する。 
この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成１６年１１月３０日）から施行する。 
この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成１７年６月３０日）から施行する。 
この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成１８年１１月３０日）から施行する。 
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この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成１９年４月１日）から施行する。 
この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成１９年９月１４日）から施行する。 
この寄附行為は、平成２０年４月１日から施行する。 
この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成２０年９月２６日）から施行する。 
この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成２１年６月２６日）から施行する。 
この寄附行為は、平成２２年４月１日から施行する。 
この寄附行為は、平成２６年４月１日から施行する。 
この寄附行為は、平成２７年４月１日から施行する。 
この寄附行為は、平成３０年４月１日から施行する。 
令和２年２月２７日文部科学大臣認可のこの寄附行為は、令和２年４月１日から施行

する。 
この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（令和２年７月１４日）から施行する。 
この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（令和２年１２月２３日）から施行する。 
 
 

２   この法人設立の役員は次の通りとする。 
理事長  広 川  弘 禅 
理 事  西 沢  浩 仙 
 〃  来 馬  道 断 
 〃  井 上  貞次郎 
 〃  佐々木  泰 翁 
監 事  秦    慧 玉 
 〃  藤 田  俊 訓 
 

 



 

 

1 

 

東京医療保健大学学則 

 

第１章  総則 

（本学の建学の精神・理念・目的） 

第１条  本学は、教育基本法に基づき学校教育法の定める大学として、また私立

学校法に従い、知識社会が実現すると予想される 21世紀において、建学の

精神である「科学技術に基づく正確な医療保健の学問的教育・研究及び臨

床活動」、「寛容と温かみのある人間性と生命に対する畏敬の念を尊重する

精神」に則り、医療分野において特色ある教育研究を実践することで、時

代の求める豊かな人間性と教養を備え、これからの社会が抱える様々な課

題に対して、新しい視点から総合的に探求し解決することの出来る人材の

育成を目的とする。 

（医療保健学部の理念・目的） 

第１条の２ 医療保健学部に看護学科、医療栄養学科及び医療情報学科を設置し、

医療保健学部においては「ますます高度化する医療保健活動に対応し、グ

ローバルな視点で活動できる高度な知識・技術を持った専門職の育成」、「医

療保健活動のチーム化を踏まえ、他の専門職と協調して医療保健活動を遂

行できる人材の育成」及び「医療保健活動の原点とも言うべき「現場」に

興味を持ち、「現場」を愛する専門職の育成」を図るとともに、「教育研究

成果のエッセンスを相互に提供し合うことで幅広い視野を持った専門職及

びチーム医療人として協調・協力が出来る人材の育成」を図る。 

（医療保健学部看護学科の理念・目的） 

第１条の３ 医療保健学部看護学科においては、「新しい時代のニーズに対応した看

護師及び保健師の養成」、「本学の教育環境を活かした、医療現場における

チーム医療の中核として活躍できる人材の育成」及び「看護師に必要不可

欠な幅広い人間観を有する専門職の養成」を図る。 

（医療保健学部医療栄養学科の理念・目的） 

第１条の４ 医療保健学部医療栄養学科においては、「新しい時代のニーズに合った

医療を意識した管理栄養士の養成」、「栄養学分野の高度専門職として、チ

ーム医療において他の関連専門職とともに的確に責務を果たせる栄養サポ

ートチームの中核として活躍できる人材の育成」及び「人間存在の根源的

問題である「食」に取り組むために必要不可欠な幅広い人間観を有する専

門職の養成」を図る。 

（医療保健学部医療情報学科の理念・目的） 

第１条の５ 医療保健学部医療情報学科においては、「医療現場を理解することで、

病院等の現場及び医療・健康に関する企業等で、情報技術の専門職として

活躍できる人材の育成」及び「医療保健の専門職に必要不可欠な幅広い人

間観を有する専門職の養成」を図る。 

（東が丘・立川看護学部の理念・目的） 

第１条の６ 東が丘・立川看護学部に看護学科を設置し、「変化する時代を幅広く見

据えながら、専門職として自律性を持ち、臨床判断し、確かな看護の実践

【資料 1-2】 



 

 

2 

 

能力をもって発展的に未来の看護を創造しうる看護職の育成」を図るとと

もに、「臨床に強い高度医療に対応した、高度な看護実践能力を身につけた

看護職の育成」、「自分で考え、判断し、行動できる自律した看護職の養成」

及び「医療現場でチーム医療の中心的存在となり、コーディネーター役を

果たせる看護職の育成」を図る。 

（東が丘看護学部の理念・目的） 

第１条の７ 東が丘看護学部に看護学科を設置し、変化する時代を幅広く見据えな

がら、専門職として自律性を持ち、確かな看護の実践能力をもって将来の

看護を発展的に創造しうる看護職の育成を図るとともに、寛容と温かみの

ある人間性と看護実践能力を中心に自己啓発能力、キャリア開発能力を養

い、将来の日本の医療保健福祉を支える実践力を備えた看護師  ＝

“tomorrow’s Nurse”の育成を図る。 

（立川看護学部の理念・目的） 

第１条の８ 立川看護学部に看護学科を設置し、寛容と温かみのある人間性と生命

に対する畏敬の念を尊重する精神を持ち、変化する時代を幅広く見据えな

がら、専門職として自律性を持ち、確かな看護の実践能力をもって将来の

看護を発展的に創造しうる看護職を育成するとともに、人々の健康を支援

することができる看護の実践力、災害時の健康危機に対応することができ

る災害対応能力及び看護を探究する能力を兼ね備えた、地域社会の医療・

保健・福祉の将来を専門職として支えていく“地域から信頼される Nurse”

の育成を図る。 

(千葉看護学部の理念・目的) 

第１条の９  千葉看護学部に看護学科を設置し、「確かな情報収集力と倫理観をもと

に創造力を伸張」し、「高度な看護アセスメント能力と看護技術を持ちなが

ら自己研さんし続ける」ことができ、「地域で暮らす人々の生活を見すえた

看護ケアを提供しうる看護職」の育成を図る。 

 (和歌山看護学部の理念・目的) 

第１条の 10  和歌山看護学部に看護学科を設置し、変化する時代、社会を幅広く見

据えながら、自律した専門職として、豊かな人間性と倫理観、高い看護実

践能力をもち、発展的に地域社会の看護を創造しうる看護職の育成を図る。 

（名称） 

第２条 本学は、東京医療保健大学と称する。 

（位置） 

第３条 本学は、東京都品川区東五反田四丁目１番１７号、東京都世田谷区世田谷

三丁目１１番３号、東京都目黒区東が丘二丁目５番１号、東京都立川市緑町

3256番地、千葉県船橋市海神町西１丁目１０４２番地２及び和歌山県和歌山

市東坂ノ上丁３番地に設置する。 

 

第２章  自己評価及び第三者評価等 

（自己点検・評価） 

第４条 本学は、教育研究水準の向上を図り、その目的及び社会的使命を達成する

ため、教育及び研究、組織及び運営並びに施設及び設備の状況について、自
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ら点検及び評価を行い、その結果を公表する。 

２ 本学に自己点検・評価を行うため、東京医療保健大学自己点検・評価委員 

会を独立した特別委員会として設置する。 

   ３ 自己点検・評価に関する事項は別に定める。 

（第三者評価） 

第５条 自己点検・評価報告書を、一定の期間ごとに作成し、文部科学大臣の認証

を受けた「認証評価機関」の評価を受ける。 

（情報の積極的な公開） 

第６条 本学は、大学経営の透明性を高め社会に対する説明責任を果たすため、学

内における教育研究活動の状況について、刊行物への掲載その他広く周知を

図ることができる方法によって、積極的に情報を公開する。 

 

第３章  学科、定員及び修業年限 

（学部及び学科） 

第 7 条 本学に医療保健学部、東が丘・立川看護学部、東が丘看護学部、立川看護

学部、千葉看護学部、和歌山看護学部を設け、次の学科を置く。 

   医療保健学部     看護学科、医療栄養学科、医療情報学科。 

   東が丘・立川看護学部 看護学科。 

      東が丘看護学部    看護学科。 

   立川看護学部     看護学科。 

   千葉看護学部  看護学科。 

   和歌山看護学部  看護学科。 

２ 東が丘・立川看護学部看護学科に臨床看護学コース及び災害看護学コースを 

置く。 

（学生定員） 

第８条 本学の入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。 

学部及び学科名 入学定員 収容定員 

医療保健学部 

看護学科 100 名 400 名 

医療栄養学科 100 400 

医療情報学科 80 320 

計 280 1,120 

東が丘・立川 

看護学部 
看護学科  0  0 

東が丘看護学部 看護学科 100 400 

立川看護学部 看護学科 100 400 

千葉看護学部 看護学科 100 400 

和歌山看護学部 看護学科 90 360 

合   計 670 2,680 

（修業年限及び在学年限） 

第９条 本学の修業年限は 4年とする。在学期間は、8年を超えることはできない。

ただし、編入学、転入学及び再入学した者はその者が在学すべき年数の 2 倍に

相当する年数を超えて在学することができない。 
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第４章  教育課程 

（授業科目の設置等） 

第１０条 医療保健学部、東が丘・立川看護学部、東が丘看護学部、立川看護学部、

千葉看護学部、和歌山看護学部に教育上の目的を達成するために必要な授業

科目を置く。 

２ 医療保健学部の授業科目は、「いのち・人間の教育分野（全学科共通）」、「医

療のコラボレーション教育分野（全学科共通）」、「専門職の教育分野（各学科

毎）」、「養護教諭教職課程（看護学科）」及び「栄養教諭教職課程（医療栄養

学科）」で構成する。 

３-(1)東が丘・立川看護学部(平成 23年度入学生まで適用) 

東が丘・立川看護学部の授業科目は、「基礎分野（人間理解と自然科学）」、「専

門基礎分野（健康問題の解決）」及び「専門分野（あらゆる状況の対象への看

護とキャリア開発）」で構成する。 

３-(2)東が丘・立川看護学部(平成 24年度入学生から適用) 

東が丘・立川看護学部の授業科目は、「基盤分野」、「専門基礎分野」及び「専

門分野」で構成する。 

３-(3)東が丘・立川看護学部(平成 27年度入学生から適用) 

東が丘・立川看護学部の授業科目は、「基礎分野」、「専門基礎分野」、「専門分

野」及び「統合分野」で構成する。 

４ 東が丘看護学部（令和 2年度入学生から適用） 

東が丘看護学部の授業科目は、「基礎分野」、「専門基礎分野」、「専門分野」、

「統合分野」で構成する。 

５ 立川看護学部（令和 2年度入学生から適用） 

立川看護学部の授業科目は、「基礎分野」、「専門基礎分野」、「専門分野」、「統

合分野」で構成する。 

６ 千葉看護学部(平成 30年度入学生から適用) 

千葉看護学部の授業科目は、「いのち・人間の教育分野」、「専門職の教育分野」

及び「養護教諭教職課程」で構成する。 

 ７ 和歌山看護学部(平成 30年度入学生から適用) 

和歌山看護学部の授業科目は、「豊かな人間性を育む分野」、「看護の基盤をつ

くる分野」、「看護実践能力を高める分野」及び「養護教諭教職課程」で構成す

る。 

（授業科目の種類及び単位等） 

第１１条 前条の授業科目の種類及び単位等は、別表第 1、別表第 2、別表第 3、別 

      表第 4、別表第 5及び別表第 6のとおりとする。 

（授業の方法） 

第１２条 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこ 

   れらの併用により行うものとする。 

 ２ 前項の授業については、文部科学大臣が定めるところにより、多様なメディ

アを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることが

できる。 

 



 

 

5 

 

（単位の算定基準） 

第１３条 1 単位の授業科目は、45 時間の学修を必要とする内容をもって構成する

ことを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業における教育効果、授業時

間外に必要な学修等を考慮して、次の基準により単位数を計算するものと

する。 

(1)講義及び演習については、15時間から 30 時間までの範囲で別に定める時

間の授業をもって１単位とする。 

(2)実験及び実習については、30 時間から 45 時間までの範囲で別に定める時

間の授業をもって 1単位とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、卒業研究等の授業科目については、その学修の成

果を考慮して単位数を定めることがある。 

（授業時間） 

第１４条 各授業科目の授業は、15 週にわたる期間を単位として行うものとする。

ただし、教育上特別な必要があると認められる場合は、これらの期間より短

い特定の期間において授業を行うことがある。 

（履修単位の認定） 

第１５条 授業科目を履修し、その試験に合格した者には、所定の単位を与える。

ただし、試験は論文、実技、平素の成績等によってこれに代えることがある。 

（成績の評価） 

第１６条 授業科目の試験の成績は、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの評価で表し、Ｃ以上を

合格とし、Ｄは不合格とする。 

 

第５章  履修・卒業・国家試験受験資格 

（医療保健学部の卒業要件） 

第１７条 医療保健学部学生の卒業要件は、授業科目の区分ごとに定める最低履修

単位数を満たすとともに、別に定める履修規程に従って履修し、合計 126 単

位以上を修得しなければならない。 

 ２ 卒業要件として修得すべき単位数のうち、第１２条２項に定める授業の方法 

により修得する単位数は６０単位を超えないものとする。 

３ 第１項の授業科目の区分ごとに最低履修単位数は、各学科により、以下の 

とおりとする。 

(1)-1看護学科 （平成 20年度入学生まで適用）＜削除＞ 

(1)-2看護学科 （平成 21年度入学生及び平成 22年度入学生限り適用）＜削除＞ 

(1)-3看護学科 （平成 23年度入学生限り適用）＜削除＞ 

(1)-4看護学科 （平成 24年度入学生から適用） 

「いのち・人間の教育分野」については 12単位、「医療のコラボレーション

教育分野」については 18 単位、「専門職の教育分野」については 83 単位、

上記 3分野からの選択科目 13単位の合計 126単位以上とする。 

(2)-1医療栄養学科 （平成 22年度入学生まで適用）＜削除＞ 

(2)-2医療栄養学科 （平成 23年度入学生限り適用）＜削除＞ 

(2)-3医療栄養学科 （平成 24年度入学生から平成 27年度入学生まで適用） 

「いのち・人間の教育分野」については 14単位、「医療のコラボレーション
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教育分野」については 20 単位、「専門職の教育分野」については 76 単位、

上記 3分野からの選択科目 16単位の合計 126単位以上とする。 

   (2)-4医療栄養学科（平成 28年度入学生から適用） 

「いのち・人間の教育分野」については 14単位、「医療のコラボレーション

教育分野」については 20 単位、「専門職の教育分野」については 80 単位、

上記 3分野からの選択科目 12単位の合計 126単位以上とする。 

(3)-1医療情報学科 （平成 18年度及び 20年度入学生に適用）＜削除＞ 

(3)-2医療情報学科 （平成 19年度入学生に適用）＜削除＞ 

(3)-3 医療情報学科 （平成 21 年度入学生及び平成 22 年度入学生限り適用）

＜削除＞ 

(3)-4医療情報学科 （平成 23年度入学生限り適用）＜削除＞ 

(3)-5医療情報学科 （平成 24年度入学生から平成 27年度入学生まで適用） 

「いのち・人間の教育分野」については 12単位、「医療のコラボレーション

教育分野」については 20 単位、「専門職の教育分野」については 69 単位、

上記 3分野からの選択科目 25単位以上の合計 126単位以上とする。 

(3)-6医療情報学科（平成 28年度入学生から平成 31年度入学生まで適用） 

「いのち・人間の教育分野」については 12単位、「医療のコラボレーション

教育分野」については 20 単位、「専門職の教育分野」については 70 単位、

上記 3分野からの選択科目 24単位以上の合計 126単位以上とする。 

(3)-7医療情報学科（令和 2年度入学生から適用） 

「いのち・人間の教育分野」については 12単位、「医療のコラボレーション

教育分野」については 20 単位、「専門職の教育分野」については 68 単位、

上記 3分野からの選択科目 26単位以上の合計 126単位以上とする。 

（東が丘・立川看護学部の卒業要件） 

第１７条の２ 東が丘・立川看護学部学生の卒業要件は、授業科目の区分ごとに定

める最低履修単位数を満たすとともに、別に定める履修規程に従って履

修し、合計 129単位以上を修得しなければならない。 

２ 卒業要件として修得すべき単位数のうち、第１２条２項に定める授業の方法 

により修得する単位数は６０単位を超えないものとする。 

 ３ 第１項の授業科目の区分ごとの最低履修単位数は、以下のとおりとする。 

(1)-1看護学科 （平成 23年度入学生まで適用）＜削除＞ 

(1)-2看護学科 （平成 24年度及び 25年度入学生限り適用） 

「基盤分野」については 16単位、「専門基礎分野」については 30単位、「専

門分野」については 78単位、上記 3分野からの選択科目 5単位の合計 129

単位以上とする。 

(1)-3看護学科 （平成 26年度入学生限り適用） 

臨床看護学コース及び災害看護学コースにおいては、「基盤分野」について

は 16 単位、「専門基礎分野」については 30 単位、「専門分野」については

77単位、上記 3分野からの選択科目 6単位の合計 129単位以上とする。 

(1)-4看護学科 （平成 27年度入学生から適用） 

臨床看護学コース及び災害看護学コースにおいては、「基礎分野」について

は 16 単位、「専門基礎分野」については 30 単位、「専門分野」については
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54単位、「統合分野」については 23単位、上記 4分野からの選択科目 6単

位の合計 129単位以上とする。 

(東が丘看護学部の卒業要件) 

第１７条の３ 東が丘看護学部学生の卒業要件は、授業科目の区分ごとに定める最 

     低履修単位数を満たすとともに、別に定める履修規程に従って履修し、 

     合計 129単位以上を修得しなければならない。 

 ２ 卒業要件として修得すべき単位数のうち、第 12条 2項に定める授業の方法 

   により修得する単位数は 60単位を超えないものとする。 

 ３ 第 1項の授業科目の区分ごとの最低履修単位数は、以下のとおりとする。 

   「基礎分野」については 16単位、「専門基礎分野」については 30単位、「専 

   門分野」については 54単位、「統合分野」については 23単位、上記 4分野か 

   らの選択科目 6単位の合計 129単位以上とする。 

(立川看護学部の卒業要件) 

第１７条の４ 立川看護学部学生の卒業要件は、授業科目の区分ごとに定める最低 

     履修単位数を満たすとともに、別に定める履修規程に従って履修し、合 

     計 129単位以上を修得しなければならない。 

 ２  卒業要件として修得すべき単位数のうち、第 12条 2項に定める授業の方法に 

   より修得する単位数は 60単位を超えないものとする。 

 ３ 第 1項の授業科目の区分ごとの最低履修単位数は、以下のとおりとする。 

   「基礎分野」については 15単位、「専門基礎分野」については 30単位、「専 

   門分野」については 53単位、「統合分野」については 25単位、上記 4分野か 

   らの選択科目 6単位の合計 129単位以上とする。 

（千葉看護学部の卒業要件） 

第１７条の５ 千葉看護学部学生の卒業要件は、授業科目の区分ごとに定める最低 

履修単位数を満たすとともに、別に定める履修規程に従って履修し、合 

計 126単位以上を修得しなければならない。 

２ 卒業要件として修得すべき単位数のうち、第１２条２項に定める授業の方法 

により修得する単位数は６０単位を超えないものとする。 

３ 第１項の授業科目の区分ごとの最低履修単位数は、以下のとおりとする。 

看護学科(平成 30年度入学生から適用) 

「いのち・人間の教育分野」については 15 単位、「専門職の教育分野」につ

いては 100単位、上記 2分野からの選択科目 11単位の合計 126単位以上とす

る。 

 (和歌山看護学部の卒業要件) 

第１７条の６ 和歌山看護学部学生の卒業要件は、授業科目の区分ごとに定める最 

低履修単位数を満たすとともに、別に定める履修規程に従って履修し、 

合計 126単位以上を修得しなければならない。 

２ 卒業要件として修得すべき単位数のうち、第１２条２項に定める授業の方法 

により修得する単位数は６０単位を超えないものとする。 

３  第１項の授業科目の区分ごとの最低履修単位数は、以下のとおりとする。 

看護学科(平成 30年度入学生から適用) 

「豊かな人間性を育む分野」については 14単位、「看護の基盤をつくる分野」 
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については 33単位、「看護実践能力を高める分野」については 66単位、上記 

3分野からの選択科目 13単位の合計 126単位以上とする。 

（国家試験受験資格） 

第１８条 医療保健学部看護学科、東が丘・立川看護学部看護学科、東が丘看護学

部看護学科、立川看護学部看護学科、千葉看護学部看護学科、和歌山看護学

部看護学科並びに医療保健学部医療栄養学科の卒業要件を満たした者は、次

の国家試験の受験資格を取得できるものとする。 

(1)医療保健学部看護学科 

看護師国家試験受験資格取得のために必要となる単位を取得した者  

看護師 

保健師国家試験受験資格取得のために必要となる単位を取得した者 

保健師 

(2)東が丘・立川看護学部看護学科 

看護師国家試験受験資格取得のために必要となる単位を取得した者  

看護師 

   (3)東が丘看護学部看護学科 

看護師国家試験受験資格取得のために必要となる単位を取得した者  

看護師 

   (4)立川看護学部看護学科 

看護師国家試験受験資格取得のために必要となる単位を取得した者  

看護師 

   (5)千葉看護学部看護学科 

     看護師国家試験受験資格取得のために必要となる単位を取得した者  

看護師 

     保健師国家試験受験資格取得のために必要となる単位を取得した者  

保健師 

 (6)和歌山看護学部看護学科 

     看護師国家試験受験資格取得のために必要となる単位を取得した者  

看護師 

     保健師国家試験受験資格取得のために必要となる単位を取得した者  

保健師 

   (7)医療保健学部医療栄養学科 

管理栄養士国家試験受験資格取得のために必要となる単位を取得した者 

管理栄養士 

（教育職員免許状の資格取得） 

第１８条の２ 第 10 条及び第 11 条に定める単位を修得した上、教育職員免許法及

び教育職員免許法施行規則に定める所定の科目を履修し、その単位を修

得した者は、次の教育職員免許状の資格を取得することができる。 

学部 学科 教育職員免許状の種類 

医療保健学部 
看護学科 

養護教諭一種免許状 

養護教諭二種免許状 

医療栄養学科 栄養教諭一種免許状 
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千葉看護学部 看護学科 
養護教諭一種免許状 

養護教諭二種免許状 

和歌山看護学部 看護学科 
養護教諭一種免許状 

養護教諭二種免許状 

 

（他の大学又は短期大学等における授業科目の履修等） 

第１９条 教育上有益と認めるときは、学生が他の大学又は短期大学等において履

修した授業科目について修得した単位を、60単位を超えない範囲で本大学に

おける授業科目の履修により修得したものとみなすことがある。 

 ２ 前項に基づき、本学と単位互換協定を結んだ他の大学で単位互換履修生等と

して授業科目を履修し修得した単位について、前項の 60単位を超えない範囲

で本学における授業科目の履修により修得したものとみなすものとする。  

３ 第 1項の規定は、外国の大学へ留学する場合についても準用する。 

（大学以外の教育施設等における学修） 

第２０条 教育上有益と認めるときは、学生が行う大学以外の教育施設等における

学修その他文部科学大臣が別に定める学修を本学における授業科目の履修と

みなし、単位を与えることがある。 

 ２ 前項により与えることができる単位数は、前条により大学において修得した

ものとみなす単位数と合わせて 60単位を超えないものとする。 

（入学前の既修得単位等の認定） 

第２１条 教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に大学又は短期大

学等において履修した授業科目について修得した単位（科目等履修生として

修得した単位を含む。)を、本学に入学した後の本学における授業科目の履修

により修得したものとみなすことがある。 

 ２ 教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に前条第１項に規定す

る学修を本学における授業科目の履修とみなし、単位を与えることがある。  

 ３ 前２項により修得したものとみなし、別に定めるところにより単位を与える

ことのできる単位数は、編入学・転入学等の場合を除き、本学において取得

した単位以外のものについては、第 15 条及び第 16 条により本学において修

得したものとみなす単位数と合わせて 60単位を超えないものとする。 

（卒業及び学位授与） 

第２２条 本学に 4年以上在学し、第 14条による所定の授業科目を履修し、所定の

単位を修得した者を卒業とし、学士の学位を授与する。 

（学位の種類） 

第２３条 本学を卒業した者には、学士の学位を授与し、学位記に専攻分野を次の

とおり付記する。 

(1)医療保健学部看護学科、東が丘・立川看護学部看護学科、東が丘看護学部 

看護学科、立川看護学部看護学科、千葉看護学部看護学科、和歌山看護 

学部看護学科：学士（看護学）。 

(2)医療保健学部医療栄養学科：学士（医療栄養学）。 

(3)医療保健学部医療情報学科：学士（医療情報学）。 
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第６章  学年・学期・休業 

（学年） 

第２４条 学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わるものとする。 

（学期） 

第２５条 学年を分けて次の 2学期とする。 

 

前期   4月 1日から 9 月 30日まで 

後期 10月 1日から翌年 3 月 31日まで 

（休業日） 

第２６条 本学における休業日は次のとおりとする。 

(1)日曜日。 

(2)土曜日。 

(3)国民の祝日に関する法律に規定する休日。 

(4)その他理事長が指定した日。 

 ２ 必要であると認める場合は、前項の定めにかかわらず、臨時に休業日を設け、

又は休業日を変更することがある。 

 

第７章 入学・休学等 

（入学の時期） 

第２７条 入学の時期は、学年の始めとする。 

（入学資格） 

第２８条 入学できる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(1)高等学校もしくは中等教育学校を卒業した者。 

(2)通常の課程による 12年の学校教育を修了した者。 

(3)外国において、学校教育における 12 年の課程を修了した者又はこれに準

ずる者で文部科学大臣の指定した者。 

(4)文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定し

た在外教育施設の当該課程を修了した者。 

(5)文部科学大臣の指定した者。 

(6)高等学校卒業程度認定試験規則（平成 17 年文部科学省令第 1 号）による

高等学校卒業程度認定試験に合格した者（廃止前の大学入学資格検定規程

（昭和 26年文部省令第 13号）による大学入学資格検定に合格した者を含

む。）。 

(7)本学において、相当の年齢に達し高等学校を卒業した者と同等以上の学力

があると認めた者。 

（入学志願手続き） 

第２９条 入学志願者は、本学所定の入学願書に所定の検定料及び別に定める書類

を添え、願い出ねばならない。 

（入学者の選考） 

第３０条 前条の入学志願者については、別に定めるところにより、選考を行う。 

（入学手続き） 

第３１条 前条の選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は、直ちに保証人を定
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め、別に定める所定の手続きをしなければならない。 

（入学許可） 

第３２条 前条の入学手続きを完了した者には学長が入学を許可する。 

（休学） 

第３３条 学生が疾病その他やむを得ない事由によって２ヶ月以上修学することが

できないときは、その事由を示す書面を添え、保証人と連署して学長に願い

出ることとし、学長の許可を得て休学することができる。 

２ 休学期間は、１年以内とする。ただし、特別の理由がある場合は、新たに休

学願いを提出し、学長の許可を得て休学期間を延長することができる。 

３ 休学期間は、通算して 4年を超えることができない。 

４ 休学期間は、第９条の在学期間には算入しない。 

５ 休学期間については、別に定めるところにより学費を減額する。 

（復学） 

第３４条 休学者が復学しようとするときは、保証人と連署の復学願を学長に提出

し、許可を受けなければならない。 

（留学） 

第３５条 外国の大学で学修することを希望する者は、学長の許可を得て留学する

ことができる。 

２ 前項の許可を得て留学した期間は、在学期間に含めることができる。 

（編入・転入学・再入学） 

第３６条 次の各号に該当する者で、本学への入学を志望する者があるときは、選

考のうえ、学長が相当年次に入学を許可することがある。 

(1)大学を卒業した者又は退学した者。 

(2)短期大学，高等専門学校等を卒業した者。 

   (3)本学の退学者又は卒業者で再び入学を願い出た者。 

 ２ 前項により入学を許可された者のすでに履修した授業科目及び単位数並びに

在学すべき年数については、その取り扱いを別に定めることとする。 

（転学科） 

第３７条 本学の他学科への転学科を志望する者があるときは、選考のうえ、学長

が相当年次に転学科を許可することがある。 

２ 前項により転学科を許可された者のすでに履修した授業科目及び単位数並び

に在学すべき年数については、その取り扱いを別に定めることとする。 

（他大学への転学） 

第３８条 本学から他大学に転学しようとする者は、事由を記して学長に願い出て

許可を得なければならない。 

（退学） 

第３９条 疾病その他の事由により退学しようとするときは、保証人と連署の退学

願いを学長に提出し、許可を受けなければならない。 

（除籍） 

第４０条 次の各号の一に該当するものは学長が除籍する。 

(1)学費を滞納し督促を受けても納入しない者。 

(2)在学年数 8年を超えた者。 
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(3)休学期間満了になっても復学願を提出しない者。 

(4)死亡した者又は長期間にわたり行方不明の者。 

（休学等の手続き） 

第４０条の２ 第 33条(休学) ～第 40条(除籍)に係る手続きについては、学長が 

別に定める。 

 

第８章  検定料・学費及び諸納金 

（学費及び諸納金） 

第４１条 医療保健学部、東が丘・立川看護学部、東が丘看護学部、立川看護学部、

千葉看護学部、和歌山看護学部の検定料は別表第 8、医療保健学部、東が丘・

立川看護学部、東が丘看護学部、立川看護学部、千葉看護学部、和歌山看護

学部の入学金、授業料、施設費、維持費、実験実習費及び諸納金は別表第 9

に定めるとおりとする。なお、その納入については、別に定める規程による

ものとする。 

２ 助産学専攻科の検定料、学費及び諸納金は、別表第 10に定めるとおりとする。 

３ 医療保健学部、東が丘・立川看護学部、東が丘看護学部、立川看護学部、千

葉看護学部、和歌山看護学部の科目等履修生及び研究生の学費については、

別表第 11及び別表第 12に定めるとおりとする。 

４ 休学・復学・停学等の場合の授業料等については別に定めるものとする。 

（学費等の返還制限） 

第４２条 一度納入した検定料、学費及び諸納金はこれを返還しない。 

 

第９章  助産学専攻科 

（目的及び構成） 

第４３条 本学に、助産学専攻科(以下「専攻科」という。)を置く。 

 ２ 専攻科に専攻科長を置き、医療保健学部看護学科長をもって充てる。 

 ３ 専攻科は、助産師として周産期のみならずライフサイクル全般にある女性、

乳幼児、家族、地域社会を対象に、全ての女性に寄り添い、女性の内なる力

を信じ、人間性を重視したケア・支援を行う専門職の育成を行うとともに、

特に、問題解決能力、判断力及び実践力を基盤にし、そのスキルをもって母

子保健の向上に貢献できる助産師の育成を目的とする。 

 ４ 専攻科の入学定員は、次のとおりとする。 

 

専  攻  科       入 学 定 員 

  助 産 学 専 攻 科 １５名 

（修業年限及び在学年限） 

第４４条 専攻科の修業年限は、1年とする。 

 ２ 専攻科の学生は、2年を超えて在学することができない。 

（入学資格） 

第４５条 専攻科に入学することができる者は、第 1 号に規定する者で、第 2 号以

下のいずれかに該当する者とする。 

(1)看護師資格を有する女子。 
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(2)大学を卒業した者。 

(3)学校教育法第 104条第 4項の規定により学士の学位を授与された者。 

(4)外国において、学校教育における 16年の課程を修了した者。 

(5)外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修する

ことにより当該外国の学校教育における 16 年の課程を修了した者。 

(6)我が国において、外国の大学の課程を有するものとして当該外国の学校教

育制度において位置づけられた教育施設にあって、文部科学大臣が別に指

定するものの当該課程を修了した者。 

(7)専修学校の専門課程(修業年限が 4 年以上であること、その他の文部科学

大臣が定める基準を満たすものに限る。)で文部科学大臣が別に指定する

ものを文部科学大臣が定める日以後に修了した者。 

(8)文部科学大臣の指定した者(昭和 28年文部省告示第 5号)。 

（編入学、転入学及び再入学） 

第４６条 専攻科への編入学、転入学及び再入学は、これを認めない。 

（教育課程及び履修方法等） 

第４７条 専攻科の授業科目及びその単位数並びに履修方法等については、別表第

7 のとおりとする。ただし、特別の必要がある場合は、臨時に授業科目を開

設することがある。 

 ２ 前項に規定するものの他、履修方法等について、第 13 条(単位の算定基準)

第 1項、第 15条(履修単位の認定)及び第 16 条(成績の評価)を準用する。 

（修了） 

第４８条 本学の専攻科に 1年以上在学し、別に定めるところにより 34単位以上を

修得した学生については、学長が修了を認定する。 

（修了の認定等） 

第４９条 学長は、前条の規定により、修了を認定された者に、修了証書を授与す 

る。 

（助産師国家試験受験資格） 

第５０条 専攻科の修了を認定された者は、助産師国家試験の受験資格を取得でき

るものとする。 

（規定の準用） 

第５１条 専攻科については、この章に定めるもののほか、第 24 条(学年)、第 25

条(学期)、第 26 条(休業日)、第 27 条(入学の時期)、第 29 条(入学志願手続

き)、第 30 条(入学者の選考)、第 31 条(入学手続き)、第 32 条(入学許可)、

第 33条(休学)、第 34条(復学)、第 39条(退学)、第 40条(除籍)、第 41条(学

費及び諸納金)及び第 42 条(学費等の返還制限)の規定を準用する。ただし、

第 33条第 2項から第 4項及び第 40条第 2号は、準用しない。 

 ２ 前項により規定を準用する条文中「本学」とあるのは「本学助産学専攻科」

と、「学生」とあるのは「本学助産学専攻科学生」と読み替えるものとする。 

 

第１０章  職員組織 

（職員構成） 

第５２条 本学職員の構成は、次のとおりとする。 
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学長、副学長、学部長、学科長、図書館長。 

大学経営会議室長、事務局長、部長、センター長、次長、課長、係長、主任。 

教育職員（教授、准教授、講師、助教、助手）。 

事務職員。 

その他、必要に応じて役職者を置く。 

（学長） 

第５２条の２ 学長は、学校教育法(昭和 22 年法律第 26号)第 92条第 3項に基づき

校務をつかさどり、職員を統督する。 

２ 学長に関し必要な事項は、別に定める。 

（副学長） 

第５２条の３ 本学に、副学長を置く。 

２ 副学長は、学長を助け、命を受けて校務をつかさどる。 

３ 副学長に関し必要な事項は、別に定める。 

（学部長） 

第５２条の４ 学部に、学部長を置く。 

２ 学部長は、学長の命を受け、当該学部の運営に関する校務をつかさどる。 

３ 学部長に関し必要な事項は、別に定める。 

（学科長） 

第５２条の５ 学科に、学科長を置く。 

２ 学科長は、学部長の命を受け、当該学科の運営に関し、総括し、調整す 

る。 

３ 学科長に関し必要な事項は、別に定める。 

（図書館長） 

第５２条の６ 図書館に、館長を置く。 

２ 図書館長は、学長の命を受け、図書館の運営に関する校務をつかさどる。 

３ 図書館長に関し必要な事項は、別に定める。 

（大学経営会議室長） 

第５２条の７ 本学に、大学経営会議室長を置く。 

２ 大学経営会議室長は、大学経営会議室の事務を総括する。 

（事務局長） 

第５２条の８ 本学に、事務局長を置く。 

２ 事務局長は、事務局の事務を掌理する。 

 

第１１章  大学経営会議 

（大学経営会議の設置及び組織） 

第５３条 大学経営に関する重要な事項を審議するため大学経営会議を置く。 

２ 大学経営会議は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

(1)理事長。 

(2)理事及び評議員の中から理事長が指名する者 10名。 

(3)教授会構成員の中から及び学長・副学長を含め理事長が指名する者 10 

名。 

 ３ 理事長は大学経営会議議長となる。 
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４ 大学経営会議の事務局として、大学経営会議室を置く。 

５ 大学経営会議の運営は、これを別に定める。 

６ 大学経営会議は、次の各号に掲げる事項を審議する。 

(1)中長期計画の策定に関する事項。 

(2)学則その他重要な規則の制定改廃に関する事項。 

(3)大学予算案の作成及び決算処理の方針に関する事項。 

(4)教員人事に関する事項。 

(5)学部・学科その他重要な施設・組織の設置改廃に関する事項。 

(6)学生の定員に関する事項。 

(7)その他、全学に関する重要な事項及び理事会の諮問に関する事項。 

（学長選考委員会の設置と組織） 

第５４条 大学に大学経営会議の諮問機関として学長選考委員会を置く。 

２ 学長選考委員会は、大学経営会議の諮問を受け学長の選考・解任について審

議し、理事長に答申する。 

３ 学長選考委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

(1)理事・評議員の中から選出された者 3名 

(2)教授会構成員の中から選出された者 2名 

 

第１２章 学部長等会議 

（学部長等会議の設置及び組織等） 

第５５条 大学の教学上の重要事項の企画・審議並びに連絡調整を行い大学経営 

会議に提案するために学部長等会議を置く。 

２ 学部長等会議は、学長、副学長、学部長、学科長、研究科長、大学経営会議

室長、事務局長等をもって組織する。 

３  学部長等会議の運営は、これを別に定める。 

 ４ 学部長等会議は、次の各号に掲げる事項を審議する。 

(1)年度計画に関する事項のうち、教育研究に関するもの。 

(2)学則(教育研究に関する部分に限る)その他教育研究に係る重要な規程

の制定又は改廃に関する事項。 

(3)学生の円滑な就学等を支援するために必要な助言、指導その他の援助に

関する事項。 

(4)学生の在籍に関する方針及び学位の授与に関する方針に係る事項。 

(5)各学部学科・研究科間の教育研究に係る連絡及び調整。 

(6)学長選考委員の選出に関する事項。 

(7)その他教育研究に関する重要事項。 

(人事委員会の設置及び組織等) 

第５５条の２ 医療保健学部、東が丘・立川看護学部、東が丘看護学部、立川看護

学部、千葉看護学部、和歌山看護学部、助産学専攻科、大学院医療保健

学研究科、大学院看護学研究科及び大学院和歌山看護学研究科に係る教

員人事に関する事項について選考・審議を行い、大学経営会議に提案す

るため東京医療保健大学人事委員会(以下「人事委員会」という。)を置

く。 

２ 人事委員会は学長、各学部長、各学科長、助産学専攻科長、各研究科長、 
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  大学経営会議室長及び事務局長をもって組織する。 

３ 人事委員会の運営等は、これを別に定める。 
 

第１３章 教授会 

（教授会の設置等） 

第５６条 大学に、教授会を置く。 

 ２  教授会は、学部長、学科長、専任の教授をもって組織し、学長及び副学長は 

必要に応じて出席することができる。 

 ３ 教授会には、准教授その他の教員を加えることができる。 

４ 教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べる

ものとする。 

(1)学生の入学、卒業及び課程の修了。 

(2)学位の授与。 

(3)前２号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要事項で、教授会の意 

  見を聴くことが必要なものとして学長が定めるもの。 

 ５ 教授会は、前項に規定するもののほか、学長及び学部長その他の教授会が置 

かれる組織の長(以下「学長等」という。)がつかさどる教育研究に関する事 

項について審議し、及び学長等の求めに応じ、意見を述べることができる。 

 ６ 教授会の組織、運営等は、これを別に定める。 

 

第１４章  図書館 

（図書館） 

第５７条 本学に図書館を置き、学生、職員、卒業生及び特に許可したものに利用

させる。 

２ 図書館の組織及び運営に関し必要な事項は、これを別に定める。 

 

第１５章  研究所、センター 

（研究所） 

第５８条 本学に東京医療保健大学総合研究所を置く。 

 ２ 東京医療保健大学総合研究所の組織及び運営に関し必要な事項は別に定める。 

（国際交流センター） 

第５８条の２ 本学に東京医療保健大学国際交流センターを置く。 

 ２ 東京医療保健大学国際交流センターの組織及び運営に関し必要な事項は別に

定める。 

（感染制御学教育研究センター） 

第５８条の３ 本学に東京医療保健大学感染制御学教育研究センターを置く。 

 ２ 東京医療保健大学感染制御学教育研究センターの組織及び運営に関し必要な

事項は別に定める。 

（メディテーションセンター） 

第５８条の４ 本学に東京医療保健大学メディテーションセンターを置く。 

２ 東京医療保健大学メディテーションセンターの組織及び運営に関し必要な事

項は別に定める。 

（放射線看護研修センター） 
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第５８条の５ 本学に東京医療保健大学放射線看護研修センターを置く。 

２ 東京医療保健大学放射線看護研修センターの組織及び運営に関し必要な事項 

は別に定める。 

（情報教育研究センター） 

第５８条の６ 本学に東京医療保健大学情報教育研究センターを置く。 

２ 東京医療保健大学情報教育研究センターの組織及び運営に関し必要な事項 

は別に定める。 

（産後ケア研究センター） 

第５８条の７ 本学に東京医療保健大学産後ケア研究センターを置く。 

２ 東京医療保健大学産後ケア研究センターの組織及び運営に関し必要な事項 

は別に定める。 

 

第１６章  厚生施設 

（保健室及び厚生施設） 

第５９条 本学に保健室その他の厚生施設を設ける。 

 

第１７章  科目等履修生、外国人留学生、研究生 

（科目等履修生） 

第６０条 本学は、本大学の学生以外の者が授業科目の履修を願い出たときは、当

該学部等の教育に支障のない限り、選考の上、科目等履修生として許可する

ことがある。 

２ 科目等履修生に関する規程は、これを別に定める。 

（外国人留学生） 

第６１条 外国人で大学における教育を受ける目的をもって入国し、本学に入学を

志願する者があるときは、選考の上、外国人留学生として、入学を許可する

ことがある。 

（研究生） 

第６２条 本学において、特定の専門事項について研究することを希望する者があ

るときは、各学部の教育研究に支障のない限り、選考の上、これを許可する

ことがある。 

２ 研究生に関する規程は、これを別に定める。 

（準用） 

第６３条 本章に定めるほか、科目等履修生、外国人留学生及び研究生については

本学則の規定を準用する。ただし、第 9条(修業年限及び在学年限)、第 17条

(医療保健学部の卒業要件)、第 17条の 2(東が丘・立川看護学部の卒業要件)、

第 17 条の 3(東が丘看護学部の卒業要件)、第 17 条の 4(立川看護学部の卒業

要件)、第 17条の 5(千葉看護学部の卒業要件)、第 17条の 6(和歌山看護学部

の卒業要件)、第 18 条(国家試験受験資格)及び第 19 条(他の大学又は短期大

学等における授業科目の履修等)は、適用しない。 

 

第１８章  賞罰 

（表彰） 

第６４条 学業優秀、品行方正、課業精勤な者に対しては、卒業に際し、理事長賞、
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学長賞を授与する。また、学生の模範とするに足る者があるときは、これを

表彰する。 

（懲戒） 

第６５条 学長は、本学の学則または訓育の主旨に違背した学生に対し必要がある

と認めたときは、懲戒する。 

２ 前項に規定する懲戒の種類は、訓戒、停学及び退学とする。 

３ 前項に規定する退学は、次の各号の一に該当する者に対して行う。 

(1)性行不良で改善の見込みがないと認められる者。 

(2)学業成績不良で改善の見込みがないと認められた者。 

(3)本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者。 

 

第１９章  公開講座 

（公開講座の設置等） 

第６６条 本学に公開講座を設けることがある。公開講座についてはその都度細目

を定めてこれを実施する。 

 

第２０章   大学開放及び生涯学習事業等 

（大学開放） 

第６７条 本学は、教育研究の成果及び知的財産を広く社会に還元する。 

 ２ 本学は、教育研究上の支障のない限りにおいて、その教育研究施設及び設備 

を積極的に開放する。 

（生涯学習事業） 

第６８条 本学は医療・健康・保健に関する公開講座・公開講演会等を開催し、そ

れを広く社会に公開し、また本学が保持している情報の提供により地域社会

への貢献を積極的に行う。  

（学生の課外活動） 

第６８条の２ 学生は、社会貢献・社会活動に関する意識の涵養に努めるとともに

幅広い人間性を養い健全な心身の発達を図るため、正課の授業の他、課

外活動に積極的に参加することとする。 
 

第２１章  細則 

（細則） 

第６９条 本学則施行についての細則その他必要な事項は別に定める。 

 

附則 

本学則は平成１７年４月１日から施行する。 

附則 

本学則は平成１７年５月２６日から施行する。 

附則 

本学則は平成１７年１１月９日から施行する。 

附則 

本学則は平成１８年３月２４日から施行する。 

附則 
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本学則は平成１８年５月２９日から施行する。 

附則 

本学則は平成１９年４月１日から施行する。 

附則 

本学則は平成２０年４月１日から施行する。 

 

附則 

１．本学則第１１条に定める別表第１のうち、「1－1. 医療保健学部 看護学科（平

成 20年度入学生まで適用）」及び第１７条第３項のうち「(1)－1 看護学科（平

成 20年度学生まで適用）」については、平成 20年度入学生の卒業をもって削除

する。 

２．本学則は平成２１年４月１日から施行する。 

附則 

１．本学則第１１条に定める別表第１のうち、「2－1. 医療保健学部 医療栄養学科

（平成 18年度及び 19年度入学生に適用）」「2－2. 医療保健学部 医療栄養学科

（平成 20 年度入学生に適用）」については、各年度の入学生の卒業をもって削

除する。 

２．本学則第１１条に定める別表第１のうち、「医療保健学部 医療情報学科の 3－

1. 3－2. 3－3. 」については、各適用年度の学生の卒業をもって削除する。 

  また、第１７条第３項(3)－1（平成 18年度及び 20年度入学生に適用）、(3)－2

（平成 19年度入学生に適用）については、各適用年度の学生の卒業をもって削

除する。 

３．本学則は平成２１年４月１日から施行する。 

附則 

１. 本学則は平成２２年４月１日から施行する。 

２. 第３条（位置）中、「東京都目黒区東が丘二丁目５番２３号」は、平成２４年３

月３１日までとし、平成２４年４月１日以降は「東京都目黒区東が丘二丁目５

番１号」とする。 

附則 

１．本学則第１１条に定める別表第１のうち、「1-2.医療保健学部 看護学科（平成

21年度入学生限り適用）」については、平成 21年度入学生の卒業をもって削除

する。 

２．本学則第１１条に定める別表第１のうち、「2-3.医療保健学部 医療栄養学科（平

成 21年度入学生限り適用）」については、平成 21年度入学生の卒業をもって削

除する。 

３．本学則第１１条に定める別表第１のうち、「3-4.医療保健学部 医療情報学科（平

成 21年度入学生限り適用）」については、平成 21年度入学生の卒業をもって削

除する。 

４．本学則は平成２２年４月１日から施行する。 

附則 

本学則は平成２２年１０月２０日から施行する。 

附則 

１．本学則第１１条に定める別表第１のうち、「1-3．医療保健学部 看護学科（平

成 22年度入学生限り適用）」については、平成 22年度入学生の卒業をもって削
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除する。 

２．本学則は平成２３年４月１日から施行する。 

 

附則 

本学則は平成２３年１０月 1日から施行する。 

 

附則 

１．本学則は平成２４年４月１日から施行する。 

２．本学則第１８条（国家試験受験資格）(2)に定める東が丘・立川看護学部看護学

科のうち、平成２３年度までの入学生については、次のとおり読み替えるもの

とする。 

  看護師国家試験受験資格取得のために必要となる単位を取得した者 看護師 

  保健師国家試験受験資格取得のために必要となる単位を取得した者 保健師 

３．本学則第４８条（修了）に定める助産学専攻科の単位数のうち、平成 23年度入

学生については、次のとおり読み替えるものとする。 

本学の専攻科に 1年以上在学し、別に定めるところにより 39単位以上を修得し

た学生については、学長が修了を認定する。 

附則 

本学則は平成２５年４月１日から施行する。 

附則 

本学則は平成２５年５月２９日から施行する。 

附則 

  本学則は平成２５年７月１７日から施行する。 

附則 

本学則は平成２５年１２月４日から施行する。 
附則 

    本学則は平成２６年４月１日から施行する。 

附則 

    本学則は平成２６年１０月１５日から施行する。 

附則 

本学則は平成２７年４月１日から施行する。 

附則 

本学則は平成２８年４月１日から施行する。 

附則 

  本学則は平成２９年４月１日から施行する。 

附則 

  本学則は平成３０年４月１日から施行する。 

附則 

  本学則は平成３１年４月１日から施行する。 

附則 

  本学則は令和２年４月１日から施行する。 
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別表第１ 

１－１．医療保健学部 看護学科（平成 20 年度入学生まで適用）～ 

１－５．医療保健学部 看護学科（平成 24 年度入学生から平成 26年度入学生まで適用） 

＜削除＞ 

１－６.医療保健学部  看護学科（平成 27 年度入学生から平成 29年度入学生まで適用） 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

い
の
ち
・
人
間
の
教
育
分
野 

い
の
ち
・
人
間 

心理学 2  2    15 

哲学と宗教  2 2    15 

文学  1  1   15 

生命倫理学  1 1    15 

医療と人間  1 1    15 

社
会
科
学 

コミュニケーション概論  2 2    15 

経済学  2 2    15 

社会学  2 2    15 

法学  2 2    15 

歴史  2 2    15 

国際関係論  1  1   15 

認知科学  1 1    15 

人間関係論  1  1   15 

家族社会学  1  1   15 

ジェンダー論  1  1   15 

比較文化論  1  1   15 

自
然
科
学 

生物Ⅰ  1 1    15 

生物Ⅱ  1 1    15 

データサイエンス 2  2    15 

基礎数学  1 1    15 

物理学  1 1    15 

化学Ⅰ  1 1    15 

化学Ⅱ  1 1    15 

スポーツ科学  1 1 1 1  15 

スポーツ実習  1 1 1 1  30 

外
国
語 

英語講読・記述 2  2    15 

英会話Ⅰ 2  2    15 

英会話Ⅱ 2  2    15 

英会話Ⅲ  2  2   15 

専門英語  2   2  15 

フランス語  2 2    15 

中国語  2 2    15 

情
報
科
学 

情報リテラシー 2  2    15 

情報科学  2 2    15 

情報通信と保健医療  2  2   15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当 た りの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

医
療
の
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
教
育
分
野 

入
門 

体の仕組みと働きⅠ 
（血液、循環器、消化器、呼吸器、泌尿器系） 

2  2    15 

体の仕組みと働きⅡ 
（骨格、筋、神経、内分泌、感覚器系） 

2  2    15 

公衆衛生学 2   2   15 

栄養学総論（基礎栄養学） 2  2    15 

医療安全管理学 
（臨床工学・危機管理学・感染制御学） 

2   2   15 

キャリア教育Ⅰ 1  1    15 

発
展 

医学・医療概論 1  1    15 

臨床薬理学（薬理学） 2  2    15 

医療マネジメント論  2   2  15 

キャリア教育Ⅱ 1   1   15 

キャリア教育Ⅲ 1    1  15 

実
践 

協働実践演習 1     1 30 

ボランティア論 1  1    15 

ボランティア活動  1 1    30 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
支
持 

病原微生物学 2   2       15 

病態生理学 2   2       15 

治療学総論 1   1       15 

疾病治療論Ⅰ 
（呼吸・循環・腎泌尿器系） 

2     2     15 

疾病治療論Ⅱ 
（骨格・筋・神経・内分泌系） 

2     2     15 

疾病治療論Ⅲ 
（感覚・免疫・消化器系） 

2     2     15 

生活健康科学  2 2       15 

社会福祉論 2     2     15 

保健医療福祉行政学 2   2   15 

疫学・保健統計論 2   2   15 

解剖生理学演習  1   1  30 

リラクゼーション論  1   1  15 

医用機器概論  1   1  15 

代替医療論  1   1  15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
基
幹 

看護学概論 3  3    15/30 

生涯発達ケア論 2   2   15 

基礎看護援助方法Ⅰ 
（身体と生活機能の観察と援助技術の基本－バイタルサインの測定

と日常生活の援助①） 

1  1    30 

基礎看護援助方法Ⅱ 
（身体と生活機能の観察と援助技術の基本－フィジカルアセスメン

トと日常生活の援助②） 

1  1    30 

基礎看護援助方法Ⅲ 
（治療・診療を受ける対象への援助） 

1   1   30 

基礎看護援助方法Ⅳ 
（健康が障害された対象への援助とチーム活動－基礎） 

1   1   30 

基礎看護援助方法Ⅴ 
（健康が障害された対象への援助とチーム活動－発展） 

1    1  30 

クリティカル・シンキングⅠ 
(論理的アプローチの基礎） 

1  1    30 

クリティカル・シンキングⅡ 
（看護における論理的アプローチ） 

1   1   30 

クリティカル・シンキングⅢ 
（批判的思考の展開） 

1    1  15 

チーム活動論 1    1  15 

基礎看護援助実習Ⅰ（生活援助実習） 1  1    45 

基礎看護援助実習Ⅱ（看護過程実習） 2   2   45 

機能看護学Ⅰ（セルフマネジメント） 2  2    15 

機能看護学Ⅱ（キャリアマネジメント） 1   1   15 

機能看護学Ⅲ（組織とマネジメント） 1    1  30 

機能看護学Ⅳ（トップマネジメント）  1    1 15 

専
門
展
開 

母性看護援助論Ⅰ 
（健康生活援助論) 

2   2   15 

母性看護援助論Ⅱ 
（臨床看護援助論) 

1    1  30 

小児看護援助論Ⅰ 
（健康生活援助論) 

2   2   15 

小児看護援助論Ⅱ 
（臨床看護援助論) 

1    1  30 

母性・小児看護学実習 5    5 45 

急性期看護援助論 2   2   15 

慢性期看護援助論 2   2   15 

終生期看護援助論 2    2  15 

急性期・慢性期看護学実習 5    5 45 

老年看護援助論Ⅰ 
（健康生活援助論) 

2   2   15 

老年看護援助論Ⅱ 
（臨床看護援助論) 

1    1  30 

在宅看護援助論Ⅰ 
（健康生活援助論） 

1   1   30 

在宅看護援助論Ⅱ 
（療養生活援助論） 

1    1  30 

老年・在宅看護学実習 5    5 45 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
展
開 

精神看護援助論Ⅰ 
(精神保健） 

2   2   15 

精神看護援助論Ⅱ 
（精神看護） 

1   1   30 

精神看護学実習 3    3 45 

公衆衛生看護援助論Ⅰ 
（対象別公衆衛生看護活動論） 

2  2    15 

公衆衛生看護援助論Ⅱ 
（公衆衛生看護技術論）  2   2  15 

公衆衛生看護援助論Ⅲ 
（公衆衛生看護展開論） 

 3    3 15/30 

保健指導演習 1   1   30 

地域保健活動演習 1   1   30 

公衆衛生看護学実習  4    4 45 

養護概論  2   2  15 

学校健康相談  2   2  15 

実
践
統
合 

国際看護論  1   1  15 

災害看護援助論 1     1 15 

看護の統合実習 2     2 45 
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１－７.医療保健学部 看護学科（平成 30年度入学生限り適用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

い
の
ち
・
人
間
の
教
育
分
野 

い
の
ち
・
人
間 

心理学 2  2       15 

哲学と宗教  2  2      15 

文学   1    1     15 

生命倫理学   1 1       15 

医療と人間   1 1       15 

社
会
科
学 

コミュニケーション概論  2 2       15 

経済学   2 2       15 

社会学   2 2       15 

法学   2 2       15 

歴史   2 2      15 

国際関係論   1   1     15 

認知科学   1 1       15 

人間関係論   1   1     15 

家族社会学   1   1     15 

ジェンダー論   1   1     15 

比較文化論   1   1     15 

自
然
科
学 

生物Ⅰ   1 1       15 

生物Ⅱ  1  1       15 

データサイエンス 2   2       15 

基礎数学   1 1       15 

物理学   1 1       15 

化学Ⅰ   1 1       15 

化学Ⅱ  1  1       15 

スポーツ科学   1 1 1 1  15 

スポーツ実習   1 1 1 1  30 

外
国
語 

英語講読・記述 2   2       15 

英会話Ⅰ 2  2    15 

英会話Ⅱ 2  2    15 

英会話Ⅲ   2   2    15 

専門英語   2     2   15 

フランス語   2 2       15 

中国語   2 2       15 

情
報
科
学 

情報リテラシー 2  2    15 

情報科学   2 2       15 

情報通信と保健医療  2  2   15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当 た りの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

医
療
の
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
教
育
分
野 

入
門 

体の仕組みと働きⅠ 
（血液、循環器、消化器、呼吸器、泌尿器系） 2  2    15 

体の仕組みと働きⅡ 
（骨格、筋、神経、内分泌、感覚器系） 

2  2    15 

公衆衛生学 2     2     15 

栄養学総論（基礎栄養学） 2  2    15 

医療安全管理学 
（臨床工学・危機管理学・感染制御学） 

2     2     15 

キャリア教育Ⅰ 1  1    15 

発
展 

医学・医療概論 1   1       15 

臨床薬理学（薬理学） 2  2    15 

医療マネジメント論  2    2   15 

キャリア教育Ⅱ 1   1   15 

キャリア教育Ⅲ 1    1  15 

実
践 

協働実践演習 1         1 30 

ボランティア論 1  1    15 

ボランティア活動  1 1    30 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
支
持 

病原微生物学 2  2    15 

病態生理学 2   2       15 

治療学総論 1   1       15 

疾病治療論Ⅰ 
（呼吸・循環・腎泌尿器系） 

2     2     15 

疾病治療論Ⅱ 
（骨格・筋・神経・内分泌系） 

2     2     15 

疾病治療論Ⅲ 
（感覚・免疫・消化器系） 

2     2     15 

生活健康科学  2 2       15 

社会福祉論 2     2     15 

保健医療福祉行政学 2   2   15 

疫学・保健統計論 2   2   15 

解剖生理学演習  1   1  30 

リラクゼーション論  1   1  15 

医用機器概論  1   1  15 

代替医療論  1   1  15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
基
幹 

看護学概論 3  3    15/30 

生涯発達ケア論 2   2   15 

基礎看護援助方法Ⅰ 
（身体と生活機能の観察と援助技術の基本－バイタルサインの測定

と日常生活の援助①） 

1  1    30 

基礎看護援助方法Ⅱ 
（身体と生活機能の観察と援助技術の基本－フィジカルアセスメン

トと日常生活の援助②） 

1  1    30 

基礎看護援助方法Ⅲ 
（治療・診療を受ける対象への援助） 

1   1   30 

基礎看護援助方法Ⅳ 
（健康が障害された対象への援助とチーム活動－基礎） 

1   1   30 

基礎看護援助方法Ⅴ 
（健康が障害された対象への援助とチーム活動－発展） 

1    1  30 

クリティカル・シンキングⅠ 
(論理的アプローチの基礎） 

1  1    30 

クリティカル・シンキングⅡ 

（看護における論理的アプローチ） 
1   1   30 

クリティカル・シンキングⅢ 
（批判的思考の展開） 

1    1  15 

チーム活動論 1    1  15 

基礎看護援助実習Ⅰ（生活援助実習） 1  1    45 

基礎看護援助実習Ⅱ（看護過程実習） 2   2   45 

機能看護学Ⅰ（セルフマネジメント） 2  2    15 

機能看護学Ⅱ（キャリアマネジメント） 1   1   15 

機能看護学Ⅲ（組織とマネジメント） 1    1  30 

機能看護学Ⅳ（トップマネジメント）  1    1 15 

専
門
展
開 

母性看護援助論Ⅰ 
（健康生活援助論) 

2   2   15 

母性看護援助論Ⅱ 
（臨床看護援助論) 

1    1  30 

小児看護援助論Ⅰ 
（健康生活援助論) 

2   2   15 

小児看護援助論Ⅱ 
（臨床看護援助論) 

1    1  30 

母性・小児看護学実習 5    5 45 

急性期看護援助論 2   2   15 

慢性期看護援助論 2   2   15 

終生期看護援助論 2    2  15 

急性期・慢性期看護学実習 5    5 45 

老年看護援助論Ⅰ 
（健康生活援助論) 

2   2   15 

老年看護援助論Ⅱ 
（臨床看護援助論) 

1    1  30 

在宅看護援助論Ⅰ 
（健康生活援助論） 

1   1   30 

在宅看護援助論Ⅱ 
（療養生活援助論） 

1    1  30 

老年・在宅看護学実習 5    5 45 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
展
開 

精神看護援助論Ⅰ(精神保健） 2   2   15 

精神看護援助論Ⅱ（精神看護） 1   1   30 

精神看護学実習 3    3 45 

公衆衛生看護援助論Ⅰ 
（対象別公衆衛生看護活動論） 

2  2    15 

公衆衛生看護援助論Ⅱ 
（公衆衛生看護技術論） 

 2   2  15 

公衆衛生看護援助論Ⅲ 
（公衆衛生看護展開論） 

 3    3 15/30 

保健指導演習 1   1   30 

地域保健活動演習 1   1   30 

公衆衛生看護学実習  4    4 45 

養護概論  2   2  15 

学校健康相談  2   2  15 

実
践
統
合 

国際看護論  1   1  15 

災害看護援助論 1     1 15 

看護の統合実習 2     2 45 

養
護
教
諭
教
職
課
程
（
一
種
免
許
状
） 

教
職
に
関
す
る
科
目 

教職への道※1 2   2   15 

教育原理 1   1   15 

教育心理学 2   2   15 

教育制度論 1   1   15 

教育課程論 1   1   15 

道徳教育の理論と方法 1    1  15 

特別活動の指導法 1    1  15 

教育方法論 1   1   15 

生徒指導論 2    2  15 

学校教育相談 2    2  15 

養護実習 事前事後指導 1     1 15 

養護実習 4     4 45 

教職実践演習（養護教諭） 2     2 15 

養
護
に
関
す
る
科
目 

疫学・保健統計学 2   2   15 

保健医療福祉行政学 2   2   15 

公衆衛生学 2   2   15 

公衆衛生看護援助論Ⅰ 
（対象別公衆衛生看護活動論） 

2  2    15 

小児看護援助論Ⅰ（健康生活援助論) 2   2   15 

養護概論 2    2  15 

学校健康相談 2    2  15 

栄養学総論（基礎栄養学） 2  2    15 

体の仕組みと働きⅠ 
（血液、循環器、消化器、呼吸器、泌尿器系） 

2  2    15 
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※1医療保健学部看護学科・医療保健学部医療栄養学科・千葉看護学部看護学科の 

共通開設科目 

 

分
類 

 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

養
護
教
諭
教
職
課
程
（
一
種
免
許
状
） 

養
護
に
関
す
る
科
目 

体の仕組みと働きⅡ 
（骨格、筋、神経、内分泌、感覚器系） 

2  2    15 

病原微生物学 2  2    15 

臨床薬理学（薬理学） 2  2    15 

精神看護援助論Ⅰ(精神保健） 2   2   15 

精神看護援助論Ⅱ（精神看護） 1   1   30 

看護学概論 3  3    15/30 

生涯発達ケア論 2   2   15 

基礎看護援助実習Ⅰ（生活援助実習） 1  1    45 

基礎看護援助実習Ⅱ（看護過程実習） 2   2   45 

看護の統合実習 2     2 45 

小児看護援助論Ⅱ（臨床看護援助論) 1    1  30 

母性・小児看護学実習 5    5 45 

急性期看護援助論 2   2   15 

急性期・慢性期看護学実習 5    5 45 

養
護
又
は
教
職

に
関
す
る
科
目 

ボランティア論 1  1    15 

ボランティア活動  1 1    30 

クリティカル・シンキングⅡ 
（看護における論理的アプローチ） 

1   1   30 

教
育
職
員
免
許
法
施
行
規
則 

第
66
条
の
6
に
定
め
る
科
目 

 

第 日本国憲法 2    2  15 

スポーツ科学 1  1 1 1  15 

スポーツ実習 1  1 1 1  30 

英会話Ⅰ 2  2    15 

英会話Ⅱ 2  2    15 

情報リテラシー 2  2    15 

養
護
教
諭
教
職

課
程
（
二
種
免

許
状
） 

スポーツ科学 1  1 1 1  15 

スポーツ実習 1  1 1 1  30 

日本国憲法 2    2  15 
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１－８.医療保健学部 看護学科（平成 31年度入学生から適用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

い
の
ち
・
人
間
の
教
育
分
野 

い
の
ち
・
人
間 

心理学 2  2       15 

哲学と宗教  2  2      15 

文学   1    1     15 

生命倫理学   1 1       15 

医療と人間   1 1       15 

社
会
科
学 

コミュニケーション概論  2 2       15 

経済学   2 2       15 

社会学   2 2       15 

法学   2 2       15 

歴史   2 2      15 

国際関係論   1   1     15 

認知科学   1 1       15 

人間関係論   1   1     15 

家族社会学   1   1     15 

ジェンダー論   1   1     15 

比較文化論   1   1     15 

自
然
科
学 

生物Ⅰ   1 1       15 

生物Ⅱ  1  1       15 

データサイエンス 2   2       15 

基礎数学   1 1       15 

物理学   1 1       15 

化学Ⅰ   1 1       15 

化学Ⅱ  1  1       15 

スポーツ科学   1 1 1 1  15 

スポーツ実習   1 1 1 1  30 

外
国
語 

英語講読・記述 2   2       15 

英会話Ⅰ 2  2    15 

英会話Ⅱ 2  2    15 

英会話Ⅲ   2   2    15 

専門英語   2     2   15 

フランス語   2 2       15 

中国語   2 2       15 

情
報
科
学 

情報リテラシー 2  2    15 

情報科学   2 2       15 

情報通信と保健医療  2  2   15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当 た りの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

医
療
の
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
教
育
分
野 

入
門 

体の仕組みと働きⅠ 
（血液、循環器、消化器、呼吸器、泌尿器系） 2  2    15 

体の仕組みと働きⅡ 
（骨格、筋、神経、内分泌、感覚器系） 

2  2    15 

公衆衛生学 2     2     15 

栄養学総論（基礎栄養学） 2  2    15 

医療安全管理学 
（臨床工学・危機管理学・感染制御学） 

2     2     15 

キャリア教育Ⅰ 1  1    15 

発
展 

医学・医療概論 1   1       15 

臨床薬理学（薬理学） 2  2    15 

医療マネジメント論  2    2   15 

キャリア教育Ⅱ 1   1   15 

キャリア教育Ⅲ 1    1  15 

実
践 

協働実践演習 1         1 30 

ボランティア論 1  1    15 

ボランティア活動  1 1    30 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
支
持 

病原微生物学 2  2    15 

病態生理学 2   2       15 

治療学総論 1   1       15 

疾病治療論Ⅰ 
（呼吸・循環・腎泌尿器系） 

2     2     15 

疾病治療論Ⅱ 
（骨格・筋・神経・内分泌系） 

2     2     15 

疾病治療論Ⅲ 
（感覚・免疫・消化器系） 

2     2     15 

生活健康科学  2 2       15 

社会福祉論 2     2     15 

保健医療福祉行政学 2   2   15 

疫学・保健統計論 2   2   15 

解剖生理学演習  1   1  30 

リラクゼーション論  1   1  15 

医用機器概論  1   1  15 

代替医療論  1   1  15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
基
幹 

看護学概論 3  3    15/30 

生涯発達ケア論 2   2   15 

基礎看護援助方法Ⅰ 
（身体と生活機能の観察と援助技術の基本－バイタルサインの測定

と日常生活の援助①） 

1  1    30 

基礎看護援助方法Ⅱ 
（身体と生活機能の観察と援助技術の基本－フィジカルアセスメン

トと日常生活の援助②） 

1  1    30 

基礎看護援助方法Ⅲ 
（治療・診療を受ける対象への援助） 

1   1   30 

基礎看護援助方法Ⅳ 
（健康が障害された対象への援助とチーム活動－基礎） 

1   1   30 

基礎看護援助方法Ⅴ 
（健康が障害された対象への援助とチーム活動－発展） 

1    1  30 

クリティカル・シンキングⅠ 
(論理的アプローチの基礎） 

1  1    30 

クリティカル・シンキングⅡ 

（看護における論理的アプローチ） 
1   1   30 

クリティカル・シンキングⅢ 
（批判的思考の展開） 

1    1  15 

チーム活動論 1    1  15 

基礎看護援助実習Ⅰ（生活援助実習） 1  1    45 

基礎看護援助実習Ⅱ（看護過程実習） 2   2   45 

機能看護学Ⅰ（セルフマネジメント） 2  2    15 

機能看護学Ⅱ（キャリアマネジメント） 1   1   15 

機能看護学Ⅲ（組織とマネジメント） 1    1  30 

機能看護学Ⅳ（トップマネジメント）  1    1 15 

専
門
展
開 

母性看護援助論Ⅰ 
（健康生活援助論) 

2   2   15 

母性看護援助論Ⅱ 
（臨床看護援助論) 

1    1  30 

小児看護援助論Ⅰ 
（健康生活援助論) 

2   2   15 

小児看護援助論Ⅱ 
（臨床看護援助論) 

1    1  30 

母性・小児看護学実習 5    5 45 

急性期看護援助論 2   2   15 

慢性期看護援助論 2   2   15 

終生期看護援助論 2    2  15 

急性期・慢性期看護学実習 5    5 45 

老年看護援助論Ⅰ 
（健康生活援助論) 

2   2   15 

老年看護援助論Ⅱ 
（臨床看護援助論) 

1    1  30 

在宅看護援助論Ⅰ 
（健康生活援助論） 

1   1   30 

在宅看護援助論Ⅱ 
（療養生活援助論） 

1    1  30 

老年・在宅看護学実習 5    5 45 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
展
開 

精神看護援助論Ⅰ(精神保健） 2   2   15 

精神看護援助論Ⅱ（精神看護） 1   1   30 

精神看護学実習 3    3 45 

公衆衛生看護援助論Ⅰ 
（対象別公衆衛生看護活動論） 

2  2    15 

公衆衛生看護援助論Ⅱ 
（公衆衛生看護技術論） 

 2   2  15 

公衆衛生看護援助論Ⅲ 
（公衆衛生看護展開論） 

 3    3 15/30 

保健指導演習 1   1   30 

地域保健活動演習 1   1   30 

公衆衛生看護学実習  4    4 45 

養護概論  2   2  15 

学校健康相談  2   2  15 

実
践
統
合 

国際看護論  1   1  15 

災害看護援助論 1     1 15 

看護の統合実習 2     2 45 

養
護
教
諭
教
職
課
程
（
一
種
免
許
状
） 

教
育
の
基
礎
的
理
解
に 

関
す
る
科
目 

教育原理 1   1   15 

教職論※1 2   2   15 

教育制度論 1   1   15 

教育心理学 2   2   15 

特別支援教育の基礎 1    1  15 

教育課程論 1   1   15 

道
徳
、
総
合
的
な
学
習
の
時
間
等
の

内
容
及
び
生
徒
指
導
、
教
育
相
談
等

に
関
す
る
科
目 

道徳教育/総合的な学習の時間の 
指導法 1    1  15 

特別活動の指導法 1    1  15 

教育方法論 1   1   15 

生徒指導論 1    1  15 

学校教育相談 2    2  15 

教
育
実
践
に

関
す
る
科
目 

養護実習 事前事後指導 1     1 15 

養護実習 4     4 45 

教職実践演習（養護教諭） 2     2 15 

養
護
に
関
す
る
科
目 

疫学・保健統計学 2   2   15 

保健医療福祉行政学 2   2   15 

公衆衛生学 2   2   15 

公衆衛生看護援助論Ⅰ 
（対象別公衆衛生看護活動論） 

2  2    15 

小児看護援助論Ⅰ（健康生活援助論) 2   2   15 

養護概論 2    2  15 

学校健康相談 2    2  15 

栄養学総論（基礎栄養学） 2  2    15 
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※1医療保健学部看護学科・医療保健学部医療栄養学科・千葉看護学部看護学科の 

共通開設科目 

 

 

分
類 

 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

養
護
教
諭
教
職
課
程
（
一
種
免
許
状
） 

養
護
に
関
す
る
科
目 

体の仕組みと働きⅠ 
（血液、循環器、消化器、呼吸器、泌尿器系） 

2  2    15 

体の仕組みと働きⅡ 
（骨格、筋、神経、内分泌、感覚器系） 

2  2    15 

病原微生物学 2  2    15 

臨床薬理学（薬理学） 2  2    15 

精神看護援助論Ⅰ(精神保健） 2   2   15 

精神看護援助論Ⅱ（精神看護） 1   1   30 

看護学概論 3  3    15/30 

生涯発達ケア論 2   2   15 

基礎看護援助実習Ⅰ（生活援助実習） 1  1    45 

基礎看護援助実習Ⅱ（看護過程実習） 2   2   45 

看護の統合実習 2     2 45 

小児看護援助論Ⅱ（臨床看護援助論) 1    1  30 

母性・小児看護学実習 5    5 45 

急性期看護援助論 2   2   15 

急性期・慢性期看護学実習 5    5 45 

大
学
が
独
自

に
設
定
す
る

科
目 

ボランティア論 1  1    15 

ボランティア活動  1 1    30 

教
育
職
員
免
許
法
施
行
規
則 

第
66
条
の
6
に
定
め
る
科
目 

 

第 日本国憲法 2    2  15 

スポーツ科学 1  1 1 1  15 

スポーツ実習 1  1 1 1  30 

英会話Ⅰ 2  2    15 

英会話Ⅱ 2  2    15 

情報リテラシー 2  2    15 

養
護
教
諭
教
職

課
程
（
二
種
免

許
状
） 

スポーツ科学 1  1 1 1  15 

スポーツ実習 1  1 1 1  30 

日本国憲法 2    2  15 
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２－１．医療保健学部 医療栄養学科（平成 18年度及び平成 19年度入学生限り適用）～ 

２－５．医療保健学部 医療栄養学科（平成 24年度入学生限り適用）＜削除＞ 

２－６．医療保健学部 医療栄養学科（平成 25年度及び平成 26年度入学生まで適用） 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

い
の
ち
・
人
間
の
教
育
分
野 

い
の
ち
・
人
間 

心理学  2 2       15 

哲学と宗教 2   2      15 

文学   1   1     15 

生命倫理学   1 1       15 

医療と人間   2 2       15 

社
会
科
学 

コミュニケーション概論  2 2       15 

経済学   2 2       15 

社会学   2 2       15 

法学   2 2       15 

歴史   2 2      15 

国際関係論   1   1     15 

認知科学   1 1       15 

人間関係論   1   1     15 

家族社会学   1   1     15 

ジェンダー論   1   1     15 

比較文化論   1   1     15 

自
然
科
学 

生物Ⅰ   1 1       15 

生物Ⅱ 1   1       15 

データサイエンス 2   2       15 

基礎数学   1 1       15 

物理学   1 1       15 

化学Ⅰ   1 1       15 

化学Ⅱ 1   1       15 

スポーツ科学   1 1 1 1   15 

スポーツ実習   1 1 1 1   30 

外
国
語 

英語講読・記述 2   2       15 

英会話Ⅰ 2   2       15 

英会話Ⅱ 2   2      15 

英会話Ⅲ   2   2    15 

専門英語   2     2   15 

フランス語   2 2       15 

中国語   2 2       15 

情
報
科
学 

情報リテラシー 2   2       15 

情報科学   2 2       15 

情報通信と保健医療  2  2   15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

医
療
の
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
教
育
分
野 

入
門 

体の仕組みと働きⅠ 
（血液、循環器、消化器、呼吸器、泌尿器系） 2   2       15 

体の仕組みと働きⅡ 
（骨格、筋、神経、内分泌、感覚器系） 2   2       15 

公衆衛生学 2     2     15 

栄養学総論（基礎栄養学） 2   2       15 

医療安全管理学 
（臨床工学・危機管理学・感染制御学） 2     2     15 

キャリア教育Ⅰ 1  1    15 

発
展 

医学・医療概論 1   1       15 

臨床薬理学（薬理学） 2      2    15 

医療マネジメント論 2      2   15 

キャリア教育Ⅱ 1   1   15 

キャリア教育Ⅲ 1    1  15 

実
践 

協働実践演習 1         1 30 

ボランティア論 1   1       15 

ボランティア活動  1 1       30 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
基
礎 

健康管理概論 2   2       15 

社会福祉総論 2   2       15 

食育論   1 1       15 

食文化論   1 1       15 

運動生理学 1       1   15 

病理学 2      2    15 

生化学Ⅰ（生体物質の構造と機能） 2     2     15 

生化学Ⅱ（生体物質の代謝） 2     2     15 

微生物学 2     2     15 

解剖生理学特論 2    2  15 

解剖生理学実験Ⅰ 
（生体の構造と機能） 1   1       45 

解剖生理学実験Ⅱ 
（感覚・生理機能・病理） 1     1     45 

生化学実験 1     1     45 

微生物学実験 1     1     45 

薬物療法学   1      1  15 

病態生化学   1       1 15 

臨床検査学   2      2  15 

食品学Ⅰ 
（総論・食品の構成・生理および栄養機能） 2   2       15 

食品学Ⅱ 
（各論・食品の種類、性状、栄養特性・加工） 

2     2     15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
基
礎 

食品衛生学 2     2     15 

食安全学   2       2 15 

調理学 2   2       15 

食品学実験Ⅰ（基礎,容量分析,機器分析） 1   1       45 

食品学実験Ⅱ（応用・食品成分分析） 1     1     45 

食品加工学実習 1    1  45 

食品衛生学実験 1   1   45 

調理学実習Ⅰ（基本調理・日本食の理解） 1  1    45 
調理学実習Ⅱ 
（応用調理・食文化と献立作成） 1  1    45 

食品機能学  1   1  15 

調理科学実験   1   1     45 

食品流通論   2     2   15 

フードスペシャリスト論   2     2   15 

フードコーディネート論   2     2   15 

基
礎
栄

養
学 

基礎栄養学特論 1   1   15 

栄養生理学実験 1       1   45 

応
用
栄
養
学 

応用栄養学Ⅰ（基本的理解・総論） 2     2     15 
応用栄養学Ⅱ 
（応用・特殊環境と栄養・実践） 

2     2     15 

分子栄養学 2       2   15 
応用栄養学実習Ⅰ 
（ライフステージ別栄養） 1     1     45 

応用栄養学実習Ⅱ 
（特殊環境と栄養・実践編）   1     1   45 

栄
養
教
育
論 

栄養教育論Ⅰ（基礎） 2     2     15 
栄養教育論Ⅱ 

（応用・ライフステージ別栄養指導） 2     2     15 

栄養教育論Ⅲ 
（応用・ハイリスク者と栄養指導、実践） 2       2   15 

栄養教育論実習Ⅰ 
（基礎・ライフステージ別） 1     1     45 

栄養教育論実習Ⅱ 
（応用・傷病者、ハイリスク者別） 1       1   45 

カウンセリング論   1       1 15 

臨
床
栄
養
学 

医療栄養学概論Ⅰ 
（栄養と生活習慣病） 2     2     15 

医療栄養学概論Ⅱ（疾患の病態生理） 2      2    15 

臨床栄養学Ⅰ（生活習慣病と臨床栄養） 2       2   15 
臨床栄養学Ⅱ 
（疾病と栄養管理・チーム医療） 2       2   15 

臨床栄養学実習Ⅰ（基礎） 1       1   45 

臨床栄養学実習Ⅱ（応用と実践） 1       1   45 

臨床栄養学実習Ⅲ 
（ＮＳＴと臨床栄養）   1       1 45 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

公
衆
栄
養
学 

公衆栄養学Ⅰ（集団と公衆栄養) 2       2   15 

公衆栄養学Ⅱ 
（栄養疫学・地域と公衆栄養） 2       2  15 

公衆栄養学実習 1       1   45 

給
食
経
営
管
理
論 

給食経営管理論Ⅰ（基礎） 2     2     15 

給食経営管理論Ⅱ 
（応用・実践・施設別給食管理） 

2     2     15 

給食経営管理論実習 1     1     45 

献立作成演習   1   1     30 

総
合
演
習 

総合演習Ⅰ（基礎） 1         1 30 

総合演習Ⅱ（応用・総合） 1         1 30 

臨
地
実
習 

臨地実習Ⅰ 
（給食の運営・公衆栄養学） 2       2   45 

臨地実習Ⅱ 
（臨床栄養学・給食経営管理） 2         2 45 

 卒業研究   4       4 30 
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２－７．医療保健学部  医療栄養学科（平成 27年度入学生限り適用） 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

い
の
ち
・
人
間
の
教
育
分
野 

い
の
ち
・
人
間 

心理学  2 2       15 

哲学と宗教 2   2      15 

文学   1   1     15 

生命倫理学   1 1       15 

医療と人間   1 1       15 

社
会
科
学 

コミュニケーション概論  2 2       15 

経済学   2 2       15 

社会学   2 2       15 

法学   2 2       15 

歴史   2 2      15 

国際関係論   1   1     15 

認知科学   1 1       15 

人間関係論   1   1     15 

家族社会学   1   1     15 

ジェンダー論   1   1     15 

比較文化論   1   1     15 

自
然
科
学 

生物Ⅰ   1 1       15 

生物Ⅱ 1   1       15 

データサイエンス 2   2       15 

基礎数学   1 1       15 

物理学   1 1       15 

化学Ⅰ   1 1       15 

化学Ⅱ 1   1       15 

スポーツ科学   1 1 1 1   15 

スポーツ実習   1 1 1 1   30 

外
国
語 

英語講読・記述 2   2       15 

英会話Ⅰ 2   2       15 

英会話Ⅱ 2   2      15 

英会話Ⅲ   2   2    15 

専門英語   2     2   15 

フランス語   2 2       15 

中国語   2 2       15 

情
報
科
学 

情報リテラシー 2   2       15 

情報科学   2 2       15 

情報通信と保健医療  2  2   15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

医
療
の
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
教
育
分
野 

入
門 

体の仕組みと働きⅠ 
（血液、循環器、消化器、呼吸器、泌尿器系） 2   2       15 

体の仕組みと働きⅡ 
（骨格、筋、神経、内分泌、感覚器系） 2   2       15 

公衆衛生学 2     2     15 

栄養学総論（基礎栄養学） 2   2       15 

医療安全管理学 
（臨床工学・危機管理学・感染制御学） 2     2     15 

キャリア教育Ⅰ 1  1    15 

発
展 

医学・医療概論 1   1       15 

臨床薬理学（薬理学） 2      2    15 

医療マネジメント論 2      2   15 

キャリア教育Ⅱ 1   1   15 

キャリア教育Ⅲ 1    1  15 

実
践 

協働実践演習 1         1 30 

ボランティア論 1   1       15 

ボランティア活動  1 1       30 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
基
礎 

健康管理概論 2   2       15 

社会福祉総論 2   2       15 

食育論   1 1       15 

食文化論   1 1       15 

運動生理学 1       1   15 

病理学 2      2    15 

生化学Ⅰ（生体物質の構造と機能） 2     2     15 

生化学Ⅱ（生体物質の代謝） 2     2     15 

微生物学 2     2     15 

解剖生理学特論 2    2  15 

解剖生理学実験Ⅰ 
（生体の構造と機能） 1   1       45 

解剖生理学実験Ⅱ 
（感覚・生理機能・病理） 1     1     45 

生化学実験 1     1     45 

微生物学実験 1     1     45 

薬物療法学   1      1  15 

病態生化学   1       1 15 

臨床検査学   2      2  15 

食品学Ⅰ 
（総論・食品の構成・生理および栄養機能） 2   2       15 

食品学Ⅱ 
（各論・食品の種類、性状、栄養特性・加工） 

2     2     15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
基
礎 

食品衛生学 2     2     15 

食安全学   2       2 15 

調理学 2   2       15 

食品学実験Ⅰ（基礎,容量分析,機器分析） 1   1       45 

食品学実験Ⅱ（応用・食品成分分析） 1     1     45 

食品加工学実習 1    1  45 

食品衛生学実験 1   1   45 

調理学実習Ⅰ（基本調理・日本食の理解） 1  1    45 
調理学実習Ⅱ 
（応用調理・食文化と献立作成） 1  1    45 

食品機能学  1   1  15 

調理科学実験   1   1     45 

食品流通論   2     2   15 

フードスペシャリスト論   2     2   15 

フードコーディネート論   2     2   15 

基
礎
栄

養
学 

基礎栄養学特論 1   1   15 

栄養生理学実験 1       1   45 

応
用
栄
養
学 

応用栄養学Ⅰ（基本的理解・総論） 2     2     15 
応用栄養学Ⅱ 
（応用・特殊環境と栄養・実践） 

2     2     15 

分子栄養学 2       2   15 
応用栄養学実習Ⅰ 
（ライフステージ別栄養） 1     1     45 

応用栄養学実習Ⅱ 
（特殊環境と栄養・実践編）   1     1   45 

栄
養
教
育
論 

栄養教育論Ⅰ（基礎） 2     2     15 
栄養教育論Ⅱ 

（応用・ライフステージ別栄養指導） 2     2     15 

栄養教育論Ⅲ 
（応用・ハイリスク者と栄養指導、実践） 2       2   15 

栄養教育論実習Ⅰ 
（基礎・ライフステージ別） 1     1     45 

栄養教育論実習Ⅱ 
（応用・傷病者、ハイリスク者別） 1       1   45 

カウンセリング論   1       1 15 

臨
床
栄
養
学 

医療栄養学概論Ⅰ 
（栄養と生活習慣病） 2     2     15 

医療栄養学概論Ⅱ（疾患の病態生理） 2      2    15 

臨床栄養学Ⅰ（生活習慣病と臨床栄養） 2       2   15 
臨床栄養学Ⅱ 
（疾病と栄養管理・チーム医療） 2       2   15 

臨床栄養学実習Ⅰ（基礎） 1       1   45 

臨床栄養学実習Ⅱ（応用と実践） 1       1   45 

臨床栄養学実習Ⅲ 
（ＮＳＴと臨床栄養）   1       1 45 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

公
衆
栄
養
学 

公衆栄養学Ⅰ（集団と公衆栄養) 2       2   15 

公衆栄養学Ⅱ 
（栄養疫学・地域と公衆栄養） 2       2  15 

公衆栄養学実習 1       1   45 

給
食
経
営
管
理
論 

給食経営管理論Ⅰ（基礎） 2     2     15 

給食経営管理論Ⅱ 
（応用・実践・施設別給食管理） 

2     2     15 

給食経営管理論実習 1     1     45 

献立作成演習   1   1     30 

総
合
演
習 

総合演習Ⅰ（基礎） 1         1 30 

総合演習Ⅱ（応用・総合） 1         1 30 

臨
地
実
習 

臨地実習Ⅰ 
（給食の運営・公衆栄養学） 2       2   45 

臨地実習Ⅱ 
（臨床栄養学・給食経営管理） 2         2 45 

 卒業研究   4       4 30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

43 

 

２－８．医療保健学部 医療栄養学科（平成 28年度入学生及び平成 29年度入学生に限り適用） 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

い
の
ち
・
人
間
の
教
育
分
野 

い
の
ち
・
人
間 

心理学  2 2       15 

哲学と宗教 2   2      15 

文学   1   1     15 

生命倫理学   1 1       15 

医療と人間   1 1       15 

社
会
科
学 

コミュニケーション概論  2 2       15 

経済学   2 2       15 

社会学   2 2       15 

法学   2 2       15 

歴史   2 2      15 

国際関係論   1   1     15 

認知科学   1 1       15 

人間関係論   1   1     15 

家族社会学   1   1     15 

ジェンダー論   1   1     15 

比較文化論   1   1     15 

自
然
科
学 

生物Ⅰ   1 1       15 

生物Ⅱ 1   1       15 

データサイエンス 2   2       15 

基礎数学   1 1       15 

物理学   1 1       15 

化学Ⅰ   1 1       15 

化学Ⅱ 1   1       15 

スポーツ科学   1 1 1 1   15 

スポーツ実習   1 1 1 1   30 

外
国
語 

英語講読・記述 2   2       15 

英会話Ⅰ 2   2       15 

英会話Ⅱ 2   2      15 

英会話Ⅲ   2   2    15 

専門英語   2     2   15 

フランス語   2 2       15 

中国語   2 2       15 

情
報
科
学 

情報リテラシー 2   2       15 

情報科学   2 2       15 

情報通信と保健医療  2  2   15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

医
療
の
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
教
育
分
野 

入
門 

体の仕組みと働きⅠ 
（血液、循環器、消化器、呼吸器、泌尿器系） 2   2       15 

体の仕組みと働きⅡ 
（骨格、筋、神経、内分泌、感覚器系） 2   2       15 

公衆衛生学 2     2     15 

栄養学総論（基礎栄養学） 2   2       15 

医療安全管理学 
（臨床工学・危機管理学・感染制御学） 2     2     15 

キャリア教育Ⅰ 1  1    15 

発
展 

医学・医療概論 1   1       15 

臨床薬理学（薬理学） 2      2    15 

医療マネジメント論 2      2   15 

キャリア教育Ⅱ 1   1   15 

キャリア教育Ⅲ 1    1  15 

実
践 

協働実践演習 1         1 30 

ボランティア論 1   1       15 

ボランティア活動  1 1       30 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
基
礎 

健康管理概論 2   2       15 

社会福祉総論 2   2       15 

食育論   1 1       15 

食文化論   1 1       15 

病理学Ⅰ（病態の系統的理解） 2   2   15 

病理学Ⅱ（病態の評価・診断） 2      2    15 

生化学Ⅰ（生体物質の構造と機能） 2     2     15 

生化学Ⅱ（生体物質の代謝） 2     2     15 

微生物学 2     2     15 

分子病態学 2       2   15 

解剖生理学実習 1    1      45 

生化学実験Ⅰ（生体物質の分析） 1     1     45 

生化学実験Ⅱ（生体物質の発現・代謝分析） 1    1  45 

薬物療法学   1      1  15 

病態生化学   1       1 15 

臨床検査学   2      2  15 

食品学Ⅰ 
（総論・食品の構成・生理および栄養機能） 2   2       15 

食品学Ⅱ 
（各論・食品の種類、性状、栄養特性・加工） 

2     2     15 

食品衛生学 2     2     15 

食安全学   2       2 15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
基
礎 

調理学 2   2       15 

食品化学実験 1   1       45 

食品学実験 1   1      45 

食品加工学実習 1    1  45 

食品衛生学実験 1   1   45 

調理学実習Ⅰ（基本調理・日本食の理解） 1  1    45 

調理学実習Ⅱ（応用調理・食文化と献立作成） 1  1    45 

食品機能学  1   1  15 

サプリメント論  1    1 15 

調理科学実験 1    1     45 

食品流通論   2     2   15 

フードスペシャリスト論   2     2   15 

フードコーディネート論   2     2   15 

食品の官能評価・鑑別論  1  1   15 

基
礎
栄

養
学 

基礎栄養学特講 1   1   15 

栄養生理学実験 1       1   45 

応
用
栄
養
学 

応用栄養学Ⅰ（基本的理解・総論） 2     2     15 

応用栄養学Ⅱ（応用・特殊環境と栄養・実践） 2     2     15 

運動栄養学 1       1   15 

アスリート栄養学  1   1  15 

栄養学演習 1  1    30 

応用栄養学実習Ⅰ 
（ライフステージ別食事管理） 

1     1     45 

応用栄養学実習Ⅱ 
（ライフステージ別栄養管理） 1     1     45 

栄
養
教
育
論 

栄養教育論Ⅰ（基礎） 2     2     15 
栄養教育論Ⅱ 

（応用・ライフステージ別栄養教育） 2     2     15 

栄養教育論Ⅲ 
（応用・要介護者の栄養管理とカウンセリング） 2       2   15 

栄養教育論実習Ⅰ 
（基礎・ライフステージ別栄養教育） 1     1     45 

栄養教育論実習Ⅱ 
（応用・症例に基づく栄養教育） 1       1   45 

カウンセリング論   1       1 15 

臨
床
栄
養
学 

医療栄養学概論 2      2    15 

臨床栄養学Ⅰ（臨床症候と栄養障害の評価） 2     2    15 

臨床栄養学Ⅱ（疾患別・病態別栄養管理） 2       2   15 

臨床栄養学Ⅲ（チーム医療における栄養管理） 2    2  15 

臨床栄養学実習Ⅰ（基礎） 1       1   45 

臨床栄養学実習Ⅱ（応用と実践） 1       1   45 

臨床栄養実践演習   1       1 30 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

公
衆
栄
養
学 

公衆栄養学Ⅰ 
（地域栄養の現状と課題・公衆栄養マネジメント） 2       2   15 

公衆栄養学Ⅱ 
（国内外の健康・栄養施策・栄養疫学） 

2       2  15 

公衆栄養学実習 1       1   45 

地域栄養学実習  1   1  45 

給
食
経
営
管
理
論 

給食経営管理論Ⅰ（基礎） 2     2     15 

給食経営管理論Ⅱ 
（応用・実践・施設別給食管理） 2     2     15 

給食経営管理論実習 1     1     45 

総
合
演
習 

総合演習Ⅰ（基礎） 1         1 30 

総合演習Ⅱ（応用・総合） 1         1 30 

臨
地
実
習 

臨地実習Ⅰ（給食経営管理） 1 選
択
必
修 

    1   45 

臨地実習Ⅱ（公衆栄養学） 1     1   45 

臨地実習Ⅲ 

（給食の運営・臨床栄養学・給食経営管理） 3         3 45 

 総合学習Ⅰ（食べ物・栄養と健康） 1  1    15 

総合学習Ⅱ（食べ物・栄養と疾病・治療） 1   1   15 

卒業研究   4       4 30 

     

※選択必修：「臨地実習Ⅰ（給食経営管理）」及び「臨地実習Ⅱ（公衆栄養学）」につい

ては、どちらか一方を必ず選択し、単位を取得しなければならない。 
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２－９. 医療保健学部 医療栄養学科（平成 30年度入学生限り適用） 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

い
の
ち
・
人
間
の
教
育
分
野 

い
の
ち
・
人
間 

心理学  2 2       15 

哲学と宗教 2   2      15 

文学   1   1     15 

生命倫理学   1 1       15 

医療と人間   1 1       15 

社
会
科
学 

コミュニケーション概論  2 2       15 

経済学   2 2       15 

社会学   2 2       15 

法学   2 2       15 

歴史   2 2      15 

国際関係論   1   1     15 

認知科学   1 1       15 

人間関係論   1   1     15 

家族社会学   1   1     15 

ジェンダー論   1   1     15 

比較文化論   1   1     15 

自
然
科
学 

生物Ⅰ   1 1       15 

生物Ⅱ 1   1       15 

データサイエンス 2   2       15 

基礎数学   1 1       15 

物理学   1 1       15 

化学Ⅰ   1 1       15 

化学Ⅱ 1   1       15 

スポーツ科学   1 1 1 1  15 

スポーツ実習   1 1 1 1  30 

外
国
語 

英語講読・記述 2   2       15 

英会話Ⅰ 2  2    15 

英会話Ⅱ 2  2    15 

英会話Ⅲ   2   2    15 

専門英語   2     2   15 

フランス語   2 2       15 

中国語   2 2       15 

情
報
科
学 

情報リテラシー 2  2    15 

情報科学   2 2       15 

情報通信と保健医療  2  2   15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

医
療
の
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
教
育
分
野 

入
門 

体の仕組みと働きⅠ 
（血液、循環器、消化器、呼吸器、泌尿器系） 2   2       15 

体の仕組みと働きⅡ 
（骨格、筋、神経、内分泌、感覚器系） 2   2       15 

公衆衛生学 2     2     15 

栄養学総論（基礎栄養学） 2   2       15 

医療安全管理学 
（臨床工学・危機管理学・感染制御学） 2     2     15 

キャリア教育Ⅰ 1  1    15 

発
展 

医学・医療概論 1   1       15 

臨床薬理学（薬理学） 2      2    15 

医療マネジメント論 2      2   15 

キャリア教育Ⅱ 1   1   15 

キャリア教育Ⅲ 1    1  15 

実
践 

協働実践演習 1         1 30 

ボランティア論 1   1       15 

ボランティア活動  1 1       30 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
基
礎 

健康管理概論 2   2       15 

社会福祉総論 2   2       15 

食育論   1 1       15 

食文化論   1 1       15 

病理学Ⅰ（病態の系統的理解） 2   2   15 

病理学Ⅱ（病態の評価・診断） 2      2    15 

生化学Ⅰ（生体物質の構造と機能） 2     2     15 

生化学Ⅱ（生体物質の代謝） 2     2     15 

微生物学 2     2     15 

分子病態学 2       2   15 

解剖生理学実習 1    1      45 

生化学実験Ⅰ（生体物質の分析） 1     1     45 

生化学実験Ⅱ（生体物質の発現・代謝分析） 1    1  45 

薬物療法学   1      1  15 

病態生化学   1       1 15 

臨床検査学   2      2  15 
食品学Ⅰ 
（総論・食品の構成・生理および栄養機能） 

2   2       15 

食品学Ⅱ 
（各論・食品の種類、性状、栄養特性・加工） 

2     2     15 

食品衛生学 2     2     15 

食安全学   2       2 15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
基
礎 

調理学 2   2       15 

食品化学実験 1   1       45 

食品学実験 1   1      45 

食品加工学実習 1    1  45 

食品衛生学実験 1   1   45 

調理学実習Ⅰ（基本調理・日本食の理解） 1  1    45 

調理学実習Ⅱ（応用調理・食文化と献立作成） 1  1    45 

食品機能学  1   1  15 

サプリメント論  1    1 15 

調理科学実験 1    1     45 

食品流通論   2     2   15 

フードスペシャリスト論   2     2   15 

フードコーディネート論   2     2   15 

食品の官能評価・鑑別論  1  1   15 

基
礎 

栄
養
学 

基礎栄養学特講 1   1   15 

栄養生理学実験 1       1   45 

応
用
栄
養
学 

応用栄養学Ⅰ（基本的理解・総論） 2     2     15 

応用栄養学Ⅱ（応用・特殊環境と栄養・実践） 2     2     15 

運動栄養学 1       1   15 

アスリート栄養学  1   1  15 

栄養学演習 1  1    30 

応用栄養学実習Ⅰ 
（ライフステージ別食事管理） 

1     1     45 

応用栄養学実習Ⅱ 
（ライフステージ別栄養管理） 1     1     45 

栄
養
教
育
論 

栄養教育論Ⅰ（基礎） 2     2     15 
栄養教育論Ⅱ 
（応用・ライフステージ別栄養教育） 2     2     15 

栄養教育論Ⅲ 
（応用・要介護者の栄養管理とカウンセリング） 2       2   15 

栄養教育論実習Ⅰ 
（基礎・ライフステージ別栄養教育） 1     1     45 

栄養教育論実習Ⅱ 
（応用・症例に基づく栄養教育） 1       1   45 

カウンセリング論   1       1 15 

臨
床
栄
養
学 

医療栄養学概論 2      2    15 

臨床栄養学Ⅰ（臨床症候と栄養障害の評価） 2     2    15 

臨床栄養学Ⅱ（疾患別・病態別栄養管理） 2       2   15 

臨床栄養学Ⅲ（チーム医療における栄養管理） 2    2  15 

臨床栄養学実習Ⅰ（基礎） 1       1   45 

臨床栄養学実習Ⅱ（応用と実践） 1       1   45 

臨床栄養実践演習   1       1 30 
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※選択必修：「臨地実習Ⅰ（給食経営管理）」及び「臨地実習Ⅱ（公衆栄養学）」につい 

ては、どちらか一方を必ず選択し、単位を取得しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

公
衆
栄
養
学 

公衆栄養学Ⅰ 
（地域栄養の現状と課題・公衆栄養マネジメント） 2       2   15 

公衆栄養学Ⅱ 
（国内外の健康・栄養施策・栄養疫学） 2       2  15 

公衆栄養学実習 1       1   45 

地域栄養学実習  1   1  45 

給
食
経
営
管
理
論 

給食経営管理論Ⅰ（基礎） 2     2     15 

給食経営管理論Ⅱ 
（応用・実践・施設別給食管理） 2     2     15 

給食経営管理論実習 1     1     45 

総
合
演
習 

総合演習Ⅰ（基礎） 1         1 30 

総合演習Ⅱ（応用・総合） 1         1 30 

臨
地
実
習 

臨地実習Ⅰ（給食経営管理） 1 選
択
必
修 

    1   45 

臨地実習Ⅱ（公衆栄養学） 1     1   45 

臨地実習Ⅲ 
（給食の運営・臨床栄養学・給食経営管理） 3         3 45 

 総合学習Ⅰ 
（食べ物・栄養と健康） 1  1    15 

総合学習Ⅱ 
（食べ物・栄養と疾病・治療） 1   1   15 

卒業研究   4       4 30 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

栄
養
教
諭
教
職
課
程
（
一
種
免
許
状
） 

教
職
に
関
す
る
科
目 

教職への道※1 2   2   15 

教育原理 1   1   15 

教育心理学 2   2   15 

教育制度論 1   1   15 

教育課程論 1   1   15 

道徳教育の理論と方法 1    1  15 

特別活動の指導法 1    1  15 

教育方法論 1   1   15 

生徒指導論 2 

 

  2  15 

学校教育相談 2    2  15 

栄養教育実習  
事前事後指導 1     1 15 
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※1医療保健学部看護学科・医療保健学部医療栄養学科・千葉看護学部看護学科の 

共通開設科目 

 

 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

栄
養
教
諭
教
職
課
程
（
一
種
免
許
状
） 

教
職
に
関
す
る 

科
目 

栄養教育実習 1     1 45 

教職実践演習（栄養教諭） 2     2 15 
栄
養
に
係
る
教
育

に
関
す
る
科
目 

学校栄養教育論 2    2  15 

学校栄養教育実践演習 2    2  15 

教
育
職
員
免
許
法
施
行
規
則 

第
66
条
の
6
に
定
め
る
科
目 

日本国憲法 2    2  15 

スポーツ科学 1  1 1 1  15 

スポーツ実習 1  1 1 1  30 

英会話Ⅰ 2  2    15 

英会話Ⅱ 2  2    15 

情報リテラシー 2  2    15 
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２－１０. 医療保健学部 医療栄養学科（平成 31年度入学生から適用） 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

い
の
ち
・
人
間
の
教
育
分
野 

い
の
ち
・
人
間 

心理学  2 2       15 

哲学と宗教 2   2      15 

文学   1   1     15 

生命倫理学   1 1       15 

医療と人間   1 1       15 

社
会
科
学 

コミュニケーション概論  2 2       15 

経済学   2 2       15 

社会学   2 2       15 

法学   2 2       15 

歴史   2 2      15 

国際関係論   1   1     15 

認知科学   1 1       15 

人間関係論   1   1     15 

家族社会学   1   1     15 

ジェンダー論   1   1     15 

比較文化論   1   1     15 

自
然
科
学 

生物Ⅰ   1 1       15 

生物Ⅱ 1   1       15 

データサイエンス 2   2       15 

基礎数学   1 1       15 

物理学   1 1       15 

化学Ⅰ   1 1       15 

化学Ⅱ 1   1       15 

スポーツ科学   1 1 1 1  15 

スポーツ実習   1 1 1 1  30 

外
国
語 

英語講読・記述 2   2       15 

英会話Ⅰ 2  2    15 

英会話Ⅱ 2  2    15 

英会話Ⅲ   2   2    15 

専門英語   2     2   15 

フランス語   2 2       15 

中国語   2 2       15 

情
報
科
学 

情報リテラシー 2  2    15 

情報科学   2 2       15 

情報通信と保健医療  2  2   15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

医
療
の
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
教
育
分
野 

入
門 

体の仕組みと働きⅠ 
（血液、循環器、消化器、呼吸器、泌尿器系） 2   2       15 

体の仕組みと働きⅡ 
（骨格、筋、神経、内分泌、感覚器系） 2   2       15 

公衆衛生学 2     2     15 

栄養学総論（基礎栄養学） 2   2       15 

医療安全管理学 
（臨床工学・危機管理学・感染制御学） 2     2     15 

キャリア教育Ⅰ 1  1    15 

発
展 

医学・医療概論 1   1       15 

臨床薬理学（薬理学） 2      2    15 

医療マネジメント論 2      2   15 

キャリア教育Ⅱ 1   1   15 

キャリア教育Ⅲ 1    1  15 

実
践 

協働実践演習 1         1 30 

ボランティア論 1   1       15 

ボランティア活動  1 1       30 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
基
礎 

健康管理概論 2   2       15 

社会福祉総論 2   2       15 

食育論   1 1       15 

食文化論   1 1       15 

病理学Ⅰ（病態の系統的理解） 2   2   15 

病理学Ⅱ（病態の評価・診断） 2      2    15 

生化学Ⅰ（生体物質の構造と機能） 2     2     15 

生化学Ⅱ（生体物質の代謝） 2     2     15 

微生物学 2     2     15 

分子病態学 2       2   15 

解剖生理学実習 1    1      45 

生化学実験Ⅰ（生体物質の分析） 1     1     45 

生化学実験Ⅱ（生体物質の発現・代謝分析） 1    1  45 

薬物療法学   1      1  15 

病態生化学   1       1 15 

臨床検査学   2      2  15 
食品学Ⅰ 
（総論・食品の構成・生理および栄養機能） 

2   2       15 

食品学Ⅱ 
（各論・食品の種類、性状、栄養特性・加工） 

2     2     15 

食品衛生学 2     2     15 

食安全学   2       2 15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
基
礎 

調理学 2   2       15 

食品化学実験 1   1       45 

食品学実験 1   1      45 

食品加工学実習 1    1  45 

食品衛生学実験 1   1   45 

調理学実習Ⅰ（基本調理・日本食の理解） 1  1    45 

調理学実習Ⅱ（応用調理・食文化と献立作成） 1  1    45 

食品機能学  1   1  15 

サプリメント論  1    1 15 

調理科学実験 1    1     45 

食品流通論   2     2   15 

フードスペシャリスト論   2     2   15 

フードコーディネート論   2     2   15 

食品の官能評価・鑑別論  1  1   15 

基
礎 

栄
養
学 

基礎栄養学特講 1   1   15 

栄養生理学実験 1       1   45 

応
用
栄
養
学 

応用栄養学Ⅰ（基本的理解・総論） 2     2     15 

応用栄養学Ⅱ（応用・特殊環境と栄養・実践） 2     2     15 

運動栄養学 1       1   15 

アスリート栄養学  1   1  15 

栄養学演習 1  1    30 

応用栄養学実習Ⅰ 
（ライフステージ別食事管理） 

1     1     45 

応用栄養学実習Ⅱ 
（ライフステージ別栄養管理） 1     1     45 

栄
養
教
育
論 

栄養教育論Ⅰ（基礎） 2     2     15 
栄養教育論Ⅱ 
（応用・ライフステージ別栄養教育） 2     2     15 

栄養教育論Ⅲ 
（応用・要介護者の栄養管理とカウンセリング） 2       2   15 

栄養教育論実習Ⅰ 
（基礎・ライフステージ別栄養教育） 1     1     45 

栄養教育論実習Ⅱ 
（応用・症例に基づく栄養教育） 1       1   45 

カウンセリング論   1       1 15 

臨
床
栄
養
学 

医療栄養学概論 2      2    15 

臨床栄養学Ⅰ（臨床症候と栄養障害の評価） 2     2    15 

臨床栄養学Ⅱ（疾患別・病態別栄養管理） 2       2   15 

臨床栄養学Ⅲ（チーム医療における栄養管理） 2    2  15 

臨床栄養学実習Ⅰ（基礎） 1       1   45 

臨床栄養学実習Ⅱ（応用と実践） 1       1   45 

臨床栄養実践演習   1       1 30 
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※選択必修：「臨地実習Ⅰ（給食経営管理）」及び「臨地実習Ⅱ（公衆栄養学）」につい 

ては、どちらか一方を必ず選択し、単位を取得しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

公
衆
栄
養
学 

公衆栄養学Ⅰ 
（地域栄養の現状と課題・公衆栄養マネジメント） 2       2   15 

公衆栄養学Ⅱ 
（国内外の健康・栄養施策・栄養疫学） 2       2  15 

公衆栄養学実習 1       1   45 

地域栄養学実習  1   1  45 

給
食
経
営
管
理
論 

給食経営管理論Ⅰ（基礎） 2     2     15 

給食経営管理論Ⅱ 
（応用・実践・施設別給食管理） 2     2     15 

給食経営管理論実習 1     1     45 

総
合
演
習 

総合演習Ⅰ（基礎） 1         1 30 

総合演習Ⅱ（応用・総合） 1         1 30 

臨
地
実
習 

臨地実習Ⅰ（給食経営管理） 1 選
択
必
修 

    1   45 

臨地実習Ⅱ（公衆栄養学） 1     1   45 

臨地実習Ⅲ 
（給食の運営・臨床栄養学・給食経営管理） 3         3 45 

 総合学習Ⅰ 
（食べ物・栄養と健康） 1  1    15 

総合学習Ⅱ 
（食べ物・栄養と疾病・治療） 1   1   15 

卒業研究   4       4 30 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

栄
養
教
諭
教
職
課
程
（
一
種
免
許
状
） 

教
育
の
基
礎
的
理
解
に 

関
す
る
科
目 

教育原理 1   1   15 

教職論※1 2   2   15 

教育制度論 1   1   15 

教育心理学 2   2   15 

特別支援教育の基礎 1    1  15 

教育課程論 1   1   15 

道
徳
、
総
合
的
な
学
習
の
時
間
等
の 

内
容
及
び
生
徒
指
導
、
教
育
相
談
等
に 

関
す
る
科
目 

道徳教育/総合的な学習の時
間の指導法 1    1  15 

特別活動の指導法 1    1  15 

教育方法論 1   1   15 

生徒指導論 1    1  15 

学校教育相談 2    2  15 
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※1医療保健学部看護学科・医療保健学部医療栄養学科・千葉看護学部看護学科の 

共通開設科目 

 

 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

栄
養
教
諭
教
職
課
程
（
一
種
免
許
状
） 

教
育
実
践
に
関
す
る 

科
目 

栄養教育実習事前事後指導 1     1 15 

栄養教育実習 1     1 45 

教職実践演習（栄養教諭） 2     2 15 
栄
養
に
係
る
教
育

に
関
す
る
科
目 

学校栄養教育論 2    2  15 

学校栄養教育実践演習 2    2  15 

教
育
職
員
免
許
法
施
行
規
則 

第
66
条
の
6
に
定
め
る
科
目 

日本国憲法 2    2  15 

スポーツ科学 1  1 1 1  15 

スポーツ実習 1  1 1 1  30 

英会話Ⅰ 2  2    15 

英会話Ⅱ 2  2    15 

情報リテラシー 2  2    15 
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３－１．医療保健学部  医療情報学科（平成 18年度入学生限り適用）～ 

３－６．医療保健学部  医療情報学科（平成 23年度入学生限り適用）＜削除＞ 

３－７．医療保健学部  医療情報学科（平成 24年度入学生限り適用） 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

い
の
ち
・
人
間
の
教
育
分
野 

い
の
ち
・
人
間 

心理学  2 2       15 

哲学と宗教  2 2      15 

文学   1      1 15 

生命倫理学   1 1       15 

医療と人間   2 2       15 

社
会
科
学 

コミュニケーション概論  2    2   15 

経済学   2    2   15 

社会学  2    2   15 

法学  2    2   15 

歴史   2      2 15 

国際関係論   1      1 15 

認知科学   1      1 15 

人間関係論   1      1 15 

家族社会学   1      1 15 

ジェンダー論   1      1 15 

比較文化論  
 

1      1 15 

自
然
科
学 

生物Ⅰ   1 1       15 

生物Ⅱ   1 1       15 

データサイエンス 2    2     15 

基礎数学   1 1       15 

物理学   1 1       15 

化学Ⅰ   1 1       15 

化学Ⅱ   1 1       15 

スポーツ科学   1 1 1 1   15 

スポーツ実習   1 1 1 1   30 

外
国
語 

英語講読・記述 2   2       15 

英会話Ⅰ 2   2       15 

英会話Ⅱ 2   2      15 

英会話Ⅲ   2   2    15 

専門英語   2   2    15 

フランス語   2 2       15 

中国語   2 2       15 

情
報
科
学 

情報リテラシー 2   2       15 

情報科学 2   2       15 

情報通信と保健医療  2  2   15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

医
療
の
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
教
育
分
野 

入
門 

体の仕組みと働きⅠ 
（血液、循環器、消化器、呼吸器、泌尿器系） 2   2       15 

体の仕組みと働きⅡ 
（骨格、筋、神経、内分泌、感覚器系） 

2   2       15 

公衆衛生学 2     2     15 

栄養学総論（基礎栄養学） 2   2       15 

医療安全管理学 
（臨床工学・危機管理学・感染制御学） 2     2     15 

キャリア教育Ⅰ 1  1    15 

発
展 

医学・医療概論 1   1       15 

臨床薬理学（薬理学） 2      2   15 

医療マネジメント論 2      2   15 

キャリア教育Ⅱ 1   1   15 

キャリア教育Ⅲ 1    1  15 

実
践 

協働実践演習 1         1 30 

ボランティア論 1   1       15 

ボランティア活動  1 1       30 

専
門
職
の
教
育
分
野 

保
健
医
療
基
礎 

社会福祉総論 2    2    15  

健康管理概論 2       2   15  

看護概論 1       1   15  

臨床検査総論  2    2   15  

医療情報管理概論 1       1   15  

医学用語 1     1     15  

生体情報演習  2 2    30 

臨
床
医
学
基
礎 

臨床医学総論 1   1       15  

臨床医学各論Ⅰ（感染症および寄生虫症） 1   1       15  

臨床医学各論Ⅱ（新生物） 1   1       15  

臨床医学各論Ⅲ（血液・代謝・内分泌等） 1   1       15  

臨床医学各論Ⅳ（脳神経・感覚器等） 1   1      15  

臨床医学各論Ⅴ（循環器・呼吸器系） 1     1     15  

臨床医学各論Ⅵ（消化器・泌尿器系） 1     1     15  

臨床医学各論Ⅶ（周産期系） 1     1     15  

臨床医学各論Ⅷ（筋骨格系） 1     1     15  

医学医療入門 1  1    15 

応用臨床医学  2   2  30 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

医
療
管
理
学 

医療管理総論（病院管理） 1   1   15 

医療管理各論（医療制度と医療評価） 2   2   15 

医療統計学  1  1   15 

応用医療管理学  1   1  30 

診療情報管理論 2     2     15  

国際疾病分類法概論  2   2     15  

国際疾病分類法演習Ⅰ  1   1    30  

国際疾病分類法演習Ⅱ  1   1    30  

応用国際疾病分類法  2   2  30 

医療関係法規  2    2 15 

情
報
基
礎 

コンピュータシステムⅠ（ハード） 2   2       15  

コンピュータシステムⅡ（ソフト） 2   2       15  

データ構造とアルゴリズムⅠ 2   2       15  

データ構造とアルゴリズムⅡ  2  2   15 

通信ネットワーク 2     2     15  

情報ネットワーク実験 1     1     45  

コンピューターアーキテクチャ 2   2      15  

情報システム実験 1     1     45  

データベース論 2      2   15  

データベース演習 2       2   30  

医療情報学 2  2    15 

IT技術入門  1 1    30 

情
報
応
用 

プログラム言語Ⅰ（C言語基礎） 3     3     30  

プログラム言語Ⅱ（C言語応用） 3   3   30 

応用プログラム言語  1  1   30 

情報システム概論 2     2     15  

情報システム開発論Ⅰ（プロジェクト管理） 2      2   15  

情報システム開発論Ⅱ（分析と評価） 2       2   15  

情報セキュリティ 2       2   15  

情報システム運用管理論 2       2   15  

地域医療情報システム論 2     2     15  

応用医療情報技術  1   1  30 

応用情報処理技術  1  1   30 
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※選択必修：「企業実習」「病院実習」「医療産業研究」のうちから２科目以上 

履修し単位を取得した場合は、１科目を必修科目の単位とし２科 

目以降は選択科目の単位数として換算する。 

 

 

 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

関
連
情
報
科
学 

情報数学   2 2       15  

情報理論   2   2     15  

オブジェクト指向言語   2     2   30 

インターネット入門 1  1    30 

インターネット応用  1 1    30 

医療機器概論  2    2 15 

医用画像処理工学   2     2   15  

マルチメディア工学   2     2   15  

意思決定論   2       2 15  

先端情報処理特論  1    1 15 

応
用
研
究 

医療情報総合演習Ⅰ 1  1    30 

医療情報総合演習Ⅱ 1  1    30 

医療情報総合演習Ⅲ 1   1   30 

医療情報総合演習Ⅳ 1   1   30 

医療情報ゼミⅠ（医療情報入門） 2       2   30  

医療情報ゼミⅡ（医療情報応用） 2       2   30  

企業実習 2 選
択
必
修 

  2  45 

病院実習 2   2  45 

医療産業研究 2   2  15 

卒業研究   4       4 45 
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３－８．医療保健学部  医療情報学科（平成 25年度入学生限り適用）＜削除＞ 

３－９．医療保健学部  医療情報学科（平成 26年度入学生限り適用）＜削除＞ 

３－１０．医療保健学部  医療情報学科（平成 27年度入学生限り適用） 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

い
の
ち
・
人
間
の
教
育
分
野 

い
の
ち
・
人
間 

心理学  2 2       15 

哲学と宗教  2 2      15 

文学   1      1 15 

生命倫理学   1 1       15 

医療と人間   1 1       15 

社
会
科
学 

コミュニケーション概論  2    2   15 

経済学   2    2   15 

社会学  2    2   15 

法学  2    2   15 

歴史   2      2 15 

国際関係論   1      1 15 

認知科学   1      1 15 

人間関係論   1      1 15 

家族社会学   1      1 15 

ジェンダー論   1      1 15 

比較文化論  
 

1      1 15 

自
然
科
学 

生物Ⅰ   1 1       15 

生物Ⅱ   1 1       15 

データサイエンス 2    2     15 

基礎数学   1 1       15 

物理学   1 1       15 

化学Ⅰ   1 1       15 

化学Ⅱ   1 1       15 

スポーツ科学   1 1 1 1   15 

スポーツ実習   1 1 1 1   30 

外
国
語 

英語講読・記述 2   2       15 

英会話Ⅰ 2   2       15 

英会話Ⅱ 2   2      15 

英会話Ⅲ   2   2    15 

専門英語   2   2    15 

フランス語   2 2       15 

中国語   2 2       15 

情
報
科
学 

情報リテラシー 2   2       15 

情報科学 2   2       15 

情報通信と保健医療  2  2   15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

医
療
の
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
教
育
分
野 

入
門 

体の仕組みと働きⅠ 
（血液、循環器、消化器、呼吸器、泌尿器系） 2   2       15 

体の仕組みと働きⅡ 
（骨格、筋、神経、内分泌、感覚器系） 

2   2       15 

公衆衛生学 2     2     15 

栄養学総論（基礎栄養学） 2   2       15 

医療安全管理学 
（臨床工学・危機管理学・感染制御学） 2     2     15 

キャリア教育Ⅰ 1  1    15 

発
展 

医学・医療概論 1   1       15 

臨床薬理学（薬理学） 2      2   15 

医療マネジメント論 2      2   15 

キャリア教育Ⅱ 1   1   15 

キャリア教育Ⅲ 1    1  15 

実
践 

協働実践演習 1         1 30 

ボランティア論 1   1       15 

ボランティア活動  1 1       30 

専
門
職
の
教
育
分
野 

保
健
医
療
基
礎 

社会福祉総論 2    2    15  

健康管理概論 2       2   15  

看護概論 1       1   15  

臨床検査総論  2    2   15  

医療情報管理概論 1       1   15  

医学用語 1     1     15  

生体情報演習  2 2    30 

臨
床
医
学
基
礎 

臨床医学総論 1   1       15  

臨床医学各論Ⅰ（感染症および寄生虫症） 1   1       15  

臨床医学各論Ⅱ（新生物） 1   1       15  

臨床医学各論Ⅲ（血液・代謝・内分泌等） 1   1       15  

臨床医学各論Ⅳ（脳神経・感覚器等） 1   1      15  

臨床医学各論Ⅴ（循環器・呼吸器系） 1     1     15  

臨床医学各論Ⅵ（消化器・泌尿器系） 1     1     15  

臨床医学各論Ⅶ（周産期系） 1     1     15  

臨床医学各論Ⅷ（筋骨格系） 1     1     15  

医学医療入門 1  1    15 

応用臨床医学  2  2   30 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

医
療
管
理
学 

医療管理総論（病院管理） 1   1   15 

医療管理各論（医療制度と医療評価） 2   2   15 

医療統計学  1  1   15 

応用医療管理学  1   1  30 

診療情報管理論 2     2     15  

国際疾病分類法概論  2   2     15  

国際疾病分類法演習Ⅰ  1   1    30  

国際疾病分類法演習Ⅱ  1   1    30  

応用国際疾病分類法  2   2  30 

医療関係法規  2    2 15 

情
報
基
礎 

コンピュータシステムⅠ（ハード） 2   2       15  

コンピュータシステムⅡ（ソフト） 2   2       15  

データ構造とアルゴリズムⅠ 2   2       15  

データ構造とアルゴリズムⅡ  2  2   15 

通信ネットワーク 2     2     15  

情報ネットワーク実験 1     1     45  

情報と社会  2  2      15  

情報システム実験 1     1     45  

データベース論 2      2   15  

データベース演習 2       2   30  

医療情報学 2  2    15 

IT技術入門 2  2    15 

情
報
応
用 

プログラム言語Ⅰ（C言語基礎） 3     3     30  

プログラム言語Ⅱ（C言語応用） 3   3   30 

応用プログラム言語  1  1   30 

情報システム概論 2     2     15  

情報システム開発論Ⅰ（プロジェクト管理） 2      2   15  

情報システム開発論Ⅱ（分析と評価） 2       2   15  

情報セキュリティ 2       2   15  

情報システム運用管理論 2       2   15  

地域医療情報システム論 2     2     15  

応用医療情報技術  1   1  30 

応用情報処理技術  1  1   30 
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※選択必修：「企業実習」「病院実習」「医療産業研究」のうちから２科目以上 

履修し単位を取得した場合は、１科目を必修科目の単位とし２科 

目以降は選択科目の単位数として換算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

関
連
情
報
科
学 

情報数学   2 2       15  

情報理論   2   2     15  

オブジェクト指向言語   2     2   30 

インターネット入門 1  1    30 

インターネット応用  1 1    30 

医療機器概論  2    2 15 

医用画像処理工学   2     2   15  

マルチメディア工学   2     2   15  

意思決定論   2       2 15  

先端情報処理特論  1    1 15 

応
用
研
究 

医療情報総合演習Ⅰ 1  1    30 

医療情報総合演習Ⅱ 1  1    30 

医療情報総合演習Ⅲ 1   1   30 

医療情報総合演習Ⅳ 1   1   30 

医療情報ゼミⅠ（医療情報入門） 2       2   30  

医療情報ゼミⅡ（医療情報応用） 2       2   30  

企業実習 2 選
択
必
修 

  2  45 

病院実習 2   2  45 

医療産業研究 2   2  15 

卒業研究   4       4 45 
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３－１１．医療保健学部 医療情報学科（平成 28年度入学生から平成 31年度入学生まで適用） 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

い
の
ち
・
人
間
の
教
育
分
野 

い
の
ち
・
人
間 

心理学  2 2       15 

哲学と宗教  2 2      15 

文学   1      1 15 

生命倫理学   1 1       15 

医療と人間   1 1       15 

社
会
科
学 

コミュニケーション概論  2    2   15 

経済学   2    2   15 

社会学  2    2   15 

法学  2    2   15 

歴史   2      2 15 

国際関係論   1      1 15 

認知科学   1      1 15 

人間関係論   1      1 15 

家族社会学   1      1 15 

ジェンダー論   1      1 15 

比較文化論  
 

1      1 15 

自
然
科
学 

生物Ⅰ   1 1       15 

生物Ⅱ   1 1       15 

データサイエンス 2    2     15 

基礎数学   1 1       15 

物理学   1 1       15 

化学Ⅰ   1 1       15 

化学Ⅱ   1 1       15 

スポーツ科学   1 1 1 1   15 

スポーツ実習   1 1 1 1   30 

外
国
語 

英語講読・記述 2   2       15 

英会話Ⅰ 2   2       15 

英会話Ⅱ 2   2      15 

英会話Ⅲ   2   2    15 

専門英語   2   2    15 

フランス語   2 2       15 

中国語   2 2       15 

情
報
科
学 

情報リテラシー 2   2       15 

情報科学 2   2       15 

情報通信と保健医療  2  2   15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

医
療
の
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
教
育
分
野 

入
門 

体の仕組みと働きⅠ 
（血液、循環器、消化器、呼吸器、泌尿器系） 2   2       15 

体の仕組みと働きⅡ 
（骨格、筋、神経、内分泌、感覚器系） 

2   2       15 

公衆衛生学 2     2     15 

栄養学総論（基礎栄養学） 2   2       15 

医療安全管理学 
（臨床工学・危機管理学・感染制御学） 2     2     15 

キャリア教育Ⅰ 1  1    15 

発
展 

医学・医療概論 1   1       15 

臨床薬理学（薬理学） 2      2   15 

医療マネジメント論 2      2   15 

キャリア教育Ⅱ 1   1   15 

キャリア教育Ⅲ 1    1  15 

実
践 

協働実践演習 1         1 30 

ボランティア論 1   1       15 

ボランティア活動  1 1       30 

専
門
職
の
教
育
分
野 

情

報

技

術

系 

コンピュータシステムⅠ 
（ハードウェア） 

2  2    15 

コンピュータシステムⅡ 
（ソフトウェア） 

2  2    15 

IT入門Ⅰ（ストラテジおよびマネジメント） 1  1    30 

IT入門Ⅱ（テクノロジ） 1  1    30 

情報ワークショップⅠ 
（ハードウェア） 

1  1    45 

情報ワークショップⅡ 
（ソフトウェア） 

1  1    45 

通信ネットワーク 2  2    15 

情報数学  2 2    15 

プログラミング演習Ⅰ 
（C#初級） 

2  2    30 

プログラミング演習Ⅱ 
（C#中級） 

2   2   30 

プログラミング演習Ⅲ 
（C#上級） 

2   2   30 

データ構造とアルゴリズム 1   1   30 

情報基礎実験Ⅰ（情報システム基盤） 1   1   45 

情報基礎実験Ⅱ（サーバ構築） 1   1   45 

データベース演習Ⅰ（RDB） 1   1   30 

データベース演習Ⅱ（SQL） 2   2   30 

情報応用演習Ⅰ 
択一

選択 

2   2  30 

情報応用演習Ⅱ 2   2  30 
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※「情報応用演習Ⅰ・情報応用演習Ⅱ」及び「応用国際疾病分類法Ⅰ・応用国際 

疾病分類法Ⅱ」については、どちらか一方を必ず選択し、単位を取得しなけれ 

ばならない。 

 

 

 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

情
報
技
術
系 

情報セキュリティ 2    2  15 

情報システム開発論Ⅰ  2   2  15 

情報システム開発論Ⅱ  2   2  15 

情報処理技術Ⅰ（基盤的情報処理技術）  1   1  30 

情報処理技術Ⅱ（実践的アルゴリズム）  1   1  30 

情報システム運用管理論  2   2  15 

医用画像処理工学  2   2  15 

マルチメディア工学  2   2  15 

医
学
医
療
系 

臨床医学総論 1  1    15 

臨床医学各論Ⅰ（感染症および寄生虫症） 1  1    15 

臨床医学各論Ⅱ（新生物） 1  1    15 

臨床医学各論Ⅲ（血液・代謝・内分泌等） 1  1    15 

臨床医学各論Ⅳ（脳神経・感覚器等） 1  1    15 

臨床医学各論Ⅴ（循環器・呼吸器系） 1   1   15 

臨床医学各論Ⅵ（消化器・泌尿器系） 1   1   15 

臨床医学各論Ⅶ（周産期系） 1   1   15 

臨床医学各論Ⅷ（筋骨格系） 1   1   15 

医学用語 1   1   15 

応用臨床医学Ⅰ  1  1   30 

応用臨床医学Ⅱ  1   1  30 

応用臨床医学Ⅲ  1   1  30 

診療情報論演習Ⅰ（診療録の臨床的理解） 1   1   30 

診療情報論演習Ⅱ（病院情報システム） 1   1   30 

医療管理総論（病院管理） １   1   15 

医療管理各論（医療制度と医療評価） 2   2   15 

診療情報管理論 2   2   15 

医療管理演習（診療報酬制度） 1   1   30 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

医
学
医
療
系 

国際疾病分類法演習Ⅰ  1  1   30 

国際疾病分類法演習Ⅱ  2  2   30 

応用国際疾病分類法Ⅰ 択一

選択 

2   2  30 

応用国際疾病分類法Ⅱ 2   2  30 

応用医療管理学  1   1  30 

社会福祉総論 2   2   15 

看護概論 1    1  15 

診療プロセス論Ⅰ（診断支援） 2    2  15 

診療プロセス論Ⅱ（治療支援） 2    2  15 

診療プロセス論Ⅲ（総合支援） 2     2 15 

医療関係法規 2      2 15 

統
合
系 

生体情報演習Ⅰ 2  2    30 

生体情報演習Ⅱ  2  2   30 

医療情報学 1  1    30 

医療情報システム論Ⅰ 1   1   30 

医療情報システム論Ⅱ 1   1   30 

臨床データ分析Ⅰ（臨床研究支援） 1   1   30 

臨床データ分析Ⅱ（疫学研究支援）  1   1  30 

意思決定論  2   2  15 

応用医療情報技術  1   1  30 

医療情報総合演習Ⅰ 
（文書読解・作文技術） 

1  1    30 

医療情報総合演習Ⅱ 
（医療産業） 

1  1    30 

医療情報総合演習Ⅲ 
（医療情報基礎用語） 

1   1   30 

医療情報総合演習Ⅳ 
（卒業試験） 

2     2 30 

医療情報ゼミⅠ（医療情報入門） 2    2  30 

医療情報ゼミⅡ（医療情報応用） 2    2  30 

病院実習  2   2  45 

インターンシップ 2    2  45 

卒業研究  8    8 30 
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３－１２．医療保健学部 医療情報学科（令和 2年度入学生から適用） 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

い
の
ち
・
人
間
の
教
育
分
野 

い
の
ち
・
人
間 

心理学  2 2       15 

哲学と宗教  2 2      15 

文学   1      1 15 

生命倫理学   1 1       15 

医療と人間   1 1       15 

社
会
科
学 

コミュニケーション概論  2    2   15 

経済学   2    2   15 

社会学  2    2   15 

法学  2    2   15 

歴史   2      2 15 

国際関係論   1      1 15 

認知科学   1      1 15 

人間関係論   1      1 15 

家族社会学   1      1 15 

ジェンダー論   1      1 15 

比較文化論  
 

1      1 15 

自
然
科
学 

生物Ⅰ   1 1       15 

生物Ⅱ   1 1       15 

データサイエンス 2    2     15 

基礎数学   1 1       15 

物理学   1 1       15 

化学Ⅰ   1 1       15 

化学Ⅱ   1 1       15 

スポーツ科学   1 1 1 1   15 

スポーツ実習   1 1 1 1   30 

外
国
語 

英語講読・記述 2   2       15 

英会話Ⅰ 2   2       15 

英会話Ⅱ 2   2      15 

英会話Ⅲ   2   2    15 

専門英語   2   2    15 

フランス語   2 2       15 

中国語   2 2       15 

情
報
科
学 

情報リテラシー 2   2       15 

情報科学 2   2       15 

情報通信と保健医療  2  2   15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

医
療
の
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
教
育
分
野 

入
門 

体の仕組みと働きⅠ 
（血液、循環器、消化器、呼吸器、泌尿器系） 2   2       15 

体の仕組みと働きⅡ 
（骨格、筋、神経、内分泌、感覚器系） 

2   2       15 

公衆衛生学 2     2     15 

栄養学総論（基礎栄養学） 2   2       15 

医療安全管理学 
（臨床工学・危機管理学・感染制御学） 2     2     15 

キャリア教育Ⅰ 1  1    15 

発
展 

医学・医療概論 1   1       15 

臨床薬理学（薬理学） 2      2   15 

医療マネジメント論 2      2   15 

キャリア教育Ⅱ 1   1   15 

キャリア教育Ⅲ 1    1  15 

実
践 

協働実践演習 1         1 30 

ボランティア論 1   1       15 

ボランティア活動  1 1       30 

専
門
職
の
教
育
分
野 

情

報

技

術

系 

コンピュータシステムⅠ 
（ハードウェア） 

2  2    15 

コンピュータシステムⅡ 
（ソフトウェア） 

2  2    15 

IT入門Ⅰ（ストラテジおよびマネジメント） 1  1    30 

IT入門Ⅱ（テクノロジ） 1  1    30 

情報ワークショップⅠ 
（ハードウェア） 

1  1    45 

情報ワークショップⅡ 
（ソフトウェア） 

1  1    45 

通信ネットワーク 2  2    15 

情報数学  2 2    15 

プログラミング演習Ⅰ 
（C#初級） 

2  2    30 

プログラミング演習Ⅱ 
（C#中級） 

2   2   30 

プログラミング演習Ⅲ 
（C#上級） 

2   2   30 

データ構造とアルゴリズム 1   1   30 

情報基礎実験Ⅰ（情報システム基盤） 1   1   45 

情報基礎実験Ⅱ（サーバ構築） 1   1   45 

データベース演習Ⅰ（RDB） 1   1   30 

データベース演習Ⅱ（SQL） 2   2   30 

情報応用演習Ⅰ 
択一

選択 

2   2  30 

情報応用演習Ⅱ 2   2  30 
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※「情報応用演習Ⅰ・情報応用演習Ⅱ」及び「応用国際疾病分類法Ⅰ・応用国際 

疾病分類法Ⅱ」については、どちらか一方を必ず選択し、単位を取得しなけれ 

ばならない。 

 

 

 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

情
報
技
術
系 

情報セキュリティ 2    2  15 

情報システム開発論Ⅰ  2   2  15 

情報システム開発論Ⅱ  2   2  15 

情報処理技術Ⅰ（基盤的情報処理技術）  1   1  30 

情報処理技術Ⅱ（実践的アルゴリズム）  1   1  30 

情報システム運用管理論  2   2  15 

医用画像処理工学  2   2  15 

マルチメディア工学  2   2  15 

医
学
医
療
系 

臨床医学総論 1  1    15 

臨床医学各論Ⅰ（感染症および寄生虫症） 1  1    15 

臨床医学各論Ⅱ（新生物） 1  1    15 

臨床医学各論Ⅲ（血液・代謝・内分泌等） 1  1    15 

臨床医学各論Ⅳ（脳神経・感覚器等） 1  1    15 

臨床医学各論Ⅴ（循環器・呼吸器系） 1   1   15 

臨床医学各論Ⅵ（消化器・泌尿器系） 1   1   15 

臨床医学各論Ⅶ（周産期系） 1   1   15 

臨床医学各論Ⅷ（筋骨格系） 1   1   15 

医学用語 1   1   15 

応用臨床医学Ⅰ  1  1   30 

応用臨床医学Ⅱ  1   1  30 

応用臨床医学Ⅲ  1   1  30 

診療情報論演習Ⅰ（診療録の臨床的理解） 1   1   30 

診療情報論演習Ⅱ（病院情報システム） 1   1   30 

医療管理総論（病院管理） １   1   15 

医療管理各論（医療制度と医療評価） 2   2   15 

診療情報管理論 2   2   15 

医療管理演習（診療報酬制度） 1   1   30 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

医
学
医
療
系 

国際疾病分類法演習Ⅰ  1  1   30 

国際疾病分類法演習Ⅱ  2  2   30 

応用国際疾病分類法Ⅰ 択一

選択 

2   2  30 

応用国際疾病分類法Ⅱ 2   2  30 

応用医療管理学  1   1  30 

社会福祉総論 2   2   15 

看護概論 1    1  15 

診療プロセス論Ⅰ（診断支援） 2    2  15 

診療プロセス論Ⅱ（治療支援） 2    2  15 

診療プロセス論Ⅲ（総合支援） 2     2 15 

医療関係法規 2      2 15 

統
合
系 

生体情報演習Ⅰ 2  2    30 

生体情報演習Ⅱ  1  1   30 

医療情報学 1  1    30 

医療情報システム論 2   2   15 

臨床データ分析Ⅰ（臨床研究支援） 1   1   30 

臨床データ分析Ⅱ（疫学研究支援）  1   1  30 

意思決定論  2   2  15 

応用医療情報技術  1   1  30 

医療情報総合演習Ⅰ 
（文書読解・作文技術） 

1  1    30 

医療情報総合演習Ⅱ 
（医療産業） 

1  1    30 

医療情報総合演習Ⅲ 
（医療情報基礎用語） 

1   1   30 

医療情報総合演習Ⅳ 
（卒業試験） 

2     2 30 

医療情報ゼミⅠ（医療情報入門） 2    2  30 

医療情報ゼミⅡ（医療情報応用） 2    2  30 

病院実習  2   2  45 

インターンシップ  2   2  45 

卒業研究  8    8 30 
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別表第２ 

１－１．東が丘・立川看護学部  看護学科（平成 23年度入学生まで適用）＜削除＞ 

１－２．東が丘・立川看護学部  看護学科（平成 24年度及び平成 25年度入学生限り 

適用） 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

基
盤
分
野 

人
間
尊
重
と
人
間
関
係
の
形
成 

人間関係論 1  1    15 

心理学 1  1    15 

哲学  1 1    15 

倫理学  1 1    15 

人間と社会生活（現代社会論）  1 1    15 

家族関係論  1 1    15 

人間と法  2 2    15 

性と文化  1 1    15 

健
康
問
題
の

解
決 

論理的思考 2  2    15 

自然科学の基礎 1  1    15 

スポーツ科学  2 2    15 

自
己
啓

発
能
力 

統計学 2 

 

  2 

 

  15 

教育学 2 

 

  2 

 

  15 

キ
ャ
リ
ア
開
発
能
力 

情報リテラシー 1  1    15 

実用英語Ⅰ 2 

 

 2 

 

   15 

実用英語Ⅱ 2 

 

 2 

 

   15 

実用英語Ⅲ 2 

 

  2 

 

  15 

韓国語  1 1    15 

中国語  1 1    15 

国際関係論  1  1   15 

ボランティア論  1  1   15 

専
門
基
礎
分
野 

人
間
尊
重
と

人
間
関
係
の

形
成 

医療と法（看護関係法規） 1   1   15 

精神医療論 1   1   15 

健
康
問
題
の
解
決 

解剖生理学Ⅰ 2 

 

 2 

 

   15 

解剖生理学Ⅱ 2 

 

 2 

 

   15 

病理学 2 

 

 2 

 

   15 

生化学 1  1    15 

微生物学 1  1    15 

薬理学 1  1    15 

治療学概論 1  1    15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 
１単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
基
礎
分
野 

健
康
問
題
の
解
決 

疾病と治療Ⅰ（呼吸器系・消化器系） 2  2  

 

 

 

 

 

 

 

 

  15 

疾病と治療Ⅱ(血液系・循環器系） 2  2    15 

疾病と治療Ⅲ(神経系・骨筋系） 2   2   15 

疾病と治療Ⅳ（泌尿器系・生殖器系・内分泌系） 2   2   15 

疾病と治療Ⅴ（感覚器系・統合） 2   2   15 

臨床検査学演習 1   1   30 

臨床栄養学演習 1   1   30 

臨床薬理学演習 1   1   30 

公衆衛生学 2 

 

   2 

 

 15 

人間工学  1  1   15 

自
己
啓

発
能
力 

医療・看護情報学の基礎 1   1   15 

英語論文の講読 1    １  15 

キ
ャ
リ
ア

開
発
能
力 

政策医療論 1  1    15 

保健医療福祉システム論  1  1   15 

専
門
分
野 

基
礎
看
護
学 

看護学原論 1  1    15 

看護倫理 1  1    15 

看護基礎理論 1  1    15 

看護教育学 2     2 15 

基礎看護学体験実習 1  1    45 

基
礎
看
護
技
術
学 

看護実践技術論Ⅰ 
（日常生活における援助技術と判断） 

2  2    30 

看護実践技術論Ⅱ 
（治療・処置における援助技術と判断） 

1  1    30 

看護実践技術論Ⅲ（看護技術の統合） 1  1 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  30 

ヘルスアセスメント 1  1    15 

フィジカルアセスメント 1  1    30 

看護過程と看護方法論 1  1    30 

基礎看護学展開実習 1 

2 

 1    45 

基礎看護学統合実習 2   2   45 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
分
野 

臨
床
実
践
看
護
学 

成人看護学概論 1  1    15 

成人看護実践論Ⅰ（急性期） 1    1  30 

成人看護実践論Ⅱ（慢性期） 1   1   30 

成人看護実践論Ⅲ（回復期） 1   1   30 

成人看護実践論Ⅳ（終末期） 1    1  30 

成人看護学実習Ⅰ（急性期） 2    2  45 

成人看護学実習Ⅱ（慢性期） 2    2  45 

成人看護学実習Ⅲ（終末期） 2    2  45 

成人看護の探究 1    1  15 

老年看護学概論 1  1    15 

 老年看護実践論 2   2   30 

老年看護学実習Ⅰ 
（地域で暮らす高齢者への看護） 

2   2   45 

老年看護学実習Ⅱ 
（病と生きる高齢者への看護） 

2    2  45 

家族看護学 1   1   15 

母性看護学概論 2   2 

 

 

 

 

 

 

 

 

  15 

母性看護実践論 2    2  30 

母性看護学実習 2    2  45 

小児看護学概論 2   2   15 

小児看護実践論 2    2  30 

小児看護学実習 2    2  45 

精神看護学概論 1   1   15 

精神看護実践論 2    2  30 

精神看護学実習 2    2  45 

臨床コミュニケーション論 1   1   15 

障害者看護論 1

か

ま

た 

   1  15 

在宅看護学概論 2    2  15 

在宅看護実践論 2    2  30 

在宅看護学実習 2     2 45 

地
域
看
護
学 

地域看護学概論 1    1  15 

健康教育概論 1     1 15 

ヘルスプロモーション論 1     1 15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 
１単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
分
野 

研
究 

看護研究の基礎 1    1  15 

英語論文のクリティーク 1     1 30 

卒業研究 3 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 3 30 

看
護
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

看護管理学 1     1 15 

医療安全学 1    1  15 

災害看護学 1     1 15 

看護学統合実習 3     3 45 

キ
ャ
リ
ア
開
発 

国際看護学 1    1  15 

チーム医療とスキルミックス 1     1 15 

看護職とキャリア形成 1     1 15 

ＮＰ論  1    1 15 

看護政策論  1    1 15 
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１－３．東が丘・立川看護学部  看護学科（平成 26年度入学生限り適用） 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

基
盤
分
野 

人
間
尊
重
と
人
間
関
係
の
形
成 

人間関係論 1  1    15 

心理学 1  1    15 

哲学  1 1    15 

倫理学  1 1    15 

人間と社会生活（現代社会論）  1 1    15 

家族関係論  1 1    15 

人間と法  2 2    15 

性と文化  1 1    15 

健
康
問
題
の

解
決 

論理的思考 2  2    15 

自然科学の基礎 1  1    15 

スポーツ科学  2 2    15 

自
己
啓

発
能
力 

統計学 2 

 

  2 

 

  15 

教育学 2 

 

  2 

 

  15 

キ
ャ
リ
ア
開
発
能
力 

情報リテラシー 1  1    15 

実用英語Ⅰ 2 

 

 2 

 

   15 

実用英語Ⅱ 2 

 

 2 

 

   15 

実用英語Ⅲ 2 

 

  2 

 

  15 

韓国語  1 1    15 

中国語  1 1    15 

国際関係論  1  1   15 

ボランティア論  1  1   15 

専
門
基
礎
分
野 

人
間
尊
重
と

人
間
関
係
の

形
成 

医療と法（看護関係法規） 1   1   15 

精神医療論 1   1   15 

健
康
問
題
の
解
決 

解剖生理学Ⅰ 2 

 

 2 

 

   15 

解剖生理学Ⅱ 2 

 

 2 

 

   15 

病理学 2 

 

 2 

 

   15 

生化学 1  1    15 

微生物学 1  1    15 

薬理学 1  1    15 

治療学概論 1  1    15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 
１単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
基
礎
分
野 

健
康
問
題
の
解
決 

疾病と治療Ⅰ（呼吸器系・消化器系） 2  2  

 

 

 

 

 

 

 

 

  15 

疾病と治療Ⅱ(血液系・循環器系） 2  2    15 

疾病と治療Ⅲ(神経系・骨筋系） 2   2   15 

疾病と治療Ⅳ（泌尿器系・生殖器系・内分泌系） 2   2   15 

疾病と治療Ⅴ（感覚器系・統合） 2   2   15 

臨床検査学演習 1   1   30 

臨床栄養学演習 1   1   30 

臨床薬理学演習 1   1   30 

公衆衛生学 2 

 

   2 

 

 15 

人間工学  1  1   15 

自
己
啓

発
能
力 

医療・看護情報学の基礎 1   1   15 

英語論文の講読 1    １  15 

キ
ャ
リ
ア

開
発
能
力 

政策医療論 1  1    15 

保健医療福祉システム論  1  1   15 

専
門
分
野 

基
礎
看
護
学 

看護学原論 1  1    15 

看護倫理 1  1    15 

看護基礎理論 1  1    15 

看護教育学 2     2 15 

基礎看護学体験実習 1  1    45 

基
礎
看
護
技
術
学 

看護実践技術論Ⅰ 
（日常生活における援助技術と判断） 

2  2    30 

看護実践技術論Ⅱ 
（治療・処置における援助技術と判断） 

1  1    30 

看護実践技術論Ⅲ（看護技術の統合） 1  1 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  30 

ヘルスアセスメント 1  1    15 

フィジカルアセスメント 1  1    30 

看護過程と看護方法論 1  1    30 

基礎看護学展開実習 1 

2 

 1    45 

基礎看護学統合実習 2   2   45 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
分
野 

臨
床
実
践
看
護
学 

成人看護学概論 1  1    15 

成人看護実践論Ⅰ（急性期） 1    1  30 

成人看護実践論Ⅱ（慢性期） 1   1   30 

成人看護実践論Ⅲ（回復期） 1   1   30 

成人看護実践論Ⅳ（終末期） 1    1  30 

成人看護学実習Ⅰ（急性期） 2    2  45 

成人看護学実習Ⅱ（慢性期） 2    2  45 

成人看護学実習Ⅲ（終末期） 2    2  45 

成人看護の探究 1    1  15 

老年看護学概論 1  1    15 

 老年看護実践論 2   2   30 

老年看護学実習Ⅰ 
（地域で暮らす高齢者への看護） 

2   2   45 

老年看護学実習Ⅱ 
（病と生きる高齢者への看護） 

2    2  45 

家族看護学 1   1   15 

母性看護学概論 2   2 

 

 

 

 

 

 

 

 

  15 

母性看護実践論 2    2  30 

母性看護学実習 2    2  45 

小児看護学概論 2   2   15 

小児看護実践論 2    2  30 

小児看護学実習 2    2  45 

精神看護学概論 1   1   15 

精神看護実践論 2    2  30 

精神看護学実習 2    2  45 

臨床コミュニケーション論 1   1   15 

障害者看護論 1

か

ま

た 

   1  15 

在宅看護学概論 2    2  15 

在宅看護実践論 2    2  30 

在宅看護学実習 2     2 45 

地
域
看
護
学 

地域看護学概論 1    1  15 

健康教育概論 1     1 15 

ヘルスプロモーション論 1     1 15 
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・「災害看護学コース」：「災害看護学Ⅱ」を選択必修科目として履修すること。 

 

 

 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 
１単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
分
野 

研
究 

看護研究の基礎 1    1  15 

英語論文のクリティーク 1     1 30 

卒業研究 3 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 3 30 

看
護
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

看護管理学 1     1 15 

医療安全学 1    1  15 

災害看護学Ⅰ 1     1 15 

看護学統合実習 3     3 45 

キ
ャ
リ
ア
開
発 

災害看護学Ⅱ  2    2 15 

国際看護学 1    1  15 

チーム医療とスキルミックス 1     1 15 

看護職とキャリア形成  1    1 15 

ＮＰ論  1    1 15 

看護政策論  1    1 15 
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１－４．東が丘・立川看護学部  看護学科（平成 27年度入学生から適用） 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

基
礎
分
野 

人
間
尊
重
と
人
間
関
係
の
形
成 

人間関係論 1   1    15 

心理学 1   1    15 

哲学   1 1    15 

倫理学   1 1    15 

社会学   1 1    15 

文化人類学   1 1    15 

法学   1 1    15 

健
康
問
題
の

解
決 

論理学 2   2    15 

自然科学の基礎 1   1    15 

スポーツ科学   2 2    15 

自
己
啓

発
能
力 

統計学 2    2   15 

教育学 2    2   15 

キ
ャ
リ
ア
開
発
能
力 

情報リテラシー 1   1    15 

実用英語Ⅰ 2   2    15 

実用英語Ⅱ 2   2    15 

実用英語Ⅲ 2    2   15 

中国語   1 1    15 

スペイン語   1 1    15 

社会保障制度概論   1  1   15 

ボランティア論   1  1   15 

専
門
基
礎
分
野 

人
間
尊
重

と
人
間
関

係
の
形
成 

医療と法（看護関係法規） 1   1   15 

健
康
問
題
の
解
決 

医学概論 1  1    15 

解剖生理学Ⅰ 2  2    15 

解剖生理学Ⅱ 2  2    15 

病理学 2  2    15 

生化学 1  1    15 

微生物学 1  1    15 

薬理学 1  1    15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 
１単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
基
礎
分
野 

健
康
問
題
の
解
決 

疾病と治療Ⅰ（呼吸器系・消化器系） 2   2    15 

疾病と治療Ⅱ（血液系・循環器系） 2   2    15 

疾病と治療Ⅲ（神経系・骨筋系） 2    2   15 

疾病と治療Ⅳ（泌尿器系・生殖器系・内分泌系） 2    2   15 

疾病と治療Ⅴ（感覚器系・統合） 2    2   15 

疾病と治療Ⅵ（精神系） 1    1   15 

臨床検査学演習 1    1   30 

臨床栄養学演習 1    1   30 

臨床薬理学演習 1    1   30 

公衆衛生学 2    2   15 

人間工学   1  1   15 

自
己
啓

発
能
力 

医療・看護情報学の基礎 1    1   15 

キ
ャ
リ
ア 

開
発
能
力 

実用医療英語 1     1  15 

政策医療論 1    1   15 

保健医療福祉システム論   1  1   15 

専
門
分
野 

基
礎
看
護
学 

看護学概論 1   1    15 

看護倫理 1   1    15 

看護理論 1    1   15 

看護教育学 1      1 15 

看護学体験実習 1   1    45 

基
礎
看
護
技
術
学 

看護実践技術論Ⅰ 
（日常生活における援助技術と判断） 

2   2    30 

看護実践技術論Ⅱ 
（治療・処置における援助技術と判断） 

1   1    30 

看護実践技術論Ⅲ（看護技術の統合） 1   1    30 

ヘルスアセスメント 1   1    15 

フィジカルアセスメント 1   1    30 

看護過程と看護方法論 1   1    30 

日常生活援助展開実習 1   1    45 

看護過程展開実習 2    2   45 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 
１単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
分
野 

臨
床
実
践
看
護
学 

成人看護学概論 1   1    15 

急性期看護論 2     2  15 

慢性期看護論 2    2   15 

成人・老年看護実践論 2     2  30 

成人看護学実習Ⅰ（急性期） 2     2  45 

成人看護学実習Ⅱ（慢性期） 2     2  45 

成人看護学実習Ⅲ（終末期） 2     2  45 

老年看護学概論 1   1    15 

老年期看護論 1    1   15 

老年看護実践論 1    1   30 

老年看護学実習Ⅰ 
（地域で暮らす高齢者の看護） 

2    2   45 

老年看護学実習Ⅱ 
（病と生きる高齢者の看護） 

2     2  45 

母性看護学概論 2    2   15 

母性看護実践論 2     2  30 

母性看護学実習 2     2  45 

小児看護学概論 2    2   15 

小児看護実践論 2     2  30 

小児看護学実習 2     2  45 

精神看護学概論 1    1   15 

精神看護実践論 2     2  30 

精神看護学実習 2     2  45 

臨床コミュニケーション論 1    1   15 

障害者看護論 1     1  15 

統
合
分
野 

在
宅
看
護
学 

家族看護学 1    1   15 

在宅看護学概論 2     2  15 

在宅看護実践論Ⅰ 
(在宅における看護技術と危機管理) 

1     1  30 

在宅看護実践論Ⅱ 
(地域におけるケアシステムと連携) 

1      1 30 

在宅看護学実習 2      2 45 
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・「災害看護学コース」：「災害看護学Ⅱ」を選択必修科目として履修すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 
１単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

統
合
分
野 

地
域
看
護
学 

地域看護学概論 1    1   15 

自立支援教育論 1    1   15 

疾病予防看護学 1    1   15 

研
究 

看護研究の基礎 1     1  15 

英語論文のクリティーク 1     1  30 

卒業研究 3      3 30 

看
護
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

看護管理学 1     1  15 

医療安全学 1     1  15 

災害看護学Ⅰ 1    1   15 

災害看護学Ⅱ   2   2  15 

看護学統合実習 3      3 45 

キ
ャ
リ
ア
開
発 

国際看護学 1     1  15 

チーム医療論 1      1 15 

看護職とキャリア形成   1    1 15 

ＮＰ論   1    1 15 

看護政策論   1    1 15 
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別表第３ 

１－１．東が丘看護学部 看護学科 (令和 2年度入学生から適用) 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

基
礎
分
野 

人
間
尊
重
と
人
間
関
係
の
形
成 

人間関係論 1   1    15 

心理学 1   1    15 

哲学   1 1    15 

倫理学   1 1    15 

社会学   1 1    15 

文化人類学   1 1    15 

法学   1 1    15 

健
康
問
題
の

解
決 

論理学 2   2    15 

自然科学の基礎 1   1    15 

スポーツ科学   2 2    15 

看
護
場
面
の 

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト 

社会保障制度概論  1  1   15 

ボランティア論  1  1   15 

自
己
啓

発
能
力 

統計学 2    2   15 

情報リテラシー 1   1    15 

キ
ャ
リ
ア
開
発
能
力 

教育学 2    2   15 

実用英語Ⅰ 2   2    15 

実用英語Ⅱ 2   2    15 

実用英語Ⅲ 2    2   15 

中国語   1 1    15 

スペイン語   1 1    15 

専
門
基
礎
分
野 

人
間
尊
重
と

人
間
関
係
の

形
成 医療と法（看護関係法規） 1   1   15 

健
康
問
題
の
解
決
／
看
護
技
術
力 

医学概論 1  1    15 

解剖生理学Ⅰ 2  2    15 

解剖生理学Ⅱ 2  2    15 

病理学 2  2    15 

生化学 1  1    15 

微生物学 1  1    15 

薬理学 1  1    15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 
１単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
基
礎
分
野 

健
康
問
題
の
解
決
／
看
護
技
術
力 

疾病と治療Ⅰ（呼吸器系・消化器系） 2   2    15 

疾病と治療Ⅱ（血液系・循環器系） 2   2    15 

疾病と治療Ⅲ（神経系・骨筋系） 2    2   15 

疾病と治療Ⅳ（泌尿器系・生殖器系・内分泌系） 2    2   15 

疾病と治療Ⅴ（感覚器系・統合） 2    2   15 

疾病と治療Ⅵ（精神系） 1    1   15 

臨床検査学演習 1    1   30 

臨床栄養学演習 1    1   30 

臨床薬理学演習 1    1   30 

公衆衛生学 2    2   15 

人間工学   1  1   15 

自
己
啓

発
能
力 

医療・看護情報学の基礎 1    1   15 

キ
ャ
リ
ア 

開
発
能
力 

実用医療英語 1    1   15 

政策医療論 1    1   15 

保健医療福祉システム論   1  1   15 

専
門
分
野 

基
礎
看
護
学 

看護学概論 1   1    15 

看護倫理 1   1    15 

看護理論 1    1   15 

看護教育学 1      1 15 

看護学体験実習 1   1    45 

基
礎
看
護
技
術
学 

看護実践技術論Ⅰ 
（日常生活における援助技術と判断） 

2   2    30 

看護実践技術論Ⅱ 
（治療・処置における援助技術と判断） 

1   1    30 

看護実践技術論Ⅲ（看護技術の統合） 1   1    30 

ヘルスアセスメント 1   1    15 

フィジカルアセスメント 1   1    30 

看護過程と看護方法論 1   1    30 

日常生活援助展開実習 1   1    45 

看護過程展開実習 2    2   45 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 
１単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
分
野 

臨
床
実
践
看
護
学 

成人看護学概論 1   1    15 

急性期看護論 1     1  30 

慢性期看護論 1    1   30 

終末期看護論 1    1  30 

成人看護実践論 1    1  30 

成人看護の探求 1     1  15 

急性期看護学実習 2     2  45 

慢性期看護学実習 2     2  45 

終末期看護学実習 2     2  45 

老年看護学概論 1   1    15 

老年看護実践論 2    2   30 

家族看護学 1    1   15 

老年生活支援実習 2    2   45 

老年看護学実習 2     2  45 

母性看護学概論 2    2   15 

母性看護実践論 2     2  30 

母性看護学実習 2     2  45 

小児看護学概論 2    2   15 

小児看護実践論 2     2  30 

小児看護学実習 2     2  45 

精神看護学概論 1    1   15 

精神看護実践論 2     2  30 

精神看護学実習 2     2  45 

臨床コミュニケーション論 1    1   15 

障害者看護論 1     1  15 

統
合
分
野 

在
宅
看
護
学 

在宅看護学概論 2     2  15 

在宅看護実践論Ⅰ 
(在宅における看護技術と危機管理) 

1     1  30 

在宅看護実践論Ⅱ 
(地域におけるケアシステムと連携) 

1      1 30 

在宅看護学実習 2      2 45 



 

 

88 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 
１単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

統
合
分
野 

地
域
看
護
学 

地域看護学概論 1    1   15 

自立支援教育論 1    1   15 

疾病予防看護学 1    1   15 

研
究 

看護研究の基礎 1     1  15 

英語論文のクリティーク 1     1  30 

卒業研究 3      3 30 

看
護
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

看護管理学 1     1  15 

医療安全学 1     1  15 

災害看護学 1    1   15 

看護学統合実習 3      3 45 

キ
ャ
リ
ア
開
発 

国際看護学Ⅰ 1    1   15 

国際看護学Ⅱ  2   2  15 

チーム医療論 1      1 15 

看護職とキャリア形成 1     1 15 

ＮＰ論   1    1 15 

看護政策論   1    1 15 
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別表第４  

１－１．立川看護学部 看護学科 (令和 2 年度入学生から適用) 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

基
礎
分
野 

人
間
を
尊
重
し
人
権 

を
擁
護
す
る
能
力 

文化人類学  1 1    15 

哲学  1 1    15 

倫理学  1 1    15 

社会学  1 1    15 

法学  1 1    15 

人
間
関
係
を
形
成
す
る
能
力 

人間関係論 1  1    15 

心理学 1  1    15 

実用英語Ⅰ 2  2    15 

実用英語Ⅱ 2  2    15 

実用医療・看護英語 2   2   15 

中国語  1 1    15 

スペイン語  1 1    15 

健
康
問
題 

の
解
決 

スポーツ科学  2 2    15 

教育学 2   2   15 

社会保障制度概論  1  1   15 

災
害 

対
応 

能
力 災害ボランティア論  1  1   15 

看
護
探
究
能
力 

情報リテラシー 1  1    15 

論理学 1  1    15 

自然科学の基礎 1  1    15 

統計学 2   2   15 

専
門
基
礎
分
野 

人
間
を
尊

重
し
人
権

を
擁
護
す

る
能
力 医療と法(看護関係法規) 1   1   15 

健
康
問
題
の
解
決 

医学概論 1  1    15 

解剖生理学Ⅰ 2  2    15 

解剖生理学Ⅱ 2  2    15 

病理学 2  2    15 

生化学 1  1    15 

微生物学 1  1    15 

薬理学 1  1    15 

疾病と治療Ⅰ 
(呼吸器系・消化器系) 

2  2    15 

疾病と治療Ⅱ 
(血液系・循環器系) 

2  2    15 

疾病と治療Ⅲ 
(神経系・骨筋系) 

2   2   15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
基
礎
分
野 

健
康
問
題
の
解
決 

疾病と治療Ⅳ 
(泌尿器系・生殖器系・内分泌系) 

2   2   15 

疾病と治療Ⅴ 
(感覚器系・統合) 

2   2   15 

疾病と治療Ⅵ 
(精神系) 

1   1   15 

臨床検査学演習 1   1   30 

臨床栄養学演習 1   1   30 

臨床薬理学演習 1   1   30 

公衆衛生学 2   2   15 

人間工学  1  1   15 

連

携

・ 

協

働 

す

る

力 

保健医療福祉システム論  1  1   15 

政策医療論 1   1   15 

看

護

探 

究

能

力 

医療・看護情報学の基礎 1   1   15 

医療・看護論文の講読 1   1   15 

専
門
分
野 

基
礎
看
護
学 

看護学概論 1  1    15 

看護倫理 1  1    15 

看護理論 1   1   15 

看護学体験実習 1  1    45 

基
礎
看
護
技
術
学 

看護実践技術論Ⅰ 
(日常生活における援助技術と判断) 

2  2    30 

看護実践技術論Ⅱ 
(治療・処置における援助技術と判断) 

1  1    30 

看護実践技術論Ⅲ 
(看護技術の統合) 

1  1    30 

ヘルスアセスメント 1  1    15 

フィジカルアセスメント 1  1    30 

看護過程と看護方法論 1  1    30 

日常生活援助展開実習 1  1    45 

看護過程展開実習 2   2   45 

臨
床
実
践
看
護
学 

成人看護学概論 1  1    15 

急性期看護論 2    2  15 

慢性期看護論 2   2   15 

成人・老年看護実践論 2    2  30 

成人看護学実習Ⅰ(急性期) 2    2  45 

成人看護学実習Ⅱ(慢性期) 2    2  45 

成人看護学実習Ⅲ(終末期) 2    2  45 

老年看護学概論 1  1    15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
分
野 

臨
床
実
践
看
護
学 

老年期看護論 1   1   15 

老年看護実践論 1   1   30 

老年看護学実習Ⅰ 
(地域で暮らす高齢者の看護) 

2   2   45 

老年看護学実習Ⅱ 
(病と生きる高齢者の看護) 

2    2  45 

母性看護学概論 2   2   15 

母性看護実践論 2    2  30 

母性看護学実習 2    2  45 

小児看護学概論 2   2   15 

小児看護実践論 2    2  30 

小児看護学実習 2    2  45 

精神看護学概論 1   1   15 

精神看護実践論 2    2  30 

精神看護学実習 2    2  45 

臨床コミュニケーション論 1   1   15 

障害者看護論 1    1  15 

統
合
分
野 

在
宅
看
護
学 

家族看護学 1   1   15 

在宅看護学概論 2    2  15 

在宅看護実践論Ⅰ 
(在宅における看護技術と危機管理) 

1    1  30 

在宅看護実践論Ⅱ 
(地域におけるケアシステムと連携) 

1     1 30 

在宅看護学実習 2     2 45 

地
域
看
護
学 

地域看護学概論 1   1   15 

自立支援教育論 1   1   15 

疾病予防看護学 1   1   15 

災
害
看
護
学 

災害看護学Ⅰ 1  1    15 

災害看護学Ⅱ 1   1   15 

災害看護学Ⅲ 2    2  15 

災害看護学実習 1     1 45 

看
護
研
究 

看護研究の基礎 1    1  15 

英語論文のクリティーク 1    1  30 

災害看護学に関する卒業研究 3     3 30 

統
合
看
護
学 

看護管理学 1    1  15 

医療安全学 1    1  15 

国際看護学 1    1  15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

統
合
分
野 

統
合
看
護
学 

看護学統合実習 2     2 45 

コミュニティ形成論  1    1 15 

チーム医療論  1    1 15 

看護職とキャリア形成  1    1 15 

看護教育学  1    1 15 

看護政策論  1    1 15 
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別表第５ 

１-１ 千葉看護学部 看護学科 (平成 30年度入学生限り適用) 

 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

い
の
ち
・
人
間
の
教
育
分
野 

心理学 2  2    15 

哲学と宗教  2 2    15 

文化人類学  1 1    15 

生命倫理学  1 1    15 

医療と人間  1 1    15 

コミュニケーション概論 2  2    15 

経済学  2 
 

2   15 

社会学  2 2    15 

教育学  1 1    15 

国際関係論  1 
 

1   15 

認知科学  1 1    15 

人間関係論  1 1    15 

家族社会学  1 1 
 

  15 

ダイバーシティ  1 1 
 

  15 

生物  1 1    15 

遺伝学  1 1    15 

データサイエンス 2  2    15 

基礎数学  1 1    15 

看護物理  1 1    15 

スポーツ科学  1 1    15 

スポーツ実習  1  1   30 

ボランティア論 1 
  

1 
 

 15 

ボランティア活動  1  1   30 

英語講読・記述 2  2    15 

英会話Ⅰ(ベーシックⅠ) 2  2    15 

英会話Ⅱ(ベーシックⅡ) 2  2    15 

英会話Ⅲ(アドバンス)  2  2   15 

専門英語  2   2  15 

中国語  2 2    15 

ICTリテラシーⅠ(ベーシック) 2 
 

2    15 

ICTリテラシーⅡ(アドバンス)  2 2    15 

情報通信と保健医療  1  1   15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当 た り の

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
支
持 

体の仕組みと働きⅠ 
（概論、血液と免疫系、循環器系、呼吸器系、 

神経系） 

2  2    15 

体の仕組みと働きⅡ 
（骨格系・筋系、消化器系、泌尿器系、恒常性の

維持、生殖器系） 

2  2    15 

体の仕組みと働き演習 1  1    30 

公衆衛生学 2  2    15 

栄養学総論 2  2    15 

医療における質の保証Ⅰ 
（概論、医療安全） 1   1   15 

医療における質の保証Ⅱ 
（情報管理、感染制御） 

1    1  15 

医学・医療概論 1  1    15 

臨床薬理学 2   2   15 

協働実践演習 1     1 30 

病原微生物学 2  2    15 

病態生理学 2  2    15 

治療学総論 1  1    15 

疾病治療論Ⅰ 
（呼吸・循環・血液・腎・泌尿器系） 2   2   15 

疾病治療論Ⅱ 
（骨格・筋・神経・内分泌・生殖系） 2   2   15 

疾病治療論Ⅲ 
（感覚・免疫・消化器系） 2   2   15 

生活健康科学  2  2   15 

社会福祉論 2   2   15 

保健医療福祉行政学 2   2   15 

疫学・保健統計論 2   2   15 

解剖生理学演習  1   1  30 

リラクゼーション論  1 1    15 

医用機器概論  1   1  15 

代替医療論  1   1  15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
基
幹 

看護学概論 3  3    20 

生涯発達ケア論 2   2   15 

終生期看護援助論 2    2  15 

基礎看護援助方法Ⅰ（看護技術の基本） 1  1    30 

基礎看護援助方法Ⅱ（日常生活の援助） 1  1    30 

基礎看護援助方法Ⅲ 
（治療を受ける患者の援助） 1   1   30 

基礎看護援助方法Ⅳ 
（対象の個別性に応じた援助） 1   1   30 

基礎看護援助方法Ⅴ 
（基礎看護技術の統合） 1    1  30 

クリティカルシンキングⅠ 
（論理的思考の形成） 1  1    30 

クリティカルシンキングⅡ 
（論理的思考の展開） 1   1   30 

クリティカルシンキングⅢ 
（批判的思考の発展） 1    1  15 

看護研究 1     1 30 

チーム活動論（チームビルディング） 1    1  15 

基礎看護援助実習Ⅰ（生活援助実習） 1  1    45 

基礎看護援助実習Ⅱ 
（クリティカルシンキング実習） 

2   2   45 

機能看護学Ⅰ（セルフマネジメント） 2  2    15 

機能看護学Ⅱ（キャリアマネジメント） 1   1   15 

機能看護学Ⅲ（組織とマネジメント） 1    1  30 

機能看護学Ⅳ（トップマネジメント）  1    1 15 

専
門
展
開 

母性看護援助論Ⅰ（健康生活援助） 2   2   15 

母性看護援助論Ⅱ（臨床看護援助） 1    1  30 

小児看護援助論Ⅰ（健康生活援助） 2   2   15 

小児看護援助論Ⅱ（臨床看護援助） 1    1  30 

母性・小児看護学実習 5     5 45 

臨床看護援助論Ⅰ（急性期） 2   2   15 

臨床看護援助論Ⅱ（慢性期） 2   2   15 

臨床看護学実習（急性期・慢性期） 5    5  45 

老年看護援助論Ⅰ（健康生活援助） 2   2   15 

老年看護援助論Ⅱ（臨床看護援助） 1    1  30 

在宅看護援助論Ⅰ（健康生活援助） 1   1   30 

在宅看護援助論Ⅱ（療養生活援助） 1    1  30 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
展
開 

老年・在宅看護学実習 5     5 45 

精神看護援助論Ⅰ（精神保健） 2   2   15 

精神看護援助論Ⅱ（精神看護） 1    1  30 

精神看護学実習 3    3  45 

公衆衛生看護援助論Ⅰ 
（対象別公衆衛生看護活動） 2  2    15 

公衆衛生看護援助論Ⅱ 
（公衆衛生看護技術）  2   2  15 

公衆衛生看護援助論Ⅲ 
（公衆衛生看護展開）  3    3 25 

保健指導演習 1   1   30 

地域保健活動演習 1   1   30 

公衆衛生看護学実習  4    4 45 

養護概論  2   2  15 

学校健康相談  2   2  15 

学校保健Ⅰ（学校保健の基礎的理解）  1 1    15 

実
践
統
合 

地域保健・医療の推進 1     1 30 

国際看護論  1 1    15 

災害看護援助論 1     1 15 

看護の統合実習 2     2 45 

養
護
教
諭
教
職
課
程
（
一
種
免
許
状
） 

教
職
に
関
す
る
科
目 

教職への道※1 2   2   15 

教育原理 1   1   15 

教育心理学 2   2   15 

教育制度論 1   1   15 

教育課程論 1   1   15 

道徳教育の理論と方法 1    1  15 

特別活動の指導法 1    1  15 

教育方法論 1   1   15 

生徒指導論 2    2  15 

学校教育相談 2    2  15 

養護実習事前・事後指導 1     1 15 

養護実習 4     4 45 

教職実践演習(養護教諭) 2     2 15 

養
護
に
関
す
る
科
目 

疫学・保健統計論 2   2   15 

公衆衛生学 2  2    15 

学校保健Ⅰ（学校保健の基礎的理解） 1  1    15 

学校保健Ⅱ（学校保健の発展的展開） 1  1    15 

養護概論 2    2  15 
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※1医療保健学部看護学科・医療保健学部医療栄養学科・千葉看護学部看護学科の 

共通開設科目 

 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 1 単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

養
護
教
諭
教
職
課
程
（
一
種
免
許
状
） 

養
護
に
関
す
る
科
目 

学校健康相談 2    2  15 

栄養学総論 2  2    15 

体の仕組みと働きⅠ 
（概論、血液と免疫系、循環器系、呼吸器系、神経系） 2  2    15 

体の仕組みと働きⅡ 
(骨格系・筋系、消化器系、泌尿器系、恒常性の維持、 

生殖器系) 

2  2    15 

病態生理学 2  2    15 

病原微生物学 2  2    15 

疾病治療論Ⅲ 
（感覚・免疫・消化器系） 2   2   15 

臨床薬理学 2   2   15 

精神看護援助論Ⅰ（精神保健） 2   2   15 

看護学概論 3  3    20 

臨床看護援助論Ⅰ（急性期） 2   2   15 

臨床看護学実習（急性期・慢性期） 5    5  45 

養
護
又
は
教
職

に
関
す
る
科
目 

クリティカルシンキングⅡ 
（論理的思考の展開） 1   1   30 

教
育
職
員
免
許
法
施
行
規
則 

第
66
条
の
6
に
定
め
る
科
目 

日本国憲法 2    2  15 

スポーツ科学 1  1    15 

スポーツ実習 1   1   30 

英会話Ⅰ(ベーシックⅠ) 2  2    15 

ICTリテラシーⅠ(ベーシック) 2  2    15 

養
護
教
諭
教
職

課
程
（
二
種 

免
許
状
） 

スポーツ科学 1  1    15 

スポーツ実習 1   1   30 

日本国憲法 2    2  15 
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１-２ 千葉看護学部 看護学科 (平成 31年度入学生から適用) 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

い
の
ち
・
人
間
の
教
育
分
野 

心理学 2  2    15 

哲学と宗教  2 2    15 

文化人類学  1 1    15 

生命倫理学  1 1    15 

医療と人間  1 1    15 

コミュニケーション概論 2  2    15 

経済学  2 
 

2   15 

社会学  2 2    15 

教育学  1 1    15 

国際関係論  1 
 

1   15 

認知科学  1 1    15 

人間関係論  1 1    15 

家族社会学  1 1 
 

  15 

ダイバーシティ  1 1 
 

  15 

生物  1 1    15 

遺伝学  1 1    15 

データサイエンス 2  2    15 

基礎数学  1 1    15 

看護物理  1 1    15 

スポーツ科学  1 1    15 

スポーツ実習  1  1   30 

ボランティア論 1 
  

1 
 

 15 

ボランティア活動  1  1   30 

英語講読・記述 2  2    15 

英会話Ⅰ(ベーシックⅠ) 2  2    15 

英会話Ⅱ(ベーシックⅡ) 2  2    15 

英会話Ⅲ(アドバンス)  2  2   15 

専門英語  2   2  15 

中国語  2 2    15 

ICTリテラシーⅠ(ベーシック) 2 
 

2    15 

ICTリテラシーⅡ(アドバンス)  2 2    15 

情報通信と保健医療  1  1   15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当 た りの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
支
持 

体の仕組みと働きⅠ 
（概論、血液と免疫系、循環器系、呼吸器系、 

神経系） 

2  2    15 

体の仕組みと働きⅡ 
（骨格系・筋系、消化器系、泌尿器系、恒常性の

維持、生殖器系） 

2  2    15 

体の仕組みと働き演習 1  1    30 

公衆衛生学 2  2    15 

栄養学総論 2  2    15 

医療における質の保証Ⅰ 
（概論、医療安全） 1   1   15 

医療における質の保証Ⅱ 
（情報管理、感染制御） 

1    1  15 

医学・医療概論 1  1    15 

臨床薬理学 2   2   15 

協働実践演習 1     1 30 

病原微生物学 2  2    15 

病態生理学 2  2    15 

治療学総論 1  1    15 

疾病治療論Ⅰ 
（呼吸・循環・血液・腎・泌尿器系） 2   2   15 

疾病治療論Ⅱ 
（骨格・筋・神経・内分泌・生殖系） 2   2   15 

疾病治療論Ⅲ 
（感覚・免疫・消化器系） 2   2   15 

生活健康科学  2  2   15 

社会福祉論 2   2   15 

保健医療福祉行政学 2   2   15 

疫学・保健統計論 2   2   15 

解剖生理学演習  1   1  30 

リラクゼーション論  1 1    15 

医用機器概論  1   1  15 

代替医療論  1   1  15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
基
幹 

看護学概論 3  3    20 

生涯発達ケア論 2   2   15 

終生期看護援助論 2    2  15 

基礎看護援助方法Ⅰ（看護技術の基本） 1  1    30 

基礎看護援助方法Ⅱ（日常生活の援助） 1  1    30 

基礎看護援助方法Ⅲ 
（治療を受ける患者の援助） 1   1   30 

基礎看護援助方法Ⅳ 
（対象の個別性に応じた援助） 1   1   30 

基礎看護援助方法Ⅴ 
（基礎看護技術の統合） 1    1  30 

クリティカルシンキングⅠ 
（論理的思考の形成） 1  1    30 

クリティカルシンキングⅡ 
（論理的思考の展開） 1   1   30 

クリティカルシンキングⅢ 
（批判的思考の発展） 1    1  15 

看護研究 1     1 30 

チーム活動論（チームビルディング） 1    1  15 

基礎看護援助実習Ⅰ（生活援助実習） 1  1    45 

基礎看護援助実習Ⅱ 
（クリティカルシンキング実習） 

2   2   45 

機能看護学Ⅰ（セルフマネジメント） 2  2    15 

機能看護学Ⅱ（キャリアマネジメント） 1   1   15 

機能看護学Ⅲ（組織とマネジメント） 1    1  30 

機能看護学Ⅳ（トップマネジメント）  1    1 15 

専
門
展
開 

母性看護援助論Ⅰ（健康生活援助） 2   2   15 

母性看護援助論Ⅱ（臨床看護援助） 1    1  30 

小児看護援助論Ⅰ（健康生活援助） 2   2   15 

小児看護援助論Ⅱ（臨床看護援助） 1    1  30 

母性・小児看護学実習 5     5 45 

臨床看護援助論Ⅰ（急性期） 2   2   15 

臨床看護援助論Ⅱ（慢性期） 2   2   15 

臨床看護学実習（急性期・慢性期） 5    5  45 

老年看護援助論Ⅰ（健康生活援助） 2   2   15 

老年看護援助論Ⅱ（臨床看護援助） 1    1  30 

在宅看護援助論Ⅰ（健康生活援助） 1   1   30 

在宅看護援助論Ⅱ（療養生活援助） 1    1  30 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

専
門
職
の
教
育
分
野 

専
門
展
開 

老年・在宅看護学実習 5     5 45 

精神看護援助論Ⅰ（精神保健） 2   2   15 

精神看護援助論Ⅱ（精神看護） 1    1  30 

精神看護学実習 3    3  45 

公衆衛生看護援助論Ⅰ 
（対象別公衆衛生看護活動） 2  2    15 

公衆衛生看護援助論Ⅱ 
（公衆衛生看護技術）  2   2  15 

公衆衛生看護援助論Ⅲ 
（公衆衛生看護展開）  3    3 25 

保健指導演習 1   1   30 

地域保健活動演習 1   1   30 

公衆衛生看護学実習  4    4 45 

養護概論  2   2  15 

学校健康相談  2   2  15 

学校保健Ⅰ（学校保健の基礎的理解）  1 1    15 

実
践
統
合 

地域保健・医療の推進 1     1 30 

国際看護論  1 1    15 

災害看護援助論 1     1 15 

看護の統合実習 2     2 45 

養
護
教
諭
教
職
課
程
（
一
種
免
許
状
） 

教
育
の
基
礎
的
理
解
に
関
す
る
項
目 

教育原理 1   1   15 

教職論※1 2   2   15 

教育制度論 1   1   15 

教育心理学 2   2   15 

特別支援教育の基礎 1    1  15 

教育課程論 1   1   15 

道
徳
、
総
合
的
な
学
習
の
時
間
等
の

内
容
及
び
生
徒
指
導
、
教
育
相
談
等

に
関
す
る
科
目 

道徳教育／総合的な学習の時間の指導法 1    1  15 

特別活動の指導法 1    1  15 

教育方法論 1   1   15 

生徒指導論 1    1  15 

学校教育相談 2    2  15 

教
育
実
践
に

関
す
る
科
目 

養護実習事前・事後指導 1     1 15 

養護実習 4     4 45 

教職実践演習(養護教諭) 2     2 15 

養
護
に
関
す
る
科
目 

疫学・保健統計論 2   2   15 

公衆衛生学 2  2    15 

学校保健Ⅰ（学校保健の基礎的理解） 1  1    15 

学校保健Ⅱ（学校保健の発展的展開） 1  1    15 

養護概論 2    2  15 
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※1医療保健学部看護学科・医療保健学部医療栄養学科・千葉看護学部看護学科の 

共通開設科目 

 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 1 単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

養
護
教
諭
教
職
課
程
（
一
種
免
許
状
） 

養
護
に
関
す
る
科
目 

学校健康相談 2    2  15 

栄養学総論 2  2    15 

体の仕組みと働きⅠ 
（概論、血液と免疫系、循環器系、呼吸器系、神経系） 2  2    15 

体の仕組みと働きⅡ 
(骨格系・筋系、消化器系、泌尿器系、恒常性の維持、 

生殖器系) 

2  2    15 

病態生理学 2  2    15 

病原微生物学 2  2    15 

疾病治療論Ⅲ 
（感覚・免疫・消化器系） 2   2   15 

臨床薬理学 2   2   15 

精神看護援助論Ⅰ（精神保健） 2   2   15 

看護学概論 3  3    20 

臨床看護援助論Ⅰ（急性期） 2   2   15 

臨床看護学実習（急性期・慢性期） 5    5  45 

大
学
が
独
自
に
設

定
す
る
科
目 

クリティカルシンキングⅡ 
（論理的思考の展開） 

1   1   30 

教
育
職
員
免
許
法
施
行
規
則 

第
66
条
の
6
に
定
め
る
科
目 

日本国憲法 2    2  15 

スポーツ科学 1  1    15 

スポーツ実習 1   1   30 

英会話Ⅰ(ベーシックⅠ) 2  2    15 

ICTリテラシーⅠ(ベーシック) 2  2    15 

養
護
教
諭
教
職

課
程
（
二
種 

免
許
状
） 

スポーツ科学 1  1    15 

スポーツ実習 1   1   30 

日本国憲法 2    2  15 
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別表第６ 

１-１ 和歌山看護学部 看護学科 (平成 30 年度入学生限り適用) 

 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

  スタディスキル 1  1    30 

豊
か
な
人
間
性
を
育
む
分
野 

い
の
ち
・
人
間 

心理学 2  2    15 

哲学と宗教  2 2    15 

芸術  1  1   15 

教育心理学  2  2   15 

生命倫理学  1 1    15 

社
会
参
加 

コミュニケーション概論  2 2    15 

経済学  2  2   15 

社会学  2 2    15 

日本国憲法  2 2    15 

国際関係論  1  1   15 

ジェンダー論  1  1   15 

文化人類学  1  1   15 

ボランティア論 1  1    15 

ボランティア活動  1 1    30 

自
然
科
学 

生物学  1 1    15 

化学  1 1    15 

データサイエンス 2  2    15 

物理学  1 1    15 

スポーツ科学  1 1 1 1  15 

スポーツ実習  1 1 1 1  30 

外
国
語 

英語講読・記述 2  2    15 

英会話Ⅰ（入門） 2  2    15 

英会話Ⅱ（基礎） 2  2    15 

英会話Ⅲ（発展）  2  2   15 

医療英語  2   2  15 

フランス語  2 2    15 

韓国語  2 2    15 

情
報
科
学 

情報リテラシー 2  2    15 

情報科学  2 2    15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当 た り の

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

看
護
の
基
盤
を
つ
く
る
分
野 

人
の
か
ら
だ
と
健
康 

体の仕組みと働きⅠ 
（呼吸・循環・血液・消化器系） 

2  2    15 

体の仕組みと働きⅡ 
（骨格・筋・神経・腎・内分泌・生殖器系） 

2  2    15 

解剖生理学演習  1   1  30 

生活健康科学  2 2    15 

リラクゼーション論  1   1  15 

医学・医療概論 1  1    15 

病原微生物学 2  2    15 

病態生理学 2  2    15 

治療学総論 1  1    15 

栄養学 2  2    15 

臨床薬理学 2  2    15 

疾病治療論Ⅰ 
（呼吸・循環・血液・腎・泌尿器系） 

2   2   15 

疾病治療論Ⅱ 
（骨格・筋・神経・内分泌・生殖系） 

2   2   15 

疾病治療論Ⅲ 
（感覚・免疫・消化器系） 

2   2   15 

医用機器概論  1   1  15 

地
域
の
健
康 

わかやま学 2  2    15 

公衆衛生学 2   2   15 

社会福祉論 2   2   15 

保健医療福祉行政論 2   2   15 

疫学・保健統計論 2   2   15 

学校保健Ⅰ(学校保健の概要) 1   1   15 

学校保健Ⅱ(学校保健と学習指導要領) 1    1  15 

チ
ー
ム
医
療
と 

専
門
職 

キャリア教育Ⅰ（仕事と職業） 1  1    15 

キャリア教育Ⅱ（専門職と倫理） 1   1   15 

キャリア教育Ⅲ（看護職のキャリア） 1    1  15 

医療マネジメント論  2   2  15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

看
護
実
践
能
力
を
高
め
る
分
野 

看
護
の
基
礎 

看護学概論 2  2    15 

基礎看護援助方法Ⅰ 
（看護技術の基本） 1  1    30 

基礎看護援助方法Ⅱ 
（生命兆候と体の観察） 

1  1    30 

基礎看護援助方法Ⅲ 
（快適な環境と清潔） 

1  1    30 

基礎看護援助方法Ⅳ（食事と排泄） 1   1   30 

臨床看護技術 1   1   30 

クリティカル・シンキングⅠ 
（論理的思考） 

1  1    30 

クリティカル・シンキングⅡ 
（看護過程演習） 

1   1   30 

クリティカル・シンキングⅢ 
（研究計画演習） 

1    1  30 

看護倫理 1    1  15 

基礎看護援助実習Ⅰ（看護観察・体験実習） 1  1    45 

基礎看護援助実習Ⅱ（看護展開実習） 2   2   45 

地
域
成
育
支
援 

母性看護学概論 1   1   30 

母性看護援助論Ⅰ 
（ウィメンズヘルスと看護） 2   2   15 

母性看護援助論Ⅱ（周産期の看護） 1    1  30 

母性看護学実習 2    2 45 

小児看護学概論 1   1   30 

小児看護援助論Ⅰ 
（子どもの成長発達と看護） 2   2   15 

小児看護援助論Ⅱ 
（健康障害をもつ子どもの看護） 1    1  30 

小児看護学実習 2    2 45 

養護概論  2   2  15 

学校健康相談  2   2  15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

看
護
実
践
能
力
を
高
め
る
分
野 

地
域
療
養
生
活
支
援 

成人看護学概論 1  1    30 

急性期看護援助論 2   2   15 

慢性期・回復期看護援助論 2   2   15 

終末期看護援助論 1    2  15 

健康教育演習  1   1  15 

急性期看護学実習 3    3 45 

慢性期・回復期看護学実習 3    3 45 

老年看護学概論 1  1    30 

老年看護援助論Ⅰ 
（高齢者の健康生活を支える看護） 2   2   15 

老年看護援助論Ⅱ 

（健康障害を持つ高齢者の看護） 1   1   30 

老年看護学実習 3    3 45 

精神看護学概論 1   1   30 

精神看護援助論Ⅰ 

（心の健康を維持・増進する看護） 2   2   15 

精神看護援助論Ⅱ 

（心の健康障害をもつ対象の看護） 1    1  30 

精神看護学実習 2    2 45 

看
護
の
統
合
と
発
展 

地域看護学概論 2  2    15 

地域看護活動論 1   1   15 

地域看護活動実習 1   1   30 

在宅看護援助論Ⅰ 
（在宅看護における基本技術） 2   2   15 

在宅看護援助論Ⅱ（在宅における看護過程） 1    1  30 

在宅看護学実習 2    2 45 

公衆衛生看護活動論  2   2  15 

国際看護論 1    1  15 

災害看護援助論Ⅰ（災害医療・看護の基礎） 1     1 30 

災害看護援助論Ⅱ（災害看護活動）  1    1 30 

看護マネジメント  2   2  15 

医療安全管理学 2   2   15 

看護統合実習 2     2 45 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

公
衆
衛
生
看
護

関
連
科
目 

公衆衛生看護活動展開論  3    3 15 

公衆衛生看護管理論  1    1 15 

産業保健  1   1  15 

公衆衛生看護学実習  5    5 45 

養
護
教
諭
教
職
課
程(
一
種
免
許
状) 

教
職
に
関
す
る
科
目 

教職への道 2   2   15 

教育原理 1   1   15 

教育心理学 2   2   15 

教育制度論 1   1   15 

教育課程論 1   1   15 

道徳教育の理論と方法 1   1   15 

特別活動の指導法 1   1   15 

教育方法論 1   1   15 

生徒指導論 2    2  15 

学校教育相談 2    2  15 

養護実習 事前事後指導 1     1 15 

養護実習 4     4 45 

教職実践演習（養護教諭） 2     2 15 

養
護
に
関
す
る
科
目 

疫学・保健統計学 2   2   15 

保健医療福祉行政論 2   2   15 

公衆衛生学 2   2   15 

学校保健Ⅰ(学校保健の概要) 1   1   15 

学校保健Ⅱ(学校保健と学習指導要領) 1    1  15 

養護概論  2   2  15 

学校健康相談  2   2  15 

栄養学 2  2    15 

体の仕組みと働きⅠ 
（呼吸・循環・血液・消化器系） 

2  2    15 

体の仕組みと働きⅡ 
（骨格・筋・神経・腎・内分泌・生殖器系） 

2  2    15 

病原微生物学 2  2    15 

臨床薬理学 2  2    15 

精神看護学概論 1   1   30 

精神看護援助論Ⅰ 

（心の健康を維持・増進する看護） 2   2   15 

看護学概論 2  2    15 

基礎看護援助実習Ⅰ（看護観察・体験実習） 1  1    45 

基礎看護援助実習Ⅱ（看護展開実習） 2   2   45 

看護統合実習 2     2 45 

小児看護学概論 1   1   30 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

養
護
教
諭
教
職
課
程(

一
種
免
許
状) 

養
護
に
関
す
る
科
目 

小児看護援助論Ⅱ 
（健康障害をもつ子どもの看護） 1    1  30 

小児看護学実習 2    2 45 

精神看護援助論Ⅱ 

（心の健康障害をもつ対象の看護） 1    1  30 

急性期看護援助論 2   2   15 

急性期看護学実習 3    3 45 

養
護
又
は
教
職 

に
関
す
る
科
目 

クリティカル・シンキングⅡ 
（看護過程演習） 

1   1   30 

教
育
職
員
免
許
法
施
行
規
則 

第
66
の
6
に
規
定
す
る
科
目 

日本国憲法  2 2    15 

スポーツ科学  1 1 1 1  15 

スポーツ実習  1 1 1 1  30 

英会話Ⅰ（入門） 2  2    15 

英会話Ⅱ（基礎） 2  2    15 

情報リテラシー 2  2    15 

養
護
教
諭
教

職
課
程
（
二

種
免
許
状
） 

スポーツ科学 1  1 1 1  15 

スポーツ実習 1  1 1 1  30 

日本国憲法 2    2  15 
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１－２ 和歌山看護学部 看護学科 (平成 31 年度入学生から適用) 

分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

  スタディスキル 1  1    30 

豊
か
な
人
間
性
を
育
む
分
野 

い
の
ち
・
人
間 

心理学 2  2    15 

哲学と宗教  2 2    15 

芸術  1  1   15 

教育心理学  2  2   15 

生命倫理学  1 1    15 

社
会
参
加 

コミュニケーション概論  2 2    15 

経済学  2  2   15 

社会学  2 2    15 

日本国憲法  2 2    15 

国際関係論  1  1   15 

ジェンダー論  1  1   15 

文化人類学  1  1   15 

ボランティア論 1  1    15 

ボランティア活動  1 1    30 

自
然
科
学 

生物学  1 1    15 

化学  1 1    15 

データサイエンス 2  2    15 

物理学  1 1    15 

スポーツ科学  1 1 1 1  15 

スポーツ実習  1 1 1 1  30 

外
国
語 

英語講読・記述 2  2    15 

英会話Ⅰ（入門） 2  2    15 

英会話Ⅱ（基礎） 2  2    15 

英会話Ⅲ（発展）  2  2   15 

医療英語  2   2  15 

フランス語  2 2    15 

韓国語  2 2    15 

情
報
科
学 

情報リテラシー 2  2    15 

情報科学  2 2    15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当 た り の

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

看
護
の
基
盤
を
つ
く
る
分
野 

人
の
か
ら
だ
と
健
康 

体の仕組みと働きⅠ 
（呼吸・循環・血液・消化器系） 

2  2    15 

体の仕組みと働きⅡ 
（骨格・筋・神経・腎・内分泌・生殖器系） 

2  2    15 

解剖生理学演習  1   1  30 

生活健康科学  2 2    15 

リラクゼーション論  1   1  15 

医学・医療概論 1  1    15 

病原微生物学 2  2    15 

病態生理学 2  2    15 

治療学総論 1  1    15 

栄養学 2  2    15 

臨床薬理学 2  2    15 

疾病治療論Ⅰ 
（呼吸・循環・血液・腎・泌尿器系） 

2   2   15 

疾病治療論Ⅱ 
（骨格・筋・神経・内分泌・生殖系） 

2   2   15 

疾病治療論Ⅲ 
（感覚・免疫・消化器系） 

2   2   15 

医用機器概論  1   1  15 

地
域
の
健
康 

わかやま学 2  2    15 

公衆衛生学 2   2   15 

社会福祉論 2   2   15 

保健医療福祉行政論 2   2   15 

疫学・保健統計論 2   2   15 

学校保健Ⅰ(学校保健の概要) 1   1   15 

学校保健Ⅱ(学校保健と学習指導要領) 1    1  15 

チ
ー
ム
医
療
と 

専
門
職 

キャリア教育Ⅰ（仕事と職業） 1  1    15 

キャリア教育Ⅱ（専門職と倫理） 1   1   15 

キャリア教育Ⅲ（看護職のキャリア） 1    1  15 

医療マネジメント論  2   2  15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

看
護
実
践
能
力
を
高
め
る
分
野 

看
護
の
基
礎 

看護学概論 2  2    15 

基礎看護援助方法Ⅰ 
（看護技術の基本） 1  1    30 

基礎看護援助方法Ⅱ 
（生命兆候と体の観察） 

1  1    30 

基礎看護援助方法Ⅲ 
（快適な環境と清潔） 

1  1    30 

基礎看護援助方法Ⅳ（食事と排泄） 1   1   30 

臨床看護技術 1   1   30 

クリティカル・シンキングⅠ 
（論理的思考） 

1  1    30 

クリティカル・シンキングⅡ 
（看護過程演習） 

1   1   30 

クリティカル・シンキングⅢ 
（研究計画演習） 

1    1  30 

看護倫理 1    1  15 

基礎看護援助実習Ⅰ（看護観察・体験実習） 1  1    45 

基礎看護援助実習Ⅱ（看護展開実習） 2   2   45 

地
域
成
育
支
援 

母性看護学概論 1   1   30 

母性看護援助論Ⅰ 
（ウィメンズヘルスと看護） 2   2   15 

母性看護援助論Ⅱ（周産期の看護） 1    1  30 

母性看護学実習 2    2 45 

小児看護学概論 1   1   30 

小児看護援助論Ⅰ 
（子どもの成長発達と看護） 2   2   15 

小児看護援助論Ⅱ 
（健康障害をもつ子どもの看護） 1    1  30 

小児看護学実習 2    2 45 

養護概論  2   2  15 

学校健康相談  2   2  15 
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分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

看
護
実
践
能
力
を
高
め
る
分
野 

地
域
療
養
生
活
支
援 

成人看護学概論 1  1    30 

急性期看護援助論 2   2   15 

慢性期・回復期看護援助論 2   2   15 

終末期看護援助論 1    2  15 

健康教育演習  1   1  15 

急性期看護学実習 3    3 45 

慢性期・回復期看護学実習 3    3 45 

老年看護学概論 1  1    30 

老年看護援助論Ⅰ 
（高齢者の健康生活を支える看護） 2   2   15 

老年看護援助論Ⅱ 

（健康障害を持つ高齢者の看護） 1   1   30 

老年看護学実習 3    3 45 

精神看護学概論 1   1   30 

精神看護援助論Ⅰ 

（心の健康を維持・増進する看護） 2   2   15 

精神看護援助論Ⅱ 

（心の健康障害をもつ対象の看護） 1    1  30 

精神看護学実習 2    2 45 

看
護
の
統
合
と
発
展 

地域看護学概論 2  2    15 

地域看護活動論 1   1   15 

地域看護活動実習 1   1   30 

在宅看護援助論Ⅰ 
（在宅看護における基本技術） 2   2   15 

在宅看護援助論Ⅱ（在宅における看護過程） 1    1  30 

在宅看護学実習 2    2 45 

公衆衛生看護活動論  2   2  15 

国際看護論 1    1  15 

災害看護援助論Ⅰ（災害医療・看護の基礎） 1     1 30 

災害看護援助論Ⅱ（災害看護活動）  1    1 30 

看護マネジメント  2   2  15 

医療安全管理学 2   2   15 

看護統合実習 2     2 45 

公
衆
衛
生
看
護

関
連
科
目 

公衆衛生看護活動展開論  3    3 15 

公衆衛生看護管理論  1    1 15 

産業保健  1   1  15 

公衆衛生看護学実習  5    5 45 
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 分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

養
護
教
諭
教
職
課
程(

一
種
免
許
状) 

教
育
の
基
礎
的
理
解
に
関
す
る
科
目 

教育原理 1   1   15 

教職論 2   2   15 

教育制度論 1   1   15 

教育心理学 2   2   15 

特別支援教育の基礎 1    1  15 

教育課程論 1   1   15 
道
徳
、
総
合
的
な
学
習
の
時
間
等
の
内
容 

及
び
生
活
指
導
、
教
育
相
談
等
に
関
す
る 

科
目 道徳教育/総合的な学習の時間の指導法 1    1  15 

特別活動の指導法 1    1  15 

教育方法論 1   1   15 

生徒指導論 1    1  15 

学校教育相談 2    2  45 

教
育
実
践
に 

関
す
る
科
目 

養護実習事前・事後指導 1     1 15 

養護実習 4     4 45 

教職実践演習（養護教諭） 2     2 15 

養
護
に
関
す
る
科
目 

疫学・保健統計学 2   2   15 

保健医療福祉行政論 2   2   15 

公衆衛生学 2   2   15 

学校保健Ⅰ(学校保健の概要) 1   1   15 

学校保健Ⅱ(学校保健と学習指導要領) 1    1  15 

養護概論 2    2  15 

学校健康相談 2    2  15 

栄養学 2  2    15 

体の仕組みと働きⅠ 
（呼吸・循環・血液・消化器系） 

2  2    15 

体の仕組みと働きⅡ 
（骨格・筋・神経・腎・内分泌・生殖器系） 

2  2    15 

病原微生物学 2  2    15 

臨床薬理学 2  2    15 

精神看護学概論 1   1   30 

精神看護援助論Ⅰ 

（心の健康を維持・増進する看護） 2   2   15 

看護学概論 2  2    15 

基礎看護援助実習Ⅰ（看護観察・体験実習） 1  1    45 

基礎看護援助実習Ⅱ（看護展開実習） 2   2   45 

看護統合実習 2     2 45 

小児看護学概論 1   1   30 
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 分
類 

区
分 

科 目 

単位数 配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

３
年
次 

４
年
次 

養
護
教
諭
教
職
課
程(

一
種
免
許
状) 

養
護
に
関
す
る
科
目 

小児看護援助論Ⅱ 
（健康障害をもつ子どもの看護） 1    1  30 

小児看護学実習 2    2 45 

精神看護援助論Ⅱ 

（心の健康障害をもつ対象の看護） 1    1  30 

急性期看護援助論 2   2   15 

急性期看護学実習 3    3 45 

大
学
が
独
自
に
設

定
す
る
科
目 

クリティカル・シンキングⅡ 
（看護過程演習） 

1   1   30 

教
育
職
員
免
許
法
施
行
規
則 

第
66
の
6
に
規
定
す
る
科
目 

日本国憲法 2  2    15 

スポーツ科学 1  1 1 1  15 

スポーツ実習 1  1 1 1  30 

英会話Ⅰ（入門） 2  2    15 

英会話Ⅱ（基礎） 2  2    15 

情報リテラシー 2  2    15 

養
護
教
諭
教

職
課
程
（
二

種
免
許
状
） 

スポーツ科学 1  1 1 1  15 

スポーツ実習 1  1 1 1  30 

日本国憲法 2    2  15 
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別表第７ 

１－１．助産学専攻科（平成 23年度入学生まで適用）＜削除＞ 

１－２．助産学専攻科（平成 24年度入学生から適用） 

区分 授業科目 

単位数 1 単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

助
産
学
基
礎
・ 

関
連
領
域 

助産学概論 2  15 

生殖の形態と機能 2  15 

母子と栄養 1  15 

家族支援論 1  15 

ウイメンズヘルス 1  15 

助
産
学
実
践
領
域 

助産診断・技術学Ⅰ 3  30 

助産診断・技術学Ⅱ 3  30 

周産期の生理と病態 2  15 

健康教育論 1  15 

地域母子保健学 2  15 

助産管理学 2  15 

助
産
学
実
習 

助産学実習Ⅰ（分娩介助実習） 6  45 

助産学実習Ⅱ（長期継続実習） 2  45 

助産学実習Ⅲ（NICU・GCU見学実習） 1  45 

助産学実習Ⅳ（集団への健康教育） 1  45 

助産学実習Ⅴ（助産管理学実習） 1  45 

助
産
学
発
展
領
域 

助産学研究 1  30 

生命倫理学 1  15 

医療安全管理学 1  15 

代替医療論  1 15 

リラクゼーション論  1 15 

計 34 2  
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別表第８ 医療保健学部、東が丘・立川看護学部、東が丘看護学部、立川看護学部、千葉看護学部、 

和歌山看護学部 検定料                                                   （単位 円） 

        学部学科 

費目 
 各学部看護学科  

医療保健学部 

医療栄養学科 

医療保健学部 

医療情報学科 

検定料 35,000 35,000 35,000 

 

別表第９ 医療保健学部、東が丘・立川看護学部、東が丘看護学部、立川看護学部、千葉看護学部、 

和歌山看護学部 学費、諸納金                             （単位 円） 

学部学科          

 

費目 
各学部看護学科 

 

医療保健学部 

医療栄養学科 

 

 

医療保健学部 

医療情報学科 

学 

 

 

 

 

費 

 

入学金 

 

 

300,000 

 

 

300,000 

 

 

300,000 

 

授業料 

 

 

1,000,000 

 

 

800,000 

 

 

700,000 

 

 

施設費 

 

300,000 

 

 

300,000 

 

300,000 

 

 

維持費 

 

150,000 

 

 

150,000 

 

 

150,000 

実験実習費 
別に定める 

ところによる 
参加実習毎に個別徴収 参加実習毎に個別徴収 

 ① 授業料、施設費は４月と１０月に１/２ずつ納入。 

② 入学金は、入学時のみの納入とし、翌年度以降は納入不要。 

③ 在学中の学費は経済情勢の変動により改定することがある。 

④ 諸納金については別に定めるところによる。 

 

別表第 10 助産学専攻科 検定料、学費及び諸納金       （単位 円） 

検定料 入学金 授業料 実験実習費 維持運営費 

35,000 210,000 600,000 550,000 250,000 

※諸納金については別に定めるところによる。 
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別表第 11  医療保健学部、東が丘・立川看護学部、東が丘看護学部、立川看護学部、千葉看護学部、 

和歌山看護学部 科目等履修生の学費                          

（単位 円） 

        学部学科 

費目 
 各学部看護学科  

医療保健学部 

医療栄養学科 

医療保健学部 

医療情報学科 

選考料 35,000 

在籍料 別に定める 

受講料 別に定める 

 

別表第 12 医療保健学部、東が丘・立川看護学部、東が丘看護学部、立川看護学部、千葉看護学部、 

和歌山看護学部 研究生の学費                          

（単位 円） 

学部学科 

費目 
各学部看護学科 

医療保健学部 

医療栄養学科 

医療保健学部 

医療情報学科 

在籍料 別に定める 
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東京医療保健大学 大学院学則 

第１章 総   則 

（理念・目的） 

第１条 科学技術に基づく正確な医療保健の学問的教育・研究及び臨床活動を通

じて学際的・国際的視点から医療保健学を伝授し臨床現場における卓越

した実践能力及び研究・教育・管理能力を有する高度専門職業人の育成

を目的とする。 

（名称） 

第２条 本大学院は東京医療保健大学大学院と称する。 

  ２ 本大学院には、医療保健学研究科、看護学研究科及び和歌山看護学研究 

科を置く。 

（医療保健学研究科の理念・目的） 

第２条の２ 医療保健学研究科においては、「科学技術に基づく正確な医療保健の

学問的教育・研究及び臨床活動」及び「寛容と温かみのある人間性

と生命に対する畏敬の念を尊重する精神」に基づき、「学際的・国際

的な視点から医療保健学を教授し、臨床現場における卓越した実践

能力及び研究・教育・管理能力を持つ高度専門職業人の育成」を図

るとともに、「教育・研究を通して医療保健学の発展に寄与する人材

の育成」を図る。 

（看護学研究科の理念・目的） 

第２条の３ 看護学研究科においては、「高度な判断力、実践力及び教育研究・管

理能力を通して、医療・保健・福祉に対する時代・社会のニーズに

的確・迅速に対応し、チーム医療を支えることができる高度実践看

護職の育成」及び「研究・教育の探究を通して、看護学の発展に寄

与することができる人材の育成」を図る。 

（和歌山看護学研究科の理念・目的）

第２条の４ 和歌山看護学研究科においては、「科学技術に基づく正確な医療保健

の学問的教育・研究及び臨床活動」「寛容と温かみのある人間性と生

命に対する畏敬の念を尊重する精神」のもと、人間に対する深い洞

察力や高い倫理観をもち、ヘルスケアシステムや看護提供システム

を視野に入れた高度な知識・技術を基軸に卓越した実践・研究・教

育・管理能力をもつ高度専門職業人を育成する。

【資料1-3】
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（自己評価等） 

第３条 本大学院は、教育研究水準の向上を図り、大学院の目的及び社会的使命

を達成するため大学院における教育及び研究活動等について自ら点検及

び評価を行いその結果を公表する。 

  ２ 本大学院に自己点検・評価を行うため、東京医療保健大学大学院自己点

検・評価委員会を独立した特別委員会として設置する。 

  ３ 自己点検・評価に関する事項は別に定める。 

第２章 研  究  科 

（研究科・専攻・課程及び学生定員） 

第４条 本大学院に設置する研究科・専攻・課程及び学生定員は、次のとおりとする。 

医療保健学研究科 修士課程 博士課程 

医療保健学専攻 
入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

２５名 ５０名 ４名 １２名 

看護学研究科 修士課程 博士課程 

看護学専攻 
入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

３０名 ６０名 ２名 ６名 

和歌山看護学研究科 修士課程 

看護学専攻 
入学定員 収容定員 

１２名 ２４名 

第３章  修業年限、学年、学期、休業日 

（修業年限） 

第５条 修士課程の標準修業年限は２年とする。ただし、在学年限は３年とする。 

２  博士課程の標準修業年限は３年とする。ただし、在学年限は５年とする。 

（学年） 

第６条 学年は４月１日にはじまり翌年３月３１日に終了する。 

（学期） 

第７条 学年を分けて、次の２学期とする。 

前期 ４月１日から９月３０日 

後期 １０月１日から翌年３月３１日 
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（１年間の授業期間） 

第８条 各学年の授業を行う期間は、３０週にわたることを原則とする。 

 

（休業日） 

第９条 休業日は次のとおりとする。 

   （１）日曜日。 

   （２）国民の祝日に関する法律に規定する日。 

   （３）その他理事長が指定した日。 

２ 必要であると認める場合は、前項の定めにかかわらず、臨時に休業日を

設け、又は休業日を変更することがある。  

 

第４章  入学・休学等 

（入学の時期） 

第１０条 本大学院の入学の時期は学年の始めとする。 

 

（入学資格） 

第１１条 修士課程に入学できる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

    （１）大学を卒業した者。 

    （２）学校教育法第１０４条第４項の規定に基づき学士の学位を授与さ

れた者。 

    （３）外国において学校教育における１６年の課程を修了した者。 

    （４）外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履

修することにより当該外国の学校教育における１６年の課程を修

了した者。 

    （５）我が国において、外国の大学の課程を有するものとして当該外国

の学校教育制度において位置づけられた教育施設にあって、文部

科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者。 

（６）専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であること、その他の

文部科学大臣が定める基準を満たすものに限る） で文部科学大臣

が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修了した者。 

（７）文部科学大臣の指定した者。 

（８）本大学院において大学を卒業した者と同等以上の学力があると認

めた者。 

２ 看護学研究科修士課程看護学専攻高度実践助産コースに入学できる者 

は、前項に定めるほか、看護師免許取得の女子とする。 

３ 博士課程に入学できる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

（１）修士の学位又は専門職学位を有する者。 

（２）外国において、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与
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された者。 

（３）外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履

修し、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者。 

（４）我が国において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外

国の学校教育制度において位置づけられた教育施設であって、文

部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し、修士の学位

又は専門職学位に相当する学位を授与された者。 

（５）国際連合大学の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与

された者。 
（６）文部科学大臣の指定した者。 

（７）本大学院において、個別の入学資格審査により、修士の学位を有す

る者と同等以上の学力があると認められた者 

 

（入学の出願） 

第１２条 本大学院に入学を志願する者は、本大学院所定の入学願書に検定料を 

そえて提出しなければならない。 

 

（入学者の選抜） 

第１３条 前条の入学志願者については、別に定めるところにより、選抜を行う。 

 

（入学手続き及び入学許可） 

第１４条 前条の選抜結果により合格通知を受けたものは、所定の期日まで本 

     大学院所定の書類を提出するとともに、所定の学費を納付しなけれ 

     ばならない。 

   ２ 学長は、前項の入学手続きを完了した者に入学を許可する。 

 

（休学） 

第１５条 病気その他やむ得ない事情のため２ヶ月以上修学できない場合は学長 

の許可を得て休学することができる。 

   ２ 休学期間は、通算して修士課程は２年、博士課程は３年を超えること 

はできない。 

   ３ 休学の期間は第５条の在学年限に算入しない。 

   ４ 休学期間中の学費については別に定める。 

 

 (復学) 

第１５条の２ 休学者が復学しようとするときは、復学願を学長に提出し、許可

を受けなければならない。 
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（退学及び再入学） 

第１６条 退学しようとする者は、退学を願い出て学長の許可を受けなければな 

らない。 

   ２ 再入学を志願する者は、本大学院所定の書類に再入学選考料をそえて

提出しなければならない。 

 

（除籍） 

第１７条 次の各号に該当する者は、学長が除籍する。 

     （１）第５条に定める在学年限を超えた者。 

     （２）学費を滞納し督促を受けても納入しない者。 

     （３）第１５条に定める休学の期間を超えても復学しない者。 

     （４）死亡した者及び長期間にわたり行方不明の者。 

(休学等の手続き) 

第１７条の２ 第１５条(休学) ～第１７条(除籍)に係る手続きについては、 

      学長が別に定める。 

 

第５章 教育課程及び履修方法等 

（授業科目） 

第１８条 本大学院の授業科目については、修士課程は別表１－１、別表１－２、

別表１－３、別表２－４、別表２－７、別表２－１０、別表２－１１、

別表２－１３、別表３、博士課程は別表４及び別表５のとおりとする。 

 

（授業及び研究指導） 

第１９条 修士課程の教育は、授業科目の履修及び修士論文の作成又はこれに代

わる特定の課題の研究に対する指導（以下「研究指導」）によって行う

ものとする。 

   ２ 博士課程の教育は、授業科目の履修及び博士論文の作成に対する指導

（以下「研究指導」）によって行うものとする。 

   ３ 研究指導についての細目は別に定める。 

 

（教育上特別の必要がある場合の授業及び研究指導） 

第２０条 教育上特別の必要があると認められる場合には、夜間その他特定の時

間又は時期において授業又は研究指導を行う等適当な方法により教育

を行うことができる。 

 

（他の大学院の授業科目の履修） 

第２１条 研究科において教育上有益と認めるときは、学生が他の大学院におい

て履修した授業科目について修得した単位を、１５単位を超えない範
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囲で、研究科における授業履修により修得したものとみなすことがで

きる。 

 

（他の大学院等における研究指導） 

第２２条 研究科において教育上有益と認めるときは、他の大学院等又は研究所

等と予め協議のうえ、学生が当該大学院等又は研究所等において必要

な研究指導を受けることができる。ただし、期間は１年を超えないも

のとする。 

 

（単位） 

第２３条 研究科及び専攻における授業科目の単位数については、修士課程は別

表１－１、別表１－２、別表１－３、別表２－４、別表２－７、別表

２－１０、別表２－１１、別表２－１３、別表３、博士課程は別表４

及び別表５のとおりとする。 

   ２ 授業科目の履修及び単位の取得方法は、本大学院の履修要綱に準拠す

るものとする。 

   ３ 授業科目の単位の算出は、次の基準によって計算する。 

    （１）講義及び演習については、１５時間から３０時間までの範囲で別

に定める授業時間をもって１単位とする。 

    （２）実験及び実習については、３０時間から４５時間までの範囲で別

に定める時間の授業をもって１単位とする。 

 

（単位の認定及び成績の評価） 

第２４条 授業科目を履修し、その試験に合格した者には、所定の単位を与える。 

     ただし、試験は論文、実技、平素の成績等によってこれに代えること

がある。 

   ２ 医療保健学研究科修士課程の試験の成績及び修士の学位論文審査又は

第１９条の特定の課題についての研究の成果の審査の成績はＡ、Ｂ、

Ｃ、Ｄの評価で表し、Ｃ以上を合格とし、Ｄは不合格とする。 

   ３ 看護学研究科修士課程の試験の成績及び学位論文審査又は第１９条の

特定の課題についての研究の成果の審査の成績はＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄの評

価で表し、Ｃ以上を合格とし、Ｄは不合格とする。 

４ 和歌山看護学研究科修士課程の試験の成績及び修士の学位論文審査又

は第１９条の特定の課題についての研究の成果の審査の成績はＡ、Ｂ、

Ｃ、Ｄの評価で表し、Ｃ以上を合格とし、Ｄは不合格とする。 
５ 医療保健学研究科博士課程の学位論文審査及び最終試験の成績は、合

格、不合格とする。 

６ 看護学研究科博士課程の学位論文審査及び最終試験の成績は、合格、

不合格とする。 
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（追試験） 

第２５条 病気その他のやむえない事情により前条第１項の試験を受けなかった

者には、追試験を行うことがある。 

 

（医療保健学研究科の修了要件） 

第２６条 医療保健学研究科修士課程を修了するためには、２年以上在学し、所

定の科目について３０単位以上を修得するとともに、必要な研究指導

を受け、かつ、修士の学位論文審査及び最終試験に合格しなければな

らない。ただし、研究科細則の定めるところにより、特定の課題につ

いての研究の成果の審査をもって修士の学位論文審査に代えることが

できる。また、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者に関して

は、特例として１年以上在学すれば足りるものとする。 

   ２ 博士課程を修了するためには、３年以上在学し所定の科目について 

１０単位以上を修得するとともに、必要な研究指導を受け、かつ、博

士の学位論文審査及び最終試験に合格しなければならない。 

 

（看護学研究科の修了要件） 

第２６条の２ 看護学研究科修士課程看護学専攻高度実践看護コースを修了する

ためには、２年以上在学し、所定の科目について５８単位以上（必

修５４単位、選択４単位）を修得するとともに、必要な研究指導

を受け、かつ、特定の課題についての研究の成果の審査及び最終

試験に合格しなければならない。 

   ２ 看護学研究科修士課程看護学専攻高度実践助産コースを修了するため

には、２年以上在学し、所定の科目について３３単位以上を修得する

とともに、必要な研究指導を受け、かつ、修士の学位論文審査または

特定の課題についての研究の成果の審査及び最終試験に合格しなけれ

ばならない。 

３ 看護学研究科修士課程看護学専攻高度実践公衆衛生看護コースを修了 

するためには、２年以上在学し、所定の科目について５９単位以上を 

修得するとともに、必要な研究指導を受け、かつ、特定の課題につい

ての研究の成果の審査及び最終試験に合格しなければならない。 

４ 看護学研究科修士課程看護学専攻看護科学コースを修了するためには、 

２年以上在学し、所定の科目について３０単位以上を修得するととも 

に、必要な研究指導を受け、かつ、修士の学位論文審査及び最終試験 

に合格しなければならない。 

５ 博士課程を修了するためには、３年以上在学し、所定の科目について 

１０単位以上を修得するとともに、必要な研究指導を受け、かつ、 

博士の学位論文審査及び最終試験に合格しなければならない。 
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（和歌山看護学研究科の修了要件） 
第２６条の３ 和歌山看護学研究科修士課程看護学専攻を修了するためには、２ 

年以上在学し、所定の科目について３０単位以上（必修科目８単

位、共通科目の選択科目４単位、専門科目各領域の選択科目を８

単位、専攻（選択）領域以外の専門科目の特論Ⅰを２単位、特別

研究（修士論文）８単位）を修得するとともに、必要な研究指導

を受け、かつ、修士の学位論文審査及び最終試験に合格しなけれ

ばならない。 
 

（助産師国家試験受験資格） 

第２６条の４ 看護学研究科修士課程看護学専攻高度実践助産コースのうち、助

産師国家試験受験資格取得に必要となる単位を含め５８単位以上

を修得し、修了を認定された者は、助産師国家試験の受験資格を

取得できるものとする。 

 

（保健師国家試験受験資格） 

第２６条の５ 看護学研究科修士課程看護学専攻高度実践公衆衛生看護コースの

うち、保健師国家試験受験資格取得に必要となる単位を含め５９

単位以上を修得し、修了を認定された者は、保健師国家試験の受

験資格を取得できるものとする。 

 

（特定行為に係る看護師の研修制度の指定研修修了及び修了証の交付） 

第２６条の６ 看護学研究科修士課程看護学専攻高度実践看護コースのカリキュ

ラムは、特定行為に係る看護師の研修制度（以下、特定行為研修）

に必要な科目を包括しており、本コースは特定行為研修の指定機

関に認定されている。本コースを修了した者については、特定行

為研修管理委員会において修了認定を行うとともに修了認定者に

は修了証を交付する。 

 

（学位の授与） 

第２７条 本大学院の修士課程を修了した者に対し、修士の学位を、博士課程を

修了した者に対し、博士の学位を授与する。 

   ２ 学位に付記する専門領域の名称は次のとおりとする。 

     医療保健学研究科（修士課程） 

      医療保健学専攻   修士（看護マネジメント学） 

                修士（感染制御学） 

                修士（医療栄養学） 

                修士（医療保健情報学） 

                修士（助産学） 

修士（周手術医療安全学） 

修士（滅菌供給管理学） 

修士（看護実践開発学） 
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     看護学研究科（修士課程） 

      看護学専攻     修士（看護学） 

                修士（助産学） 

 

和歌山看護学研究科（修士課程） 
      看護学専攻     修士（看護学） 
 
     医療保健学研究科（博士課程） 

      医療保健学専攻   博士（感染制御学） 

                博士（周手術医療安全学） 

                博士（看護学） 

看護学研究科（博士課程） 

      看護学専攻     博士（看護学） 

 

第６章 検定料、入学料、授業料 

（授業料等の額及び徴収方法） 

第２８条 検定料、入学料、授業料の額及び徴収方法は別に定めるところによる。 

 

第７章 科目等履修生、聴講生、研究生、委託生 

（科目等履修生、聴講生） 

第２９条 本大学院の開設する授業科目を履修もしくは聴講を希望する者に対し

ては、授業の支障のない限り、選考の上、科目等履修生として履修あ

るいは聴講生として聴講を許可することがある。 

   ２ 科目等履修生の入学資格は第１１条に定める者とする。 

   ３ 科目等履修生及び聴講生に関して必要な事項は別に定める。 

 

（研究生、委託生） 

第３０条 本大学院において、特定の研究課題について指導を受けようとする者

については、教育研究に支障のない限り、研究生として受入を許可す

ることがある。 

   ２ 企業、公共機関等から、その所属職員について、特定の授業科目の履

修及び研究指導の委託があったときは、教育研究に支障がない限り、

選考の上、委託生として受入を許可することがある。 

   ３ 研究生、委託生に関し必要な事項は別に定める。  
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第８章 運営組織 

（教職員構成） 

第３１条 本大学院教職員の構成は次のとおりとする。 

学長、副学長、研究科長、専攻主任、教員 

大学経営会議室長、事務局長、事務長 

教務職員、事務職員 

その他必要に応じて役職者を置く。 

 

（研究科長） 

第３１条の２ 研究科に、研究科長を置く。 

   ２ 研究科長は、学長の名を受け、当該研究科の運営に関する校務をつか

さどる。 

   ３ 研究科長に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（専攻主任） 

第３１条の３ 専攻に、専攻主任を置く。 

   ２ 専攻主任は、研究科長の命を受け、当該専攻の運営に関し統括し、 

調整する。 

   ３ 専攻主任に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（大学経営会議） 

第３２条 大学院研究科の経営に関する重要な事項を審議するため、大学経営会

議を置く。 

   ２ 大学経営会議は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

   （１）理事長。 

   （２）理事及び評議員の中から理事長が指名する者 10名。 

   （３）教授会構成員の中から及び学長・副学長を含め理事長が指名する者

10名。 

   ３ 理事長は大学経営会議議長となる。 

   ４ 大学経営会議の事務局として大学経営会議室を置く。 

５ 大学経営会議の運営は、これを別に定める。 

６ 大学経営会議は、次の各号に掲げる事項を審議する。 

（１）中長期計画の策定に関する事項。 

（２）学則その他重要な規則の制定改廃に関する事項。 

（３）大学院予算案の作成及び決算処理の方針に関する事項。 

（４）教員人事に関する事項。 

（５）研究科その他重要な施設・組織の設置改廃に関する事項。 

（６）学生の定員に関する事項。 
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（７）その他、重要な事項及び理事会の諮問に関する事項。 

（教授会の設置等） 

第３３条 医療保健学研究科、看護学研究科及び和歌山看護学研究科にそれぞれ

教授会を置く。 

   ２ 教授会は、研究科担当の専任教授、准教授をもって組織し、学長及び 

     副学長は必要に応じて出席することができる。 

   ３ 教授会には前項に定めるもののほか研究科担当の教員を加えることが

できる。 

    ４ 教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当た 

     り意見を述べるものとする。 

    (1) 入学、課程の修了。 

    (2) 学位の授与。 

    (3) 前 2号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要事項で教授会 

の意見を聴くことが必要なものとして学長が定めるもの。 

   ５ 教授会は、前項に規定するもののほか、学長及び研究科長(以下 

     「学長等」という。)がつかさどる教育研究に関する事項について審議 

     し、及び学長等の求めに応じ、意見を述べることができる。 

   ６ 教授会の規定は別に定める。 

 

第９章 賞  罰 

（表彰） 

第３４条 人物及び学業優秀な者、また学生として模範とするに足る者があると

きは、学長はこれを表彰することがある。 

 

（懲戒） 

第３５条 本学の学則または訓育の趣旨に違背した学生に対し必要があると認め

たときは、学長は懲戒することがある。 

   ２ 前項に規定する懲戒の種類は、訓戒、停学及び退学とする。  

 

第１０章 細  則 

（細則） 

第３６条 本学則施行についての細則その他必要な事項は別に定める。 

 

附則 

本学則は平成１９年４月１日から施行する。 

 附則 

本学則は平成２１年４月１日から施行する。 



 

 12 

附則 

本学則は平成２２年４月１日から施行する。 

附則 

１．第２６条の２（看護学研究科の修了要件）第２項については、平成２２

年１０月２０日から施行する。 

２．第２６条の２（看護学研究科の修了要件）第１項については、平成２３

年４月１日から施行する。 

３．第２６条の２（看護学研究科の修了要件）第２項については、平成２２

年度入学生の修了をもって削除する。 

 附則 

  本学則は平成２４年４月１日から施行する。 

 

附則 

本学則は平成２５年４月１日から施行する。 

附則 

本学則は平成２５年５月２９日から施行する。 

附則 

 本学則は平成２６年４月１日から施行する。 

 附則 

   本学則は平成２７年４月１日から施行する。 

 附則 

  本学則は平成２８年４月１日から施行する。 

 附則 

１．本学則は平成３０年４月１日から施行する。 

２．本学則第１８条に定める「別表１－３授業科目（医療保健学研究科修士

課程）(平成３１年度入学生から適用)」については平成３１年度以後に

入学する者について適用し、平成３０年度までに入学し継続して在学す

る者及び同年度までに入学し平成３１年度以後再入学した者については、

なお従前の例による。 

３．前項にかかわらず、「別表１－１授業科目（医療保健学研究科修士課程）

(平成２７年度入学生まで適用)」、「別表１－２授業科目（医療保健学研究

科修士課程）(平成２８年度入学生から平成３０年度入学生まで適用)」の

内容が「別表１－３授業科目（医療保健学研究科修士課程）(平成３１年

度入学生から適用)」と同一のとき、又はこれに代わるものとして認めら

れるとき、その他相当の理由があると認められるときは、「別表１－３」

の授業科目の履修をもって「別表１－１」及び「別表１－２」に規定する

授業科目を履修したものとみなす。 

４．前項の場合における授業科目の履修方法については、別に定める。 
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附則 

本学則は平成３１年４月１日から施行する。 

附則 

本学則は令和２年４月１日から施行する。 

附則 

本学則は令和２年１０月２１日から施行する。 
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［別表１－１］授業科目（医療保健学研究科修士課程） 

(平成 27年度入学生まで適用) 

授業科目名 単位数 

必修科目 

医療保健管理学 

総合人間栄養学特論 

安全管理情報学 

サーベイランス特論 

医療経営特論 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

選択科目 

看護マネ

ジメント

学領域 

組織の経済学 

疫学・保健統計論 

スピリチュアルケア史 

看護マネジメント特論Ⅰ【人材育成】 

看護マネジメント特論Ⅱ【看護情報のマネジメント】 

看護マネジメント特論Ⅲ【人材活用】 

看護マネジメント特論Ⅳ【質保証、リスクマネジメント、クリティカルパス論】 

ケアマネジメント特論 

精神保健学 

看護政策論 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

１ 

看護実践

開発学領

域 

看護実践開発特論Ⅰ【看護実践構築論】 

看護実践開発特論Ⅱ【対象看護開発論】 

看護実践開発特論Ⅲ【広域ケア開発論】 

看護実践開発特論Ⅳ【看護実践発信論】 

看護実践研究方法論 

看護学教育指導論 

看護学教育指導演習 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

助産学領

域 

臨床助産学特論 

臨床助産学演習 

助産学教育特論 

助産学教育演習 

助産学特論Ⅰ【リプロダクティブヘルス／ライツ】 

助産学特論Ⅱ【ウイメンズヘルス】 

助産学特論Ⅲ【母子保健活動論】 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

感染制御

学領域 

感染制御学特論Ⅰ【洗浄・消毒・滅菌学、ファシリティ・マネジ

メント学、手指衛生学、周手術期医学、個人用防護具学、

演習】 

感染制御学特論Ⅱ【臨床微生物検査学】 

感染制御看護学特論 

職業感染制御学 

殺菌消毒薬学 

４ 

 

２ 

２ 

２ 

２ 
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周手術医

療安全学

領域 

周手術医療安全学特論Ⅰ【周手術感染制御学・周手術滅

菌消毒学・手術環境微生物学】 

周手術医療安全学特論Ⅱ【周手術臨床安全工学・周手術

医療安全マネジメント学・手術環境安全学】 

組織の経済学 

疫学・保健統計論 

感染制御学特論Ⅰ【洗浄・消毒・滅菌学、ファシリティ・マネジ

メント学、手指衛生学、周手術期医学、個人用防護具学、

演習】 

感染制御学特論Ⅱ【臨床微生物検査学】 

職業感染制御学 

殺菌消毒薬学 

１ 

 

１ 

 

２ 

２ 

４ 

 

２ 

２ 

２ 

滅菌供給

管理学領

域 

滅菌供給管理学特論Ⅰ【医療機器の洗浄、各種滅菌法】 

滅菌供給管理学特論Ⅱ【医療機器の洗浄・滅菌のモニタ

リングとバリデーション、滅菌物の保管と運用】 

２ 

２ 

 

医療栄養

学領域 

 

 

 

 

 

 

 

臨床栄養学特論 

臨床栄養学演習 

ライフステージ栄養学特論 

ライフステージ栄養学特論演習 

医療薬学特論 

臨床消化器特論 

医療食品衛生学 

公衆栄養学特論 

公衆栄養学特論演習 

生体防御機能論 

ニュートリションサポートチーム特論 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

情報その

他領域 

 

医療情報コミュニケーター論 

医療情報テクノロジー特論 

医療知識処理論 

死生学概論 

２ 

２ 

２ 

２ 

研究演習 
研究演習Ⅰ 

研究演習Ⅱ 

４ 

４ 
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［別表１－２］授業科目（医療保健学研究科修士課程） 

(平成 28年度入学生から平成 30年度入学生まで適用) 

授業科目名 単位数 

必修科目 

医療保健管理学 

総合人間栄養学特論 

安全管理情報学 

サーベイランス特論 

医療経営特論 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

選択科目 

看護マネ

ジメント

学領域 

組織の経済学 

疫学・保健統計論 

看護マネジメント特論Ⅰ【人材育成】 

看護マネジメント特論Ⅱ【看護情報のマネジメント】 

看護マネジメント特論Ⅲ【人材活用】 

看護マネジメント特論Ⅳ【質保証、リスクマネジメント、クリティカルパス論】 

ケアマネジメント特論 

精神保健学 

看護政策論 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

１ 

看護実践

開発学領

域 

看護実践開発特論Ⅰ【看護実践構築論】 

看護実践開発特論Ⅱ【対象看護開発論】 

看護実践開発特論Ⅲ【広域ケア開発論】 

看護実践開発特論Ⅳ【看護実践発信論】 

看護実践研究方法論 

看護学教育指導論 

看護学教育指導演習 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

助産学領

域 

臨床助産学特論 

臨床助産学演習 

助産学教育特論 

助産学教育演習 

助産学特論Ⅰ【リプロダクティブヘルス／ライツ】 

助産学特論Ⅱ【ウイメンズヘルス】 

助産学特論Ⅲ【母子保健活動論】 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

感染制御

学領域 

周手術医

療安全学

領域 

滅菌供給

管理学領

域 

感染制御学・周手術医療安全学・滅菌供給管理学 特論

Ⅰ【洗浄・消毒・滅菌学、ファシリティ・マネジメント

学、手指衛生学、周手術期医学、個人防護具学、歯科領

域感染制御、演習】 

４ 

感染制御

学領域 

感染制御学特論Ⅱ【臨床微生物検査学】 

感染制御マネジメント学特論 

職業感染制御学 

殺菌消毒薬学 

２ 

２ 

２ 

２ 
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周手術医

療安全学

領域 

周手術医療安全学特論Ⅱ【周手術臨床安全工学・周手術

医療安全マネジメント学・手術環境安全学】 

 

１ 

 

 

滅菌供給

管理学領

域 

滅菌供給管理学特論Ⅱ【各種滅菌法・医療機器の洗浄・

滅菌のモニタリングとバリデーション、滅菌物の保管と

運用】 

２ 

 

医療栄養

学領域 

臨床栄養学特論 

臨床栄養学演習 

ライフステージ栄養学特論 

ライフステージ栄養学特論演習 

医療薬学特論 

臨床消化器特論 

医療食品衛生学 

公衆栄養学特論 

公衆栄養学特論演習 

生体防御機能論 

ニュートリションサポートチーム特論 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

医療保健

情報学領

域 

医療情報コミュニケーター論 

医療情報テクノロジー特論 

医療知識処理論 

死生学概論 

２ 

２ 

２ 

２ 

研究演習 
研究演習Ⅰ 

研究演習Ⅱ 

４ 

４ 
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［別表１－３］授業科目（医療保健学研究科修士課程） 

(平成 31年度入学生から適用) 

授業科目名 単位数 

総
合
領
域
科
目 

必修 

医療保健・管理概論 

学術コミュニケーション特論 

研究方法特論Ⅰ【研究リテラシー】 

研究方法特論Ⅱ【量的研究方法論】 

２ 

２ 

２ 

２ 

選択 

研究方法特論Ⅲ【統計解析実践論】 

研究方法特論Ⅳ【質的研究方法論】 

臨床教育方法特論 

医療薬学特論 

死生学概論 

１ 

１ 

１ 

２ 

２ 

専
門
領
域
科
目 

看
護
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
学
領
域 

必
修 

看護マネジメント特論Ⅰ【経営組織論】 

看護マネジメント特論Ⅱ【経営戦略論】 

２ 

２ 

選
択 

看護マネジメント特論Ⅲ【人材育成・活用論】 

看護マネジメント特論Ⅳ【医療の質保証】 

看護政策論 

ダイバーシティマネジメント論 

看護マネジメント研究演習【質的研究】 

２ 

１ 

１ 

１ 

１ 

看
護
実
践
開
発
学
領
域 

必
修 

看護実践開発特論Ⅰ【看護実践構築論】 

看護実践開発特論Ⅱ【対象看護開発論】 

２ 

２ 

選
択 

看護実践開発特論Ⅲ【広域ケア開発論】 

看護実践開発特論Ⅳ【看護実践発信論】 

看護実践研究方法論 

２ 

２ 

２ 

助
産
学
領
域 

必
修 

臨床助産学特論 

臨床助産学演習 

助産学教育特論 

助産学教育演習 

助産学特論Ⅰ【ウィメンズヘルス】 

助産学特論Ⅱ【母子保健活動論】 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 
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専
門
領
域
科
目 

感
染
制
御
学
領
域
・
滅
菌
供
給
管
理
学
領
域 

・
周
手
術
医
療
安
全
学
領
域 

必
修 

感染制御学総論 

感染制御学輪講 

微生物学総論 

感染制御学研究特論Ⅰ 

感染制御学研究特論Ⅱ 

感染制御学研究特論Ⅲ 

感染制御学研究特論Ⅳ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

２ 

２ 

選
択 

実践感染制御学Ⅰ【感染制御マネジメント論】 

実践感染制御学Ⅱ【医療機器・消毒薬等の管理論】 

臨床微生物学特論 

医療機器学特論 

周手術医療安全管理学特論 

２ 

１ 

１ 

１ 

１ 

医
療
栄
養
学
領
域 

必
修 

臨床消化器特論 

人間栄養学特論 

２ 

２ 

選
択 

医療食品衛生学 

生体防御機能論 

臨床栄養学特論 

臨床栄養学演習 

ニュートリションサポートチーム特論 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

医
療
保
健
情
報
学
領
域 

必
修 

ヘルスインフォマティクス特論Ⅰ【臨床情報処理論】 

ヘルスインフォマティクス特論Ⅱ【医療保健情報システ

ム論】 

２ 

２ 

選
択 

ヘルスインフォマティクス特論Ⅲ【医療経営構想論】 

ヘルスインフォマティクス特論Ⅳ【医療知識処理論】 

ヘルスインフォマティクス特論Ⅴ【薬剤情報特論】 

２ 

２ 

２ 

研究演習 必
修 

研究演習Ⅰ 

研究演習Ⅱ 

４ 

４ 
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［別表２-１］授業科目（看護学研究科修士課程看護学専攻高度実践看護コース） 

（平成２２年度入学生限り適用）＜削除＞ 

 

［別表２-２］授業科目（看護学研究科修士課程看護学専攻高度実践看護コース） 

（平成２４年度入学生まで適用）＜削除＞ 

 

［別表２-３］授業科目（看護学研究科修士課程看護学専攻高度実践看護コース） 

（平成２５年度及び平成２６年度入学生限り適用）＜削除＞ 

 

［別表２-４］授業科目（看護学研究科修士課程看護学専攻高度実践看護コース） 

（平成２７年度入学生から適用） 

 

科 目 

配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

クリティカルＮＰ特論 １  １  １５ 

人体構造機能論 ２  ２  １５ 

クリティカル疾病特論 ２  ２  ３０ 

診察・診断学特論（包括的健康アセスメント） ２  ２  １５ 

フィジカルアセスメント学演習 ２  ２  ３０ 

臨床推論 ３  ３  ３０ 

診断のためのＮＰ実践演習 ２  ２  ３０ 

臨床薬理学特論 ２  ２  １５ 

治療のためのＮＰ特論 ２  ２  １５ 

治療のためのＮＰ実践演習 ４  ４  ３０ 

統合演習 １   １ ３０ 

統合実習 １７   １７ ４５ 

医療倫理特論 １  １  １５ 

コンサルテーション・インフォームドコンセント特論 １  １  １５ 

チーム医療とスキルミックス １  １  １５ 

医療安全特論 １  １  １５ 

政策医療特論 １  １  １５ 

ラボラトリー・メソッド特論  ２ ２  １５ 

保健医療福祉システム特論  ２ ２  １５ 

看護教育学特論  ２ ２  １５ 

看護管理学特論  ２ ２  １５ 
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科 目 

配当年次及び単位数 １単位 

当たりの

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

研究特論 ２  ２  １５ 

原著論文講読 ２  ２  ３０ 

課題研究 ５  ５ ３０ 

計 ５４ ８ ３９ ２３  

※NP：Nurse Practitioner(ナース・プラクティショナー) 
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［別表２-５］授業科目（看護学研究科修士課程看護学専攻高度実践助産コース） 

（平成２６年度入学生まで適用）＜削除＞ 

 

［別表２-６］授業科目（看護学研究科修士課程看護学専攻高度実践助産コース） 

（平成２７年度入学生限り適用）＜削除＞ 

 

［別表２-７］授業科目（看護学研究科修士課程看護学専攻高度実践助産コース） 

（平成２８年度入学生から適用） 

 

科 目 

配当年次及び単位数 １単位 

当たりの 

時間数 

必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

基
礎
助
産
学 

家族社会学特論  １ １  １５ 

乳幼児の成長発達論  １ １  １５ 

助産フィジカルアセスメント学演習  １ １  ３０ 

助
産
診
断

技
術
学 

助産臨床推論 １  １  １５ 

助産診断・技術学特論 ３  ３  １５/３０ 

生
殖
健
康
学 

ウイメンズヘルス特論 １  １  １５ 

ウイメンズヘルス演習 ２  ２  ３０ 

不妊症・遺伝看護学特論  １ １  １５ 

国際助産学特論  １ １  １５ 

助
産 

管
理
学 

地域助産活動論 ２  ２  １５ 

実
践
助
産
学 

助産実践力強化演習 ３   ３ ３０ 

ＥＢＰＭ探究論 

（エビデンスに基づいた助産実践） 
１  １  １５ 

助産所実習 ６  ６ ４５ 

共
通
科
目 

医療倫理特論 １  １  １５ 

ラボラトリー・メソッド特論  ２ ２  １５ 

保健医療福祉システム特論  ２ ２ １５ 

看護教育学特論  ２ ２ １５ 

看護管理学特論  ２ ２ １５ 

研
究 

研究特論 ２  ２  １５ 

助産学特別研究 ８  ８ ３０ 

計 ３０ １３ ２０ ２３  
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［別表２-８］授業科目（看護学研究科修士課程看護学専攻高度実践助産コースの 

うち助産師国家試験受験資格取得を目指す者） 

（平成２６年度入学生まで適用）＜削除＞ 

 

［別表２-９］授業科目（看護学研究科修士課程看護学専攻高度実践助産コースの 

うち助産師国家試験受験資格取得を目指す者） 

（平成２７年度入学生限り適用）＜削除＞ 

 

［別表２-１０］授業科目（看護学研究科修士課程看護学専攻高度実践助産コース

のうち助産師国家試験受験資格取得を目指す者） 

（平成２８年度入学生から適用） 

 

科 目 

配当年次及び単位数 
１単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

基
礎
助
産
学 

助産学概論 １  １  １５ 

生殖機能学（正常・異常） ２  ２  １５ 

助産薬理学特論 １  １  １５ 

助産栄養学特論  １  １  １５ 

家族社会学特論   １ １  １５ 

乳幼児の成長発達論   １ １  １５ 

助産フィジカルアセスメント学演習 １  １  ３０ 

助
産
診
断
技
術
学 

助産臨床推論 １  １  １５ 

妊娠期診断・技術学 ２  ２  １５/３０ 

分娩期診断・技術学 ２  ２  １５/３０ 

産褥期診断・技術学 ２  ２  １５/３０ 

新生児期診断・技術学 ２  ２  １５ 

助産診断・技術学特論 ３  ３  １５/３０ 

生
殖
健
康
学 

ウイメンズヘルス特論 １  １  １５ 

ウイメンズヘルス演習 ２  ２  ３０ 

不妊症・遺伝看護学特論  １ １  １５ 

国際助産学特論  １ １  １５ 

助
産 

管
理
学 

助産管理学特論 ２  ２  １５ 

地域助産活動論 ２  ２  １５ 

母
子 

保
健
学 

地域母子保健学特論 １  １  １５ 
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科 目 

配当年次及び単位数 
１単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

実
践
助
産
学 

助産学基礎実習 ４  ４  ４５ 

助産実践力開発実習 ４  ４  ４５ 

助産実践力発展実習 ３   ３ ４５ 

ＥＢＰＭ探究論 
（エビデンスに基づいた助産実践） 

１  １  １５ 

地域助産学実習 ６  ６ ４５ 

共
通
科
目 

医療倫理特論 １  １  １５ 

ラボラトリー・メソッド特論  ２ ２  １５ 

保健医療福祉システム特論  ２ ２ １５ 

看護教育学特論  ２ ２ １５ 

看護管理学特論  ２ ２ １５ 

研
究 

研究特論 ２  ２  １５ 

課題研究 ５  ５ ３０ 

計 ５２ １２ ４４ ２０  
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[別表２－１１]看護学研究科修士課程高度実践公衆衛生看護コース 

（平成３１年度入学生から適用） 

 

科 目 授業科目 

配当年次及び単位数 
１単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

共
通
科
目 

医療倫理特論 １  １  １５ 

ラボラトリー・メソッド特論 ２  ２  １５ 

保健医療福祉システム特論 ２  ２  １５ 

看護政策特論  １ １  １５ 

政策医療特論  １ １  １５ 

地域母子保健学特論  １ １  １５ 

地域保健学特論Ⅰ  ２ ２  １５ 

保健統計学 ２  ２  １５ 

専
門
科
目 

基
礎
公
衆
衛
生
看
護
学 

公衆衛生看護学概論 ２  ２  １５ 
コミュニティアセスメント論 １  １  １５ 
公衆衛生看護活動論Ⅰ（対象別活動論） ２  ２  １５ 

公衆衛生看護活動論Ⅱ（タスク別方法論） ２  ２  １５ 
公衆衛生危機管理論 １  １  １５ 
感染症マネジメント １  １  １５ 
ソーシャルマーケティング １  １  １５ 
住まいつくり論 １  １  １５ 
健康教育方法論 １  １  １５ 
産業保健学 １  １  １５ 
学校保健学 １  １  １５ 
国際保健学 １  １  １５ 
コミュニティアセスメント演習 １  １  ３０ 

応
用
公
衆
衛
生

看
護
学 

疾病予防看護学特論 ２  ２  １５ 
自立支援教育特論 ２  ２  １５ 
自立支援教育特論演習Ⅰ ２  ２  ３０ 
自立支援教育特論演習Ⅱ ２   ２ ３０ 

基
礎
疫
学
・

保
健
統
計
学 

医療保健疫学 ２  ２  １５ 

応
用
疫
学
・

保
健
統
計
学 

医療保健疫学演習 ２  ２  ３０ 
保健統計学演習 ２  ２  ３０ 
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科 目 授業科目 

配当年次及び単位数 
１単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

専
門
科
目 

保
健
医
療
福

祉
政
策
論 

公衆衛生関連法規 ２  ２  １５ 
行政論 １  １  １５ 
公共政策論 ２  ２  １５ 

公
衆
衛
生
看
護

学
実
習 

公衆衛生看護学実習Ⅰ ４  ４  ４５ 
公衆衛生看護学実習Ⅱ １  １  ４５ 
地域包括ケア実習 １   １ ４５ 
地域診療所実習 １   1 ４５ 

研究 
研究特論 ２  ２  １５ 
課題研究 ５   ５ ３０ 

計 ５６ ５ ５２ ９  
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［別表２-１２］授業科目（看護学研究科修士課程看護科学コース） 

      （平成２６年度入学生限り適用）＜削除＞ 

 

［別表２-１３］授業科目（看護学研究科修士課程看護科学コース） 

       （平成２７年度入学生から適用） 

 

科 目 授業科目 

配当年次及び単位数 
１単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

共
通
科
目 

研究特論 ２  ２  １５ 

看護理論  ２ ２  １５ 

医療倫理特論  １ １  １５ 

看護政策特論  １ １  １５ 

ラボラトリー・メソッド特論  ２ ２  １５ 

保健医療福祉システム特論  ２ ２  １５ 

専
門
科
目 

看
護
基
盤
科
学
領
域 

健康生命科学特論Ⅰ 

健康生命科学特論Ⅱ 
 

２ 

２ 

２ 

２ 
 

１５ 

１５ 

精神保健学特論Ⅰ 

精神保健学特論Ⅱ 
 

２ 

２ 

２ 

２ 
 

１５ 

１５ 

看護教育学特論Ⅰ 

看護教育学特論Ⅱ 
 

２ 

２ 

２ 

２ 
 

１５ 

１５ 

看護基盤科学演習Ⅰ 

看護基盤科学演習Ⅱ 
 

２ 

２ 

２ 

 

 

２ 

３０ 

３０ 

臨
床
看
護
学
領
域 

小児看護学特論Ⅰ 

小児看護学特論Ⅱ 
 

２ 

２ 

２ 

２ 
 

１５ 

１５ 

母性看護学特論Ⅰ 

母性看護学特論Ⅱ 
 

２ 

２ 

２ 

２ 
 

１５ 

１５ 

成人・老年看護学特論Ⅰ 

成人・老年看護学特論Ⅱ 
 

２ 

２ 

２ 

２ 
 

１５ 

１５ 

臨床看護学演習Ⅰ 

臨床看護学演習Ⅱ 
 

２ 

２ 

２ 

 

 

２ 

３０ 

３０ 

応
用
看
護
学

領
域 

看護管理学特論Ⅰ 

看護管理学特論Ⅱ 
 

２ 

２ 

２ 

２ 
 

１５ 

１５ 

地域保健学特論Ⅰ 

地域保健学特論Ⅱ 
 

２ 

２ 

２ 

２ 
 

１５ 

１５ 
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科 目 授業科目 

配当年次及び単位数 
１単位 

当たりの 

時間数 
必
修 

選
択 

１
年
次 

２
年
次 

専
門
科
目 

応
用
看
護
学

領
域 

放射線保健学特論Ⅰ 

放射線保健学特論Ⅱ 
 

２ 

２ 

２ 

２ 
 

１５ 

１５ 

応用看護学演習Ⅰ 

応用看護学演習Ⅱ 
 

２ 

２ 

２ 

 

 

２ 

３０ 

３０ 

特別研究 
保健統計学 ２  ２  １５ 

特別研究 １０  １０ ３０ 
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［別表３］授業科目（和歌山看護学研究科看護学専攻修士課程） 

 

授業科目名 単位数 

  

共
通
科
目 

必
修 

理論看護学 2 

看護倫理 2 

看護研究方法Ⅰ 2 

看護研究方法Ⅱ 2 

選
択 

英語文献講読 2 

組織管理論 2 

看護教育論 2 

ヘルスケアシステム論 2 

国際関係論 2 

 

専
門
科
目 

包
括
ケ
ア 

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
学
領
域 

選
択 

包括ケアマネジメント学特論Ⅰ 2 

包括ケアマネジメント学特論Ⅱ 2 

包括ケアマネジメント学演習Ⅰ 2 

包括ケアマネジメント学演習Ⅱ 2 

包
括
ケ
ア 

実
践
学
領
域 

包括ケア実践学特論Ⅰ 2 

包括ケア実践学特論Ⅱ 2 

包括ケア実践学演習Ⅰ 2 

包括ケア実践学演習Ⅱ 2 

包
括
ケ
ア 

教
育
学
領
域 

包括ケア教育学特論Ⅰ 2 

包括ケア教育学特論Ⅱ 2 

包括ケア教育学演習Ⅰ 2 

包括ケア教育学演習Ⅱ 2 

特別研究 必
修 

特別研究(修士論文) 8 
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［別表４］授業科目（医療保健学研究科博士課程） 

 

授業科目名 単位数 

必修科目 特別講義 ２ 

 

研究演習 

 

特別研究Ⅰ 

特別研究Ⅱ 

特別研究Ⅲ 

２ 

４ 

２ 

 

［別表５］授業科目（看護学研究科博士課程） 

 

科目 授業科目 単位数 配当年次 

専
門
科
目 

成
育
看
護
学 

生活支援看護学 ２ １ 

発達看護学 ２ １ 

生殖看護学 ２ １ 

地
域
環
境
保
健
学 

災害保健学 ２ １ 

環境保健学 ２ １ 

精神保健学 ２ １ 

放射線保健学 ２ １ 

特別研究 特別研究 ８ １～３ 
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東京医療保健大学 第 2期中期目標・計画 

（平成 29年度～平成 33年度） 

中期目標 計  画 

東京医療保健大学の基本的な目標 

東京医療保健大学は、「科学技術に基づく正確な医療保健の学問的教育・

研究及び臨床活動」、「寛容と温かみのある人間性と生命に対する畏敬の念

を尊重する精神」を建学の精神及び教育理念とし、医療分野において特色

ある教育研究を実践することで時代の求める高い専門性及び豊かな人間

性と幅広い教養並びに高い倫理性を備え、これからの社会が抱える様々な

課題に対して新しい視点から総合的に探求し解決することのできる人材

の育成を目的としている。 

本学は、この建学の精神及び教育理念に基づき、学生中心の教育を実現す

るため、次の 3つの基本的目標を定める。 

1. ますます高度化する医療保健活動に対応し、グローバルな視点で活動

できる高度な知識・技術を持った専門職の育成を図る。

2. 医療保健活動のチーム化を踏まえ、他の専門職と協調して医療保健活

動を遂行できる優れたチーム医療人の育成を図る。

3. 医療保健活動の原点とも言うべき「現場」に根付き、「現場」に興味

を持ち、「現場」を愛し優れた実践力を持った医療人の育成を図る。

これらの基本的目標を達成するために、東京医療保健大学は、不断に 

点検・評価を行い、その結果を大学の充実・発展につなげるとともに、 

社会的責任を果たすこととする。 

中期目標の期間は、平成 29年度(平成 29年 4月 1日)～平成 34年度(平成

34年 3月 31日)(5 年間)とする。 

【資料 1-9】
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中期目標 計  画 

1. 理念・目的 

(1)大学・学部・研究科等の理念・目的について、大学構成員及び社会への

周知を図る。 

 

 

 

 

 

 

(2)大学・学部・研究科等の理念・目的に基づき適切な教育研究等を行い、

有為な人材の育成を図る。 

 

 

 

(3)建学の精神及び教育理念に基づき、急速な高齢社会や地域包括医療等 

医療が複雑化・高度化していく中、高度な医療人材養成のニーズに対応 

し、積極的に教育研究活動を展開していく上で必要な「ビジョン」を 

策定し取組を推進する。 

 

 

2. 内部質保証 

自己点検・評価、情報公開及び法令遵守に関する実施体制等内部質保証に

関する全学的なシステムの下に適切な実施を図るとともに、教育研究活動

に関する社会的責任を積極的に果たす。 

 

1. 理念・目的 

【1】大学・学部・研究科等の理念・目的の周知を図る。 

・大学・学部・研究科等の理念・目的については、学則、履修案内等に 

明記するとともに、学生に対し新入生及び各学年のガイダンスにおける 

履修説明等において周知を図る。また教職員は学内LAN、デスクネッツ 

等で周知徹底を図る。 

・社会への周知は、大学案内・学生募集要項等に理念・目的等を明記する 

とともに、本学のウェブサイト等において公表する。 

 

【2】大学・学部・研究科等の理念・目的に基づき適切な教育研究等を行い、 

有為な人材の育成が図られているか、定期的に点検・評価及び検証を行 

いその結果について外部評価を実施し公表する。また、より適切なもの 

となるよう外部評価結果を踏まえ教育研究等の改善・充実を図る。 

 

【3】本学は開学10年を経過し新たな10年に向けてスタートしたが、昨今に 

おける大学を取り巻く状況、特に医療系大学における人材養成に対する 

社会の期待に応えた教育研究を展開していくため、本学の建学の精神・ 

教育理念に基づき明るく夢と活力に満ちた「ビジョン」を策定し、その 

具体化を踏まえて中期目標・計画の再検討を行う。 

 

2. 内部質保証 

【4】本学の建学の精神、理念・目的を踏まえて教育研究活動状況に関する 

全学的な内部質保証の責任ある推進体制として、学長、副学長・学科長、 

有識者で構成する「内部質保証推進会議（仮称）」を設置し内部質保証 

のための全学的な方針、手続等について定め推進していく。 



 3 

中期目標 計  画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 教育研究組織 

本学の建学の精神及び理念・目的を実現するために適切な教育研究組織を

設置するとともに、社会の要請に応え教育研究組織の一層の充実・発展を

図る。 

また本学は、平成 30 年度に初めて東京地域以外に、地域に根ざした医療

専門職を育成するため和歌山看護学部及び千葉看護学部を新設する。 

これに伴い、大学における看護師養成数について全国的に大規模校となる

が、それぞれの学部の教育目的・教育目標における独自性を発揮し先進的

な取組を積極的に推進していく。この取組において、我が国の大学におけ

 ・内部質保証の目的、内部質保証推進のための役割分担（各学部・ 

学科・研究科等の役割等）、教育の企画・設計、運用、検証及び改善の 

行動指針（PDCAサイクルの運用プロセス等）について策定し推進する。 

・3 つの方針（学位授与の方針、教育課程編成・実施の方針、入学者 

受け入れの方針）に基づく教育研究活動の状況について、定期的な自己 

点検・評価及び外部有識者による評価を行い、その結果を改善・充実に 

反映させるとともに状況について公表する。また、毎年度の決算状況・ 

監査報告内容等の財務状況を公表するとともに教育研究活動のデータ 

ベース化を推進し東京医療保健大学紀要等に掲載し公表する。 

・内部質保証システムの推進について、定期的に理事会・評議員会及 

び大学経営会議に報告し会議での意見・提言等を踏まえて、本学の管理 

運営及び教育研究活動等の適切な実施を図る。 

・本学の建学の精神及び理念・目的を実現するために実施する平成 29 年

度から平成 33 年度までの 5 年間の中期目標・計画について、毎年度の

取組を着実に実施しその状況を公表するとともに、最終年度終了後には

5年間の達成状況をウェブサイトに公表する。 

 

3. 教育研究組織 

【5】本学の建学の精神、理念・目的の実現、社会の要請に対応するために 

適切な教育研究組織等を整備していく。また教育研究組織の適切性及び 

整備状況について、定期的に自己点検・評価による検証及び外部有識者 

による評価を実施するとともにその結果を踏まえ教育研究組織の整備・ 

充実を図る。 

①医療保健学部、大学院医療保健学研究科 

NTT 東日本関東病院との連携協力により、医療保健学部（看護学科、 

医療栄養学科、医療情報学科）及び大学院医療保健学研究科修士課程・
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中期目標 計  画 

る看護師養成教育の充実・発展に寄与する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

博士課程において設置の趣旨を十分活かし実践的な教育研究を着実に

行うとともに、教育研究体制の整備・充実を図る。 

②東が丘・立川看護学部、大学院看護学研究科 

独立行政法人国立病院機構との連携協力により、東が丘・立川看護学部

及び大学院看護学研究科修士課程・博士課程において設置の趣旨を十分

活かし教育研究を着実に履行するとともに、国立病院機構との連携協力

を一層強化し教育研究体制の整備・充実を図る。 

③和歌山看護学部（平成30年度開設） 

和歌山県、和歌山市及び日本赤十字社和歌山医療センターとの連携 

協力により、和歌山看護学部において設置の趣旨を十分活かし教育研究 

を着実に履行するとともに、和歌山県、和歌山市及び日本赤十字社和歌 

山医療センターとの連携協力を一層強化し教育研究体制の整備・充実を 

図る。 

④千葉看護学部（平成30年度開設） 

独立行政法人地域医療機能推進機構(JCHO)との連携協力により、 

千葉看護学部において設置の趣旨を十分活かし教育研究を着実に 

履行するとともに、JCHOとの連携協力を一層強化し教育研究体制の 

整備・充実を図る。 

⑤各看護学科の独自性を踏まえた教育研究の先進的な取組 

平成30年度に看護師養成教育を4学部（医療保健学部、東が丘・立川 

看護学部、和歌山看護学部、千葉看護学部）で実施する体制となるが、

それぞれ教育目的・教育目標に基づく独自性を活かしつつ、対話と連携

を図り、相互に刺激し合い切磋琢磨して行く中で、多様性を尊重し本学

の強み・特色を発揮しつつ教育研究を高度化し先進的な取組を推進して 

いく。この取組において、我が国の大学における看護師養成教育の 

充実・発展に寄与していく。 
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中期目標 計  画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 教育課程・学習成果 

(1)本学の理念・目的に基づき、医療分野において特色ある教育研究を実践

することで時代の求める高い専門性及び豊かな人間性と幅広い教養を備

え、これからの社会が抱える様々な課題に対して、新しい視点から総合

的に対応し解決できる人材を育成するため「教育課程編成・実施の方針」

に基づき、授業科目を適切に開設し教育課程を体系的に編成するととも

に、知識の展開力を重視した教育、学生の主体性を尊重する教育を実施

する。また学習意欲を高めるために適切な履修指導を行う。 

 

 ⑥国際的通用性の高い教育研究の組織的な推進 

 本学の建学の精神及び教育理念に基づき、実践を重視した教育研究の 

充実・発展を図るため「国際交流に関する基本方針」により国際的通用

性の高い教育研究を組織的に推進する。 

具体的には、国内外において医療の国際化や多様性が進む中、海外先進

国のチーム医療や地域医療における実践的な学びを通して、高度な専門

性等を養う教育研究を推進する。 

・国際交流センターにおいて、以下の取組を推進する。 

・学生及び教職員を海外実習や海外研修・学会等に派遣 

・国際交流協定を締結し海外大学等から留学生・教職員を受入 

・国際共同研究プロジェクトへの参画 

・感染制御学研究センターにおいて、医療現場の地球規模で関心となって

いる感染の制御に関わる教育研究の充実・発展を図るため、基礎・応用

研究を行い国内外の感染制御に貢献するとともに、感染制御を目指した

新たな学問拠点の形成を図る。さらに大学院の教育研究において医療 

現場等の感染制御関連分野で活躍する人材の育成を図る。 

 

4. 教育課程・学習成果 

【6】(1)学士課程における取組 

本学の理念・目的に基づき、質の高い医療人に必要とされる豊かな人間

性を育み、様々な角度から物事を見て、多様な現場で実践的な力を培う

「教養の力」を身に付け、健全な倫理観を持ち「知識・技術・心」を 

兼ね備えた医療専門職を育成する教育を推進する。具体的には、 

・臨床現場で、相手の気持ちを理解し思いやりと誠意を持って接する 

ことができる、寛容で温かみのある人間性、生命を尊重する心を養う 

ため、科目区分を「いのち・人間（心理学、哲学、文学、生命倫理学 
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中期目標 計  画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

等を含む）」「社会科学（経済学、社会学、法学、国際関係論等を 

含む）」等の教養を重視した区分とするとともに、各種外国語教育 

や海外研修等国際感覚を養うプログラムを編成し、グローバル化が 

進む医療現場で必要とされる異文化理解や語学力、コミュニケー 

ション能力を修得させる。 

・上記の教養の力を身に付け「チーム医療」の充実という時代の要請に 

応えるため「医療のコラボレーション教育」を導入し、医療現場で 

チームケアを実践し、他の専門職と協調して優れたチーム医療を実践 

できる力を身に付けさせる。 

・また課題解決型教育を積極的に推進し、社会が抱える多様な課題に主体 

的に対処できる力を身に付けさせる。 

・このため、授業においては学生が主体的に学習するアクティブ・ 

ラーニングを積極的に行うとともに、ICT の利活用を積極的に推進し 

学生の能動的な学習を促すため教育内容・方法の充実を図る。また、 

取組状況についてはアクティブ・ラーニング実施委員会、内部質保証 

推進会議において検証し不断に見直し・改善を図る。 

・学生が卒業後自らの資質を向上させ、社会的及び職業的自立を図るため

医療・福祉・健康分野への興味・関心を持たせることを主眼に、産業界

との連携により企業活動の現場を知り知識・技能・態度を育めるよう、

ポートフォリオを活用する等豊かな人生設計に資する観点から、キャリ

ア教育に関する課程及び教育内容の充実・強化を図る。 

また、インターンシップの推進を通じて職業的自立に寄与していく。 

・本学の学生は、医療専門職として自立するため各種国家試験等に合格 

することが求められることから適切な学習支援対策を講ずる。 

・学士課程教育における教養教育、専門教育及びその学習成果について、

学長のリーダーシップの下、全学教学マネジメント体制において不断に
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中期目標 計  画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

点検・評価、検証を行いその結果を踏まえ見直し・改善を図る。 

特に看護教育においては、今後の医療分野において地域包括医療が重要

となっており、このため、一つの学問分野だけでなく複数の学問分野を

学修することが求められ、知の基盤形成に資する教養教育の在り方に 

ついて適切に対応する。 

①医療保健学部看護学科における取組 

・保健・医療・福祉の現場で協働できる人材、医療の高度化や社会・環境

の変化に柔軟に対応し新しい価値を創造できる人材、人と生活を大切に

その人らしさを尊重した看護を実践できる人材の育成を目指して教育

内容等の充実を図る。 

②医療保健学部医療栄養学科における取組 

・在宅医療や生活習慣病等新しい時代のニーズに合った医療を意識した 

管理栄養士、チーム医療において栄養学分野の高度専門職として他の 

関連専門職とともに的確に責務を果たせる栄養サポートチームの中核 

として活躍できる人材、「食と健康」に関する知識をより深く追求する 

意欲を持つ専門職、の育成を目指し教育内容の充実を図る。 

③医療保健学部医療情報学科における取組 

 ・急速に情報化が推進している医療・ヘルスケア分野において、情報処理

技術に精通し、医療・健康に関わるデータを収集・分析し、医療安全の

向上や医療・健康の質向上に活用するだけでなくこれらの知識と技術を

用いて医療・ヘルスケア分野のシステム構築ができる専門職の育成を 

目指し教育内容の充実を図る。 

④東が丘・立川看護学部看護学科における取組 

・看護実践能力、自己啓発能力及びキャリア開発能力を備え、高度な判断

と実践ができる国際的視野を持った tomorrow's Nurse の育成を目指し

教育内容の充実を図るとともに、臨地現場での実践力を発揮できるよう
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中期目標 計  画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)社会からの信頼に応え、求められる学習成果を確実に達成する学士課程

教育の質の向上を図る。 

 

 

 

 

実習及び学内演習の充実を図る。 

⑤和歌山看護学部看護学科における取組（平成 30年度開設） 

・「看護実践能力」、「課題対応力」及び「自己教育力」の３つの能力を 

備え、変化する時代・社会を幅広く見据えながら、自律した専門職と 

して豊かな人間性と倫理観、高い看護実践能力をもち、発展的に地域 

社会の看護を創造しうる看護職の育成を目指し教育内容の充実を図る。 

⑥千葉看護学部看護学科における取組（平成 30年度開設） 

・確かな情報収集力と倫理観をもとに創造力を伸張し、高度な看護アセス

メント能力と看護技術を持ちながら自己研鑽し続けることができ、地域

で暮らす人々の生活を見据えた看護ケアを提供しうる看護職の育成を

目指し教育内容の充実を図る。 

(2)助産学専攻科における取組 

・周産期医療に対する高度な専門知識を持ち、問題解決能力・判断力は 

もとより、実践力を基礎にし、そのスキルを持って母子健康の向上に 

貢献できる助産師の育成を図るため、助産診断技術学・助産学実習等の 

充実を図る。 

・適切な学習支援により助産師国家試験受験資格及び受胎調節実地指導員

受験資格を取得するとともに、新生児蘇生法一次コース修了認定証等の

取得を目指す。 

 

【7】PDCA(Plan(計画)、Do(実施・実行)、Check(点検・評価)、Act(改善) 

サイクルに基づく全学的な教学マネジメント体制（内部質保証、IR 機 

能等）により、学士課程教育の改善・充実を図るとともに、教育の質の 

向上に取り組む。 

・社会の変化に応じ実効性をもって教育を質的に転換していくためには、

入学から卒業までを一貫した教育活動と捉え、３つの方針を有機的連携
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中期目標 計  画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)研究科修士課程及び博士課程においては、各指導教員の役割分担と連携

体制を明確にして指導教員間の綿密な協議に基づき体系的な大学院教育

を行うこととし、院生の質を保証する組織的な教育・研究指導体制の充

実を図る。また、博士課程においては、高い研究能力を持ってグローバ

ルに活躍する質の高い人材を育成するため、院生の質を保証する博士課

程教育の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

の下に運営し、多様な入学者の力を更に向上させるため、カリキュラム

構成の見直し、学生の能動的な学修を重視した指導方法の導入、学生の

学修時間増加に向けた指導、学修成果に係る評価の充実等に取り組む。 

・学習成果については、客観的に検証し明らかになった課題等をフィード

バックし新たな取組に反映させる。 

・初年次教育について、新入生に対し高校から大学に円滑に移行でき、 

在学中の学習及び人格的な成長の実現が可能となるよう総合的な教育 

プログラムに取り組む。 

・学生の課外活動の教育的意義を学則に明記するとともに、正課の授業の

他、学友会の活動、クラブ活動、地域等へのボランティア活動等課外 

活動への学生の積極的な参加を推進する。 

 

【8】研究科修士課程及び博士課程において、科学技術に基づく正確な医療 

保健の学問的教育・研究及び臨床活動を通じて、学際的・国際的視点 

から医療保健学を教授し、臨床現場における卓越した実践能力及び 

研究・教育・管理能力を有する高度専門職業人を育成するため、 

「教育課程編成・実施の方針」に基づいて、授業科目を適切に開設 

し教育課程を体系的に編成するとともに、院生の学習意欲を高める 

ため適切な教育方法・履修指導を実施する。 

①医療保健学研究科修士課程における取組 

・看護マネジメント学、助産学、看護実践開発学、感染制御学、周手術 

医療安全学、滅菌供給管理学、医療栄養学、医療保健情報学の各領域に

おいて、実践現場で役立つ研究課題を追求するとともに、現場の抱える

関連諸問題の解決に寄与する人材を育成するため、共通科目・各専門 

分野に応じた選択科目及び研究演習の充実を図る。 

また、修士課程の開設から10年が経過したことを契機に、学術の進展等 
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中期目標 計  画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に対応しカリキュラムの見直しを行い修士課程の充実を図る。 

②医療保健学研究科博士課程における取組 

・教育研究実践の高度化・専門化に対応し、我が国の医療現場において 

感染制御学、周手術医療安全学又は看護学の専門知識をもって中心的 

指導者として活躍できる人材の育成を図るため、感染制御学、周手術 

医療安全学又は看護学に関する特別講義及び特別研究・研究演習の充実 

を図る。 

③看護学研究科修士課程における取組 

・医療における高度な看護実践を担い救急医療等の迅速な医療を提供する 

 必要性に対応し医師や他の医療従事者とのスキルミックスにより権限の 

 委譲・代替を創出的に実践する能力を備えた人材の育成を図るため、 

 診察・診断学特論、医療安全特論、臨床薬理学特論、実践演習・統合 

実習等の充実を図る。 

・少子化が大きな課題になっている中で、性と生殖のキーパーソンとして 

活躍できる専門性の高い判断力と実践力を備えた助産師を養成するため 

に、課題解決型の教育内容の充実を図る。 

・看護教育・研究の担い手として、自然科学の研究の原理を理解し自らの 

看護学研究にその概念・手法を自在に活かせる能力を養うことを目指し、 

看護科学コースにおいては、特論、演習科目を充実させ、教育研究スキ 

ルを獲得させるための教育内容の充実を図る。 

④看護学研究科博士課程における取組 

看護学の発展・進化及び看護の更なる質向上を目指し、研究マインドを 

持って看護学の基礎教育に関わることができる研究・教育者を育成する 

ため、博士論文に相応しい研究を進めるための個別指導を通して研究・ 

開発能力の育成を図るとともに、幅広い視野をもった学生を育てるため 

領域を超えて全学生によるゼミナールを月 2 回の頻度で開催し情報の 
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中期目標 計  画 

 

 

 

(4)学習成果について、自己点検・評価、検証を行いその結果を踏まえて、

不断の教育課程及び教育方法等の改善・充実を図るとともに「学位授与

の方針」に基づき学位の授与（卒業・修了認定）を適切に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発信・伝達能力、ディベート能力の強化を図るなど教育内容の充実に 

取り組む。 

 

【9】毎年度、学生による授業評価や学生の学修及び生活に関する実態調査、 

卒業生へのアンケート調査を実施するとともに、教員によるFD活動を 

積極的に推進し「東京医療保健大学を語る会」における各教員からの 

教育方法等の工夫・改善等について意見交換を行う。また、各学科等 

のFD活動報告会等を実施するなど教育力の向上及び授業内容・方法の 

改善・充実を図る。 

・教育目標、「教育課程編成・実施の方針」及び「学位授与の方針」 

 の適切性、学習成果について自己点検・評価及び外部有識者による評価 

を実施し検証を行い、その結果等を踏まえて教育内容等の改善・充実を 

図る。また「学位授与の方針」に基づき、学位の授与（卒業・修了認定） 

を適切に行う。さらに科学と技術の進歩に合わせ、卒業生、修了生の 

再教育に努める。 

 ・GPA（Grade Point Average）制度を活用して、学部学生に対する厳格な

成績評価の実施を図る。 

 注）GPA制度：米国において一般に行われている成績評価方法。 

    授業科目ごとの成績評価を 5段階で評価し、それぞれに対して 

4・3・2・1・0 のグレード・ポイントを付与し、この単位当たり 

の平均を出す。卒業のためには通算の GPAが 2.0以上であること 

が必要とされ、3 セメスター連続して GPA が 2.0 未満の学生に 

対しては退学勧告がなされる。 

・各学部・各学科・各研究科の取組状況及び課題等について、以下の観点

から検証を行う。 
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中期目標 計  画 

 

 

 

 

 

 

5. 学生の受け入れ 

(1)本学の理念・目的及びそれに基づく「入学者受け入れの方針」について、

社会への周知に努めるとともに、時代の要請を把握しそれを踏まえて、

同方針について不断の見直し・改善を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)入学者選抜試験は公正かつ適切に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

・学科（研究科）の教育理念・目的に基づき、どのように教育に 

取り組んでいるか 

・授業において工夫・改善を図ったことについて 

・教育効果及び教育成果についてどのように検証を行っているか 

・教育上の課題及び今後の改善方策等について 

 

5. 学生の受け入れ 

【10】本学の理念・目的及びそれに基づく「入学者受け入れの方針」につい 

て学生募集要項等に明示し本学ウェブサイトに公表するとともに、 

進学ガイダンス及びオープンキャンパス等において説明するなど 

社会への周知を図る。 

  また、高大接続システム改革が要請されており、これに伴い学位授与 

  の方針、教育課程編成・実施の方針を踏まえた入学者受け入れの方針 

において、学力の3要素（①知識・技能、②思考力・判断力・表現力 

等の能力、③主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度）に関し、 

入学希望者に求める能力の適切な判定ができる入学者選抜の改善を 

図る。 

 

【11】入学者選抜試験の実施内容について、学部・研究科等の特色・特徴等 

を踏まえた改善・充実を図る。 

・入学者選抜試験問題について、「入学者受け入れの方針」に基づき適切

に作成することとし、試験問題にミス等が生じないようチェック体制を

徹底する。 

・入学者選抜試験会場において、入試実施上の注意事項の徹底を図るとと

もに、試験監督を厳正に行うなど入学者選抜試験を公正かつ適切に実施

する。 
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中期目標 計  画 

 

 

(3)入学定員及び収容定員の適正な管理に努める。 

 

 

(4)学生募集に係る広報活動の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

(5)本学の国際化を図り国際的通用性の高い教育研究を推進するため、留学

生・研究生の受け入れを積極的に行う。 

 

 

6. 教員・教員組織 

(1)本学の理念・目的を実現し、教育研究を円滑に実施するため、教育研究

を担当するに相応しい能力を有するとともに、熱意をもって、かつ真摯

に教育研究に取り組む教員の配置を図る。 

 

 

(2)教員の資質及び教育力の向上を図るため、教員の FD活動を積極的に推進

し教員の資質向上のための取組方法や教員組織の改善を図る。 

 

 

・入学者選抜試験関係業務を適切に実施する。 

 

【12】学部・研究科等の入学定員に基づき、適切な入学者数を受け入れる 

とともに収容定員の適正な管理に努める。 

 

【13】進学ガイダンス・オープンキャンパス・入試説明会等の内容の充実を 

図るとともに、その実施概要については本学ウェブサイトに公表する 

等広報の充実を図る。 

また、本学の認知度向上を図るため高等学校・塾等への広報活動を 

積極的に行うとともに大学案内及び大学紹介パンフレット等の記載 

内容の充実を図る。 

 

【14】海外からの留学生・研究生の受け入れを積極的に行うため、海外大学 

との交流協定の締結に取り組むとともに受け入れ環境（授業料等の 

経費について配慮を行う等）を整備し交流を推進する。 

 

6. 教員・教員組織 

【15】「教員組織の編成方針」に基づき、教育研究を円滑に実施するため、 

有効かつ適切な教員配置を図るとともに、教員に欠員等が生じた場合 

には、原則公募により募集を行うこととし採用・昇任等に当たっては 

教員選考規程及び教員選考基準に基づき公正かつ適切に行う。 

 

【16】教員の FD活動を積極的に推進する。 

・FD 活動の一環として、毎年度学生による授業評価、学修及び生活に 

関する実態調査を実施し、授業内容・方法の改善・充実及び教員の教育 

力の向上を図る。 
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中期目標 計  画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)教員の研究活動の振興と円滑化を促し、その研究成果の発表を行うため

「東京医療保健大学紀要」を毎年度発刊する。 

 

 

 

 

(4)教員の資質向上及び教育研究の活性化を図るため、教員の教育研究活動

等の評価を実施し処遇等に反映させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・全教職員が一堂に会して、教員の事例発表及び意見交換を行う「東京 

医療保健大学を語る会」を毎年度開催し、学部・研究科におけるFD活動 

の推進を図る。 

・全学的な実施体制の下に、外部有識者の協力を得て、FD 活動の取組 

及び教員組織の適切性について自己点検・評価を行い、その結果を踏ま 

えて FD 活動の取組方法や教員組織の改善・充実を図る。またその状況 

について公表する。 

・FD 活動を通じ、教育の基本である 3 つの方針を対象としてその在り方 

及び内容を検討し教育研究活動の改善・充実を図っていく。 

 

【17】毎年度発刊する「東京医療保健大学紀要」への論文の投稿を積極的に

行うよう奨励する。また研究活動の質の向上を図るとともに紀要に対す

る社会からの信頼に応えるため、紀要の投稿論文について学内の教員に

よる査読に加え、学外の有識者に査読を依頼し、その評価等を踏まえて

投稿原稿の採否・修正の指示決定を行う。 

 

【18】教員の教育研究活動等の実績・成果について、教員個々の「教育活動」

「研究活動」「学内外活動」の各項目について、学長及び各学科長等に

よる全学的な評価システムにおいて評価を実施し処遇等に反映させる。 

・教員の授業参観を行って評価を行う等ピアレビュー（同僚評価）の取組

を推進する。また、最先端の医療技術に関する講習会、他の機関・団体

等が開催する FD 関係の研修会・セミナー及び学会等への積極的な参加

（研究発表等を含む）を奨励するとともに、学内運営の各種委員会委員、

本学主催の公開講座等の講師の委嘱等の活動について評価を実施する。 

・評価結果の処遇等への反映方策として「教育活動」「研究活動」「学内 

外活動」の各項目の業績が特に顕著であると認められる教員に対し教員 
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中期目標 計  画 

 

 

 

7. 学生支援 

 本学の建学の精神・教育目標に基づき、学生が卒業後自らの資質を向上 

させ、社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を培うことができる 

よう、全学が連携して学生に対する修学、生活、進路（就職活動等）を 

総合的に支援する環境を整備し、適切に学生支援を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表彰を行うとともに、表彰を受賞した教員のうち業績が特に顕著な教員 

に対してインセンティブを付与するため特別教育研究経費を配分する。 

 

7. 学生支援 

【19】学生支援の実施においては、「学生支援に関する基本方針」に基づき

全学が連携し総合的に実施するとともに、その適切性について定期的に

点検・評価及び検証を行いその結果を踏まえて学生支援センターの機能

の充実を図る。 

①修学支援 

・修学支援に当たっては、学生に対するガイダンス機能の更なる充実を 

図るとともに、初年次教育をより一層充実する観点から、学生が修学 

する上で必要な情報を提供し支援を行うなど各学科教員、事務局が緊密 

に連携を図って適切に対応する。 

  ・学部学生に対し、入学前教育の実施を推進するとともに、入学時に英語・ 

数学・生物に係るプレースメントテストを実施し、その結果に基づき、 

補習・補充教育を行う等適切な修学支援を行う。 

 ・学生の社会貢献・社会活動に関する意識の涵養や人間性を養い健全な 

心身の発達を図るための学友会活動、クラブ活動、地域等へのボラン 

ティア活動等の課外活動を推奨し、学生の主体的で積極的な課外活動へ 

の参加推進を適切に支援する。 

・障がいのある学生の就学等の支援は「障がい学生修学支援規程に基づき、 

関係部署教職員が連携し適切に支援する。 

・学部及び研究科学生のうち成績優秀な者については、本学独自のスカラ 

シップ制度に基づき、授業料の減免措置による経済支援を行う。 

・日本学生支援機構の奨学金をはじめとした修学に係る各種奨学金貸与等 

手続きの適切な支援を行う。 
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中期目標 計  画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・経済的理由により学費の納入が困難な学生については、個別の事情に 

より相談に応じ、適切な配慮を行う。 

 

②生活支援 

・心身の健康保持・増進及び安全・衛生に関する最新情報の時期適切な 

周知徹底を図るとともに、保健室においては日常的な病気・ケガの応急

措置・健康相談等に適切に対応する。 

・精神的問題を抱えた学生のための「学生相談室」の充実を図るとともに

相談等が必要な学生が気軽に相談できる体制の周知を図る。 

・「ハラスメントに関する取扱細則」に基づきハラスメントに関する苦情

の申し出及び相談に対し人権倫理委員会及び相談窓口、相談員を設置し

適切に対処する。合わせて「ハラスメント防止のためのガイドブック」

を作成し、全教職員・学生に配布する。 

・本学が設置している女子学生寮（2 寮：定員 58 名）において、学生が

社会性や協調性を身に付け健康で自立した学生生活を送ることができ

る安全、安心な環境を維持し寮生の生活支援を適切に行う。 

③進路支援（就職活動等支援） 

学生が卒業後自らの資質を向上させ、社会的及び職業的自立を図り、幅

広い職業意識の形成を図ることを目的として、社会の第一線で活躍する

企業人を講師に招くなどのキャリア教育の充実と、企業体験などの就職

活動支援との更なる連携を図る。 

・進路、就職活動に関する支援のため、個人面接、進路・就職総合ガイ 

ダンス、各種就職支援講座、先輩との交流（先輩の話を聞く会、卒業生

交流会等）、病院説明会、企業研究キャリア講座、求人をはじめ各種 

就職活動に関する情報提供等を適切に実施し進路・就職支援を推進 

する。 
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中期目標 計  画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・就職先が多岐にわたる医療栄養学科及び医療情報学科で履修した学生の 

能力・適性を活かせる就職先採用等情報を継続的に収集、提供する。 

・就職活動に関する情報共有や個別学生の課題対応を目的に各学科特性に 

応じ家族就職説明会を開催し、就職を希望する学生全員が就職できる 

よう全学教職員が適切に支援する(目標：就職率100％)。 

④学部卒業生への支援及び在校生との連携に関する支援等 

・学部卒業生に対し、本学ホームページ「卒業生相談窓口」「住所変更・

改姓届」をはじめとした卒業生サイトの拡充により、卒業生への情報 

発信、支援体制の整備・拡充を図る。卒業生相談窓口では、就職先や 

仕事での悩みを抱えている卒業生からの申し出による相談をメールで 

受け付けて適切に支援する。 

・学部卒業生の卒業後の状況を確認するとともに、本学教育課程の改善を

図るべく卒業生アンケートを実施し、その回答を踏まえて在学生の就職

支援及び授業内容の改善に活用する。 

・先輩の話を聞く会、進路就職総合ガイダンス、企業研究キャリア講座、

病院説明会等に卒業生を招聘し卒業生と在学生の交流の機会を積極的

に設ける。 

・同窓会の組織運営、活動を適切に支援する。 

⑤大学院生の処遇改善 

・大学院生の処遇改善の一環として、研究科における教育研究スタッフの

充実、また若手研究者としての研究能力の育成を図るため、大学院生を

ティーチング・アシスタント(TA)またはリサーチ・アシスタント(RA)

として雇用し活用を図る。 

⑥保護者との教育懇談会の開催 

・学部等における教育研究の状況を保護者に報告するとともに、理事長・

学長等との意見交換を行う機会を設けることにより、本学の教育研究 
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中期目標 計  画 

 

 

 

8. 教育研究等環境 

(1)本学の理念・目的を達成し教育研究等を円滑に遂行するため、必要な施

設・設備の整備を図る。 

 

 

 

 

(2)教育研究等を支援する環境等の整備・充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)教育研究活動に必要な研修機会の確保を図るとともに教育研究費の充実

に努める。 

 

活動等の現状を理解し協力していただくため、本学後援会総会に合わせ

て教育懇談会を開催する。 

 

8. 教育研究等環境 

【20】各学部・研究科等における教育研究組織の整備・充実に配慮した適切 

な施設・設備について、「環境整備に関する実施計画」に基づき計画 

的な整備を図るとともに、教育研究等の環境整備について、学生の 

学修・研究及び生活実態調査結果などを踏まえて、その適切性につい 

て点検・評価、検証を行い、その結果を改善に反映させる。 

 

【21】「環境整備に関する実施計画」に基づき教育研究等を支援する環境等 

の整備・充実を図る。 

・各キャンパスを繋ぐ学内 LAN、デスクネッツの円滑な整備に努める。 

・各キャンパス校舎においてはバリアフリーに配慮した施設・設備の改修 

を推進する。 

・各キャンパスの施設・設備の維持管理は、法令に基づき適切に行うと 

ともに施設・設備の老朽化対策（特に世田谷校舎）に対応した適切な 

整備を図る。 

・各学部・研究科等の実験・実習に当たっては、安全面での注意を徹底 

するとともに、実験・実習室及び設備の管理・責任体制の徹底を図る。 

  ・学生の主体的な学習支援のための体制や開放的な空間（ラーニング・ 

コモンズ）の整備に努める。 

 

【22】教育研究活動に必要な教員の研修の機会を確保するため、学会・研究 

会等に参加する等、就業規則に基づき適切な配慮を行う。また、教育 

研究費の充実を図るため科学研究費補助金・各種団体の研究助成金・ 
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中期目標 計  画 

 

 

 

 

(4)本学の理念・目的を実現するため、図書・学術雑誌・視聴覚資料・電子

媒体等の体系的及び量的整備を図るとともに、図書館利用者のサービス

の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)教員及び研究者における研究倫理の遵守、研究活動の不正防止のための

必要な措置を講じその徹底を図る。 

 

 

 

 

 

 

受託研究費・奨学寄附金等外部資金への積極的な申請を奨励し獲得を 

図る。特に科学研究費補助金については外部講師を招いて定期的に 

説明会を開催し申請・獲得を図る。 

 

【23】図書館機能の整備・充実を図るため、以下の取組を推進する。 

・教育研究遂行上必要な図書・学術雑誌・視聴覚資料・電子媒体等の整備・

充実に努める。 

・図書館管理システムにより、利用サービスの維持・向上を図る。 

・新入生に対する図書館利用に関するオリエンテーションを実施すると 

ともに、利用者のニーズに対応した図書館ガイダンスを実施する。 

・図書館利用に関する学生及び教職員からの相談を適切に行うとともに、

文献複写サービスの提供に努める。また、ラーニング・コモンズの整備

に努める。 

・図書館の書架を体系的・目的別に整備し、書架の案内掲示を見易くする

等利用サービスに努める。  

・地域に開かれた大学として地域開放に努めるとともに、図書館利用の 

拡充に努める。 

 

【24】教員及び研究者における研究倫理の遵守及び研究活動の不正防止の 

ため、以下の措置を講じる。 

・「ヒトを直接の対象とする研究」を実施する場合には「ヒトに関する 

研究倫理基準」に基づき、所要の手続きを経ることとする等研究倫理 

遵守の徹底を図る。また、生命の尊重、個人の尊厳の保護等に関する 

倫理的配慮及び個人情報保護を図る観点から研究倫理委員会において、 

研究の可否についての審査・判定を経た後、実施する。 

・研究活動の不正防止については、防止に関する諸規程を教職員が常時 
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中期目標 計  画 

 

 

 

 

9. 社会連携・社会貢献 

(1)医療系の大学として、医療・健康・保健面における社会連携・社会貢献

を積極的に推進するとともに、地域交流事業及び国際交流事業に参加し

その成果の社会への還元を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参照できるようデスクネッツに掲載するとともに周知徹底を図る。 

また、研究者に対し研究倫理教育の徹底を図るため、外部講師を招聘 

し研究倫理教育に関する講習会を実施する。 

 

9. 社会連携・社会貢献 

【25】医療・健康・保健面における社会貢献を積極的に推進するため 

 「社会連携・協力に関する基本方針」に基づき、地域との連携・協力 

を組織的に推進する全学体制（地域連携推進センター（仮称））を 

整備して、医療・健康・保健面において地域を指向して教育研究活動 

を推進するとともに、地域の課題解決に資する様々な人材や情報・ 

技術が集まる地域コミュニティーの中核的存在としての機能強化を 

図る等医療系の大学として地域社会の活性化に貢献していく。 

また、その取組の適切性について点検・評価及び検証を行いその結果 

を踏まえ改善を図る。 

・高齢者等の健康維持等への支援のため大学が所在する品川区、世田谷区、 

 目黒区、立川市、和歌山市、船橋市との共催・後援による「まちの保健 

 室」や公開講座の開催を推進するとともに、自治体との連携により 

「産後ケア事業」を開設し産後不安を抱える母子へのケアに高度な助産 

 実践力をもって貢献していく。また地域貢献の取組の円滑な推進を図る 

ため各地方自治体との連携協力に関する協定書の締結に努める。 

・本学の教育研究活動を理解願うため業務に支障を生じない範囲で、地方

自治体及び医療関係機関等からの要請に応じて、医療保健をテーマと 

する講演会・セミナー等に教員を派遣するとともに地域の医療保健に 

関わる共同研究及び受託研究を推進する。 

・大学院研究科における研究への取組及び最新の研究課題・研究成果等を

紹介するため大学院主催の公開講座等の充実を図る。また保健医療機関
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中期目標 計  画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10. 大学運営・財務 

「大学運営」 

(1)本学の理念・目的を実現し教育研究等を円滑に遂行するため所要の規程

等を整備し運用するとともに、本学の将来を見据えた計画等を実現する

ため大学運営に関する中・長期のビジョンを策定する。 

 

 

等において、感染管理に従事する看護師の要請に応じて「感染制御実践

看護学講座」（6ヶ月研修：厚生労働省認定）を実施する。 

・社会貢献の一環として一旦臨床現場を離れた看護師等が職場復帰を目的

に、また医療系企業人が最新の専門知識・能力の修得を目的に本学での

再教育を希望する場合その受入方法等を検討し積極的に応じていく。 

・学部及び研究科における研究成果等については本学の紀要及び研究成果

報告書等を定期的に発刊しウェブサイト等に公表する。 

・医療系の大学で学ぶ学生として社会貢献・社会活動に関する意識の涵養

及び学習意欲の向上を図るとともに、地域との交流を深めるため学生の

ボランティア活動への積極的な参加を奨励する。 

・教育・研究の充実・発展を図るため産・学・官等との共同研究及び受託

研究を積極的に推進するとともにその成果を公表する。 

・地域社会に開かれた大学として大学の施設の開放及び図書館利用の拡充

に努める。 

・「国際交流に関する基本方針」に基づき、学生・教員に係る海外派遣・

海外研修等を実施するとともに海外からの留学生・研究生等の受入れを

積極的に推進することにより、大学の国際化を進め地域の国際化に寄与

する。 

 

10. 大学運営・財務 

「大学運営」 

【26】本学の理念・目的を実現するため所要の規程等の見直しを行い 

適切に運用していくとともに、中・長期ビジョンを策定しビジョンの 

下に大学運営について全教職員が意識を共有し推進する。 
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中期目標 計  画 

(2)中・長期のビジョンに基づき、教育研究等の円滑な遂行を図るため大学

運営組織の整備・充実を図るとともに必要な予算の編成・執行について、

適切に行う。 

 

 

 

 

(3)実践的な教育研究活動を支援する事務組織の機能強化を図る。 

 

 

 

 

(4)教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため、教員及び事務職員

等の人材育成・資質向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【27】適切な大学運営を遂行して行くため、管理運営体制の整備・充実及び 

予算措置を適切に行う。 

・学長を補佐する体制（副学長、学長補佐等）の充実を図る。 

・医療保健学部、東が丘・立川看護学部、和歌山看護学部及び千葉 

看護学部の 4学部間の情報共有方策を検討し円滑な連携を図る。 

・理念・目的を実現するため予算の編成、執行を適切に行う。 

 

【28】実践的な教育研究活動を支援するため不断の事務組織の見直し・改善 

      により大学教育制度改革に対応しうるよう機能強化を図る。また事務 

      局各部等に係る情報共有及び連携を図るため、大学経営会議室長の下 

に事務局部長会を定期的に開催し大学運営の円滑な実施を図る。 

 

【29】大学の教育研究の高度化・複雑化は現在進行形で進んでおり、本学と 

してこれに十分対応していくためには教員及び事務職員等の資質・ 

能力の向上や意識改革が不可欠であり、教員と事務職員等が協働して 

業務に当たって行けるよう、大学の教育研究活動等の適切かつ効果的 

な運営を図るために必要な知識及び技能を習得させ、並びにその能力 

及び資質を向上させる SDの充実を図る。 

・他機関等が開催する研修会・啓発セミナー等に教員・事務職員を積極的

に参加させる。また、全教職員を対象の「東京医療保健大学を語る会」

の充実・推進を図る。 

・事務職員の職能開発及び自己啓発に資するため事務職員研修会を定期的

に開催するとともに実施内容の充実を図る。 

・FD及び SDの取組において、大学の教育研究活動等における教職協働の

重要性の観点から一体的な推進方策について検討し取り組む。 
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中期目標 計  画 

(5)適切な大学運営を行うため、IR機能を強化しその推進について定期的に

点検・評価を実施するとともに、その結果を踏まえて教育研究及び管理

運営の改善・充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「財務」 

(1)本学の理念・目的を達成し教育研究等を円滑に遂行するため、中・長期

の財政計画に基づき、安定的な財務基盤の確立を図る。 

 

 

 

 

 

 

【30】内部質保証機能、IR機能を強化し教育研究活動状況（教育、研究、 

財務、施設、人事等の情報）のデータ収集・分析を行い、課題の把握 

に努め、学内意思決定や教育研究活動の改善を図るとともに、全学 

教学マネジメントのPDCAサイクルを確立するなど、エビデンスに基づ 

いた大学運営となるよう、IR機能が反映される全学的取組を推進 

する。 

・健全な運営を図るため、教育研究活動等に伴う関係法令及び本学の服務 

関係規程等に関して、教職員へのコンプライアンス（法令・モラル遵守） 

を徹底するとともに、本学が保有する教育研究活動等の情報の公開請求 

に対し学校法人青葉学園情報公開規程に基づき適切に対応する。 

・本学の強み・特色を明らかにし社会に明確に伝わるようウェブサイトを 

有効に活用し情報発信に取り組む。 

・教育研究活動状況や管理運営の適切性について、定期的に点検・評価を 

実施し、その結果に対する外部有識者で構成するスクリュー委員会に 

おいて検証願い、意見・提言等を踏まえて教育研究及び大学運営の改善・ 

充実を図る。 

 

「財務」 

【31】理念・目的の実現のために策定されたビジョンの具体化を推進する 

ため、中・長期の「東京医療保健大学の財政計画」に基づき、安定的 

な財務基盤の確立を図る。このため、以下の取組を推進する。 

・学部・研究科等入学定員を充足し学納金収入等の安定的な確保を図る。 

・科学研究費補助金・各種団体の研究助成金・受託研究費・奨学寄附金等

外部資金の積極的な確保を図り、財務における学納金依存体質の改善に

努める。 
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中期目標 計  画 

 

 

 

 

 

 

 

(2)学内外への説明責任を果たすため、財務内容の明確化・透明化を図る。 

 

・私立大学等改革総合支援事業補助金等の獲得増に向け、大学の 

シーズを育てる等工夫する。 

・教育研究遂行上必要な経費は適切に措置するとともに、管理経費等に 

ついては絶えず見直しを行って節減に努める。 

・平成30年度開設の和歌山看護学部及び千葉看護学部の学年進行による 

収支状況、教育研究経費、管理経費の支出の適正化に努める。 

 

【32】学内外への説明責任を果たすため、財務内容の明確化・透明化を図る

とともに、財務比率の指標に基づき毎年度検証を行いその結果をウェブ

サイト等に公開する。また財務状況について、監査法人及び監事監査を

定期的に実施し監査報告書を公表する。 

 



【資料 1-10】 

東京医療保健大学ビジョン 

東京医療保健大学は、「いのち」「思いやり」「絆」「愛」を尊重する心を持った医療人を 

育成するため、2005 年に誕生しました。本学は建学の精神に則り、科学技術の発達や 

グローバル化など、急激に変化する社会の期待に応え続けて行くことを目指し、「東京医療 

保健大学ビジョン」を定めました。 

東京医療保健大学は「多様な価値観を尊重し、一歩先を歩み続ける開かれた大学」を目指

し、全学一丸となって教育・研究・社会貢献に取り組み、明るい未来の医療保健を創造し

ます。 

１．東京医療保健大学は、わが国では最大規模の医療保健分野の大学として、将来にわた

りこの分野の発展を支える責任を自覚し、全学で協働した先進的な教育・研究・社会

貢献活動を通じ、一歩先の医療保健を創造します。 

本学は、社会のニーズに対応した規模拡大に伴って医療保健分野における責任が大き 

くなってきたことを自覚し、各学部、研究科の個性を生かしつつ協働して、先進的な 

発想のもと一歩先を歩み続け、世界の医療保健をリードできる医療人・研究者を育成 

すべく、高度な教育と研究、社会貢献活動を行います。 

２．東京医療保健大学は、変化し続ける社会を見据え、現在、そして未来の社会に必要と 

される、豊かな教養と科学的な専門的知識・技術を有し、寛容で心温かい医療人を 

育成し続けます。 

変化し続けグローバル化が進む社会にあって、医療人には、年齢・性別・国籍・人種 

・宗教・職業等の背景にかかわらず、多様な価値観を受け止められる資質が求められ

ます。本学は、未来を見据え、学生一人一人の可能性を最大限伸ばし、豊かな教養と 

健全な倫理観のもと、高度な専門的知識・技術と ICT を駆使する能力を備え、多職種 

と協働できる心温かい医療人を育成し、社会のニーズに応え続けます。 

３．東京医療保健大学は、すべての医療人に対し生涯を通じ最新の進歩・変化について学び 

の機会を提供し、わが国の医療保健の質向上に貢献します。 

  医療人は、生涯を通じて学ぶことが必要です。このため、本学は、多様化する社会の 

変化に応じ開かれた大学として、本学の卒業生・修了生に限らず、すべての医療人が 

最先端の知識・技術を学び続けられるよう幅広い支援体制を構築し、わが国の医療 

保健全体の質向上に貢献します。 



４．東京医療保健大学は、高度化・複雑化する医療保健分野を支え更に発展させるため、

現在および未来の社会が抱える諸課題を克服し、世界の医療保健をリードできるよう、

先進的な研究活動を推進します。 

  急速に進歩する医療や科学技術は、益々高度化・複雑化し、人類に多くの可能性を 

もたらすと同時に、新たな課題も投げかけています。本学は大学院研究科を中心と 

した全学的取組により既存の課題と新たな課題を克服し、明るい未来の医療保健分野 

を切り開くことができるよう、先進的研究を推し進めます。 

 

５．東京医療保健大学は、学部・大学院の教育・研究成果を生かし、地域社会との共生が 

推進できるよう、医療・保健・福祉分野における地域支援・協働の中核となり、積極的

に社会に貢献します。 

本学は、色々な地域に暮らす人々を支える拠点としての機能を果たす、開かれた大学 

でありたいと考えています。このため、地域が必要としている、あるいは地域から 

期待されている連携・支援・協働を積極的に実践するなど、地域に密着した社会貢献 

活動を通じ、地域の発展、課題解決に寄与して行きます。 

 

６．東京医療保健大学は、多文化が共存する大学・キャンパス創りを進めます。教職員は

大学内外の多様な価値観との交流を大切にしつつ常に自己研鑽に励み、一歩先を歩み

続ける開かれた大学を実現します。 

  本学は、国際化が進む社会にあって多文化が共存し一歩先を歩み続ける開かれた大学 

を目指しています。教職員は一歩先を歩む医療人・研究者を育成することの責任を 

自覚し、常に自らを啓発し成長できるよう努力すると共に、いのち、思いやり、絆、 

愛の心を涵養し、心の通う大学・キャンパスを実現します。 

 



 
【資料 2-28】 

教育情報の公表について 

事  項 公表している内容 

ｱ)大学の教育研究上の目的及び学

位授与の方針、教育課程編成・

実施の方針、入学者受け入れの

方針に関すること 

 

ｲ)教育研究上の基本組織に関する

こと 

 

ｳ)教員組織、教員の数並びに 

各教員が有する学位及び業績に

関すること 

 

 

ｴ)入学者の数、収容定員及び 

在学する学生の数、卒業又は修

了した者の数並びに進学者数及

び就職者数その他進学及び就職

等の状況に関すること 

 

ｵ)授業科目、授業の方法及び 

内容並びに年間の授業の計画に

関すること 

 

ｶ)学修の成果に係る評価及び卒業

又は修了の認定に当たっての基

準に関すること 

 

ｷ)校地・校舎等の施設及び設 

備その他の学生の教育研 

究環境に関すること 

 

ｸ)授業料、入学料その他の大学が

徴収する費用に関すること 

 

ｹ)大学が行う学生の修学、進路選

択及び心身の健康等に係る支援

に関すること 

 

ｺ)社会連携・社会貢献に関するこ

と 

建学の精神、大学学則、大学院学則、 

社会連携・協力に関する基本方針、 

国際交流に関する基本方針、学位授与の方針、 

教育課程編成・実施の方針、入学者受け入れの方針 

 

大学組織及び事務組織、 

大学・学部学科・研究科等の理念・目的 

 

教員組織の編成方針、教員数・事務職員数(嘱託職員含)、年齢別教

員数、教員一人当たり学生数(平成２９年度)、 

専任教員数と非常勤教員数の比率(平成２９年度)、 

教員の紹介 

 

志願者・合格者・入学者数の推移、 

学生定員及び在籍学生数、 

卒業(修了)者数及び学位授与数、退学者及び除籍者数、留年者数、

社会人学生数、留学生数及び海外派遣学生数、就職・進学状況 

 

 

教育課程編成・実施の方針、講義内容(シラバス)等、 

授業カレンダー 

 

 

学位授与の方針、各学部・研究科履修規程、 

※各種アンケート調査結果 

 

 

教育環境の整備に関する実施計画、 

校地・校舎・講義室・演習室等の面積 

 

 

学部学科・専攻科・研究科の入学金、授業料等 

 

 

学生支援に関する基本方針、学生支援の取り組み状況、 

就職支援スケジュール 

 

 

社会連携・協力に関する基本方針、公開講座の実施状況、 

大学院公開講座等の実施状況、ボランティア活動状況、 

学生の課外活動の状況、国際交流(研修)事業、 

産官学連携事業 

 



 【資料 3-1】 

東京医療保健大学国際交流センター規程 

 

（趣旨） 

第１条 本学の建学の精神・教育理念及び「国際交流に関する基本方針」に基づき、

実践を重視した教育研究の充実発展を図るため「東京医療保健大学国際交流

センター」（以下「国際交流センター」という。）を設置し、国際的通用性の

高い教育研究を組織的に推進する。 

 

（所掌事項） 

第２条 国際交流センターは、国際交流委員会と連携して次の業務を行う。 

（１）教職員・学生に係る海外派遣・海外実習の推進に関すること。 

（２）海外からの教職員・学生の受け入れの推進に関すること。 

（３）海外の大学等との国際交流協定締結の推進に関すること。 

（４）全学的な重点プロジェクトに沿った国際共同研究の推進に関すること。 

（５）国際的シンポジウム等の企画・実施に関すること。 

（６）その他、国際交流の推進に関すること。 

 

（構成員） 

第３条 国際交流センターの構成員は次のとおりとし、センター長は大学経営会議に

おいて任命する副学長をもって充てる。 

（１）本学関係者。 

学長、副学長、学部長、研究科長、学科長。 

大学経営会議室長、事務局長、研究協力部長、大学院事務長、国際交流コー 

ディネータ。 

（２）大学経営会議において任命する外国大学の非常勤教授等。 

（３）その他、学長が必要と認める者。 

 

（事務局） 

第４条 国際交流センターに関する事務は研究協力部が担当する。 

 

（その他） 

第５条 この規程に定めるほか、国際交流センターに関することについては、別途 

    定めることとする。 

 

（附則） 

 本規程は平成２４年４月１日から施行する。 

 本規程は平成２５年４月１日から施行する。 

 本規程は平成３０年４月１日から施行する。 



 
【資料 3-2】 

東京医療保健大学感染制御学教育研究センター規程 

 

（趣旨） 

第１条 感染制御学に関わる教育研究の充実発展を図るため「東京医療保健大学感染

制御学教育研究センター」（以下「感染制御学教育研究センター」という。）

を設置し、国際的通用性の高い教育研究を組織的に推進する。 

 

（所掌事項） 

第２条 感染制御学教育研究センターは、国際交流委員会、国際交流センターと連携

して次の業務を行う。 

（１）感染制御学に関わる教育に関すること。 

（２）感染制御学の分野で基礎、応用研究を行うこと。 

（３）感染制御学の発展を目指した新たな学問拠点を形成すること。 

（４）国内外における感染制御学の貢献に関すること。 

（５）その他、感染制御学に関わる(経費含む)こと。 

 

（構成員） 

第３条 感染制御学教育研究センターの運営構成員は次のとおりとし、センター長は

学長が指名し、大学経営会議において任命する。 

（１）本学関係者。 

教員の中から大学経営会議で任命する者。 

大学経営会議室長、事務局長、研究協力部長、大学院事務長。 

（２）その他、センター長が必要と認める者。 

 

（事務局） 

第４条 感染制御学教育研究センターに関する事務は研究協力部が担当する。 

 

（その他） 

第５条 この規程に定めるほか、感染制御学教育研究センターに関することについて 

は、別途定めることとする。 

 

（附則） 

 本規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

 本規程は、平成２９年５月１０日から施行する。 

 本規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

 



 

 

【資料 3-3】 

                                  

       東京医療保健大学「放射線看護研修センター」規程 

 

 

(開設目的) 

第１条 医療領域等における放射線利用を理解し、放射線利用に伴う被ばくの最適化等の 

   判断ができ、国民、患者等の放射線利用に伴う安全、安心の確保に専門職として貢 

   献できる看護職を育成し、放射線利用に伴う社会のニーズに応えていく。 

 

(名称) 

第２条 本組織の名称は、東京医療保健大学「放射線看護研修センター」(以下「本センタ 

    ー」と称する)とする 

 

(開設場所) 

第３条 本センターは以下におく。 

    東京医療保健大学東が丘・立川看護学部 国立病院機構キャンパス 

    〒152-8558 東京都目黒区東が丘２－５－１ 

 

(開設時期) 

第４条 平成 30年４月 

 

(事業内容) 

第５条 本センターの事業は以下のとおりとする。 

    ① がん放射線療法看護の認定看護師の育成 

    ② 看護基礎教育において「放射線看護」を教育できる人材の育成 

    ③ 放射線・原子力防災に貢献できる看護職の育成 

    ④ その他放射線看護に精通した看護職の育成 

  ２ 上記事業の運営等については別に定める。 

 

(運営組織) 

第７条 本センターの運営組織は以下のとおりとする。 

    放射線看護研修センター長 

    教育職員(３名以上) 

    事務職員(東京医療保健大学東が丘事務部) 

 

(その他) 

    この規程は平成 30年４月１日から施行する。 

 

 



 

 

【資料 3-4】 

東京医療保健大学 産後ケア研究センター 規程 

 

（開設目的） 

第１条 出産直後からの母子に対して心身のケアや授乳方法や母乳相談など、 

訪問や来所、電話による専門的なサポートを行うことで、産後も安心

して子育てができる支援体制を確保する。 

 

（名称） 

第２条 本組織の名称は、東京医療保健大学 産後ケア研究センター （以下「本

センター」と称する。）とする。 

 

（開設場所） 

第３条 本センターは以下に置く。 

    東京医療保健大学 五反田キャンパス 

     〒141-8648 東京都品川区東五反田 4－1－17 

 

（開設時期） 

第４条 平成 30年 4月 

 

（事業内容） 

第５条 本センターの事業は以下のとおりとする。 

    ①助産師による専門的知識・技術及び科学的根拠に基づく質の高い 

ケアを提供する。 

    ②母児の心身の健康と安全を最優先したケアを提供する。 

    ③個人を尊重し、快適なケアを提供する。 

    ④関連諸機関との連携を図り、地域の子育て支援に貢献する。 

 

（運営組織） 

第６条 本センターの運営組織は以下のとおりとする。 

    産後ケア研究センター長 

    教育職員 

助産師 

    事務職員 

 

（その他） 

第 7条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附 則 この規程は平成 30年 4 月 1日から施行する。 



 

 

【資料 3-5】 

東京医療保健大学「情報教育研究センター」規程 

 

 

(開設目的) 

第 1条 学習到達度の第三者評価となる資格取得を推進すべく、東京医療保 

健大学「情報教育研究センター」(以下「本センター」と称する)を設置 

し、経済産業省が創出を推進している医療産業界で、医療系、情報系 

資格の確かな知識を持って貢献できる人材を育成する。 

また、社会のニーズに対応した教育力と資格取得を目指せる学習環境 

をセンターを通して高校生へ発信することで、広報活動の強化を図る。 

 

(名称) 

第 2条 本組織の名称は、東京医療保健大学「情報教育研究センター」(以下「本

センター」と称する)とする 

 

(開設場所) 

第 3条 本センターは以下におく。 

    東京医療保健大学医療保健学部医療情報学科 世田谷キャンパス 

    〒154-8568 東京都世田谷区世田谷 3-11-3 

 

(開設時期) 

第 4条 平成 30 年 10月 1日 

 

(事業内容) 

第 5条 本センターは、医療情報学科教員と連携して次の業務を行う。 

    (１)資格取得のための学習スペースの提供 

    (２)資格取得に向けての対策講座、各イベントの実施 

    (３)資格試験手続きや受験結果のとりまとめ 

 

(運営組織) 

第 6条 本センターの運営組織は以下のとおりとする。 

    (１) 情報教育研究センター長 

    (２) 事務職員 (東京医療保健大学 学生募集部) 

 

(その他) 

    この規定は平成 30年 4 月 1日から施行する。 



 
【資料 3-6】 

東京医療保健大学大学院 医療保健学研究科自己点検・評価委員会規程 

 

(設置) 

第１条 大学院学則第３条に基づき、大学院医療保健学研究科の教育研究水準

の向上を図り、その目的及び社会的使命を達成するため、自己点検・

評価委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

(任務) 

第２条 委員会は、本研究科の教育研究に関する活動状況並びに組織、施設・

設備、運営の状況等について、自己点検・評価を行い、その結果を 

公表する。 

(構成) 

第３条 委員会は次の者をもって構成する。 

    （１）医療保健学部・研究科運営会議において任命する教員 

    （２）大学院事務長 

（３）委員長が必要と認めるときは、委員以外のメンバーを出席させ、 

意見等を聴取することができる 

(委員の任期) 

第４条 前条１号の委員の任期は１年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 前条の委員に欠員が生じた場合には、これを補充し、その任期は前任者 

の残存期間とする。 

(審議事項) 

第５条 委員会は次の事項を所掌し審議・提案する。 

    （１）自己点検・評価の実施方法に関すること 

    （２）自己点検・評価の分析に関すること 

    （３）自己点検・評価結果に基づく改善に関すること 

    （４）自己点検・評価結果の公表に関すること 

    （５）第３者評価に関すること 

    （６）その他、自己点検・評価に関すること 

(委員長等) 

第６条 委員会には委員長及び副委員長を置く。 

(議事) 

第７条 委員長は委員会を招集し議長となる。 

(事務) 

第８条 委員会に関する事務は、大学院事務室が行う。 

(開催日) 

第９条 委員会は、委員長が招集する日に開催する。 

 

附 則   この規程は、平成３１年 ４月 １日から施行する。 

      

 



 

東京医療保健大学大学院 看護学研究科自己点検・評価委員会規程 

 

(設置) 

第１条 大学院学則第３条に基づき、大学院看護学研究科の教育研究水準の向

上を図り、その目的及び社会的使命を達成するため、自己点検・評価

委員会(以下「委員会」という。）を設置する。 

(任務) 

第２条 委員会は、本研究科の教育研究に関する活動状況並びに組織、施設・

設備、運営の状況等について、自己点検・評価を行い、その結果を公

表する。 

(構成) 

第３条 委員会は次の者をもって構成する。 

    （１）研究科教授会において任命する教員 

    （２）事務部長 

    （３）委員長が必要と認めるときは、委員以外のメンバーを出席させ、

意見等を聴取することができる。 

(委員の任期) 

第４条 前条 1号の委員の任期は 1年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 前条の委員に欠員が生じた場合には、これを補充し、その任期は前任 

者の残存期間とする。 

(審議事項) 

第５条 委員会は次の事項を所掌し審議・提案する。 

      （１）自己点検・評価の実施方法に関すること 

      （２）自己点検・評価の分析に関すること 

      （３）自己点検・評価結果に基づく改善に関すること 

      （４）自己点検・評価結果の公表に関すること 

      （５）第３者評価に関すること 

      （６）その他、自己点検・評価に関すること 

(委員長等) 

第６条 委員会には委員長及び副委員長を置く。 

(議事) 

第７条 委員長は委員会を招集し議長となる。 

(事務) 

第８条 委員会に関する事務は、事務部が行う。 

(開催日) 

第９条 委員会は、委員長が招集する日に開催する。 

 

附 則  この規程は、平成３１年 ４月 １日から施行する。 

 

 



 

東京医療保健大学大学院和歌山看護学研究科自己点検・評価委員会規程 

 

(趣 旨)  

第１条 この規程は、東京医療保健大学大学院学則第 3条に基づき、自ら点検 

及び評価を行う和歌山看護学研究科自己点検・評価委員会(以下「委員 

会」という。)を設置する。 

 

(審議事項) 

第２条 委員会は、次の事項について審議する。 

  （1）自己点検・評価の実施方法に関する事項 

  （2）自己点検・評価結果の分析に関する事項 

  （3）自己点検・評価結果に基づく改善策に関する事項 

  （4）第三者評価制度に関する事項 

 

(構 成) 

第３条 委員会は、次に掲げる委員をもって構成する。 

（1）和歌山看護学研究科教授会において任命する研究科担当専任教員。 

（2）和歌山事務部長または和歌山事務部長補佐。 

（3）委員長が必要と認めるときは、委員以外の者に出席を求めることがで 

きる。 

 

(委員長等） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

  ２ 委員長は、委員会を招集し議長となる。 

 

(情報の積極的な公開） 

第５条 委員会は自己点検・評価の内容を刊行物への掲載その他広く周知を図 

ることができる方法によって、積極的にその情報を公開するものと 

する。 

 

(事 務） 

第６条 委員会に関する事務は、和歌山事務部で行う。 

 

(自己点検項目） 

第７条 自己点検項目は次のとおりとする。 

   1．和歌山看護学研究科の理念・目的および 3つのポリシー 

   2．教育研究組織 

   3．教育内容・方法等 

 

附 則 この規程は、令和 2年 4月 1日から施行する。 



 
【資料 3-7】 

東京医療保健大学大学院 医療保健学研究科 FD 委員会規程 

 

(設置) 

第１条 大学院医療保健学研究科の教員の資質の維持向上並びに教育の質の向 

上を図るため、大学院医療保健学研究科 FD（ファカルティー・ディベ 

ロップメント）委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

(任務) 

第２条  委員会は、授業内容・方法の改善を図るとともに、教員個々人の研究 

力・教育力の維持向上を図る。さらに、大学運営に対する意識の啓発 

や学生支援のあり方等に関する研修会等を実施し大学教員としての専 

門的な能力を高めることを任務とする。 

(構成) 

第３条 委員会は次の者をもって構成する。 

 （１）医療保健学部・研究科運営会議において任命する教員 

    （２）大学院事務長 

    （３）委員長が必要と認めるときは、委員以外のメンバーを出席させ、 

意見等を聴取することができる。 

(委員の任期) 

第４条 前条１号の委員の任期は１年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 前条の委員に欠員が生じた場合には、これを補充し、その任期は前任者 

の残存期間とする。 

(審議事項) 

第５条 委員会は次の事項を審議立案する。 

    (１)授業内容・方法の改善 

        (２)研究推進体制の整備 

    (３)各種研修会、研究会の実施 

    (４)外部研究費の導入の推進 

    (５)その他 FDに関する事項 

(委員長) 

第６条 委員会には委員長を置く。 

(事務) 

第７条 委員会に関する事務は、大学院事務室が行う。 

 

附 則  この規程は、平成３１年 ４月 １日より施行する。 

 

 

 

 



 
 

東京医療保健大学大学院 看護学研究科 FD 委員会規程 

 

(設置) 

第１条 大学院看護学研究科の教員の資質の維持向上並びに教育の質の向上を

図るため、大学院看護学研究科 FD（ファカルティー・ディベロップメ

ント）委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

(任務) 

第２条 委員会は、授業内容・方法の改善を図るとともに、教員個々人の研究

力・教育力の維持向上を図る。さらに、大学運営に対する意識の啓発

や学生支援のあり方等に関する研修会等を実施し大学教員としての専

門的な能力を高めることを任務とする。 

(構成) 

第３条 委員会は次の者をもって構成する。 

    （１）研究科教授会において任命する教員 

      （２）事務部長 

      （３）委員長が必要と認めるときは、委員以外のメンバーを出席させ、 

意見等を聴取することができる。 

(委員の任期) 

第４条 前条１号の委員の任期は１年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 前条の委員に欠員が生じた場合には、これを補充し、その任期は前任 

者の残存期間とする。 

(審議事項) 

第５条 委員会は次の事項を審議立案する。 

      (１)授業内容・方法の改善 

        (２)研究推進体制の整備 

      (３)各種研修会、研究会の実施 

      (４)外部研究費の導入の推進 

      (５)その他 FDに関する事項 

(委員長) 

第６条 委員会には委員長を置く。 

(事務) 

第７条 委員会に関する事務は、事務部が行う。 

 

附 則  この規程は、平成３１年 ４月 １日より施行する。 

 

 

 



 
 

東京医療保健大学大学院和歌山看護学研究科 FD・SD委員会規程 

 

(設 置) 

第１条 東京医療保健大学和歌山看護学研究科における教職員の資質の維持・ 

向上を図るため、和歌山看護学研究科 FD・SD 委員会(以下「委員会」

と 

いう。)を設置する。 

 

(審議事項) 

第２条 委員会は、次の事項について審議する。 

  （1）授業内容・方法の改善に関する事項 

  （2）研究推進体制の整備に関する事項 

  （3）各種研修会、研究会の実施に関する事項 

  （4）外部研究費の導入の推進に関する事項 

  （5）職員研修会等の実施に関する事項 

  （6）その他、FD・SDに関する事項 

  

(構 成) 

第３条 委員会は、次に掲げる委員をもって構成する。 

（1）和歌山看護学研究科教授会において任命する研究科担当専任教員。 

（2）和歌山事務部長又は和歌山事務部長補佐。 

（3）研究科長は必要に応じて出席することができる。 

（4）委員長が必要と認めるときは、委員以外の者に出席を求めることがで 

きる。 

 

(委員長等) 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

  ２ 委員長は、委員会を招集し議長となる。 

 

(事 務) 

第５条 委員会に関する事務は、和歌山事務部で行う。 

 

附 則 この規程は、令和 2年 4月 1日から施行する。 
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東京医療保健大学国際交流委員会規程 

 

（設置） 

第１条 東京医療保健大学国際交流センターのもとに、国際交流委員会（以下、「委

員会」という）を置く。 

 

（審議事項） 

第２条 委員会は、国際交流を推進するため、次の各号に掲げる事項を審議する。 

（１）国際交流計画の立案及び実施に関すること。 

（２）学生の国際交流に関すること。 

（３）外国の大学等との交流協定に関すること。 

（４）外国の大学等との共同研究・研究交流に関すること。 

（５）その他国際交流に関すること。 

 

（組織） 

第３条 委員会は次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

（１）大学経営会議にて任命された教員。 

（２）大学経営会議室長。 

（３）事務局長。 

（４）教務部長。 

（５）学生支援センター長。 

（６）研究協力部長。 

 

（任期） 

第４条 前条第１号の委員の任期は、２年とする。但し、再任を妨げない。 

２ 前条第１号の委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

 

（委員長） 

第５条 委員会に委員長を置き、委員長は大学経営会議にて任命される。 

２ 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。 

３ 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名する委員が、その 

職務を代行する。 

 

（議事） 

第６条 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、議事を開き、議決をする 

ことができない。 

２ 議事は出席者の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

 

（委員会以外の者の出席） 

第７条 委員長が必要と認めたときは、委員会に委員以外の者の出席を求め、 

審議事項について説明または意見を聴くことができる。 

 

（事務） 

第８条 委員会の事務は、研究協力部が行う。 

 



 

（その他） 

第９条 この規程に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

１.この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

２.この規程の施行に伴い、東京医療保健大学医療保健学部国際交流委員会規程は 

廃止する。 

附 則 

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 



 

 

【資料 3-9】 

                                                          20、12、10 

                      大学経営会議 

 

東京医療保健大学の国際交流に関する基本方針 

 

 

 

○本学は建学の精神である「科学技術に基づく正確な医療保健の学問的教育・

研究及び臨床活動」に則り、「時代の求める豊かな人間性と教養を備え、これ

からの社会が抱える医療関係の課題に対して、新しい視点から総合的に探求

し解決できる人材の育成」を教育目標としている。 

 

○この教育目標に基づき、実践を重視した教育・研究の充実・発展を図るため、

国際的通用性の高い教育・研究を組織的に推進することとし、「国際交流に関

する基本方針」を次のとおり定める。 

 

 

１、教職員・学生に係る海外派遣・海外実習を積極的に推進するとともに、 

海外派遣・海外実習プログラムの充実を図る。 

 

２、海外からの教職員・学生の受け入れを積極的に行うとともに、これを通し

て本学の国際化を推進する。 

 

３、海外の大学等との国際交流協定の締結を推進する。 

 

４、全学的な重点プロジェクトに沿って国際共同研究の推進を図るとともに、

国際的シンポジウム等の企画・実施を図る。 

 

５、国際交流に係る事業実施及び推進に伴う経費については、補助金その他 

の外部資金の確保に努める。 
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海外研修の実施状況（平成 30年度～令和 2 年度） 

 

＜全学合同海外研修＞ 毎年度 2回、9 月（オーストラリア）と 3月（ハワイ）にて実施。各学部・学

科から希望する学生 20～30 名程度が参加。 

 

実施 

年度 
訪 問 地 

訪 問 先 

（医療施設、大学等） 
内   容 

令和 

2年度 

（第 1回グリフィス大

学オンライン研修） 

 

オーストラリア・ゴー

ルドコースト市 

オンライン訪問 

R2.9.23(水)～ 

9.25(金) 

 

 

○グリフィス大学ゴールドコ

ーストキャンパス（オンライン

訪問） 

○ホームステイ（オンライン 

訪問） 

 

（COVID19 によるパンデミック

により渡航不可となり現地研

修は中止。その代替としてオン

ラインでの研修を実施した。） 

・オンライン研修・授業に関する

オリエンテーション 

・英語の授業（医療・保健・オー

ストラリアの文化等に関連する

内容。主として「読む」「書く」

が中心） 

・オーストラリアの医療制度と

COVID19への対応（講義） 

・グリフィス大学留学生との 

オンライン交流 

・オンラインによるホームステイ

を通じ異文化理解・交流・英語

力の向上を図る 

（第 2回グリフィス大

学オンライン研修） 

 

オーストラリア・ゴー

ルドコースト市 

オンライン訪問 

R3.3.17(水)～ 

3.23(火) 

〇グリフィス大学ゴールドコー

ストキャンパス（オンライン 

訪問） 

 

（COVID19によるパンデミック

のため渡航禁止が継続し現

地研修は中止。従来はこの時

期はハワイ研修を実施して

いるが、ハワイでのオンライ

ン研修も不可となったため、

その代替として本年度 2度め

のグリフィス大学オンライ

ン研修を実施した。） 

・オンライン研修・授業に関する

オリエンテーション 

・グリフィス大学およびゴールド

コースト市の紹介 

・英語の授業（医療・保健・オー

ストラリアの文化等に関連する

内容。「読む」「書く」「聴く」「話

す」および「文法」を盛り込んだ

授業内容） 

・講義 I:オーストラリアの医療

制度と COVID19への対応 

・講義 II：オーストラリアの医

療専門職の教育と実践―看

護・看護師および栄養・栄養士

について 

・グリフィス大学留学生たちとの

交流 
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実施 

年度 
訪 問 地 

訪 問 先 

（医療施設、大学等） 
内   容 

令和 

元年度 

（オーストラリア

研修） 

オーストラリア・ゴ

ールドコースト市 

 

R1.9.11(水)～ 

9.20(金) 

 

○グリフィス大学 

○ゴールドコースト・ 

プライベート病院 

○高齢者ケアセンター 

○カランビン野生保護園 

○ホームステイ 

 

・英語の授業 

・オーストラリアの医療制度 

・オーストラリアの栄養 

・グリフィス大学留学生との 

交流 

・病院見学・研修 

・高齢者ケアセンター見学およ

び入居者慰問・交流 

・オーストラリアの野生動物と

保護について理解を深める 

・全期間ホームステイ：ホーム

ステイを通して異文化理解を

深め、英語力の向上も図る 

R2.3.15日から 8泊 9日で予定していたハワイ研修は、コロナウイルス感染症発生のため 

急遽中止とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3 

実施 

年度 
訪 問 地 

訪 問 先 

（医療施設、大学等） 
内   容 

平成 

30年度 

 

オーストラリア・

ゴールドコースト

市 

30.9.14(金)～ 

9.23(日) 

 

○グリフィス大学 

○ゴールドコースト・ 

プライベート病院 

○高齢者ケアセンター 

○カランビン野生保護園 

○ホームステイ 

 

・英語の授業 

・オーストラリアの医療制度 

・オーストラリアの栄養と健康 

・現地学生とともにオースト 

ラリアのスイーツの調理 

実習・交流 

・病院見学 

・高齢者ケアセンター見学・ 

慰問・交流 

・全期間ホームステイ：ホーム

ステイを通して異文化理解を

深め、英語力の向上も図る 

 

アメリカ、ハワイ

州 ホノルル 

31.3. 10(日)～ 

3.18(月) 

 

○ホノルル美術館 

○シャミナード大学看護学部 

○介護・医療施設アロハ 

ナーシング・リハブセンター 

○ハワイ大学護・歯科衛生学部 

看護学科シミュレーション 

センター 

 

 

・美術を通じてハワイの歴史・

文化・アート、世界のアート

と文化を学ぶ 

・模擬患者を使ったシミュレー 

ション演習 

・アメリカの在宅ケアの現状、 

さらに ITを活用した在宅ケア 

について学ぶ 

・学生文化交流：日米相互の 

文化を伝えて交流する 

・介護・看護施設における介護・ 

看護・リハビリ・ホスピス 

ケアの現状について学ぶ 

・介護施設の入所者との交流 

・高度シミュレータを使用した 

心肺蘇生等救急時の対応に 

関するシミュレーション演習 

・世界の気候変動と医療・食の 

調達について学ぶ 

・災害時の看護の役割について

考える 

 

 

 

 

 

 

 

 



入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー）について 

東京医療保健大学は、医療の現場に強く、豊かな国際感覚を備え、医療の情報化に対応

し、他の専門職と協働してチーム医療を実現できる人材を育成いたしますが、入学者には

次のような資質が求められます。 

1.寛容と温かみのある人間性と生命に対する畏敬の念を有すること。

2.基礎学力と豊かな教養の上に、専門性への探究心を有すること。

3.自ら課題を設定し、調べ、考えて問題解決を図ろうとすること。

4.何事にも積極的に取り組むことができること。

5.コミュニケーション能力･表現力が豊かで、他と協調して物事を達成できること。

6.社会の動きに関心を持ち、医療を幅広い視野で見ようとすること。

7.科学技術の進歩に関心を持ち、医療の情報化･国際化に意欲を持って取り組むこと。

本学では、以上のような資質を有する学生を選抜するために、一般選抜試験の他に、

総合型選抜、学校推薦型選抜、大学入学共通テスト利用入試などの実施により多様な入

学者選抜を行います。 

これらの入学者選抜においては、①「知識・技能」 ②「思考力・判断力・表現力」  

③「主体性・多様性・協働性」という「確かな学力」を把握するとともに、各学科の教育・

人材育成の目的にかなう能力・資質・意欲・適性等を判断するため、試験種別ごとに個別

学力検査、大学入学共通テスト、調査書、小論文、総合問題、基礎テスト、面接などを組

み合わせ、多面的・総合的に評価を行います。  

【医療保健学部 看護学科】 

看護学科では、思いやり・人との絆・生命への畏敬・倫理観を前提とし、人間と社会に

対する幅広い知識と、医療・看護に関する専門知識・技術をもって看護を実践できる能

力、看護の対象となる人や他職種と連携・協働して看護を展開するコミュニケーション

能力、社会や医療現場の変化に対応しながら、自ら考え、行動できる力を備えた看護職を

育成します。そのために、次のような資質を有する人の入学を求めています。 

看護職は、日々変化し続ける医療・看護ニーズに対応していくため、生涯に渡って成長

し続けることが求められます。そのため、基礎学力を基盤として、学ぶ楽しさを感じ、積

極的かつ主体的に学ぼうとする意欲を持った人を求めています。 

また、人々の価値観が多様化する中で、一人ひとりの望む暮らしを実現するためには、

人々の生活や地域社会に関心を注ぎ、他の専門職と連携・協働することが不可欠です。看

護学科では、人間に対する関心と人を大切に思う心を有し、他者と協力し合いながら物事

を達成しようとする人を求めています。 

現在の日本は、誰もが経験したことのない超高齢社会を迎えています。絶えず変化す
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る看護の現場において、経験したことのない困難に直面しても前向きに乗り越えようとす

る姿勢を有する人を求めています。さらに、看護学科では、自由な発想を大切にし、新し

いことに挑戦しようとする姿勢を有する人の入学を期待しています。 

 

※本学科を志望される方は理科の選択科目において、「生物基礎」又は「生物」及び「化学

基礎」又は「化学」を履修されていることを望みます。 

 

各入試における評価内容等は次のとおりです。 

  

総合型選抜 

   予め提示するキーワードを基に、知識・能力を活用して作成する小論文により、受験

者の思考力・判断力・表現力などの評価を行います。自己推薦書と面接では、意欲・表

現力・主体性・人間性などに重点を置いた評価を行って、多面的・総合的に判定します。 

学校推薦型選抜 

調査書により受験者の知識・技能の習得状況、特別活動における主体性や協働性、特

定分野での卓越した能力などを把握します。小論文、面接では、意欲・思考力・判断力・

表現力・主体性・人間性などに重点を置いた評価を行って、多面的・総合的に判定しま

す。 

一般選抜（Ａ日程入試） 

個別学力検査により、高等学校教育で培われた知識・思考力・判断力を重点的に評価

し、選抜を行います。英語を必須とし、それに加えて数学・理科の 2 教科 4 科目の中か

ら 1 科目を選択解答する方式により、いわゆる理系科目の基礎学力に重点を置いた学習

能力を判定します。 

一般選抜（Ｂ日程入試・Ｃ日程入試） 

個別学力検査により、高等学校教育で培われた知識・思考力・判断力を重点的に評価

し、選抜を行います。英語を必須とし、それに加えて国語・数学・理科の 3 教科 5 科目

の中から 2 科目を選択解答する方式により、文系・理系を問わず受験者の履修状況に応

じた学習能力を判定します。 

大学入学共通テスト利用入試 

大学入学共通テストの得点に基づき、高等学校教育で培われた知識・思考力・判断力

に重点を置いて選抜を行います。英語を必須とし、それに加えて国語・数学・理科の 3 教

科 5 科目の中から 2 科目を選択解答する方式により、文系・理系を問わず受験者の履修

状況に応じた学習能力を判定します。 

  

    

【医療保健学部 医療栄養学科】 

健康と食生活の関係が重視されていることから、医療現場での管理栄養士の役割はま

すます大きくなっています。医療栄養学科では、医療の専門家の連携による「チーム 



医療」の一員として、参画できる管理栄養士の養成を目指しています。現場に強い管理

栄養士を育成していくために最も必要なものが医療現場とのつながりで、本学科の臨地

実習には、NTT 東日本関東病院をはじめ、多くの病院や高齢者施設などを実習施設とし

て実践的な臨床教育を行います。 

また、優れたチーム医療人の育成を図るため、「いのち･人間の教育分野」、「医療の

コラボレーション分野」及び「専門職の教育分野」に関する科目を開設し、医療現場に求

められる管理栄養士を育成します。 

「医食同源」という言葉もあるように人の健康を守る上で、医と食は切り離しては

考えられません。特に、今日の社会は、少子高齢化という急激な変化に伴い、生活習慣

病対策は重要であり、管理栄養士はこれまで以上に病気の治療のみならず予防医学の観

点から社会の要望に応える必要があります。さらに、医療現場に強い管理栄養士は、病

院だけでなく学校、保健センター、福祉施設、事業所、食品会社、給食会社、スポーツ

施設など、食と健康に関わる様々な職場でも求められています。 

また、教育現場での食育の担い手として、安全な食事の提供を通して健康を支援する

ことも重要です。 

そこで、医療栄養学科では、食と健康に関する知識をより深く追求する意欲を持って

いる学生、人とコミュニケーションができる能力を持ち、社会・地域住民に対して健康の

面で貢献したいと考えている学生、大学で学んだことを実生活で一層有効活用したいと

考えている学生を歓迎します。 

なお、本学科を志望される方は理科の選択科目において、「生物基礎」又は「生物」

及び「化学基礎」又は「化学」を履修されていることを望みます。 

各入試における評価内容等は次のとおりです。 

 

総合型選抜 （10 月実施）  

  事前に課題を与えて、知識・能力を活用して、その解決に向けて探究した結果をとり

まとめた課題論文により、思考力・判断力・表現力などの評価を行います。自己推薦書と

面接では、意欲・表現力・主体性・人間性などに重点を置いた評価を行って、多面的・総

合的に判定します。 

総合型選抜 （12 月実施） 

  生物基礎または化学基礎を選択して解答する基礎テストにより、理科科目の基礎的な

知識・思考力・素養などを評価します。自己推薦書と面接では、意欲・表現力・主体

性・人間性などに重点を置いた評価を行うとともに、本学科が求める理科の素養・適性

などをあわせて判断し、多面的・総合的に判定します。 

学校推薦型選抜  

 調査書により受験者の知識・技能の修得状況、特別活動における主体性・協働性、

特定分野での卓越した能力などを把握します。小論文、面接では、意欲・思考力・表現

力・主体性・人間性などに重点を置いた評価を行って、多面的・総合的に判定します。 

一般選抜（Ａ日程入試） 



  個別学力検査により、高等学校教育で培われた知識・思考力・判断力を重点的に評価

し、選抜を行います。英語を必須とし、理科（「生物基礎・生物」、「化学基礎・化学」）の

２科目の中から 1 科目の選択解答する方式により、本学科の求める「理科」の素養・知

識などを含めた学習能力を判定します。 

一般選抜（Ｂ日程入試・Ｃ日程入試） 

個別学力検査により、高等学校教育で培われた知識・思考力・判断力を重点的に評価

し、選抜を行います。英語を必須とし、それに加えて国語・数学・理科の３教科５科目の

中から２科目を選択解答する方式により、文系・理系を問わず受験者の履修状況に応じ

た学習能力を判定します。 

大学入学共通テスト利用入試 

   大学入学共通テストの得点に基づき、高等学校教育で培われた知識・思考力・判断力

に重点を置いて選抜を行います。英語を必須とし、それに加えて国語・数学・理科の３教

科５科目の中から２科目を選択解答する方式により、文系・理系を問わず受験者の履修

状況に応じた学習能力を判定します。 

 

 

【医療保健学部 医療情報学科】  

   医療情報は、患者さんに最適な医療を行うために用いられ、さらに新たな治療法や

機器の研究・開発を的確に行う材料になるなど、医療活動を円滑に推進する原点です。

医療を行う医師や看護師、その他の医療関係者、福祉関係者はこれらの情報をもとに

方向性を決めます。したがって、医療情報を扱う人は必要な情報を的確に収集、解析、

加工し関係者に伝える力と、仕事に対する明確なポリシーや責任感、高い倫理観を持っ

た人材が求められます。医療情報学科は、何事にも積極的で高い倫理観を持つ人を求め

ています。 

  病院など医療の現場で、情報がどのように利活用されているかを知ることは、医療

情報を的確に医療関係者に伝達し、より質の高い医療を提供するチームの一員となる

第一歩です。新しい医療情報の活用や的確で効果的な情報の提供について議論するため

に、コミュニケーション能力が必要です。医療情報学科は、医療だけでなく広く社会に関

心を持ち、自分の考えを積極的にコミュニケーションできる人を求めています。 

   これからの医療においては、患者さんと医療提供者を仲立ちし、医療現場と企業とを

連携するコミュニケーターとしての役割が益々重要となります。医療情報学科は、「新し

いことや新しい領域を切り開きたい意欲」と「人間・社会に貢献したい高い志」を持った

学生を歓迎します。 

本学科を希望される方に対して、高等学校で履修すべき科目の指定は特にありませ

ん。ただし、医療情報を扱うには高い倫理観が必要です。例えば科目「社会と情報」や

「情報の科学」の内容に含まれる情報の伝達手段の信頼性、情報の信憑性、情報発信に

あたっての個人の責任、プライバシーや著作権への配慮などについて学び、高い意識を

持つことを期待します。 



各入試における評価内容等は次のとおりです。 

 

総合型選抜 

  自己推薦書により、高等学校教育までに育まれた「高等学校での学び」と「確かな学

力」を中心に、本学が求める資質についての評価を行います。面接では、意欲・表現力・

主体性・人間性などに重点を置いた評価を行って、多面的・総合的に判定します。 

学校推薦型選抜  

  調査書により受験者の知識・技能の修得状況、特別活動における主体性・協働性、

特定分野での卓越した能力などを把握します。小論文、面接では、意欲・思考力・表現

力・主体性・人間性などに重点を置いた評価を行って、多面的・総合的に判定します。 

一般選抜（Ａ日程入試） 

  個別学力検査により、高等学校教育で培われた知識・思考力・判断力を重点的に評価

し、選抜を行います。英語を必須とし、それに加えて国語・数学・理科の３教科５科目

の中から 1科目を選択解答する方式により、文系・理系を問わず受験者の得意とする科

目での受験を可能とし、受験生の特性に応じた学習能力を判定します。 

一般選抜（Ｂ日程入試・Ｃ日程入試） 

  個別学力検査により、高等学校教育で培われた知識・思考力・判断力を重点的に評価

し、選抜を行います。英語を必須とし、それに加えて国語・数学・理科の３教科５科目の

中から２科目を選択解答する方式により、文系・理系を問わず受験者の履修状況に応じ

た学習能力を判定します。 

大学入学共通テスト利用入試 

  大学入学共通テストの得点に基づき、高等学校教育で培われた知識・思考力・判断力

に重点を置いて選抜を行います。英語を必須とし、それに加えて国語・数学・理科の３教

科７科目の中から２科目を選択解答する方式により、文系から理系までの広い範囲や得

意とする特定分野があるなど、受験者の履修状況に応じた学習能力を判定します。 

   

 

【東が丘看護学部】 

  東が丘看護学部では、未来の日本の医療・保健・福祉を支える看護師（tomorrow’s 

Nurse）を育成します。 

看護師は、患者さんとそのご家族にとって最も身近な存在であり、チーム医療のキー

パーソンです。東が丘看護学部では、国立病院機構のネットワークを活かした実践的な

教育システムによって、未来の日本の看護師に必要な 3 つの能力、①高度な知識と技術

に基づく自律した「看護実践能力」、②看護の発展に貢献する「自己開発能力」、③専門職

として自己の成長を推進する「キャリア開発能力」を育成します。そのために、次のよう

な資質を有する人材の入学を求めています。 

 

看護師には、対象となる人々のニーズを見据え、専門職としての自律性に基づく確か



な看護を実践することが求められます。そのため、十分な基礎学力に加え、新たな知識を

自ら調べて自ら考える「自調自考」の学習姿勢を持った人を求めます。 

また、人々の価値観が多様化するなかで、あらゆる状況や場にある生活者一人一人に

応じた看護を提供するうえで、様々な医療専門職との連携・協働が重要です。そのため、

人間一人一人をかけがえのない存在として思いやり、尊重しながら他者と関係性を築き、

協力して物事を成し遂げることのできる人を求めます。 

そして、医療の進歩や社会のニーズの変化のなかで、看護師は生涯にわたって主体的

に自己啓発し、専門職としてのキャリアを開拓し続けることが必要な職業です。そのた

め、看護を通して「自分を磨きたい！」、「看護師として成長していきたい！」という意欲

と情熱を持つ人を求めます。 

 

なお、本学部では、1 年次の授業科目である「自然科学の基礎」において、物理、化学、

生物、数学に関する基礎知識の定着を図っておりますが、入学後、無理なく学修を進める

ために、高校においては必履修科目の中から物理基礎、化学基礎及び生物基礎をすべて

履修しているか、選択科目（物理、化学、生物）の中から 2 科目を履修していることを

望みます。 

   

 各入試における評価内容等は次のとおりです。 

 

 学校推薦型選抜 

調査書により受験者の知識・技能の修得状況、特別活動での主体性や協働性、特定

分野での卓越した能力などを把握します。総合問題では、医療・保健・福祉に関する

設問を通して、柔軟な思考力・判断力、的確な表現力の評価を行います。面接では、

意欲・表現力・主体性・人間性などに重点を置いた評価を行って、多面的・総合的に判

定します。 

一般選抜（Ａ日程入試） 

個別学力検査により、高等学校教育で培われた知識・思考力・判断力を重点的に評価

し、選抜を行います。英語を必須とし、それに加えて数学・理科の２教科４科目の中か

ら 1科目を選択解答する方式により、いわゆる理系科目の基礎学力に重点をおいた学習

能力を判定します。 

一般選抜（Ｂ日程入試・Ｃ日程入試） 

  個別学力検査により、高等学校教育で培われた知識・思考力・判断力を重点的に評価

し、選抜を行います。英語を必須とし、それに加えて国語・数学・理科の３教科５科目の

中から２科目を選択解答する方式により、文系・理系を問わず受験者の履修状況に応じ

た学習能力を判定します。 

大学入学共通テスト利用入試 

  大学入学共通テストの得点に基づき、高等学校教育で培われた知識・思考力・判断力

に重点を置いて選抜を行います。英語を必須とし、それに加えて国語・数学・理科の３教



科５科目の中から２科目を選択解答する方式により、文系・理系を問わず受験者の履修

状況に応じた学習能力を判定します。 

 

【立川看護学部】 

  立川看護学部看護学科では、看護の実践能力、災害対応能力、看護を探求する能力を

兼ね備えた「地域から信頼される Nurse」を育成します。 

現在は、社会の高齢化が進み、病院内だけでなく、人々が生活する場での看護が重要視

されています。一方で、各地で自然災害が発生している状況では、被災者にとって最も身

近な医療職である看護職が、最善の看護を提供できることが必要とされています。 

そこで、立川看護学部は、国立病院機構災害医療センターを中心とした、立川市近辺の

病院や様々な施設との連携を活かし、臨地実習や多職種との連携・交流を通じて、健康支

援への看護実践能力はもちろん、災害対応能力や看護探求能力を兼ね備えた、質の高い

地域から信頼される看護師を育てます。 

 

看護学を学ぶ学生には、生命の尊厳を理解し、知的好奇心をもって看護を探求する

姿勢が必要です。基礎学力を備えていることは当然ですが、何事にも興味を持って取り

組む姿勢が大切です。本学部ではさらに、看護を通して「災害時でも最善の看護が提供

できる能力を身に付けたい！」という情熱と、未来の臨床現場を担う決意と高い志を持

った学生を求めています。 

 なお、本学部では、1年次の授業科目である「自然科学の基礎」において、物理、化学、

生物、数学に関する基礎知識の定着を図っておりますが、入学後、無理なく学修を進める

ために、高校においては必履修科目の中から物理基礎、化学基礎及び生物基礎をすべて

履修しているか、選択科目（物理、化学、生物）の中から 2科目を履修していることを望

みます。 

 

 各入試における評価内容等は次のとおりです。 

 

 学校推薦型選抜 

調査書により受験者の知識・技能の修得状況、特別活動での主体性や協働性、特定

分野での卓越した能力などを把握します。総合問題では、医療・保健・福祉に関する

設問を通して、柔軟な思考力・判断力、的確な表現力の評価を行います。面接では、

意欲・表現力・主体性・人間性などに重点を置いた評価を行って、多面的・総合的に判

定します。 

一般選抜（Ａ日程入試） 

個別学力検査により、高等学校教育で培われた知識・思考力・判断力を重点的に評価

し、選抜を行います。英語を必須とし、それに加えて数学・理科の２教科４科目の中か

ら 1科目を選択解答する方式により、いわゆる理系科目の基礎学力に重点をおいた学習

能力を判定します。 



一般選抜（Ｂ日程入試・Ｃ日程入試） 

  個別学力検査により、高等学校教育で培われた知識・思考力・判断力を重点的に評価

し、選抜を行います。英語を必須とし、それに加えて国語・数学・理科の３教科５科目の

中から２科目を選択解答する方式により、文系・理系を問わず受験者の履修状況に応じ

た学習能力を判定します。 

大学入学共通テスト利用入試 

  大学入学共通テストの得点に基づき、高等学校教育で培われた知識・思考力・判断力

に重点を置いて選抜を行います。英語を必須とし、それに加えて国語・数学・理科の３教

科５科目の中から２科目を選択解答する方式により、文系・理系を問わず受験者の履修

状況に応じた学習能力を判定します。 

 

 

【千葉看護学部】 

千葉看護学部では、東京医療保健大学の方針に基づいて、地域完結型の医療保健に積極

的に参画できる看護専門職を育成します。 

そのために、今、みなさんが持っている柔軟性と応用力をさらに強化して、あらゆる

人の生活をより充実したものにするために、サポートする能力を培うことを志向する人

を求めています。日ごろから他者への興味・関心を持ち続け、相手の話を聴いて、その

人の願いを実現するために自分にできることを探そうとする姿勢が求められます。 

また大学入学後は、ボランティアや部活、課外活動など、生活者としてのさまざまな

体験をされることを希望します。それが、さまざまな世代と立場の人との関わりの際に

役に立ちます。また、それらの特別な場だけでなく、日常生活の中であっても、出会う

人や何気ない景色やニュースから、人々の幸せとは何か、「未来」を生み出す「今」を考

え、自分なりの意見を持つことが可能です。 

看護専門職は大学を卒業し、国家試験に合格したら「完結」するわけではありません。

看護職となってからも新しい知見を身につけて自分の力で成長し続けます。大学では 4

年間の在学期間だけでなく、卒業後も自律して成長し続けることができるための基盤を

形成します。 

そのために、常に広い視野で、かつ深く、見つめようとする意志を持つ人材を求めて

います。 

なお、本学科を希望される方は理科の選択科目において、「生物基礎」又は「生物」及

び「化学基礎」又は「化学」を履修されていることを望みます。 

各入試における評価内容等は次のとおりです。 

 

学校推薦型選抜 

調査書により受験者の知識・技能の修得状況、特別活動における主体性や協働性、協

働分野での卓越した能力などを把握します。小論文、面接では、意欲・思考力・判断力・

表現力・主体性・人間性などに重点を置いた評価を行って、多面的・総合的に判定しま

す。 

 



一般選抜（Ａ日程入試） 

   個別学力検査により、高等学校教育で培われた知識・思考力・判断力を重点的に評価

し、選抜を行います。英語を必須とし、それに加えて国語・数学・理科の３教科５科目の

中から１科目を選択解答する方式により、文系・理系を問わず受験生の得意とする科目

での受験を可能とし、受験生の特性に応じた学習能力を判定します。 

一般選抜（Ｂ日程入試・Ｃ日程入試） 

個別学力検査により、高等学校教育で培われた知識・思考力・判断力を重点的に評価

し、選抜を行います。英語を必須とし、それに加えて国語・数学・理科の３教科５科目の

中から２科目を選択解答する方式により、文系・理系を問わず受験者の履修状況に応じ

た学習能力を判定します。 

大学入学共通テスト利用入試 

大学入学共通テストの得点に基づき、高等学校教育で培われた知識・思考力・判断力

に重点を置いて選抜を行います。英語を必須とし、それに加えて国語・数学・理科の３教

科５科目の中から２科目を選択解答する方式により、文系・理系を問わず受験者の履修

状況に応じた学習能力を判定します。 

 

 

【和歌山看護学部】 

 和歌山看護学部看護学科では、何事にも興味をもち主体的に学ぶ能力と、コミュニケ

ーション能力を備え、さらに地域社会に関心を持ち、そこで生活する人々の健康を担う

決意と高い志を持った学生を求めています。 

現在、和歌山県は人口の減少、高齢化、単独世帯の増加が進んでおり、地域で暮らす

人々が病気や障がい、高齢になっても住み慣れた場所で少しでも長く自立した生活が続

けられるよう支援することが地域社会の課題となっており、地域で暮らす人々の健康の

維持・増進に貢献できる質の高い看護職が必要とされています。 

具体的には、高度急性期医療における看護や在宅で療養中の方々に対する支援や看護、

和歌山県で今後起こりうる自然災害時などへの看護があげられます。そのためには、高

度な判断力と確かな看護実践能力をもって、チーム医療の一員としての役割が果たせる

看護職が必要となります。 

そこで、和歌山看護学部看護学科では、地域の特性を把握し社会・文化・人間と生活に

対する理解を深め、豊かな人間性と倫理観をもち、多様な環境においてあらゆる健康レ

ベルの対象に働きかけできる看護職、時代の要請に応える新たな看護を創造していくこ

とができる看護職を育成していきます。 

なお、本学科を志望される方は、入学後の専門科目の履修の基盤となりますので、理科

の選択科目において「生物基礎」又は「生物」及び「化学基礎」又は「化学」を履修され

ていることを望みます。 

各入試における評価内容等は次のとおりです。 

   

   学校推薦型選抜 

     調査書により受験者の知識・技能の修得状況、特別活動における主体性や協働性、特



定分野での卓越した能力などを把握します。小論文、面接では、意欲・思考力・判断力・

表現力・主体性・人間性などに重点を置いた評価を行って、多面的・総合的に判定しま

す。 

   一般選抜（Ａ日程入試・Ｃ日程入試） 

     個別学力検査により、高等学校教育で培われた知識・思考力・判断力を重点的に評価

し、選抜を行います。英語を必須とし、それに加えて国語・数学・理科の３教科５科目

の中から１科目を選択解答する方式により、文系・理系を問わず受験者の得意とする科

目での受験を可能とし、受験者の特性に応じた学習能力を判定します。 

   一般選抜（Ｂ日程入試） 

個別学力検査により、高等学校教育で培われた知識・思考力・判断力を重点的に評価し、

選抜を行います。英語を必須とし、それに加えて国語・数学・理科の３教科５科目の中か

ら２科目を選択解答する方式により、文系・理系を問わず受験者の履修状況に応じた学習

能力を判定します。 

 

大学入学共通テスト利用入試 

  大学入学共通テストの得点に基づき、高等学校教育で培われた知識・思考力・判断力に

重点を置いて選抜を行います。英語を必須とし、それに加えて国語・数学・理科の３教科

５科目の中から２科目を選択解答する方式により、文系・理系を問わず履修状況に応じた

学習能力を判定します。 

 

 

 

  



 【資料6-1】 
東京医療保健大学の教員組織の編成方針 

 

 

本学においては、建学の精神である「科学技術に基づく正確な医療保健の学問的教育・研究及

び臨床活動」、「寛容と温かみのある人間性と生命に対する畏敬の念を尊重する精神」に則り、

時代の求める高い専門性及び豊かな人間性と幅広い教養並びに高い倫理性を備え、これからの

社会が抱える様々な課題に対して、新しい視点から総合的に探求し解決することのできる人材

の育成を図ることを理念・目的としているが、これらの理念・目的を達成するために、教育・

研究を担当するに相応しい能力を有するとともに、熱意を持って、かつ、真摯に教育・研究に

取り組む教員を求めることとし、教員組織の編成方針を定める。 

 

学部・学科・研究科においては、大学設置基準及び大学院設置基準に定める教員数を措置する

とともに、次に定める学部・学科・研究科が求める教員像を踏まえ、医療系の大学として関係

法令に基づき教育課程に相応しい教員組織を適切に編成・整備することとする。 

 

（医療保健学部看護学科） 

① 医療現場におけるチーム医療の中核として活躍できる看護師及び保健師の育成に情熱を 

持って取り組むことができること。 

② 専門領域と関連する臨床現場における実践経験を有していること。 

③ 職位に応じた教育業績と研究業績を有していること。 

④ 大学運営及び社会活動に積極的に参画する意思があること。 

⑤ 専門領域を越えて教育改善のために協力する意思及び能力があること。 

 

（医療保健学部医療栄養学科） 

① 豊かな人間性と教養を持って、社会に貢献できる管理栄養士を目指す学生を育成できること。 

② 医療栄養に関する知識と見識を有すること。 

③ 教育及び研究の成果を持って、履修指導に取り組むことができること。 

④ 社会貢献及び地域貢献に寄与できること。 

⑤ 専門領域以外にも関心を持ち、協調性を持って各種の校務ができること。 

 

（医療保健学部医療情報学科） 

① 生命科学と医療情報学を学ぶ学科を目指して、学生の教育、研究・医療の向上に努めること。 

② 教育と研究において、高い倫理観を持ち、熱意を持って取り組むこと。 

③ 医療及びその関連分野において、現場を理解して実践経験が豊富であること。 

④ 常に新たな研究科目を開発し、医療の情報化・国際化に対応し、学際的な研究に関心を持つ

こと。 

⑤ 学生を医療情報学の分野で指導的に活躍できる人材として責任を持って社会に送り出す 

ことができること。 
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（東が丘・立川看護学部看護学科） 

① tomorrow's Nurse の養成に情熱を持っていること。 

② 臨床現場における実践経験が豊富であること。 

③ 教育、研究、社会貢献活動にバランスよく取り組む能力と情熱があること。 

④ 客観的な自己評価を通して、常に自己啓発に努めること。 

 

（千葉看護学部看護学科） 

① 看護職及び看護学の社会的責務を深く考え、高い倫理観に基づき、地域完結型の保健医療に 

貢献する人材の育成に情熱をもって取り組むことができること。 

② 専門領域と関連する臨床現場における実践経験を有していること。 

③ 職位に応じた教育業績と研究業績を有し、さらに自己啓発に努める意思があること。 

④ 大学運営及び社会活動に積極的に参画する意思があること。 

⑤ 専門領域及び職種を越えて、教育と保健医療の質向上のために協働する意思があること。 

 

（和歌山看護学部看護学科） 

① 教育に携わる者としての人間性、社会性を持ち、常に自己研鑽に努めていること。 

② 専門分野の学位、研究業績、教育経験及び社会貢献等における実績を有していること。 

③ 科目の意図するところを十分に教授でき、かつ真に熱意を持っていること。 

④ 意欲的に学生と相対する姿勢を保持し続ける熱意があること。 

 

（医療保健学研究科） 

① 医療関連現場の高度専門職育成に情熱を持っていること。 

② 専門領域に関連する臨床現場の実践経験が豊富であること。 

③ 教育、研究、実践において優れた専門能力を有し、熱意を持って取り組むこと。 

④ 客観的な自己評価を通して、常に自己啓発に努めていること。 

⑤ 専門分野の歴史と最新情報に精通していること。 

⑥ その他、本研究科の教育方針を十分理解し研鑽していること。 

 

（看護学研究科） 

① 高度実践看護職の養成に情熱を持っていること。 

② 臨床現場における実践経験が豊富であること。 

③ 教育、研究、社会貢献活動にバランスよく取り組む能力と情熱があること。 

④ 客観的な自己評価を通して、常に自己啓発に努めること。 

 

附則 

 1. この編成方針は、平成 24年 3月 7日から施行する。 

附則 

 1. この編成方針は、平成 26年 4月 1日から施行する。 

 2. 東が丘看護学部は、学部名の変更に伴い東が丘・立川看護学部となった。 

附則 

 1. この編成方針は、平成 30年 4月 1日から施行する。 



 【資料 6-2】 

東京医療保健大学教員選考規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、東京医療保健大学の教授、准教授、講師、助教及び助手 

    （以下「教員」という。）の採用及び昇格等に関する選考（以下「選考」

という。）について定めるものとする。 

 

（選考） 

第２条 選考に当たっては、「東京医療保健大学の教員組織の編成方針」に基づき、

本学の建学の精神及び理念・目的を達成するために、教育・研究を担当

するにふわさしい能力を有するとともに、熱意を持って、かつ、真摯に

教育・研究に取り組む教員を求めることとし、学位・資格、教育・研究

業績、臨床経験業績及び学会等の活動業績等を総合的に判断して行うも

のとする。 

 

（教員選考基準） 

第３条 前条の選考は、「東京医療保健大学教員選考基準」に基づき行うものとす

る。 

 

（大学院博士課程教員の資格） 

第４条 大学院博士課程の教員は、次の各号の一に該当し、かつ、その担当する

専門分野に関し、極めて高度の教育研究上の指導能力があると認められ

る者とする。 

（１）博士の学位（外国において授与されたこれに相当する学位を含む。）を有 

し、教育並びに研究上の顕著な業績のある者。 

 （２）研究上の業績が前号の者に準ずると認められる者。 

 （３）専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者。 

 

（大学院修士課程教員の資格） 

第５条 大学院修士課程の教員は、次の各号の一に該当し、かつ、その担当する

専門分野に関し、高度の教育研究上の指導能力があると認められる者と

する。 

（１）博士の学位（外国において授与されたこれに相当する学位を含む。）を 

有し、教育並びに研究上の業績のある者。 

（２）研究上の業績が前号の者に準ずると認められる者。 

 （３）専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者。 
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（教授の資格） 

第６条 教授となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、 

    大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認め

られる者とする。 

 （１）博士の学位（外国において授与されたこれに相当する学位を含む。）を 

    有し、研究上の業績のある者。 

（２）研究上の業績が前号の者に準ずると認められる者。 

（３）学位規則（昭和 28年文部省令第 9 号）第 5条の 2に規定する専門職学位 

    （外国において授与されたこれに相当する学位を含む。）を有し、当該専 

門職学位の専攻分野に関する実務上の業績を有する者。 

（４）大学において教授、准教授（助教授）又は専任の講師（外国における    

これらに相当する教員としての経歴を含む。）の経歴があり、研究上の 

    業績があると認められる者。 

（５）研究所、試験所、病院・福祉施設等において 10年以上在籍し、研究上の

業績があると認められる者。 

（６）専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有すると認められる者。 

 

（准教授の資格） 

第７条 准教授となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、

大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認め

られる者とする。 

（１）前条各号のいずれかに該当する者。 

（２）大学において准教授（助教授）、専任の講師又は助教の経歴（外国におけ

るこれらに相当する教員としての経歴を含む。）のある者。 

（３）修士の学位又は学位規則第 5 条の 2 に規定する専門職学位（外国におい

て授与されたこれらに相当する学位を含む。）を有する者。 

（４）研究所、試験所、病院・福祉施設等において 5 年以上在籍し、研究上の

業績があると認められる者。 

（５）専攻分野について、優れた知識及び経験を有する者と認められる者。 

 

（講師の資格） 

第８条 講師となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

（１）第 6条又は前条に規定する教授又は准教授となることのできる者。 

（２）専攻分野について、大学における教育を担当するにふさわしい教育上の

能力を有すると認められる者。 

 

（助教の資格） 

第９条 助教となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、 
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    大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認め 

    られる者とする。 

（１）第 6条各号又は第 7条各号のいずれかに該当する者。 

（２）修士の学位又は学位規則第 5 条の 2 に規定する専門職学位（外国におい

て授与されたこれらに相当する学位を含む。）を有する者。 

（３）専攻分野について、知識及び経験を有すると認められる者。 

 

（助手の資格） 

第１０条 助手となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者と 

     する。 

（１）学士の学位（外国において授与されたこれらに相当する学位を含む。）を

有する者。 

（２）前号の者に準ずる能力を有すると認められる者。 

 

（非常勤講師の資格） 

第１１条 非常勤講師は、大学における教育を担当するにふさわしい教育上の 

能力を有すると認められる者とする。 

 

 

附 則  

この規程は平成 17年 4月 1日より施行する。 

附 則 

この規程は平成 18年 2月 15日より施行する。 

附 則 

この規程は平成 19年 4月 1日より施行する。 

附 則 

この規程は平成 21年 10月 21日より施行する。 

附 則 

１．この規程は平成 24年 5月 16日より施行する。 

２．この規程の施行に伴い「東京医療保健大学大学院教員選考規程」は廃止する。 
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東京医療保健大学教員選考基準 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、「東京医療保健大学教員選考規程」に基づき、東京医療保健

大学の教員に関する選考基準（以下「教員選考基準」という。）について

定めるものとする。 

 

(教員選考委員会) 

第２条 教員の採用・昇格等に関する選考に当たっては、原則として東京医療保健 

大学人事委員会(以下「人事委員会」という。) に人事委員会委員を構成員

とする教員選考委員会を置くこととする。 

２ 教員選考委員会は、教員選考審査の結果を人事委員会に報告する。 

３ 人事委員会においては、教員選考審査に関する審議を行い、大学経営会議に 

提案する。 

４ 人事委員会及び教員選考委員会における教員選考審査に関する議事内容に 

ついては非公開とする。 

 

（採用） 

第３条 教員の採用については、原則として公募により、選考を行う。 

  ２ 教員採用の選考審査に当たっては、職位に応じて、原則として別に定める 

    教育・研究業績の提出を求めることとし、学位・資格、教育・研究業績、 

    臨床経験業績及び学会等の活動業績等を総合的に判断して行うものとする。 

  ３ 定年退職者の後任補充に伴う採用に係る公募については、原則として、採用

予定月日の 6か月前から開始する。 

  ４ 前号以外の採用に係る公募については、原則として、採用予定月日の 3か月

前から開始する。 

  ５ 公募の期間は、概ね 2週間から 3週間とする。 

  ６ 公募による応募者がない場合には、再公募を行う等を含め、人事委員会に 

    おいて協議の上、決定する。 

 

（昇格） 

第４条 教員の昇格審査は、原則として各学部長・各学科長及び各研究科長（以下、

「学部長等」という。）からの申し出により、選考を行う。 

  ２ 教員の昇格審査は、学位・資格、教育・研究業績及び貢献度業績等（学生募

集・就職支援・委員会活動及び社会的活動実績等）に基づいて行う。 

  ３ 前号の昇格審査に当たっては、職位に応じて、原則として前条第 2項に定め

る教育・研究業績の提出を求めることとする。 

 



 

 

2 

 

（学内異動） 

第５条 教員の学内異動（前条に定める昇格を除く）が必要となる場合には、原則と 

    して学部長等からの申し出により、選考を行う。 

 

（その他） 

第６条 この教員選考基準に定めるほか、教員選考に関して必要となる事項について

は大学経営会議において定めることとする。 

 

附 則 

 この教員選考基準は平成 24年 5月 16日から施行する。 

附 則 

 この教員選考基準は平成 26年 4月 1日から施行する。 
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東京医療保健大学 FD・SD 委員会規程 

 

（設置） 

第１条 東京医療保健大学の教職員の資質の維持向上並びに教育の質の向上を

図るため、FD・SD委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（任務） 

第２条 委員会は、授業内容・方法の改善を図るとともに、教員個々人の教育 

力・研究力の維持向上並びに教育の質の向上を図る。また、教職協働 

の観点に立って教員及び事務職員等についても大学運営に協働して業 

務に当たって行けるよう資質・能力及び意識の向上を図ることを目的 

とする。 

（構成） 

第３条 委員会は、次の者をもって構成する。 

       (1)大学経営会議で任命する専任教員 

      (2)事務局長 

(3)総務人事部長 

      (4)教務部長 

(5)研究協力部長 

      (6)企画部長 

 ２ 委員長が認めるときは、構成員以外の者を出席させ、意見を聴取する 

ことができる。 

（審議事項） 

第４条 委員会は次の事項を審議立案する。 

      (1)授業内容・方法の改善 

          (2)研究推進体制の整備 

      (3)各種研修会、研究会の実施 

      (4)外部研究費の導入の推進 

      (5)職員研修会等の実施 

      (6)その他 FD・SDに関する事項 

（委員長） 

第５条 委員会に委員長を置き、大学経営会議にて任命する。 

  ２ 委員長は、委員会を招集しその議長となる。 

（事務） 

第６条 委員会に関する事務は、企画部が行う。 

 

附 則   この規程は、平成１７年４月１日より施行する。 

   この規程は、平成１８年２月１５日より施行する。 

   この規程は、平成２２年１２月８日より施行する。 

この規程は、平成３０年４月１日より施行する。 
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2.7.15 

大学経営会議 

 

令和 2年度「学生による授業評価」実施要綱 

 

第 2 期中期計画の【9】に基づき、令和 2 年度において、医療保健学部、東が丘・立川 

看護学部、東が丘看護学部、立川看護学部、千葉看護学部及び和歌山看護学部の学生を 

対象に、学生による授業評価を以下のとおり実施いたします。なお、大学院においても 

この実施要綱に準じて授業評価を実施することといたします。 

１ 目 的  

  学生による授業評価を実施し、その結果を分析・評価することにより、カリキュラム 

の見直し、教育力の向上及び授業内容・方法等の改善・充実に資する。 

２ 対象授業  

  ○以下の全授業科目 

  ・医療保健学部看護学科、医療栄養学科、医療情報学科 

・東が丘・立川看護学部看護学科、東が丘看護学部看護学科、立川看護学部看護学科 

・千葉看護学部看護学科 

・和歌山看護学部看護学科 

・大学院医療保健学研究科、看護学研究科及び和歌山看護学研究科 

３ 実施時期  

  ○原則として、各セメスターの最終授業日とする。 

４ 実施方法  

  ○授業担当教員の了承を得て、事務局からウェブクラス、またはグーグルフォーム 

を利用してオンラインにて実施する。 

  ○回答は PCまたはスマートフォンから行い、集計する。 

５ 評価項目（講義・演習科目用／実習・実験科目用） 

（１） あなた自身について 

（２） 授業(実習・実験)内容について 

（３） 教員の教え方・姿勢について 

（４） 総合評価 

（５） 自由記述 等 

６ 評価結果の分析及び公表等 

学部の本年度前期(令和 2 年度)実施分の学生による授業評価結果について、次年度 

(令和 3 年度)前期の授業方法等の工夫・改善に役立ててもらうため、年末までに 

各教員にお渡しする。 

○個々の授業評価結果については、当該授業担当の教員が分析を行う。 

○また、前年度(令和元年度)実施分の授業評価結果については、各教員の感想等を 

取りまとめて各学科長等が分析等を行った後、10月を目途に公表する。 

 

 

 

 



 

 

東京医療保健大学 第 2期中期目標・計画 

（平成 29年度～平成 33年度）抜粋 

 

 

4.教育課程・学習成果 

中期目標 

(4)学習成果について、自己点検・評価、検証を行いその結果を踏まえて、不断の教育課程 

及び教育方法等の改善・充実を図るとともに「学位授与の方針」に基づき学位の授与 

（卒業・修了認定）を適切に行う。 

 

中期計画 

【9】毎年度、学生による授業評価や学生の学修及び生活に関する実態調査、卒業生への 

アンケート調査を実施するとともに、教員によるFD活動を積極的に推進し「東京医療 

保健大学を語る会」における各教員からの教育方法等の工夫・改善等について意見 

交換を行う。 

また、各学科等のFD活動報告会等を実施するなど教育力の向上及び授業内容・方法の 

改善・充実を図る。 

・教育目標、「教育課程編成・実施の方針」及び「学位授与の方針」の適切性、学習 

成果について自己点検・評価及び外部有識者による評価を実施し検証を行い、その 

結果等を踏まえて教育内容等の改善・充実を図る。また「学位授与の方針」に基づき、 

学位の授与（卒業・修了認定）を適切に行う。さらに科学と技術の進歩に合わせ、 

卒業生、修了生の再教育に努める。 

・GPA（Grade Point Average）制度を活用して、学部学生に対する厳格な成績評価の 

実施を図る。 

 注）GPA 制度：米国において一般に行われている成績評価方法。 

    授業科目ごとの成績評価を 5 段階で評価し、それぞれに対して 4・3・2・1・0 

  のグレード・ポイントを付与し、この単位当たりの平均を出す。卒業のために 

は通算の GPA が 2.0 以上であることが必要とされ、3 セメスター連続して GPA が 

2.0未満の学生に対しては退学勧告がなされる。 

・各学部・各学科・各研究科の取組状況及び課題等について、以下の観点から検証を 

行う。 

・学科（研究科）の教育理念・目的に基づき、どのように教育に取り組んでいるか 

・授業において工夫・改善を図ったことについて 

・教育効果及び教育成果についてどのように検証を行っているか 

・教育上の課題及び今後の改善方策等について 

 

 

 

 

 



 

 

22.10.20 

大学経営会議 
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東京医療保健大学学生支援に関する基本方針 

 

 

１ 目的 

この基本方針は、本学の建学の精神及び教育目標に基づき、時代の求める

高い専門性、豊かな人間性及び教養を備え、これからの社会が抱える様々

な課題に対して、新しい視点から総合的に解決することのできる人材

の育成を図るとともに、学生が卒業後自らの資質を向上させ、社会的及び

職業的自立を図るために必要な能力を培うことができるよう、修学・生活

全般を総合的に支援する環境を整備することを目的とする。 

 

２ 基本方針 

（１）関係部署の連携 

   関係部署は緊密に連携し、組織の効果的な活用を通じて、学生に対する

修学支援、生活支援及び進路支援を行う。 

（２）学生に対する修学支援 

学生に対するガイダンス機能の充実を図りながら、学生が修学する上で

必要とする情報を提供して修学支援を行う。 

（３）学生に対する生活支援 

学生が社会性や協調性を身につけ、健康で自立した学生生活を送ること

ができるように環境を整備し、充実した学生生活を送る上で学生が必要

とする生活支援を行う。 

（４）学生に対する進路支援 

学生が主体的に進路選択や職業選択を行うことができるよう、キャリア

ガイダンス等を充実するなど、学生が必要とする進路支援を行う。 
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東京医療保健大学スカラシップ創設要綱 

                           
 
 
 
 本学独自の奨学制度として、スカラシップ制度（“いのち”のプロジェクト）

を下記により創設する。  
 

記 
 
１ 「ＫＭC スカラシップ」（スカラシップⅠ） 
  一般入学試験前期日程において、入学試験成績上位５名程度の入学者に対

して、入学金及び１年間の授業料を免除する。 
 
２ 「ＴＨＣＵスカラシップ」（スカラシップⅡ） 
  一般入学試験前期日程において、入学試験成績上位１０名程度（スカラシ

ップⅠ対象者を除く）の入学者に対して、１年間の授業料を半額免除する。 
 
３ スカラシップⅠ及びⅡの２年次以降の対象者は、前年度の成績評価（スカ

ラシップ制度内規）により改めて審査を行い認定するものとする。 
 
４ スカラシップについての事務は学生支援センターにおいて行う。 
 

以上 
 
 

附 則 この要綱は、平成１７年４月１日より適用する。



 
スカラシップ制度内規 

 
 

本学のスカラシップ制度（“いのち”のプロジェクト）の２年次以降における

再審査の方法等は以下のように取り扱う。 
 

１ 前年度１年間（前・後期セメスター）の成績の総合評価により、各学科別 
  に成績順位をつけ、原則として、上位１及び２番を１年間の授業料全額 

免除対象者、上位３～５番を授業料の半額免除対象者とする。 

ただし、東が丘・立川看護学部看護学科においては、臨床看護学コース、   

災害看護学コースそれぞれの上位１及び２番を１年間の授業料全額免除対

象者、上位３～５番を授業料の半額免除対象者とする。 

なお、在籍学生数が学科定員に満たない場合のスカラシップ対象者数は、

理事長が決定する。 
 
２ 成績の総合評価の方法 
（１）履修科目の中で、単位を取得できなかった科目があった場合は成績の 

総合評価対象者から除く。 
（２）前年度単位取得科目の各科目の素点を合計し、原則として取得科目数で

除算した平均点を成績とするが、各学科会議において成績の総合評価を

決定する。  
（３）総合評価で同じ順位の者がある場合には、課外活動等の実績を勘案し 

成績順位を決定する。 
 

３ スカラシップ給付候補者（以下「候補者」という）の推薦は学部長等会議

において行い、理事長は、学部長等会議からの推薦に基づきスカラシップ

給付者を決定する。 
 
４ 学部長等会議において候補者の推薦を行った後、休学願が提出された場合

には、原則として推薦は取消さないこととする。なお、候補者の推薦後に 
疑義が生じた場合には、学部長等会議において再審査を行うことができる 
こととする。 

 
附則 この内規は、平成 17年 4月 1日から施行する。 

附則 この内規は、平成 21年 6月 24日から施行する。 

附則 この内規は、平成 28年 4月 1日から施行する。 

附則 この内規は、平成 29年 4月 1日から施行する。 

附則 この内規は、平成 30年 4月 1日から施行する。 

附則 この内規は、令和 2年 4月 1日から施行する。 
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東京医療保健大学大学院 医療保健学研究科 修士課程 

スカラシップ〈学納金免除〉創設要綱 

 

   

本大学院独自の奨学制度(学納金免除)として、修士課程の大学院生に対するスカ

ラシップ制度を下記により創設する。 

 

記 

 

１ 「ＴＨＣＵ修士課程スカラシップ」（以下 スカラシップという） 

 本大学院修士課程の入学者で、スカラシップ〈学納金免除〉を申請した者を 

 対象とする。選考対象は原則 2 名以内とし、年間 1,000,000 円の授業料の内、 

 年間 500,000 円を在学期間(最長 2 年間、但し、休学期間を除く)にわたり毎年 

 免除する。 

 但し、以下を附帯条件とする。 

①入学年度から 2年間にわたり年間学納金免除総額上限を 1,000,000円とする。 

②対象者を 2名以上とすることも可とし、対象者の人数により 1人当たりの年間

免除額を 1/2の 250,000円或いは 1/3の 166,000円等とすることにより、年間

免除総額は上限の範囲内で繰り回す。 

③年間免除総額上限に対して枠空きが生じた場合は、次年度以降に繰越ができる

ものとする。 

 

２ スカラシップの支給方法については、2年毎を目途に必要に応じて見直すこと 

 とする。 

 

３ スカラシップに関わる事務は大学院事務室において行う。 

 

４ 平成 22年度から実施する。 

 

 

 

附則 この要綱は、平成 22年 4月 1日から施行する。 

 

 



 

 

 

 

東京医療保健大学大学院 医療保健学研究科 修士課程 

スカラシップ〈学納金免除〉制度内規 

 

 

   

本大学院の「ＴＨＣＵ修士課程スカラシップ」（以下 スカラシップという）の審

査の方法等を以下のように取り扱う。 

 

１ 本大学院修士課程の入学者で、スカラシップ〈学納金免除〉を申請した者を 

 対象とする。選考対象は原則 2名以内とし、2名以上とする場合は、附帯条件 

 に従い免除額を定める。 

 

２ スカラシップ給付候補者(以下「候補者」という）の推薦は、入学試験の 

 成績等の評価により学部・研究科運営会議において行い、理事長は、学部・研究

科運営会議からの推薦に基づき候補者を決定する。 

 

３ 学部・研究科運営会議において候補者の推薦を行った後、休学願が提出された

場合には、原則として推薦は取り消さないこととする。なお、候補者の推薦後に

疑義が生じた場合には、学部・研究科運営会議にて再審査を行うことができる。 

 

４ 平成 22年度から実施する。 

 

 

 

附則 この内規は、平成 22年 4月 1日より施行する。 

附則 この内規は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

 

 



 【資料 7-4】 

 

東京医療保健大学大学院 医療保健学研究科 博士課程(感染制御学) 

スカラシップ〈学納金免除〉創設要綱 

 

 

   

本大学院独自の奨学制度(学納金免除)として、博士課程(感染制御学)の大学院

生に対するスカラシップ制度を下記により創設する。 

 

記 

 

１ 「ＴＨＣＵ博士課程スカラシップ」（以下 スカラシップという） 

 本大学院修士課程から本大学院博士課程(感染制御学)への入学者で、スカラシ 

 ップ〈学納金免除〉を申請した者を対象とする。選考対象は原則 2名以内とし、 

 年間 1,400,000円の授業料の内、年間 600,000円を在学期間(最長 3年間、但し、 

 休学期間を除く)にわたり毎年免除する。 

 但し、以下を附帯条件とする。 

①年間の学納金免除総額上限を 1,800,000円とする。 

②対象者を 2名以上とすることも可とし、対象者の人数により 1人当たりの

年間免除額を 1/2 の 300,000 円或いは 1/3 の 200,000 円等とすることに 

より、年間免除総額は上限の 1,800,000円の範囲内で繰り回す。 

③年間免除総額上限の 1,800,000円に対して枠空きが生じた場合は、次年度

以降に繰越ができるものとする。 

 

２ スカラシップの支給方法については、3年毎を目途に必要に応じて見直すこと 

 とする。 

 

３ スカラシップに関わる事務は大学院事務室において行う。 

 

４ 平成 21年度から実施する。 

 

 

 

附則 この要綱は、平成 21年 12月 9日から施行する。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

東京医療保健大学大学院 医療保健学研究科 博士課程(感染制御学) 

スカラシップ〈学納金免除〉制度内規 

 

 

   

本大学院の「ＴＨＣＵ博士課程スカラシップ」（以下 スカラシップという）の

審査の方法等を以下のように取り扱う。 

 

１ 本大学院博士課程(感染制御学)の入学者で、スカラシップ〈学納金免除〉を 

 申請した者を対象とする。選考対象は原則 2名以内とし、2名以上とする場合 

 は、附帯条件に従い免除額を定める。 

 

２ スカラシップ給付候補者(以下「候補者」という）の推薦は、入学試験の 

 成績等の評価により学部・研究科運営会議において行い、理事長は、学部・研

究科運営会議からの推薦に基づき候補者を決定する。 

 

３ 学部・研究科運営会議において候補者の推薦を行った後、休学願が提出され

た場合には、原則として推薦は取り消さないこととする。なお、候補者の推薦

後に疑義が生じた場合には、学部・研究科運営会議にて再審査を行うことがで

きる。 

 

４ 平成 21年度から実施する。 

 

 

 

附則 この内規は、平成 21年 12月 9日より施行する。 

附則 この内規は、平成 30年 4月 1日より施行する。 
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東京医療保健大学ハラスメントに関する取扱細則 

 

（目的） 

第１条 この細則は、東京医療保健大学就業規則及び人権倫理委員会規程に基づきハラ

スメント防止等に関する取扱いを定めるものである。 

（定義） 

第２条 ハラスメントとは、次の各号に掲げる行為等をいう。 

（１）セクシュアル・ハラスメント：教育・研究又は就業の場において、相手方の意

に反する性的言動を行い、相手方に利益又は不利益を与えること及び就学、就

労、教育・研究の環境を著しく損なうこと等。 

（２）アカデミック・ハラスメント：教育・研究の場において、優越した地位にある

者が、その地位を利用して不適切で不当な言動を行うことにより、相手方に身

体的・精神的な苦痛を与えること及び不利益を与えること等。 

（３）パワー・ハラスメント：就業の場において、優越した地位にある者が、その地

位を利用して不適切で不当な言動を行うことにより、相手方に身体的・精神的

な苦痛を与えること及び不利益を与えること等。 

（相談窓口） 

第３条 ハラスメントに関する苦情の申し出及び相談に対応するため、ハラスメント相

談窓口を置く。 

（相談員） 

第４条 ハラスメント相談窓口には相談員を置く。相談員は、人権倫理委員会委員が兼

務するほか、人権倫理委員会が決定する者をもって充てる。 

２ 相談員は、苦情の申し出に対応し相談に関わるとともに、ハラスメントに起因す

る問題の解決方法として、調停委員会及び調査委員会の設置を求めることができ

ることを、申出人に説明するものとする。 

（１）相談員は苦情の申し出及び相談の事案を人権倫理委員会委員長に報告するもの 

とする。 

（２）相談員は、申出人が調停委員会又は調査委員会の設置を求めた場合には、速や 

かに人権倫理委員会に報告しなければならない。 

（３）相談員は、プライバシーの保護及び秘密保持に努めなければならない。 

（調停委員会） 

第５条 人権倫理委員会は、ハラスメントに関して、話し合いによる解決を目指す調停

の申し立てがあったときは、男女の構成に配慮したハラスメント調停委員会（以下

「調停委員会」という。）を設置する。 
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（１）人権倫理委員会委員 1名。 

 （２）申立人の所属する学科もしくは部署の職員 1名。 

 （３）その他、人権倫理委員会が必要と認める者 1 名以上を加える。 

 ２ 調停委員は、プライバシーの保護及び秘密保持に努めなければならない。 

３ 調停委員会に委員長を置き、委員長は委員の互選とする。 

４ 委員の任期は、当該事案に関する調停委員会の任務が終了するまでとする。 

５ 調停委員会は、当該事案に関し、調停の申立人及び被申立人（以下両者を「当事

者」という。）の間での話し合いによる解決を目指し調停を行う。 

（１）ハラスメントに関して、話し合いによる解決を目指す調停を申し立てた者を申

立人、申立人から申し立てられた者を被申立人という。 

（２）当事者は、調停に際し、付添人（学外者も可）1名を伴うことができる。 

（３）申立人が、所属長等への告知を望まない場合は、所属学科及び部署の責任者に

は報告せずに調停を進める。 

（４）申立人及び被申立人は、必要がある場合には理由書を添えて、人権倫理委員会

委員長に対して、それぞれ 1回に限り調停委員の交替を申し出ることができる。 

（５）人権倫理委員会委員長は、第３号により調停委員の交替の申し出があった場合

には、人権倫理委員会に諮り、合理的な理由があると認める場合には、調停委

員の交替を認めることができる。 

（６）人権倫理委員会委員長は、第 4号により委員の交替を認める場合には、人権倫

理委員会に諮った後、速やかに委員の補充を行い、当事者に通知する。 

（７）第 3号の申し出について、人権倫理委員会が委員の交替についての合理的な理

由がないと判断する場合には、人権倫理委員会委員長は、その旨、当事者に通

知する。 

（調停） 

第６条 調停は、次の各号に定める場合に終了するものとする。 

 （１）当事者間で合意が成立したとき。 

 （２）当事者が、調停の打ち切りを申し出たとき。 

 （３）調停委員会が、当事者間で合意が成立する見込みがなく、調停不能と判断した

とき。 

２ 調停が合意に達して終了した場合、調停委員会は当事者間の合意事項を文書に取 

りまとめるものとする。 

（１） 調停が終了した場合、調停委員会は当該事案の概要と調停結果を速やかに当事

者の氏名を明記して人権倫理委員会に報告するものとする。 

（２） 人権倫理委員会委員長は、調停結果を当事者の所属長及び学長に報告する。そ

の際、申立人が望まない場合は申立人の氏名は明示しない。 
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（３） 調停不能の結果となった場合、調停委員会は、調停に代わる手続き（調査委員

会の設置）について当事者に説明しなければならない。 

（ハラスメント調査委員会） 

第７条 人権倫理委員会は、次の各号に該当する場合、ハラスメント調査委員会（以下

「調査委員会」という。）を設置する。 

 （１）大学に対して何らかの強制的措置を要求する申し立てがあったとき。 

 （２）人権倫理委員会が救済、制裁及び環境改善の措置が必要と認めたとき。 

２ 調査委員会の構成員については、個別の事案に応じて外部委員を含め、学長が任 

  命することとする。 

 ３ 調査委員会に委員長を置き、委員長は学長が指名する者をもって充てる。 

４ 委員の任期は、当該事案に関する調査委員会の任務が終了するまでとする。 

５ 委員は、プライバシーの保護及び秘密保持に努めなければならない。 

６ 調査委員会は、次に掲げる事項を行う。 

 （１）ハラスメントの事実関係の調査。 

 （２）当事者からの事情聴取。 

 （３）当事者間では事実の確認が十分にできないと認められる場合、第三者からの事

実関係等の聴取。 

（４）調査結果に基づいて措置すべき対応案。 

（５）その他、当該事案の解決に必要な事項。 

（調査報告） 

第８条 調査終了後、調査委員会は、事案の概要、調査経過及び結果並びに措置すべき 

対応案を速やかに人権倫理委員会に報告しなければならない。 

２ 人権倫理委員会は、調査委員会の調査報告に基づき審議を行い、その結果を速や

かに学長に報告するものとする。 

（不服申立て） 

第９条 調査の結果合意された、大学並びに関係部局によって取られる被申立人の処 

分・研修、被害者の救済、環境改善等の措置について、調査委員会は直ちに当事者

に説明しなければならない。 

２ 当該措置について不服がある場合、当事者は調査委員会に速やかに申し立てを行

うものとする。 

３ 当事者により不服申し立てがあった場合、調査委員会は当該事案について再審議

を行うことができる。 

（事後措置） 

第１０条 学長は、人権倫理委員会の報告に基づき、処分又は学習・就業環境の改善等

必要な事後措置を行わなければならない。 
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（守秘義務） 

第１１条 調停委員会及び調査委員会の委員は、任期中及び任期後において、任務上知 

り得た情報を他に漏らしてはならない。 

（その他） 

第１２条 この細則に定めるほか、ハラスメント防止等に関して必要な事項については、

人権倫理委員会に於いて定めることとする。 

 

附則 

 この細則は、平成２１年１２月９日から施行する。 

 







 
【資料 7-7】 

 



 
【資料 7-9】 

  

東京医療保健大学学友会規約  

第 1 章 名 称 

第1条   本会は、東京医療保健大学学友会と称し、本部を本学内におく。  

第 2 章 目 的 

  第 2 条 本会は、本学学生相互の親睦と課外活動等の活性化を図ることにより、大学生活の

充実に資することを目的とする。  

  第 3 条 本会は、特定の政治、宗教、その他の団体に干渉されず中立の立場をとる。  

  第 4 条 本会は、第 2 条の目的を達成するために、次の各項に掲げる事業を行う。  

１  学生相互の交流と親睦をはかる行事  

２  課外活動の支援事業  

３  大学祭の開催  

４  その他、本会の目的を達成するために必要な事業  

第 3 章 組 織 

 第 5 条  本会は、本学の全学部学生をもって構成する。  

 第 6 条  本会には、次の機関をおく。  

１  代議員会  

２  運営委員会  

３  執行部  

４  クラブ・サークル運営委員会  

５  大学祭実行委員会  

６  スポーツ大会実行委員会  

７  イベント委員会  

８  広報委員会  

９  その他必要とされる委員会  

 第 7 条  本会は、本学学長、学生委員会の専任教員、学生支援センター長、教務部長、五反

田事務部長、世田谷事務部長、東が丘事務部長、立川事務部長、千葉事務部長、和

歌山事務部長を顧問とする。  

第 4 章 代議員会 

第 8 条  代議員会は、総会に関わる機関として、本会の活動方針及び活動内容を討議し決  

定する最高議決機関であり、代議員はこれに参加する権利を有する。  
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第 9 条  代議員は学年、学科ごとに 2 名以上 4 名以内を選出する。また、代議員は学科・学

年の代表という観点で、クラブ・サークル運営委員、大学祭実行委員、スポーツ大

会実行委員、イベント委員会、広報委員会及びその他発足された委員会の委員を兼

ねることは出来ない。  

第 10 条  代議員会における議決事項は、次に掲げるものとする。  

１  規約の改正  

２  予算、決算に関わる事項の審議及び承認  

３  執行部の選出  

４  代議員の中より会長 1 名及び副会長 5 名以内、書記若干名、会計若干名の選出  

５  会計監査 1 名の選出  

６  その他の必要事項の決議及び承認  

第 11 条  前条にて選出された会長は、代議員会の議長となる。  

第 12 条  定例代議員会は、年 3 回開催し、議長が召集する。  

第 13 条  臨時代議員会は、執行部または各委員会の発議ならびに代議員の 3 分の 1 以上     

     の要求のあった場合に限り、議長がこれを召集する。  

第 14 条  代議員会は、全代議員の 2 分の 1 の出席をもって成立し、議決は出席者の過半数に  

     よるものとし、可否同数の場合は議長がこれを決する。尚、代議員内において議決  

         権を委任することでの代理出席を認める。  

第 15 条  代議員開催の日時及び議題等は、緊急の場合を除き、開催 1 か月及び 1 週間前に議

員に告示する。  

第 16 条  代議員の任期は次の通りとする。毎年 4 月 1 日より翌年 3 月 31 日までとする。  

第 5 章 運営委員会 

 第 17 条  運営委員会は、執行部、及び各委員会の委員長を委員とする。  

第 18 条  運営委員会は、代議員会に次ぐ議決機関であり、規約に基づき討議事項を審議し  

執行部の合意のもとに諸事項を施行する。  

 第 19 条  運営委員は、全学友会員を代表して、学生支援センター、教務部、五反田事務部、 

     世田谷事務部、東が丘事務部、立川事務部、千葉事務部、和歌山事務部と定期的に 

     協議を行う。  

第 20 条  運営委員会は、会長が議長となる。  

第 21 条  定例運営委員会は、月 1 回開催し、議長が招集する。  

第 22 条  運営委員会は、運営委員の過半数の出席をもって成立する。  
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第 23 条  臨時の運営委員会は、執行部の発議ならびに運営委員の 3 分の 1 以上の要求のあっ

た場合に限り、会長がこれを召集する。  

第 24 条  運営委員会における議決は出席委員の過半数により決し、可否同数の場合は議長  

がこれを決する。尚、議決権を委任することでの代理出席を認める。  

第 25 条  運営委員会の任期は次の通りとする。毎年 4 月 1 日より翌年 3 月 31 日までとする。 

 

第 6 章 執行部 

 第 26 条  執行部役員の構成及び定員は次の通りとする。  

１  会  長  1 名（代議員会による選出）  

２  副会長  5 名以内（代議員会による選出）  

３   書記   若干名（代議員の中から選出）  

４   会計   若干名（代議員の中から選出）  

５   その他必要とされる役職（代議員の中から選出）  

第 27 条  執行部の任務は次の通りとする。  

１   その年度の活動計画、予算、各委員会の設置、及びその他の重要事項を討議し、

代議員会及び運営委員会にこれを発議し、承認を得て実施する。  

２   執行部は全学生団体に対し、円滑な活動のための情報を提供する義務を有する。 

３   役員の新旧交代時には、引き継ぎのための研修を新役員に対して行う。  

 第 28 条  執行部役員の任務は、次の通りとする。  

１  会長は、本会を代表し、一切の業務を統括する。  

２  副会長は、会長を補佐し、必要な場合にその任務を代行する。  

３  書記は、本会の諸記録、資料保存及び備品管理を行う。  

４  会計は、本会の会計事務を行う。  

第 7 章 クラブ・サークル運営委員会  

第 29 条  クラブ・サークル運営委員会は、本学の有志により構成される。  

第 30 条  クラブ・サークル運営委員会には、委員の互選により委員長、副委員長を置く。  

  第 31 条 クラブ・サークル運営委員会は、各クラブ・サークルの活動を円滑にするために執  

行部と連絡を取り、併せてクラブ・サークルにおける諸問題の調整を行う。  

  第 32 条 クラブ・サークル運営委員会は、各クラブ・サークルの予算配分の立案及び決算  

の報告、クラブ・サークルの認定ならびに廃止の提案を執行部に対して行うこと  
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ができる。  

 

 第 33 条 クラブ・サークルの実行計画、予算計画は、学生支援センター、学生委員会、代議  

員及び関係機関との協議を経て、合意により決定する。  

第 34 条  クラブ・サークル運営委員会については、別に細則を定める。  

第 8 章 大学祭実行委員会  

 第 35 条 大学祭実行委員会は、本学の有志により構成される。  

 第 36 条 大学祭実行委員会には、委員の互選により委員長・副委員長を置く。  

 第 37 条 大学祭実行委員会は、大学祭の企画、運営を通して、学生、教職員及び一般来学者

相互の親睦を深め、本会及び本学の向上、発展を図る。  

 第 38 条 大学祭実行委員会は、執行部及び各委員会と協力し、大学祭の企画、運営にあたる。

また規約に基づき必要事項を討議し、執行部の合意の下に諸事項を施行する。  

第 39 条  大学祭の実行計画、予算計画は、学生支援センター、学生委員会、代議員及び関係

機関との協議を経て、合意により決定する。  

第 9 章 スポーツ大会実行委員会  

 第 40 条 スポーツ大会実行委員会は、本学の有志により構成される。  

第 41 条  スポーツ大会実行委員会は、委員の互選により委員長、副委員長を置く。  

第 42 条  スポーツ大会実行委員会は、スポーツ大会の企画、運営を通して、学生および教  

職員相互の親睦を深め、本会及び本学の向上、発展を図る。  

第 43 条  スポーツ大会実行委員会は、執行部および各委員会と協力し、スポーツ大会の企画 

運営にあたる。  

第 44 条  スポーツ大会の実行計画、予算計画は、学生支援センター、学生委員会、代議員及 

び関係機関との協議を経て合意により決定する。  

第 10 章 イベント委員会 

第 45 条  イベント委員会は、本学の有志により構成される。  

第 46 条  イベント委員会には、委員の互選により委員長、副委員長を置く。  

第 47 条  イベント委員会は、イベントの企画、運営を通して、学生及び教職員相互の親睦を 
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深め、本会及び本学の向上、発展を図る。  

第 48 条  イベント委員会は、執行部及び各委員会と協力し、イベントの企画運営にあたる。 

第 49 条  イベントの実行計画、予算計画は、学生支援センター、学生委員会、代議員及び関

係機関との協議を経て合意により決定する。  

 

第 11 章 広報委員会 

第 50 条  広報委員会は、本学の有志により構成される。  

第 51 条  広報委員会には、委員の互選により委員長、副委員長を置く。  

第 52 条  広報委員会は、広報誌の作成、「Life of THCU」の作成、及びその他の情報誌を通

して、学生生活に必要な情報を学生に提供し、本会及び本学の向上、発展を図る。 

第 53 条  広報委員会は、執行部及び各委員会と協力し、広報誌の作成にあたる。  

第 54 条  広報の実行計画、予算計画は、学生支援センター、学生委員会、代議員及び関係機  

関との協議を経て合意により決定する。  

第 12 章 その他必要とされる委員会  

第 55 条  その他必要とされる委員会は、本会の運営を円滑に行うために必要な場合、執行  

部の発議と運営委員会の承認によって設置される。  

 第 56 条 その他必要とされる委員会の組織、名称、委員の任期、委員会の収集、解散等につ

いては、運営委員会の決定による。  

 第 57 条 その他必要とされる委員会は、執行部及び運営委員会より委嘱された特別行事等  

についての運営及び決議機関となる。  

第 13 章 会 計 

 第 58 条 本会の運営は、入会金、会費、寄付金及びその他の収入をもって行う。  

 第 59 条 会費は入会金 10,000 円を入学時、会費年額 5,000 円を毎年度初めに納入するもの

とする。  

 第 60 条 本会の会計年度は、毎年 4 月 1 日に始まり、翌年 3 月 31 日に終わる。  
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第 14 章 会計監査 

 第 61 条 本会には代議員の互選による会計監査を若干名、及び職員会計監査を若干名置き、

職員会計監査は事務局長が委嘱する。  

第 62 条  会計監査役は、本会の会計に関する一切の監査を行う。  

第 15 章 会則の改正 

 第 63 条 本規約の改正及び補足は、執行部、各委員会または全会員の 6 分の 1 以上の要求  

がある場合、運営委員会において発議される。その審議により、出席者の 3 分の  

2 以上の支持を得てこの要求が認められた場合、執行部において改正案及び補足  

案が作成され、代議員会に提出することができる。  

第 64 条  会則の改正案及び補足案は、代議員会の審議を経て出席者の過半数の同意をもち  

成立する。  

 

附則    

  平成 30 年 3 月 1 日代議員会にて審議  

本規約は、平成 17 年 4 月 1 日よりこれを施行する。  

本規約は、平成 18 年 4 月 1 日よりこれを施行する。  

本規約は、平成 22 年 4 月 1 日よりこれを施行する。  

本規約は、平成 25 年 4 月 1 日よりこれを施行する。  

本規約は、平成 26 年 4 月 1 日よりこれを施行する。  

本規約は、平成 27 年 4 月 1 日よりこれを施行する。  

本規約は、平成 30 年 4 月 1 日よりこれを施行する。  



 
【資料 8-1】 

東京医療保健大学の環境整備に関する実施計画 

 

【目標】 

１.本学の教育理念・教育目標・教育目的を達成するために必要な施設・設備

等の整備を図る。 

２.教育研究環境の整備・充実に努める。 

３.施設･整備等の円滑な維持・管理に努める。 

 

【中期展望】 

１.各学部・各学科・各研究科における教育課程の特徴、学生数、教育方法等

に応じた講義室・実習室・実験室・演習室の設備及び実験･実習に必要な 

施設の一層の整備・充実を図ることとする。 

なお、平成 23年度に受審した大学評価において大学基準協会から教育研究 

等環境に関して「医療保健学部の演習室は極めて狭いので、学生の学修に 

配慮した環境を整えるよう改善が望まれる。」と指摘されたことから、医療 

保健学部演習室の拡充整備に鋭意努めることとする。 

２.教育研究等を支援する環境等の整備・充実を図る。 

・各キャンパスをつなぐ学内ＬＡＮ及びデスクネッツの円滑な整備に 

努める。 

・各キャンパスにおいては、バリアフリーに配慮した施設・設備の改修を 

推進する。 

・各キャンパスの施設・設備の維持管理は、法令に基づき適切に行うと 

ともに、施設・設備の老朽化に対応した適切な整備を図る。 

・各学部・各学科・各研究科の実験・実習に当たっては、安全面での注意 

を徹底するとともに、実験・実習室及び設備の管理・責任体制の徹底を 

図る。 

３.災害防災対策規程及び各キャンパス震災等災害対応マニュアルに基づき、

教職員及び学生の安全確保を図るとともに、本学の施設・設備・土地等を

災害から保護する方策を講ずることとする。 

 

【平成 23年度整備計画】 

○五反田キャンパス 

・G304・G305教室のプロジェクター更新（9 月）。 

・体育館の冷暖房設備設置（12月）。 

○世田谷キャンパス 

・A202・A203・A301・A302・A401教室のプロジェクター更新（9月）。 

・老朽化している別館教室の扉の交換（8～9月）。 

・体育館の冷暖房設備設置。 
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○国立病院機構キャンパス 

・新キャンパスの改修移転工事。 

○学生寮 

・なでしこ寮の厨房及び食堂の改修。 

・和敬寮の増築。 

○震災等災害対応マニュアルに定める地震災害時における防災体制の周知 

徹底を図る。 

・防災訓練の実施。 

・緊急対応の備蓄品の整備。 

・薬品等危険物の保管及び管理の徹底。 

 

【平成 24年度整備計画】 

○五反田キャンパス 

 ・体育館の冷暖房設備設置。 

○世田谷キャンパス 

 ・体育館の冷暖房設備設置。 

・新館屋上の防水工事及びウッドデッキ等の改修。 

・別館屋上の防水工事。 

・別館空調設備の改修。 

  ○国立病院機構キャンパス 

   ・HM206教室に液晶モニター等設置。 

   ・緊急対応の備蓄品の整備（防災訓練を併せ実施）。 

 

【平成 24年度追加整備計画】 

○五反田キャンパス 

・第二別館のエレベーターに戸開走行保護装置の設置（予定）。 

（実費経費を見積依頼中、25年度に実施することもある） 

○世田谷キャンパス 

・本館のエレベーターに戸開走行保護装置の設置（予定）。 

（実費経費を見積依頼中、25年度に実施することもある） 

○国立病院機構キャンパス 

・本館及び研究棟のエレベーターに戸開走行保護装置の設置（予定）。 

（実費経費を見積依頼中、25年度に実施することもある） 

 

【平成 25年度整備計画】 

① 演習室等の拡張のために五反田及び世田谷キャンパス周辺で賃借物件

の確保を図る。 

② 各キャンパスのエレベーターに戸開走行保護装置を設置する。 
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③ 世田谷キャンパスについては次の整備を行う。 

・別館屋上の防水最終工事。 

・別館教室等の照明設備をＬＥＤ照明等に改修。 

④ 国立病院機構キャンパスについては別館 5階に演習室等 9室を整備する。 

 

【平成 26年度整備計画】 

① 世田谷キャンパスの演習室等の拡張のために世田谷キャンパス周辺で

賃借物件の確保を図る。 

② 五反田及び国立病院機構キャンパスのエレベーターに戸開走行保護装

置を設置する。 

③ 世田谷キャンパスについては各教室の音響設備等の不具合を点検し 

整備を行う。 

④ 国立病院機構キャンパスについては HM306・HM307 教室に液晶モニター

等の音響設備を整備する。 

 

【平成 27年度整備計画】 

① 世田谷キャンパスの演習室等の拡張改修整備を行う。 

② 国立病院機構キャンパス本館の空調設備等の整備を行う。 

③ 平成 28 年度から東が丘・立川看護学部災害看護学コース 3 年次生が 

国立病院機構立川キャンパスで授業を受けることから、同キャンパスの

整備を行う。 

④ 各キャンパスの教室内の音響及び映像機器を点検し不良個所の改修を

行う。 

 

【平成 28年度整備計画】 

① 世田谷キャンパス別館外壁及び窓枠の改修。 

② 国立病院機構キャンパス本館のボイラー設備の更新。 

③ 世田谷キャンパス本館アリーナの床の張替工事。 

④ 平成 29 年度から本格使用する国立病院機構立川キャンパスの本館教室

の点検整備。 

⑤ 各キャンパスの教室内の音響及び映像機器を点検し不良個所の改修。 

 

【平成 29年度整備計画】 

① 五反田体育館の床の張替及び天井照明の交換。 

② 世田谷キャンパス別館（南側）外壁及び窓枠の改修。 

③ 世田谷キャンパス別館 A301と A302間仕切り及び廊下側間仕切りの防音

改修。 

④ 国立病院機構キャンパス第一別館 H1201・H1203教室の内装補修。 
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⑤ 各キャンパスの教室等の空調設備を点検し、オーバーホールする。不良

箇所は交換する。 

    ・五反田本館エアコンのオーバーホール（27年度の残り）。 

   ・五反田本館２階学生ラウンジに空調機設置。 

・立川キャンパス図書館及び TM208・TM311（階段教室）。 

⑥ 各キャンパスの教室内の音響及び映像機器を点検し不良個所の整備。 

   ・世田谷キャンパス別館：A301・A401、AB01 

   ・国立病院機構キャンパス本館：HM201・HM301 

⑦ 五反田及び世田谷キャンパスの電話交換機の更新。 

 

【平成 30年度整備計画】 

    ① 世田谷キャンパス別館（東側）外壁及び窓枠の改修。 

   ② 立川キャンパスの校舎増築工事。 

③ 立川キャンパスの空調設備の更新。  

④ 五反田キャンパス第四別館の改修。 

 

【令和元年度整備計画】 

    ① 立川キャンパスの校舎増築工事。 

② 和歌山日赤キャンパス校舎改修工事。 

③ 立川キャンパスの空調設備の更新。 

④ 五反田体育館防水工事。 

 

【令和２年度整備計画】 

① 日赤和歌山医療センターキャンパス校舎改修工事Ⅱ期工事 

・１階浴室改修による図書館拡張改修（138㎡⇒208㎡） 

・２階調理実習室の講義室改修（113㎡） 

・空調設備の更新 

② 雄湊キャンパス校舎改修工事 

別館 1階ゼミ室を教室仕様に改修(120名以上収容） 

③ 船橋キャンパス校舎改修工事 

・１階階段教室(旧大講義室)改修（固定机を取外し床面フラット工事） 

    ・１階学生ホールの拡張（42㎡⇒160㎡） 

④ 防水工事 

・国立病院機構キャンパス本館屋上（1,700㎡)外壁（複数年で計画） 

・国立病院機構キャンパス第一別館屋上（学生食堂）（750㎡） 

・立川キャンパス本館玄関壁面（ガラス仕様） 
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⑤ 照明のＬＥＤ更新（複数年計画） 

・五反田キャンパス本館（教室、実習室、ゼミ室、会議室、事務室等） 

・世田谷キャンパス別館（教室、実習室、研究室） 

⑥ 視聴覚設備の更新 

・五反田キャンパス本館教室（G203･204･206教室)・体育館 

・世田谷キャンパス別館教室（A308）、実習室（A114･211）  

⑦ 実習設備の更新 

世田谷キャンパス実習設備の更新（A106） 

⑧ 電気設備の更新 

五反田・世田谷キャンパスの高圧電気設備 

 

附則 

この実施計画は、平成 23年 10月 19日から施行する。 

附則 

 平成 24年度の実施計画は、平成 24年 7月 18日から施行する。 

附則 

この実施計画は、平成 24年 12月 5日から施行する。 

附則 

 平成 25年度の実施計画は、平成 25年 5月 15日から施行する。 

附則 

 平成 26年度の実施計画は、平成 26年 5月 14日から施行する。 

附則 

平成 27年度の実施計画は、平成 27年 5月 13日から施行する。 

附則 

平成 28年度の実施計画は、平成 28年 5月 11日から施行する。 

附則 

平成 29年度の実施計画は、平成 29年 5月 10日から施行する。 

附則 

平成 30年度の実施計画は、平成 30年 5月 9 日から施行する。 

附則 

令和元年度の実施計画は、令和元年 5月 15 日から施行する。 

附則 

令和 2年度の実施計画は、令和 2年 5月 13 日から施行する。 

 



【資料8-2】

令和元年度 令和2年度

日時
30.7.5(木）

16：30～18：00
五反田キャンパス

30.10.1(木）
15：30～17：00
雄湊キャンパス

1.8.2(金）
17：00～18：30

五反田キャンパス
（雄湊キャンパスは

中継）

テーマ 科研費に応募しよう！

講師

千葉大学医学部付属病
院

医療安全管理部
相馬　孝博　教授

参加者数 60名 23名 109名

平成30年度

科研費申請書類を書く前に

奈良県立医科大学公衆衛生学講座
今村　知明　教授

科学研究費助成事業(科研費)説明会実施状況
（平成30年度～令和2年度）

新型コロナウイルス
感染拡大防止の
ため開催せず



 
【資料 8-3】 

東京医療保健大学における研究活動上の不正行為の防止及び対応に関する規程 

 

第１章 総則  

 

（趣旨）  

第１条 この規程は、東京医療保健大学における研究活動上の不正行為の防止及び不正行為が 

生じた場合における適正な対応について必要な事項を定める。  

 

（定義）  

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。  

(1) 研究活動上の不正行為  

① 故意又は研究者としてわきまえるべき基本的な注意義務を著しく怠ったことによる、 

捏造、改ざん、又は盗用。  

② ①以外の研究活動上の不適切な行為であって、科学者の行動規範及び社会通念に照らし

て研究者倫理からの逸脱の程度が甚だしいもの。  

(2) 研究者等  

東京医療保健大学に雇用されて研究活動に従事している者及び東京医療保健大学の施設や

設備を利用して研究に携わる者。  

(3) 各学科等  

医療保健学部看護学科、同医療栄養学科、同医療情報学科、東が丘・立川看護学部   

看護学科、千葉看護学部看護学科、和歌山看護学部看護学科、助産学専攻科、大学院医療

保健学研究科、大学院看護学研究科、大学院和歌山看護学研究科。 

 

（研究者等の責務）  

第３条 研究者等は、研究活動上の不正行為やその他の不適切な行為を行ってはならず、また、

他者による不正行為の防止に努めなければならない。  

２ 研究者等は、研究者倫理及び研究活動に係る法令等に関する研修又は科目等を受講しなけれ

ばならない。 

３ 研究者等は、研究活動の正当性の証明手段を確保するとともに、第三者による検証可能性を

担保するため、実験・観察記録ノート、実験データその他の研究資料等を一定期間適切に保存・

管理し、開示の必要性及び相当性が認められる場合には、これを開示しなければならない。  

 

第２章 不正防止のための体制  

 

（総括責任者）  

第４条 学長は、研究倫理の向上及び不正行為の防止等に関し、大学全体を統括する権限と責任
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を有する者として、公正な研究活動を推進するために適切な措置を講じるものとする。  

 

（各学科等責任者）  

第５条 各学科等の長は、当該部局における研究倫理の向上及び不正行為の防止等に関する責任

者として、公正な研究活動を推進するための適切な措置を講じるものとする。  

 

（研究倫理教育責任者）  

第６条 各学科等には、各学科等における研究倫理教育について実質的な責任と権限を持つ者と

して研究倫理教育責任者を置くものとする。  

２ 前項の研究倫理教育責任者は各学科等の長をもって充てる。 

３ 研究倫理教育責任者は、当該部局に所属する研究者等に対し、研究者倫理に関する教育を 

定期的に行わなければならない。  

 

（研究倫理委員会の設置）  

第７条 東京医療保健大学に、研究者等による不正行為を防止するため、以下の組織体制による

研究倫理委員会（以下「倫理委員会」という。）を置く。  

２ 倫理委員会は、委員長、副委員長及び委員によって組織する。  

３ 委員は、次の各号に掲げる者を大学経営会議において任命する。 

(1)各学科等の長 

(2)外部有識者  

(3)大学経営会議室長 

(4)事務局長 

４ 委員長及び副委員長は大学経営会議において任命する。  

５ 委員長は、倫理委員会の業務を統括する。  

６ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長が欠けたとき又は委員長に事故があるときは、その  

職務を行う。  

７ 委員の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げない。  

８ 委員に欠員が生じたときの後任者の任期は、前任者の任期の残存期間とする。  

 

（倫理委員会の職務）  

第８条 倫理委員会は、次の各号に掲げる事項を行う。   

(1) 研究倫理についての研修及び教育の企画及び実施に関する事項  

(2) 研究倫理についての国内外における情報の収集及び周知に関する事項  

(3) 研究者等の不正行為の調査に関する事項  

(4) その他研究倫理に関する事項  
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第３章 告発の受付  

 

（告発の受付窓口）  

第９条 告発又は相談への迅速かつ適切な対応を行うため、研究協力部に受付窓口を置くものと

する。  

 

（告発の受付体制）  

第10条 研究活動上の不正行為の疑いがあると思料する者は、何人も、書面、ファクシミリ、  

電子メール、電話又は面談により、告発窓口に対して告発を行うことができる。  

２ 告発は、原則として、顕名により、研究活動上の不正行為を行ったとする研究者又は研究       

    グループ等の氏名又は名称、研究活動上の不正行為の態様その他事案の内容が明示され、   

かつ、不正とする合理的理由が示されていなければならない。 

３ 研究協力部長は、匿名による告発について、必要と認める場合には、委員長と協議の上、こ

れを受け付けることができる。  

４ 研究協力部長は、告発を受け付けたときは、速やかに、学長及び委員長に報告するものとす

る。 

学長は、当該告発に関係する各学科等の長等に、その内容を通知するものとする。  

５ 研究協力部長は、告発が郵便による場合など、当該告発が受け付けられたかどうかについて

告発者が知り得ない場合には、告発が匿名による場合を除き、告発者に受け付けた旨を通知す

るものとする。  

６ 新聞等の報道機関、研究者コミュニティ又はインターネット等により、不正行為の疑いが指

摘された場合（研究活動上の不正行為を行ったとする研究者又は研究グループ等の氏名又は

名称、研究活動上の不正行為の態様その他事案の内容が明示され、かつ、不正とする合理的  

理由が示されている場合に限る。）は、委員長は、これを匿名の告発に準じて取り扱うこと

ができる。  

 

（告発の相談）  

第11条 研究活動上の不正行為の疑いがあると思料する者で、告発の是非や手続について疑問が

ある者は、告発窓口に対して相談をすることができる。  

２ 告発の意思を明示しない相談があったときは、研究協力部長は、その内容を確認して相当の

理由があると認めたときは、相談者に対して告発の意思の有無を確認するものとする。  

３ 相談の内容が、研究活動上の不正行為が行われようとしている、又は研究活動上の不正行為

を求められている等であるときは、研究協力部長は、学長及び委員長に報告するものとする。  

４ 第３項の報告があったときは、学長又は委員長は、その内容を確認し、相当の理由があると

認めたときは、その報告内容に関係する者に対して警告を行うものとする。  
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（告発窓口の職員の義務） 

第12条 告発の受付に当たっては、告発窓口の職員は、告発者の秘密の遵守その他告発者の保護

を徹底しなければならない。  

２ 告発窓口の職員は、告発を受け付けるに際し、面談による場合は個室にて実施し、書面、  

ファクシミリ、電子メール、電話等による場合はその内容を他の者が同時及び事後に見聞でき

ないような措置を講ずるなど、適切な方法で実施しなければならない。  

３ 前２項の規定は、告発の相談についても準用する。  

 

第４章 関係者の取扱い  

 

（秘密保護義務）  

第13条 この規程に定める業務に携わる全ての者は、業務上知ることのできた秘密を漏らしては

ならない。職員等でなくなった後も、同様とする。  

２ 学長及び委員長は、告発者、被告発者、告発内容、調査内容及び調査経過について、調査   

結果の公表に至るまで、告発者及び被告発者の意に反して外部に漏洩しないよう、これらの  

秘密の保持を徹底しなければならない。  

３ 学長又は委員長は、当該告発に係る事案が外部に漏洩した場合は、告発者及び被告発者の 

了解を得て、調査中にかかわらず、調査事案について公に説明することができる。ただし、  

告発者又は被告発者の責に帰すべき事由により漏洩したときは、当該者の了解は不要とする。  

４ 学長、委員長又はその他の関係者は、告発者、被告発者、調査協力者又は関係者に連絡又は

通知をするときは、告発者、被告発者、調査協力者及び関係者等の人権、名誉及びプライバシ

ー等を侵害することのないように、配慮しなければならない。  

 

（告発者の保護）  

第14条 学長は、告発をしたことを理由とする当該告発者の職場環境の悪化や差別待遇が起き 

ないようにするために、適切な措置を講じなければならない。  

２ 東京医療保健大学に所属する全ての者は、告発をしたことを理由として、当該告発者に対し

て不利益な取扱いをしてはならない。  

３ 学長は、告発者に対して不利益な取扱いを行った者がいた場合は、関係者等から事実関係 

を確認した後、理事長に処分手続きの申請を行うことができる。 

４ 理事長は前項による申請に基づき就業規則その他関係諸規程に従って、その者に対して処分

を課すことができる。  

５ 理事長は、悪意に基づく告発であることが判明しない限り、単に告発したことを理由に当該 

告発者に対して解雇、配置換え、懲戒処分、降格、減給その他当該告発者に不利益な措置等を

行ってはならない。  
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（被告発者の保護）  

第15条 東京医療保健大学に所属する全ての者は、相当な理由なしに、単に告発がなされたこと

のみをもって、当該被告発者に対して不利益な取扱いをしてはならない。  

２ 理事長は、相当な理由なしに、被告発者に対して不利益な取扱いを行った者がいた場合は、  

就業規則その他関係諸規程に従って、その者に対して処分を課すことができる。 

 

３ 理事長は、相当な理由なしに、単に告発がなされたことのみをもって、当該被告発者の研究  

活動の全面的な禁止、解雇、配置換え、懲戒処分、降格、減給その他当該被告発者に不利益な

措置等を行ってはならない。  

 

（悪意に基づく告発）  

第16条 何人も、悪意に基づく告発を行ってはならない。本規程において、悪意に基づく告発と

は、被告発者を陥れるため又は被告発者の研究を妨害するため等、専ら被告発者に何らかの 

不利益を与えること又は被告発者が所属する組織等に不利益を与えることを目的とする告発

をいう。  

２ 理事長は、悪意に基づく告発であったことが判明した場合は、当該告発者の氏名の公表、  

懲戒処分、刑事告発その他必要な措置を講じることができる。  

３ 学長は、前項の処分が課されたときは、該当する資金配分機関及び関係省庁に対して、その

措置の内容等を通知する。 

  

第５章 事案の調査  

 

（予備調査の実施）  

第17条 第10条に基づく告発があった場合又は委員長がその他の理由により予備調査の必要を

認めた場合は、委員長は予備調査委員会を設置し、予備調査委員会は速やかに予備調査を実施

しなければならない。  

２ 予備調査委員会は、３名の委員によって構成するものとし、委員長が倫理委員会の議を経て

指名する。  

３ 予備調査委員会は、必要に応じて、予備調査の対象者に対して関係資料その他予備調査を 

実施する上で必要な書類等の提出を求め又は関係者のヒアリングを行うことができる。  

４ 予備調査委員会は、本調査の証拠となり得る関係書類、研究ノート、実験資料等を保全する

措置をとることができる。  
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（予備調査の方法）  

第18条 予備調査委員会は、告発された行為が行われた可能性、告発の際に示された科学的理由

の論理性、告発内容の本調査における調査可能性、その他必要と認める事項について、予備  

調査を行う。  

２ 告発がなされる前に取り下げられた論文等に対してなされた告発についての予備調査を  

行う場合は、取下げに至った経緯及び事情を含め、研究上の不正行為の問題として調査 

すべきものか否か調査し、判断するものとする。  

 

（本調査の決定等）  

第19条 予備調査委員会は、告発を受け付けた日又は予備調査の指示を受けた日から起算して30

日以内に、予備調査結果を倫理委員会に報告する。  

２ 倫理委員会は、予備調査結果を踏まえ、協議の上、直ちに、本調査を行うか否かを決定する。  

３ 倫理委員会は、本調査を実施することを決定したときは、告発者及び被告発者に対して本調

査を行う旨を通知し、本調査への協力を求める。 

４ 倫理委員会は、本調査を実施しないことを決定したときは、その理由を付して告発者に通知

する。この場合には、資金配分機関や告発者の求めがあった場合に開示することができるよう、

予備調査に係る資料等を保存するものとする。  

５ 倫理委員会は、本調査を実施することを決定したときは、当該事案に係る研究費等の配分 

機関及び関係省庁に、本調査を行う旨を報告・協議するものとする。  

 

（調査委員会の設置）  

第20条 倫理委員会は、本調査を実施することを決定したときは、同時に、その議決により調査

委員会を設置する。  

２ 調査委員会の委員の過半数は、東京医療保健大学に属さない外部有識者でなければならなら

い。  

３ 調査委員会の委員は、次の各号に掲げる者とする。  

(1) 倫理委員会の委員長又はその指名した倫理委員会の委員 １名  

(2) 委員長が倫理委員会の議を経て指名した有識者 １名  

(3) 法律の知識を有する外部有識者 ２名  

 

４ 調査委員会を構成する全ての委員は、告発者及び被告発者との直接の利害関係(特定不正行

為を指摘された研究活動が論文の内容通りの成果を得ることで特許や技術移転等に利害が生

じるなど)を有しない者でなければならない。 
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（本調査の通知）  

第21条 倫理委員会は、調査委員会を設置したときは、調査委員会委員の氏名及び所属を告発者

及び被告発者に通知する。  

２ 前項の通知を受けた告発者又は被告発者は、当該通知を受けた日から起算して７日以内に、

書面により、倫理委員会に対して調査委員会委員に関する異議を申し立てることができる。  

３ 倫理委員会は、前項の異議申立てがあった場合は、当該異議申立ての内容を審査し、その  

内容が妥当であると判断したときは、当該異議申立てに係る調査委員会委員を交代させると 

ともに、その旨を告発者及び被告発者に通知する。  

 

（本調査の実施）  

第22条 調査委員会は、本調査の実施の決定があった日から起算して30日以内に、本調査を開始

するものとする。  

２ 調査委員会は、告発者及び被告発者に対し、直ちに、本調査を行うことを通知し、調査への

協力を求めるものとする。  

３ 調査委員会は、告発において指摘された当該研究に係る論文、実験・観察ノート、生データ

その他資料の精査及び関係者のヒアリング等の方法により、本調査を行うものとする。  

４ 調査委員会は、被告発者による弁明の機会を設けなければならない。  

５ 調査委員会は、被告発者に対し、再実験等の方法によって再現性を示すことを求めることが

できる。また、被告発者から再実験等の申し出があり、調査委員会がその必要性を認める場合

は、それに要する期間及び機会並びに機器の使用等を保障するものとする。  

６ 告発者、被告発者及びその他当該告発に係る事案に関係する者は、調査が円滑に実施できる

よう積極的に協力し、真実を忠実に述べるなど、調査委員会の本調査に誠実に協力しなければ

ならない。 

 

（本調査の対象）  

第23条 本調査の対象は、告発された事案に係る研究活動の他、調査委員会の判断により、本調

査に関連した被告発者の他の研究を含めることができる。  

 

（証拠の保全）  

第24条 調査委員会は、本調査を実施するに当たって、告発された事案に係る研究活動に関して、

証拠となる資料及びその他関係書類を保全する措置をとるものとする。  

２ 告発された事案に係る研究活動が行われた研究機関が東京医療保健大学でないときは、調査

委員会は、告発された事案に係る研究活動に関して、証拠となる資料及びその他関係書類を保

全する措置をとるよう、当該研究機関に依頼するものとする。  

３ 調査委員会は、前２項の措置に必要な場合を除き被告発者の研究活動を制限してはならない。  
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（本調査の中間報告）  

第25条 調査委員会は、本調査の終了前であっても、告発された事案に係る研究活動の予算の 

配分又は措置をした配分機関等の求めに応じ、本調査の中間報告を当該資金配分機関等に提出

するものとする。  

 

（調査における研究又は技術上の情報の保護）  

第26条 調査委員会は、本調査に当たっては、調査対象における公表前のデータ、論文等の研究

又は技術上秘密とすべき情報が、調査の遂行上必要な範囲外に漏洩することのないよう、十分

配慮するものとする。  

 

（不正行為の疑惑への説明責任）  

第27条 調査委員会の本調査において、被告発者が告発された事案に係る研究活動に関する疑惑

を晴らそうとする場合には、自己の責任において、当該研究活動が科学的に適正な方法及び 

手続にのっとって行われたこと、並びに論文等もそれに基づいて適切な表現で書かれたもので

あることを、科学的根拠を示して説明しなければならない。  

２ 前項の場合において、再実験等を必要とするときは、第22条第５項の定める保障を与えなけ

ればならない。  

 

第６章 不正行為等の認定  

 

（認定の手続）  

第28条 調査委員会は、本調査を開始した日から起算して150日以内に調査した内容をまとめ、

不正行為が行われたか否か、不正行為と認定された場合はその内容及び悪質性、不正行為に 

関与した者とその関与の度合、不正行為と認定された研究に係る論文等の各著者の当該論文等

及び当該研究における役割、その他必要な事項を認定する。  

２ 前項に掲げる期間につき、150日以内に認定を行うことができない合理的な理由がある場合

は、その理由及び認定の予定日を付して学長に申し出て、その承認を得るものとする。 

３ 調査委員会は、不正行為が行われなかったと認定される場合において、調査を通じて告発が

悪意に基づくものであると判断したときは、併せて、その旨の認定を行うものとする。  

４ 前項の認定を行うに当たっては、告発者に弁明の機会を与えなければならない。  

５ 調査委員会は、本条第１項及び第３項に定める認定が終了したときは、直ちに、学長に報告

しなければならない。  
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（認定の方法）  

第29条 調査委員会は、告発者から説明を受けるとともに、調査によって得られた、物的・科学

的証拠、証言、被告発者の自認等の諸証拠を総合的に判断して、不正行為か否かの認定を行う

ものとする。  

２ 調査委員会は、被告発者による自認を唯一の証拠として不正行為を認定することはできない。  

３ 調査委員会は、被告発者の説明及びその他の証拠によって、不正行為であるとの疑いを覆す

ことができないときは、不正行為と認定することができる。保存義務期間の範囲に属する生デ

ータ、実験・観察ノート、実験試料・試薬及び関係書類等の不存在等、本来存在するべき基本

的な要素が不足していることにより、被告発者が不正行為であるとの疑いを覆すに足る証拠を

示せないときも、同様とする。  

 

（調査結果の通知及び報告）  

第30条 学長は、速やかに、調査結果（認定を含む）を告発者、被告発者及び被告発者以外で   

研究活動上の不正行為に関与したと認定された者に通知するものとする。被告発者が東京医療

保健大学以外の機関に所属している場合は、その所属機関にも通知する。  

２ 学長は、前項の通知に加えて、調査結果を当該事案に係る資金配分機関及び関係省庁に報告

するものとする。  

３ 学長は、悪意に基づく告発との認定があった場合において、告発者が東京医療保健大学以外

の機関に所属しているときは、当該所属機関にも通知するものとする。  

 

（不服申立て）  

第31条 研究活動上の不正行為が行われたものと認定された被告発者は、通知を受けた日から 

起算して14日以内に調査委員会に対して不服申立てをすることができる。ただし、その期間内

であっても、同一理由による不服申立てを繰り返すことはできない。  

２ 告発が悪意に基づくものと認定された告発者（被告発者の不服申立ての審議の段階で悪意に

基づく告発と認定された者を含む。）は、その認定について、第１項の例により、不服申立て

をすることができる。  

３ 不服申立ての審査は、調査委員会が行う。東京医療保健大学学長は、新たに専門性を要する

判断が必要となる場合は、調査委員の交代若しくは追加、又は調査委員会に代えて他の者に 

審査をさせるものとする。ただし、調査委員会の構成の変更等を行う相当の理由がないと認め

るときは、この限りでない。  

４ 前項に定める新たな調査委員は、第20条第２項及び第３項に準じて指名する。  

５ 調査委員会は、当該事案の再調査を行うまでもなく、不服申立てを却下すべきものと決定し

た場合には、直ちに、学長に報告する。報告を受けた学長は、不服申立人に対し、その決定を

通知するものとする。その際、その不服申立てが当該事案の引き延ばしや認定に伴う各措置の



 
 

10 
 

先送りを主な目的とするものと調査委員会が判断した場合は、以後の不服申立てを受け付けな

いことを併せて通知するものとする。  

６ 調査委員会は、不服申立てに対して再調査を行う旨を決定した場合には、直ちに、学長に  

報告する。報告を受けた学長は、不服申立人に対し、その決定を通知するものとする。  

７ 学長は、被告発者から不服申立てがあったときは告発者に対して通知し、告発者から不服 

申立てがあったときは被告発者に対して通知するものとする。また、その事案に係る資金配分

機関及び関係省庁に通知する。不服申立ての却下又は再調査開始の決定をしたときも同様と 

する。  

 

（再調査）  

第32条 前条に基づく不服申立てについて、再調査を実施する決定をした場合には、調査委員会

は、不服申立人に対し、先の調査結果を覆すに足るものと不服申立人が思料する資料の提出を

求め、その他当該事案の速やかな解決に向けて、再調査に協力することを求めるものとする。  

２ 前項に定める不服申立人からの協力が得られない場合には、調査委員会は、再調査を行う 

ことなく手続を打ち切ることができる。その場合には、調査委員会は、直ちに学長に報告する。

報告を受けた学長は、不服申立人に対し、その決定を通知するものとする。  

３ 調査委員会は、再調査を開始した場合には、その開始の日から起算して50日以内に、先の  

調査結果を覆すか否かを決定しその結果を直ちに学長に報告するものとする。ただし50日以内

に調査結果を覆すか否かの決定ができない合理的な理由がある場合は、その理由及び決定予定

日を付して学長に申し出て、その承認を得るものとする。  

４ 学長は、本条２項又は３項の報告に基づき、速やかに、再調査手続の結果を告発者、被告発

者及び被告発者以外で研究活動上の不正行為に関与したと認定された者に通知するものと

する。被告発者が東京医療保健大学以外の機関に所属している場合は、その所属機関にも通知

する。また、当該事案に係る資金配分機関及び関係省庁に報告する。  

 

（調査結果の公表）  

第33条 学長は、研究活動上の不正行為が行われたとの認定がなされた場合には、速やかに、  

調査結果を公表するものとする。  

２ 前項の公表における公表内容は、研究活動上の不正行為に関与した者の氏名・所属、研究  

活動上の不正行為の内容、東京医療保健大学が公表時までに行った措置の内容、調査委員会 

委員の氏名・所属、調査の方法・手順等を含むものとする。  

３ 前項の規定にかかわらず、研究活動上の不正行為があったと認定された論文等が、告発が 

なされる前に取り下げられていたときは、当該不正行為に関与した者の氏名・所属を公表 

しないことができる。  

４ 研究活動上の不正行為が行われなかったとの認定がなされた場合には、調査結果を公表しな

いことができる。ただし、被告発者の名誉を回復する必要があると認められる場合、調査事案
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が外部に漏洩していた場合又は論文等に故意若しくは研究者としてわきまえるべき基本的な

注意義務を著しく怠ったことによるものでない誤りがあった場合は、調査結果を公表するもの

とする。  

５ 前項ただし書きの公表における公表内容は、研究活動上の不正行為がなかったこと、論文等

に故意又は研究者としてわきまえるべき基本的な注意義務を著しく怠ったことによるもので

はない誤りがあったこと、被告発者の氏名・所属、調査委員会委員の氏名・所属、調査の方法・

手順等を含むものとする。  

６ 学長は、悪意に基づく告発が行われたとの認定がなされた場合には、告発者の氏名・所属、

悪意に基づく告発と認定した理由、調査委員会委員の氏名・所属、調査の方法・手順等を公表

する。  

 

第７章 措置及び処分  

 

（本調査中における一時的措置）  

第34条 学長は、本調査を行うことを決定したときから調査委員会の調査結果の報告を受ける 

までの間、被告発者に対して告発された研究費の一時的な支出停止等の必要な措置を講じる 

ことができる。  

２ 学長は、資金配分機関から、被告発者の該当する研究費の支出停止等を命じられた場合には、

それに応じた措置を講じるものとする。  

 

（研究費の使用中止）  

第35条 学長は、研究活動上の不正行為に関与したと認定された者、研究活動上の不正行為が 

認定された論文等の内容に重大な責任を負う者として認定された者、及び研究費の全部又は 

一部について使用上の責任を負う者として認定された者（以下「被認定者」という。）に   

対して、直ちに研究費の使用中止を命ずるものとする。  

 

（論文等の取下げ等の勧告）  

第36条 学長は、被認定者に対して、研究活動上の不正行為と認定された論文等の取下げ、訂正

又はその他の措置を勧告するものとする。  

２ 被認定者は、前項の勧告を受けた日から起算して14日以内に勧告に応ずるか否かの意思表示

を学長に行わなければならない。  

３ 学長は、被認定者が第１項の勧告に応じない場合は、その事実を公表するものとする。  

 

（措置の解除等）  

第37条 学長は、研究活動上の不正行為が行われなかったものと認定された場合は、本調査に 

際してとった研究費の支出停止等の措置を解除するものとする。また、証拠保全の措置に 
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ついては、不服申立てがないまま申立期間が経過した後又は不服申立ての審査結果が確定した

後、速やかに解除する。  

２ 学長は、研究活動上の不正行為を行わなかったと認定された者の名誉を回復する措置及び 

不利益が生じないための措置を講じるものとする。  

 

（処分）  

第38条 学長は、本調査の結果、研究活動上の不正行為が行われたものと認定された場合は、  

当該研究活動上の不正行為に関与した者について、理事長に処分手続きの申請を行うことがで

きる。 

２ 理事長は前項による申請に基づき、法令、就業規則その他関係諸規程に従って、処分を課す

ものとする。  

３ 学長は、前項の処分が課されたときは、該当する資金配分機関及び関係省庁に対して、その

処分の内容等を通知する。  

 

（是正措置等）  

第39条 倫理委員会は、本調査の結果、研究活動上の不正行為が行われたものと認定された場合

には、学長に対し、速やかに是正措置、再発防止措置、その他必要な環境整備措置（以下   

「是正措置等」という。）をとることを勧告するものとする。  

２ 学長は、前項の勧告に基づき、関係する各学科等の長に対し、是正措置等をとることを命ず

る。また、必要に応じて、東京医療保健大学全体における是正措置等をとるものとする。  

３ 学長は、第２項に基づいてとった是正措置等の内容を該当する資金配分機関並びに文部科学

省及びその他の関係省庁に対して報告するものとする。 

 

(その他) 

 第40条 倫理委員会等に関する事務は研究協力部で行う。 

 

附 則 

この規程は、平成27年5月13日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成30年4月1日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和2年4月1日から施行する。 

 



 
【資料 8-4】 

東京医療保健大学における研究資料等の保存等に関するガイドライン 

 

 

本ガイドラインは、適正な研究活動を推進することを目的に、東京医療保健大

学に所属する研究者が本学における研究活動に伴って作成・取得した研究資料

等の管理・保存方法、開示方法等について定めるものである。 

 

１．実験・観察をはじめとする研究活動においては、その過程を実験ノート  

等の形で記録に残すことが強く推奨される。実験ノートには、実験等の操

作のログやデータの取得に至る条件等について、後日の利用・検証に役立

つよう十分な情報を記載し、かつ、事後の改変を許さない形で記録しなけ

ればならない。実験ノートは研究活動の一次情報記録として、適切に保管

しなければならない。 

 

２．論文や報告書類等の、研究成果発表の元となった研究資料（文書、数値デ

ータ、画像等）は、後日の利用・検証に堪えるよう適正な形で保存しなけ

ればならない。保存に際しては、後日の利用/ 参照が可能となるようにメ

タデータの整備や検索可能性/ 追跡可能性の担保に留意する。 

   

３．資料（文書、数値データ、画像等）の保存期間は、原則として、当該論文

等の発表後１０年間とする。電子化データについては、メタデータの整理・

管理と適切なバックアップの作成により再利用可能な形で保存する。なお、

紙媒体の資料等においても、原則として１０年の保存とするが、保管スペ

ースの制約など止むを得ない事情が生じた場合は、合理的な範囲で廃棄す

ることも可能とする。 

 

４．試料（実験試料、標本）や装置等の実験用品については、当該論文等の    

発表後５年間保存することを原則とする。ただし、保存・保管が本質的に

困難なもの（例：放射性物質等の不安定物質、実験自体で消費されてしま

う試料）や、保存に際して多大なコストがかかるもの（例：生物系試料）

についてはこの限りではない。 

 

５．研究室主宰者は自らのグループの研究者の転出や退職に際して、当該研究

者の研究活動に関わる資料のうち保存すべきものについて、（a）バック

アップをとって保管する、ないしは（b）所在を確認し追跡可能としておく

等の措置を講ずることとし、研究室主宰者の転出や移動に際して、学長は

これに準じた措置を講ずる。 

 



 
 

６．個人データ等、その扱いに法的規制があるものや倫理上の配慮を必要と  

するものについては、それらの規制やガイドラインに従う。また、特定の

研究プロジェクトに関して、成果物の取扱いについて資金提供機関との取

り決め等がある場合にはそれに従う。 

 

７. 研究者は、調査委員会等から研究資料の開示を求められた場合には、原則

としてこれに応じなければならない。また、研究資金配分機関から調査を

求められたときには、大学はこれに応じ、研究に係るデータを開示するも

のとする。研究者の異動先の機関から調査を求められたときも同様とする。 

 

８．以上に定める他、このガイドラインに定めのないことについては日本学術

会議が定めた「科学研究における健全性の向上について」（27.3.6）による

こととする。 

 

９．このガイドラインに関する事務は研究協力部が担当する。 

 

附則 

 このガイドラインは平成 27年 7月 15日から施行する。 

 

附則 

 このガイドラインは平成 30年 4月 1日から施行する。 



 
【資料 9-1】 

 

東京医療保健大学の社会連携・協力に関する基本方針 

 

○本学は建学の精神である「科学技術に基づく正確な医療保健の学問的教育・ 

研究及び臨床活動」に則り、「時代の求める豊かな人間性と教養を備え、これ

からの社会が抱える医療関係の課題に対して、新しい視点から総合的に探求し

解決できる人材の育成」を教育目標としており、教育、研究とともに社会貢献

を本学の重要な使命としている。 

○この教育目標及び使命に基づき、医療系の大学として教育・研究の充実・ 

発展を図るとともに、医療・健康・保健面での社会貢献を積極的に推進し、 

地域との連携・協力を組織的に推進するため、「社会連携・協力に関する基本

方針」を次のとおり定める。 

 

１、本学の教育・研究に係る成果を基にした社会へのサービス活動及び社会 

貢献の一環として、地元の区等との連携・協力により医療・健康・保健を 

テーマとした公開講座を積極的に開催する。 

 

２、医療系の大学に学ぶ学生として、社会貢献・社会活動に関する意識の涵養

を図り地域社会との交流を深めるため、医療等に関わるボランティア活動

及び地元の行事等に参加して地域との交流を深める活動等への積極的な 

参加を推進する。 

 

３、教育・研究の充実・発展を図るため、産・学・官等との共同研究及び受託 

研究を積極的に推進するとともに、その成果を社会に公表する。 

 

４、本学の教育・研究の活動状況等について、ウェブサイト等による情報公開

を積極的に推進するとともに、社会からの意見・要望等を真摯に受け止め

適切な措置を講ずることとする。 

 

５、地域社会に開かれた大学として大学の施設の開放及び図書館利用の拡充に

努める。 

 

６、本学は、医療・健康・保健面において地域を指向した教育研究活動を推進

するとともに、地域の課題解決に資する様々な人材や情報・技術が集まる

地域コミュニティの中核的存在としての機能強化を図る等、医療系の大学

として社会の活性化に資する役割を担うこととする。 

 

附則 この基本方針は平成 23年 12月 7日から施行する。 

附則 この基本方針は平成 26年 7月 16日から施行する。 















 【資料 10-1】 

学長選考委員会規程 

 

 

（学長予定者の資格） 

第１条 学長予定者の選考は、人格が高潔で、学識が優れ、かつ大学運営に関 

し識見を有する者のうちから行う。 

 

（選考の時期） 

第２条 学長予定者の選考は、次の各号の一に該当するときに行う。 

(１)学長の任期が満了するとき。 

(２)学長が辞任を申し出たとき。 

   (３)学長が欠員となったとき。 

 

（学長の任期） 

第３条 学長の任期は４年とし、再任を妨げない。 

 

（選考の機関） 

第４条 学長は理事長の推薦により、理事会によって決定される。 

 

（学長選考委員会の設置と組織） 

第５条 大学経営会議の諮問機関として学長選考委員会を置く。 

  ２ 学長選考委員会は、大学経営会議の諮問を受け学長の選考・解任につ

いて審議し、理事長に答申を行う。 

  ３ 学長選考委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

(１)理事・評議員の中から指名されたもの３名。 

(２)教授会構成員の中から選出された者２名。 

  ４ 学長選考委員会の議長は、大学経営会議議長が指名する。 

  ５ 第３項 (１)の者は大学経営会議議長が指名する。 

  ６ 第３項 (２)の者は学部長等会議において決定する。 

  ７ 学長は学長選考委員会の構成員となることはできない。 

 

附 則 この規程は、平成１７年４月１日より施行する。 

この規程は、平成１８年５月１０日より施行する。 

この規程は、平成３０年４月１日より施行する。 

 



 

 
【資料 10-2】 

東京医療保健大学副学長選考規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、東京医療保健大学学則第５２条に定める副学長の選考に

関し必要な事項を定める。 

（選考） 

第２条 副学長候補者の選考は、大学経営会議が行う。 

２ 理事長は、前項の議に基づき、副学長を任命する。 

（選考の事由） 

第 3条 副学長候補者の選考は、新たに選考する場合のほか次の各号のいず 

れかに該当する場合に行う。 

（１）副学長の任期が満了するとき。 

 （２）副学長が辞任を申し出たとき。 

 （３）副学長が欠員となったとき。 

 （４）副学長が解任されたとき。 

（副学長候補者の資格） 

第４条 副学長候補者となることができる者は、学部の教授とする。 

（副学長の任期） 

第５条 副学長の任期は２年とし、再任を妨げない。 

（副学長の解任） 

 第６条 第３条第４号に規定する副学長の解任は、副学長が次のいずれかに

該当する場合、理事長は大学経営会議の議を経て副学長を解任する 

ことができる。 

（１）心身の故障のため、職務の遂行に耐えられないと認めるとき。 

（２）職務上の義務違反がある場合、引き続き当該業務を行わせることが 

適当でないと認めるとき。 

（その他） 

第７条 この規程に定めるほか、必要な事項については大学経営会議の議を 

経て定める。 

 

附 則  

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則  

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

 



 
 【資料 10-3】 

 

東京医療保健大学学部長選考規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、東京医療保健大学学則第５２条に定める学部長の選考に

関し必要な事項を定める。 

（選考） 

第２条 学部長候補者の選考は、大学経営会議が行う。 

２ 理事長は、前項の議に基づき、学部長を任命する。 

（選考の事由） 

第３条 学部長候補者の選考は、次の各号のいずれかに該当する場合に行う。 

（１）学部長の任期が満了するとき。 

 （２）学部長が辞任を申し出たとき。 

 （３）学部長が欠員となったとき。 

 （４）学部長が解任されたとき。 

（学部長候補者の資格） 

第４条 学部長候補者となることができる者は、当該学部の教授とする。 

（学部長の任期） 

第５条 学部長の任期は２年とし、再任を妨げない。 

（学部長の解任） 

 第６条 第３条第４号に規定する学部長の解任は、学部長が次のいずれかに

該当する場合、理事長は大学経営会議の議を経て学部長を解任するこ

とができる。 

（１）心身の故障のため、職務の遂行に耐えられないと認めるとき。 

（２）職務上の義務違反がある場合、引き続き当該業務を行わせることが適

当でないと認めるとき。 

（その他） 

第７条 この規程に定めるほか、必要な事項については大学経営会議の議を 

経て定める。 

 

附 則  

１．この規程は、平成２１年３月１８日から施行する。 

２．この規程施行日の前日において学部長である者については、この規程に

より選考されたものとみなし、任期は平成２３年３月３１日までとする。 

附 則  

１．この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

２．この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

 



 

【資料 10-4】 

東京医療保健大学学科長選考規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、東京医療保健大学学則第５２条の５に定める学科長の 

選考に関し必要な事項を定める。 

（選考） 

第２条 学科長候補者の選考は、大学経営会議が行う。 

２ 理事長は、前項の議に基づき、学科長を任命する。 

（選考の事由） 
第 3条 学科長候補者の選考は、次の各号のいずれかに該当する場合に行う。 
（１）学科長の任期が満了するとき 

 （２）学科長が辞任を申し出たとき 
 （３）学科長が欠員となったとき 
 （４）学科長が解任されたとき 
（学科長候補者の資格） 
第４条 学科長候補者となることができる者は、当該学科の教授とする。 

（学科長の任期） 
第５条 学科長の任期は２年とし、再任を妨げない。 

（学科長の解任） 

 第６条 第３条第４号に規定する学科長の解任は、学科長が次のいずれかに

該当する場合、理事長は大学経営会議の議を経て学科長を解任すること

ができる。 

（１）心身の故障のため、職務の遂行に耐えられないと認めるとき。 

（２）職務上の義務違反がある場合、引き続き当該業務を行わせることが適

当でないと認めるとき。 

（その他） 

第７条 この規程に定めるほか、必要な事項については大学経営会議の議を 

経て定める。 

 
附 則 
１．この規程は、平成２０年１１月５日から施行する。 
２．この規程施行日の前日において学科長である者については、この規程 

により選考されたものとみなし、任期は平成２１年３月３１日までと 

する。 

 附 則 
    この規程は、平成２３年７月２０日から施行する。 

 附 則 

   この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

 



 【資料 10-5】 

東京医療保健大学大学院研究科長選考規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、東京医療保健大学大学院学則第３１条に定める研究科長

の選考に関し必要な事項を定める。 

（選考） 

第２条 研究科長候補者の選考は、大学経営会議が行う。 

２ 理事長は、前項の議に基づき、研究科長を任命する。 

（選考の事由） 

第 3条 研究科長候補者の選考は、次の各号のいずれかに該当する場合に 

行う。 

（１）研究科長の任期が満了するとき。 

 （２）研究科長が辞任を申し出たとき。 

 （３）研究科長が欠員となったとき。 

 （４）研究科長が解任されたとき。 

（研究科長候補者の資格） 

第４条 研究科長候補者となることができる者は、当該研究科の教授とする。 

（研究科長の任期） 

第５条 研究科長の任期は２年とし、再任を妨げない。 

（研究科長の解任） 

 第６条 第３条第４号に規定する研究科長の解任は、研究科長が次のいずれ

かに該当する場合、理事長は大学経営会議の議を経て研究科長を解任

することができる。 

（１）心身の故障のため、職務の遂行に耐えられないと認めるとき。 

（２）職務上の義務違反がある場合、引き続き当該業務を行わせることが適

当でないと認めるとき。 

（その他） 

第７条 この規程に定めるほか、必要な事項については大学経営会議の議を 

経て定める。 

 

附 則  

１. この規程は、平成２１年３月１８日から施行する。 

２. この規程施行日の前日において研究科長である者については、この 

規程により選考されたものとみなし、任期は平成２３年３月３１日ま

でとする。 



 
【資料 10-6】 

東京医療保健大学医療保健学部各学科教授会規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は東京医療保健大学学則第５６条の規定に基づき、医療 

保健学部看護学科、医療栄養学科及び医療情報学科各学科教授会 

(以下「教授会」という。)の組織、運営等に関し必要な事項を定め 

るものとする。 

（審議事項） 

第２条 教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べ

るものとする。 

(1)学生の入学、卒業及び課程の修了。 

(2)学位の授与。 

(3)前２号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要事項で、  

  教授会の意見を聴くことが必要なものとして学長が定めるもの。 

   ２  教授会は、前項に規定するもののほか、学長、学部長及び学科長 

(以下「学長等」という。 )がつかさどる教育研究に関する事項に 

ついて審議し、及び学長等の求めに応じ、意見を述べることが 

できる。 

 

（組織） 

第３条   教授会は、学科長、専任の教授をもって組織し、学長及び副学長は 

必要に応じて出席することができる。 

２   教授会には准教授その他の教員を加えることができる。 

３  教授会に議長を置き、学科長をもって充てる。学科長に事故がある 

ときは、学科長があらかじめ指名した者がその職務を代行する。 

４  教授会は構成員の過半数の出席をもって成立し、議事は出席した  

構成員の過半数をもって決するものとする。 

５  議長が必要と認めるときは、教授会の構成員以外の者を出席させ、 

あるいはその意見を聴取することができる。 

 

（招集） 

第４条  教授会は学科長が招集する。 

２   学科長は、教授会構成員の３分の１以上から請求のあった場合には、 

速やかに教授会を招集しなければならない。 

 

（専門委員会） 

第５条  教授会はその構成員の一部の者をもって構成する専門委員会を置く 

ことができる。 

２  専門委員会は教授会で審議すべき事項の中で、教授会で必要と認め 

られた事項を取り扱うものとする。 

（事務） 

第６条  教授会に関する事務は、教務部が行う。 

 

 

附 則   

１．この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

２．この規程施行前に、医療保健学部各学科の学科会議において行われた 

教育研究に関する事項に係る審議については、各学科教授会において 

行われた教育研究に関する事項に係る審議とみなす。 

附 則  

   この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

 

 



東京医療保健大学東が丘・立川看護学部教授会規程 

 

（趣旨） 

第３条 この規程は、東京医療保健大学学則第５６条の規定に基づき、東京医療保

健大学東が丘・立川看護学部教授会（以下「教授会」という。）の組織、運

営等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（審議事項） 

第４条 教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べ

るものとする。 

(1)学生の入学、卒業及び課程の修了。 

(2)学位の授与。 

(3)前 2号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要事項で、教授会の意 

見を聴くことが必要なものとして学長が定めるもの。 

    ２  教授会は、前項に規定するもののほか、学長、学部長及び学科長(以下「学 

長等」という。)がつかさどる教育研究に関する事項について審議し、及び 

学長等の求めに応じ、意見を述べることができる。 

(組織） 

第５条 教授会は、学部長、学科長、専任の教授をもって組織し、学長及び 

副学長は必要に応じて出席することができる。 

２ 教授会には、准教授その他の教員を加えることができる。 

３ 教授会に議長を置き、学部長をもって充てる。 

４ 学部長は、あらかじめ指名した者にその職務を代行させることができる。 

５ 教授会は構成員の過半数の出席をもって成立し、議事は出席した構成 

  員の過半数をもって決するものとする。 

６ 議長が必要と認めるときは、教授会の構成員以外の者を出席させ、 

あるいはその意見を聴取することができる。 

（招集） 

第６条 教授会は、学部長が招集する。 

 ２  学部長は、教授会構成員の 3分の 1以上から請求のあった場合には、 

速やかに教授会を招集しなければならない。 

（専門委員会） 

第７条 教授会は、その構成員の一部の者をもって構成する専門委員会を 

置くことができる。 

 ２  専門委員会は教授会で審議すべき事項の中で、教授会で必要と認め 

られた事項を取り扱うものとする。 

（事務） 

第８条 教授会に関する事務は、東が丘事務部及び立川事務部が行う。 

 

 

附 則   

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

 



附 則 

１．この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

２．東が丘看護学部は、学部名の変更に伴い東が丘・立川看護学部となった。 

 

附 則 

 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



東京医療保健大学東が丘看護学部教授会規程 

（趣旨） 

第９条 この規程は、東京医療保健大学学則第５６条の規定に基づき、東京

医療保健大学東が丘看護学部教授会（以下「教授会」という。）の組

織、運営等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（審議事項） 

第１０条 教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見

を述べるものとする。 

(1)学生の入学、卒業及び課程の修了。 

(2)学位の授与。 

(3)前 2号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要事項で、教授 

会の意見を聴くことが必要なものとして学長が定めるもの。 

    ２  教授会は、前項に規定するもののほか、学長、学部長及び学科長 

(以下「学長等」という。)がつかさどる教育研究に関する事項につ 

いて審議し、及び学長等の求めに応じ、意見を述べることができる。 

(組織） 

第１１条 教授会は、学部長、学科長、専任の教授をもって組織し、学長及び 

副学長は必要に応じて出席することができる。 

２ 教授会には、准教授その他の教員を加えることができる。 

３ 教授会に議長を置き、学部長をもって充てる。 

４ 学部長は、あらかじめ指名した者にその職務を代行させることができ 

る。 

５ 教授会は構成員の過半数の出席をもって成立し、議事は出席した構成 

員の過半数をもって決するものとする。 

６ 議長が必要と認めるときは、教授会の構成員以外の者を出席させ、 

あるいはその意見を聴取することができる。 

  

（招集） 

第１２条 教授会は、学部長が招集する。 

 ２  学部長は、教授会構成員の 3分の 1以上から請求のあった場合には、 

速やかに教授会を招集しなければならない。 

（専門委員会） 

第１３条 教授会は、その構成員の一部の者をもって構成する専門委員会を 

置くことができる。 

 ２  専門委員会は教授会で審議すべき事項の中で、教授会で必要と認め 

られた事項を取り扱うものとする。 

（事務） 

第１４条 教授会に関する事務は、東が丘事務部が行う。 

 

附 則 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 



東京医療保健大学立川看護学部教授会規程 

（趣旨） 

第１５条 この規程は、東京医療保健大学学則第５６条の規定に基づき、東京

医療保健大学立川看護学部教授会（以下「教授会」という。）の組織、

運営等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（審議事項） 

第１６条 教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見

を述べるものとする。 

(1)学生の入学、卒業及び課程の修了。 

(2)学位の授与。 

(3)前 2号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要事項で、教授 

会の意見を聴くことが必要なものとして学長が定めるもの。 

    ２  教授会は、前項に規定するもののほか、学長、学部長及び学科長 

(以下「学長等」という。)がつかさどる教育研究に関する事項につ 

いて審議し、及び学長等の求めに応じ、意見を述べることができる。 

(組織） 

第１７条 教授会は、学部長、学科長、専任の教授をもって組織し、学長及び 

副学長は必要に応じて出席することができる。 

２ 教授会には、准教授その他の教員を加えることができる。 

３ 教授会に議長を置き、学部長をもって充てる。 

４ 学部長は、あらかじめ指名した者にその職務を代行させることができ 

る。 

５ 教授会は構成員の過半数の出席をもって成立し、議事は出席した構成 

員の過半数をもって決するものとする。 

６ 議長が必要と認めるときは、教授会の構成員以外の者を出席させ、 

あるいはその意見を聴取することができる。 

  

（招集） 

第１８条 教授会は、学部長が招集する。 

 ２  学部長は、教授会構成員の 3分の 1以上から請求のあった場合には、 

速やかに教授会を招集しなければならない。 

（専門委員会） 

第１９条 教授会は、その構成員の一部の者をもって構成する専門委員会を 

置くことができる。 

 ２  専門委員会は教授会で審議すべき事項の中で、教授会で必要と認め 

られた事項を取り扱うものとする。 

（事務） 

第２０条 教授会に関する事務は、立川事務部が行う。 

 

附 則 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 
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東京医療保健大学千葉看護学部教授会規程 

 

（趣旨） 

第２１条 この規程は、東京医療保健大学学則第５６条の規定に基づき、東京医療保健

大学千葉看護学部教授会（以下「教授会」という。）の組織、運営等に関し必

要な事項を定めるものとする。 

（審議事項） 

第２２条 教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を 述べ

るものとする。 

(1)学生の入学、卒業及び課程の修了。 

(2)学位の授与。 

(3)前 2号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要事項で、教授会 の意

見を聴くことが必要なものとして学長が定めるもの。 

     ２  教授会は、前項に規定するもののほか、学長、学部長及び学科長(以下 

「学長等」という。)がつかさどる教育研究に関する事項について審議 

し、及び学長等の求めに応じ、意見を述べることができる。 

(組織） 

第２３条 教授会は、学部長、学科長、専任の教授をもって組織し、学長及び副学長は必要

に応じて出席することができる。 

２ 教授会には、准教授その他の教員を加えることができる。 

３ 教授会に議長を置き、学部長をもって充てる。 

４ 学部長は、あらかじめ指名した者にその職務を代行させることができる。 

５ 教授会は構成員の過半数の出席をもって成立し、議事は出席した構成員 

の過半数をもって決するものとする。 

６  議長が必要と認めるときは、教授会の構成員以外の者を出席させ、 

あるいはその意見を聴取することができる。 

（招集） 

第２４条 教授会は、学部長が招集する。 

  ２  学部長は、教授会構成員の 3分の 1以上から請求のあった場合には、 

速やかに教授会を招集しなければならない。 

（専門委員会） 

第２５条 教授会は、その構成員の一部の者をもって構成する専門委員会を置くことが

できる。 

  ２   専門委員会は教授会で審議すべき事項の中で、教授会で必要と認め 

られた事項を取り扱うものとする。 

 

（事務） 

第２６条 教授会に関する事務は、千葉事務部が行う。 

附 則   

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
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東京医療保健大学和歌山看護学部教授会規程 

 （趣 旨）  

  第１条  この規程は東京医療保健大学学則第 56条の規定に基づき、東京医療保 

       健大学和歌山看護学部教授会（以下「教授会」という）の組織、運営等 

に関し必要な事項を定めるものとする。  

 （審議事項）  

  第２条   教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述 

べるものとする。  

        (1)学生の入学、卒業及び課程の修了。  

       (2)学位の授与。  

        (3)前２号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要事項で、教授会の

意見を聴くことが必要なものとして学長が定めるもの。   

    ２  教授会は、前項に規定するもののほか、学長、学部長及び学科長(以下「学

長等」という）がつかさどる教育研究に関する事項について審議し、及

び学長等の求めに応じ、意見を述べることができる。  

（組織）  

    第３条   教授会は、学部長、学科長、専任の教授をもって組織し、学長及び副学

長（外部）は必要に応じて出席することができる。  

    ２   教授会には、准教授その他の教員を加えることができる。  

    ３   教授会に議長を置き、学部長をもって充てる。  

    ４  学部長は、あらかじめ指名した者にその職務を代行させることができる。 

５  教授会は構成員の過半数の出席をもって成立し、議事は出席した構成員 

     の過半数をもって決するものとする。 

       ６  議長が必要と認めるときは、教授会の構成員以外の者に出席を求め 

  ることができる。 

 (招集）   

  第４条  教授会は、学部長が招集する。 

     ２   学部長は、教授会構成員の３分の１以上から請求のあった場合には、速

やかに教授会を招集しなければならない。  

 (専門委員会）  

    第５条  教授会は、その構成員の一部の者をもって構成する専門委員会を置くこ

とができる。 

     ２  専門委員会は教授会で審議すべき事項の中で、教授会で必要と認められ

た事項を取り扱うものとする。 

（事務） 

   第６条  教授会に関する事務は、和歌山事務部が行う。 

   附 則  この規程は、平成 30年 4月 1日から施行する。  
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東京医療保健大学大学院医療保健学研究科教授会規程 
 

（趣 旨） 

第２７条 この規程は、東京医療保健大学大学院学則第３３条の規定に基づき 

設置される東京医療保健大学大学院医療保健学研究科教授会（以下 

「医療保健学研究科教授会」という。)の組織、運営等に関し必要事項を定め

るものとする。 

 (審議事項) 

第２８条 医療保健学研究科教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を 

行うに当たり意見を述べるものとする。 

(1) 入学、課程の修了。 

(2) 学位の授与。 

(3) 前 2号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要事項で、医療 

保健学研究科教授会の意見を聴くことが必要なものとして学長が 

定めるもの。 

２    医療保健学研究科教授会は、前項に規定するもののほか、学長及び 

研究科長(以下「学長等」という。) がつかさどる教育研究に関する 

事項について審議し、及び学長等の求めに応じ、意見を述べることが 

できる。 

（組 織） 

第２９条 医療保健学研究科教授会は、研究科担当の専任教授、准教授をもって組織し、

学長及び副学長は必要に応じて出席することができる。 

  ２  医療保健学研究科教授会には前項に定めるほか研究科担当の教員を 

加えることができる。 

 ３  医療保健学研究科教授会に議長を置き、研究科長をもって充てる。 

 ４  研究科長は、あらかじめ指名した者にその職務を代行させることが 

できる。 

５  議長が必要と認めるときは、医療保健学研究科教授会の構成員以外の者を出席 

させ、意見を聴取することができる。 

（事 務） 

第３０条 医療保健学研究科教授会に関する事務は、大学院事務室が行う。 

（規程の改訂） 

第５条  この規程の改訂は、大学経営会議において決定する。 

 

附 則 

 １． この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

  ２． この規程施行前に、医療保健学研究科委員会において行われた教育研究に 

関する事項に関する審議については、医療保健学研究科教授会において 

行われた教育研究に関する事項に係る審議とみなす。 
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東京医療保健大学大学院看護学研究科教授会規程 
 

（趣 旨） 

第３１条 この規程は、東京医療保健大学大学院学則第３３条の規定に基づき 

設置される東京医療保健大学大学院看護学研究科教授会（以下「看護学研究

科教授会」という。)の組織、運営等に関し必要事項を定めるものとする。 

 (審議事項) 

第３２条 看護学研究科教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり

意見を述べるものとする。 

(1) 入学、課程の修了。 

(2) 学位の授与。 

(3) 前 2号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要事項で、看護学研究科 

委員会の意見を聴くことが必要なものとして学長が定めるもの。 

２    看護学研究科教授会は、前項に規定するもののほか、学長及び研究科 

(以下「学長等」という。) がつかさどる教育研究に関する事項に 

   ついて審議し、及び学長等の求めに応じ、意見を述べることができる。 

（組 織） 

第３３条 看護学研究科教授会は、研究科担当の専任教授、准教授をもって組織し、学

長及び副学長は必要に応じて出席することができる。 

  ２  看護学研究科教授会には前項に定めるほか研究科担当の教員を加えることが

できる。 

 ３  看護学研究科教授会に議長を置き、研究科長をもって充てる。 

 ４  研究科長は、あらかじめ指名した者にその職務を代行させることが 

できる。 

５  議長が必要と認めるときは、看護学研究科教授会の構成員以外の者 

を出席させ、意見を聴取することができる。 

（事 務） 

第３４条 看護学研究科教授会に関する事務は、東が丘事務部が行う。 

（規程の改訂） 

第５条  この規程の改訂は、大学経営会議において決定する。 

 

附 則 

 １． この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

  ２．  この規程施行前に、看護学研究科委員会において行われた教育研究に 

関する事項に関する審議については、看護学研究科教授会において行われ 

た教育研究に関する事項に係る審議とみなす。 

附 則 

  この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
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東京医療保健大学大学院和歌山看護学研究科教授会規程 

 

（設 置） 

第１条 この規程は、東京医療保健大学大学院学則第３３条の規程に基づき設置

される東京医療保健大学大学院和歌山看護学研究科教授会（以下「和歌

山看護学研究科教授会」という。）の組織、運営に関して必要事項を定め

るものとする。 

 

（審議事項） 

第２条 和歌山看護学研究科教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行

うに当たり意見を述べるものとする。 

    （1）入学、課程の修了。 

    （2）学位の授与。 

    （3）前 2号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要事項で、和歌山

看護学研究科教授会の意見を聞くことが必要なものとして学長が定

めるもの。 

  ２ 和歌山看護学研究科教授会は、前項に規定するもののほか、学長及び研

究科長(以下「学長等」という。)がつかさどる教育研究に関する事項に

ついて審議し、及び学長等の求めに応じ、意見を述べることができる。 

 

(組 織) 

第３条 和歌山看護学研究科教授会は、研究科担当の専任教授をもって組織し、

学長及び副学長は必要に応じて出席することができる。 

  ２ 和歌山看護学研究科教授会には前項に定めるほか研究科担当の教員を加

えることができる。 

  ３ 和歌山看護学研究科教授会に議長を置き、研究科長をもって充てる。 

  ４ 研究科長は、あらかじめ指名した者にその職務を代行させることがで 

きる。 

  ５ 議長が必要と認めるときは、和歌山看護学研究科教授会の構成員以外の

者を出席させ、意見を聴取することができる。 

 

(事 務) 

第４条 和歌山看護学研究科教授会に関する事務は、和歌山事務部が行う。 

 

附 則 

１. この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

２. この規程施行前に、和歌山看護学研究科教授会(仮)において行われた 

教育研究に関する事項に関する審議については、和歌山看護学研究科 

教授会において行われた教育研究に関する事項に係る審議とみなす。 

 



【資料10‐8】

 （令和２年４月１日現在）

監事

青葉学園野沢幼保連携型
認定こども園

〈大学経営会議委員の構成員　21名〉
・理事長
・理事及び評議員の中から理事長が指名
　する者10名
・教授会構成員の中から及び学長・副学長
　を含め理事長が指名する者10名

理　 事　　現員　　　12名
評議員    現員　　　26名
　　　　　　(うち理事兼9名)
監　 事    現員　　   2名

学事顧問 　　　　　　6名
顧　 問　　　　　　　　1名

総務人事部

経理財務部

学生支援センター

入試広報部

学校法人組織機構図

企画部

教務部

大
学
経
営
会
議

大
学
経
営
会
議
室

評議員会

理事会

（理事長　田村哲夫）

（室長　田村聡明）

（議長　田村哲夫）

（園長　北山ひろみ）

学生募集部

青葉学園幼稚園

（学長　木村　哲）

図書館事務室

和歌山事務部

千葉事務部

立川事務部

東が丘事務部

世田谷事務部

五反田事務部

研究協力部
（事務局長　馬場　剛）

東京医療保健大学
東京医療保健大学

事務局

（園長　田村哲夫）

大学院事務室



【資料10-9】

 大　学　院　事　務　室

 産 後 ケ ア 研 究 セ ン タ ー

 附　属　図　書　館

 大　学　経　営　会　議　室

 図　書　館　事　務　室

 世 田 谷 事 務 部

 東 が 丘 事 務 部

 立 川 事 務 部

 千 葉 事 務 部

 和 歌 山 事 務 部

  I  R  推  進  室

 和　歌　山　看　護　学　部  看　護　学　科

 感 染 制 御 学教育研究 セ ン タ ー

 メ デ ィ テ ー シ ョ ン セ ン タ ー

 放  射 線 看 護 研 修 セ ン タ ー

 大学院和歌山看護学研究科
 修　士　課　程
 看 護 学 専 攻

 助　 産　 学　 専　 攻　 科

 国　際　交　流　セ　ン　タ　ー

 博　士　課　程
 看 護 学 専 攻

 情 報 教 育 研 究 セ ン タ ー

 教　　　務　　　部

 事　　務　　局

 経　理　財　務　部

 企　　　画　　　部

 総　務　人　事　部

 学 生 支 援 セ ン タ ー

 入　試　広　報　部

 学　生　募　集　部

 研 究 協 力 部

 五 反 田 事 務 部

看 護 科 学 コ ー ス

 大学院医療保健学研究科 
 修　士　課　程
 医療保健学専攻

高 度 実 践 助 産 コ ー ス

看 護 マ ネ ジ メ ン ト 学 領 域

高度実践公衆衛生看護コース

 修　士　課　程
 看 護 学 専 攻

東
京
医
療
保
健
大
学

感 染 制 御 学 領 域

医 療 栄 養 学 領 域

医 療 保 健 情 報 学 領 域

助 産 学 領 域

周 手 術 医 療 安 全 学 領 域

滅 菌 供 給 管 理 学 領 域

看 護 実 践 開 発 学 領 域

 博　士　課　程
 医療保健学専攻

感 染 制 御 学 領 域

周 手 術 医 療 安 全 学 領 域

看 護 学 領 域

 大 学 院 看 護 学 研 究 科 高 度 実 践 看 護 コ ー ス

 医療情報学科

東京医療保健大学組織図
令和2年4月1日

 医　 療　 保　 健　 学　 部  看　護　学　科

 医療栄養学科

 東 が 丘 ・ 立 川 看 護 学 部  看　護　学　科 臨 床 看 護 学 コ ー ス

災 害 看 護 学 コ ー ス

 千　葉　看　護　学　部  看　護　学　科

 看　護　学　科

 看　護　学　科

 東　が　丘　看　護　学　部

 立　川　看　護　学　部



 

 
 

【資料 10-10】 

令和 2年度 研修会の主な参加状況 

 

 主催団体等 研修会等名 年月日 参加職員数（名） 

1 

数理・データサイエンス

教育強化拠点コンソーシ

アム 

関東･首都圏ブロックワークショップ 

（Zoom参加） 

2. 8. 5 

 9.17 

10.28 

11.26 

12. 8 

12.23 

3. 2.10 

3.10 

3.25 

教務部職員            1名 

2 東京しごとセンター 
大学等キャリアセンター職員向けセミ

ナー×企業交流会 
2. 8. 6 学生支援センター職員 1名 

3 株式会社 学情 

就職後援会オンラインパネルディスカ

ッション 

（Zoom参加） 

2. 9. 2 学生支援センター職員 1名 

4 株式会社 学情 
大学就職指導担当者セミナー 

（Zoom参加） 
2. 9.11 学生支援センター職員 1名 

5 
株式会社 

エイチ・アイ・エス 

ニューノーマル時代、留学と海外研修

の未来のカタチはどうなるのか 

～カナダの事例から考える～ 

（Zoom参加） 

2. 9.11 研究協力部職員        1名 

6 
独立行政法人 

日本学生支援機構 

奨学金業務連絡協議会 

（Zoom参加） 
2.10.15 学生支援センター職員 2名 

7 
公益財団法人 

大学コンソーシアム京都 

2020年度第 18回 SDフォーラム 

新たな価値を生むこれからの大学職員

の姿－ルーティンワークからの脱却－ 

（Zoom参加） 

2.10.25 和歌山事務部職員      3名 

8 株式会社 クロノス 就活支援 Webセミナー 2.10.27 学生支援センター職員 1名 

9 株式会社 内田洋行 

大学・高校実践ソリューションセミ 

ナー2020 

（Zoom参加） 

2.10.28 東が丘事務部職員      1名 

10 東京都福祉保健局 

令和 2年度栄養士・管理栄養士養成施

設連絡会 

（Zoom参加） 

2.10.29 教務部職員            1名 

11 
大学教育イノベーション

日本事務局（HEIJ） 

第 5回大学教育イノベーションフォー

ラム「FD・SDのイノベーション：コロ

ナ禍における取組と今後の展望」

（Zoom参加） 

2.10.29 和歌山事務部職員      1名 

12 図書館総合展運営委員会 
第 22回図書館総合展 

（Zoom参加） 

2.11. 4 

～ 

2.11. 6 

図書館事務室職員      1名 

13 
国立研究開発法人 

防災科学技術研究所 

「災害発生！あなたならどうする？」

〜災害と図書館 2020〜 

（YouTube Live配信） 

2.11. 4 図書館事務室職員      1名 

14 医学中央雑誌刊行会 
医中誌 Web最新情報 

（Zoom参加） 
2.11. 4 図書館事務室職員   1名 

15 

大学共同利用機関法人 

情報・システム研究機構 
国立情報学研究所 

学術情報基盤を支えるシステムと制度

のこれから 

（Zoom参加） 

2.11. 5 図書館事務室職員   1名 



 主催団体等 研修会等名 年月日 参加職員数（名） 

16 
公益社団法人 

日本図書館協会 

第 106回全国図書館大会和歌山大会 

（Vimeo配信） 

2.11.20 

～ 

2.11.30 

図書館事務室職員   1名 

17 
高等教育コンソーシアム

久留米 

SD研修会 災害時における大学職員の

役割 

（Zoom参加） 

2.11.27 和歌山事務部職員      1名 

18 

数理・データサイエンス

教育強化拠点コンソーシ

アム 

数理・データサイエンス・AI教育プロ

グラム認定制度について 

（Zoom参加） 

2.12.16 教務部職員            1名 

19 文部科学省 

令和 3年度「知識集約型社会を支える

人材育成事業」メニュー③インテンシ

ブ教育プログラム事務説明会 

（Webex参加） 

3. 1.28 東が丘事務部職員      1名 

20 

一般社団法人 授業目的

公衆送信補償金等管理協

会 SARTRAS  

授業目的公衆送信補償金制度のオンラ

イン説明会 

（Zoom参加） 

3. 1.29 教務部職員            1名 

21 文部科学省 

数理・データサイエンス・AI教育 

プログラム認定制度公募事前説明会 

（Zoom参加） 

3. 2.17 教務部職員            1名 

22 文部科学省 

数理・データサイエンス・AI教育 

プログラム認定制度公募説明会 

（Zoom参加） 

3. 3. 3 教務部職員            1名 

23 
関西大学教学 IRプロジ

ェクト室 

3大学（法政・明治・関西大学）合同

IRフォーラム「コロナ禍におけるこれ

からの大学教育を考える」 

（Zoom参加） 

3. 3. 6 教務部職員            1名 

24 

大学共同利用機関法人 

情報・システム研究機構 
国立情報学研究所 

第 28回大学等におけるオンライン教育

とデジタル変革に関するサイバーシン 

ポジウム「教育機関 DXシンポ」 

（YouTube Live配信） 

3. 3.19 図書館事務室職員      1名 

25 文化庁 

令和 3年度図書館等職員著作権実務 

講習会 

（前年度現地開催（対面）予定） 

3.9月中旬 図書館事務室職員    1名 

26 

大学共同利用機関法人 

情報・システム研究機構 
国立情報学研究所 

大学図書館職員短期研修 

（オンライン参加予定） 

3.10.26 

～ 

3.10.29 

図書館事務室職員    1名 

27 図書館総合展運営委員会 
第 23回図書館総合展 

（オンライン参加予定） 

3.11. 9 

～ 

3.11.11 

図書館事務室職員    3名 

 



【資料10-11】

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

3,206,125 3,463,025 3,836,130 4,164,430 4,477,830

125,375 125,375 125,375 125,375 125,375

40,000 40,000 40,000 40,000 40,000

475,000 959,000 475,000 575,000 475,000

国 庫 補 助 金 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000

都 道 府 県 補 助 金 0 130,000 0 100,000 0

市 区 町 村 補 助 金 0 354,000 0 0 0

0 0 0 0 0

63,000 63,000 63,000 63,000 63,000

1,700 1,700 1,700 1,700 1,700

53,000 53,000 53,000 53,000 53,000

1,350,000 1,000,000 1,100,000 1,000,000 800,000

5,314,200 5,705,100 5,694,205 6,022,505 6,035,905

2,153,800 2,509,195 2,781,413 2,875,957 2,879,707

851,500 967,419 1,052,719 1,165,394 1,232,769

385,000 403,457 422,816 446,923 467,456

42,250 51,250 61,750 75,125 87,500

797,892 1,293,300 843,300 943,300 843,300

400,000 0 100,000 0 0

400,000 355,000 380,000 400,000 420,000

5,030,442 5,579,621 5,641,998 5,906,699 5,930,732

施 設 関 係 支 出

借 入 金 等 収 入

合 計

人 件 費 支 出

教 育 研 究 経 費 支 出

管 理 経 費 支 出

借 入 金 等 返 済 支 出

設 備 関 係 支 出

東京医療保健大学の財政計画（平成２９年度～平成３３年度）

（１）資  金  収  支  の  状  況

科　　　　　目

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入

手 数 料 収 入

収
　
入
　
の
　
部

寄 付 金 収 入

補 助 金 収 入

支
　
出
　
の
　
部

合計

資 産 売 却 収 入

付随事業・収益事業収入

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入

雑 収 入

借 入 金 等 利 息 支 出



29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

3,206,125 3,463,025 3,836,130 4,164,430 4,477,830

125,375 125,375 125,375 125,375 125,375

40,000 40,000 40,000 40,000 40,000

475,000 959,000 475,000 575,000 475,000

63,000 63,000 63,000 63,000 63,000

53,000 53,000 53,000 53,000 53,000

3,962,500 4,703,400 4,592,505 5,020,805 5,234,205

2,193,800 2,549,195 2,821,413 2,915,957 2,919,707

1,201,500 1,343,719 1,453,419 1,571,394 1,643,469

うち、減価償却費 350,000 376,300 400,700 406,000 410,700

433,000 460,157 485,116 510,123 531,356

うち、減価償却費 48,000 56,700 62,300 63,200 63,900

0 0 0 0 0

3,828,300 4,353,071 4,759,948 4,997,474 5,094,532

134,200 350,329 ▲ 167,443 23,331 139,673

1,700 1,700 1,700 1,700 1,700

0 0 0 0 0

1,700 1,700 1,700 1,700 1,700

42,250 51,250 61,750 75,125 87,500

0 0 0 0 0

42,250 51,250 61,750 75,125 87,500

▲ 40,550 ▲ 49,550 ▲ 60,050 ▲ 73,425 ▲ 85,800

3,964,200 4,705,100 4,594,205 5,022,505 5,235,905

93,650 300,779 ▲ 227,493 ▲ 50,094 53,873

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

0 0 0 0 0

5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

▲ 5,000 ▲ 5,000 ▲ 5,000 ▲ 5,000 ▲ 5,000

88,650 295,779 ▲ 232,493 ▲ 55,094 48,873

3,964,200 4,705,100 4,594,205 5,022,505 5,235,905

3,875,550 4,409,321 4,826,698 5,077,599 5,187,032事 業 活 動 支 出 計

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動

収
入

受 取 利 息 ・ 配 当 金

その他の教育活動外収入

教 育 活 動 外 収 入 計

事
業
活
動

支
出

借 入 金 等 利 息

その他の教育活動外支出

教 育 活 動 外 支 出 計

教 育 活 動 外 収 支 差 額

教 育 活 動 収 支 差 額

学 生 生 徒 等 納 付 金

手 数 料

経 常 収 入

事 業 活 動 収 入 計

事
業
活
動
支
出

人 件 費

教 育 研 究 経 費

管 理 経 費

徴 収 不 能 額 等

教 育 活 動 支 出 計

寄 付 金

経 常 費 等 補 助 金

付 随 事 業 収 入

雑 収 入

教 育 活 動 収 入 計

（２）事業活動収支の状況

科　　　　　目

基 本 金 繰 入 前 収 支 差 額

特
別
収
支

事
業
活
動

収
入

資 産 売 却 差 額

そ の 他 の 特 別 収 入

特 別 収 入 計

事
業
活
動

支
出

資 産 処 分 差 額

そ の 他 の 特 別 支 出

特 別 支 出 計

特 別 収 支 差 額

経 常 収 支 差 額

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入

2



単位：％

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

私大平均 実績 目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

人  件  費

経 常 収 入

人  件  費

学生生徒等納付金

教育研究経費

経 常 収 入

管 理 経 費

経 常 収 入

借入金等利息

経 常 収 入

基本金組入前収支差額
事業活動収入

事業活動支出

事業活動収入

学生生徒等納付金

経 常 収 入

寄  付  金

事業活動収入

補  助  金

事業活動収入

　　　　　　29．7．12
　　　　　　大学経営会議

（平成27年度私大平均は、日本私立学校振興・共済事業団「今日の私学財政」（平成29年1月発行）による、大学部門 学生数1～3千人規模の211校平均値である。）

東京医療保健大学の財務に係る年度別比率目標（平成29年度～平成33年度）

算   式（＊１００）

11.4  9.1  

31.3  31.4  

59.5  

76.7  

35.2  

1 人 件 費 比 率

2 人 件 費 依 存 率

3 教 育 研 究 経 費 比 率

平成30年度に開学する和歌山看護学部、千葉看護学部は、平成33年度まで経常費補助金が支給されないのに加え、人件
費等経費支出が学生納付金収入より先行するため平成31年度、32年度は、平成28年度実績より高めの目標値となるが、
平成33年度の完成年度には、平成28年度実績より下回る目標値とした。

平成30年度から開学する和歌山看護学部、千葉看護学部は、学生生徒等納付金収入より、人件費が先行するため、平成
30年度、31年度は平成28年度実績より高めの目標値とした。

この比率は高すぎると事業収支均衡を崩す要因となるため、30%を少し超える目標値とした。平成30年度は和歌山県と和
歌山市からの454百万円の設置経費補助金が見込まれるため30％を少し下回る目標値とした。

58.1  55.8  

70.3  68.4  73.6  73.5  70.0  65.2  

56.7  55.3  54.2  61.4  

4 管 理 経 費 比 率

5 借 入 金 等 利 息 比 率

6 事業活動収支差額比率

1.5  1.7  

0.9  2.2  6.3  ▲ 5.1 ▲ 1.1 0.9  

0.9  1.1  1.1  1.3  

10.4  10.9  9.8  10.6  10.2  10.1  

7 事 業 活 動 支 出 比 率

8 学生生徒等納付金比率

101.1  99.1  99.1  97.7  93.7  105.1  

82.9  85.5  80.7  80.9  73.6  83.5  

13.1  

9 寄 付 金 比 率

10 補 助 金 比 率

12.5  11.9  20.4  10.3  

平成28年度実績は1.1％であり、私大平均1.7％を下回っていることから、寄付金収入確保のため、2年毎に0.1％増加す
る目標値とした。

平成30年度に開学する和歌山看護学部、千葉看護学部は、平成33年度までは未完成学部のため経常費補助金は支給され
ないため、私大平均より低めの目標値とした。ただし、平成30年度は、和歌山県、和歌山市より454百万円の設置経費補
助金が見込まれ20.4%の目標値とした。

私大平均は、－4.5％とマイナスだが、平成28年度実績を踏まえ各年度ともプラス目標値としたいところだが、和歌山看
護学部、千葉看護学部とも、平成33年度まで経常費補助金が支給されないのに加え、人件費等経費支出が学生納付金収
入より先行するため、平成31年度、32年度はマイナスの目標値とした。

この数値は低いことが望ましいが、和歌山看護学部、千葉看護学部とも、平成33年度まで経常費補助金が支給されない
のに加え、人件費等経費支出が学生納付金収入より先行するため、平成31年度、32年度は100％を超える目標値とした。

この数値は、安定的に推移すること、かつ比率があまり高くならない方が望ましいが、和歌山看護学部、千葉看護学部
の学生生徒等納付金が年度進行で増加すること、両学部とも平成33年度まで経常費補助金が支給されないため、私大平
均より高めの目標値とした。

104.5  

77.5  

1.1  1.1  1.2  1.2  1.3  1.3  1.7  

8.5  

0.2  

▲ 4.5

31.4  30.3  28.6  31.6  

平成28年度実績が10.4％であり、私大平均8.5％より高いことから、平成33年度の和歌山看護学部、千葉看護学部の完成
年度には、平成28年度実績を下回る10.1％の目標値とした。

平成28年度実績は0.9%で、私大平均0.2%より高めとなっている。今後、平成30年度に開学する和歌山看護学部、千葉看
護学部の改修費などを借入にて調達する計画で高めの目標値とした。
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